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平成26年10月１日（水曜日）

午後０時59分開会

会議に付託された議案等

○議案第18号 平成25年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

出席委員（８人）

主 査 内 村 仁 子

副 主 査 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

環境森林部

環 境 森 林 部 長 徳 永 三 夫

環境森林部次長
福 田 裕 幸

（ 総 括 ）

環境森林部次長
森 房 光

（ 技 術 担 当 ）

部 参 事 兼
川 添 哲 郎

環 境 森 林 課 長

みやざきの森林
西 山 悟

づくり推進室長

環 境 管 理 課 長 上 山 伸 二

循環社会推進課長 神 菊 憲 一

自 然 環 境 課 長 水 垂 信 一

森 林 経 営 課 長 那 須 幸 義

山村･木材振興課長 福 満 和 徳

み や ざ き ス ギ
石 田 良 行

活 用 推 進 室 長

林業技術センター所長 河 野 憲 二

木 材 利 用 技 術
飯 村 豊

セ ン タ ー 所 長

工 事 検 査 監 下 沖 誠

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村主査 ただいまから、決算特別委員会環

境農林水産分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。

お手元に配付いたしました日程案のとおりで

よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、本日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元の分科会審査説明要領により行われま

すが、決算事項別の説明は「目」の執行残が100

万円以上のもの及び執行率が90％未満のものに

ついて、また、主要施策の成果は、主なものに

ついて説明がありますので、審査に当たりまし

てはよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合の審査の進め方についてでありますが、そ

の場合、主査において、他の分科会との時間調

整を行った上で、質疑の場を設けることとする

旨、確認がなされましたので、よろしくお願い

いたします。

平成26年10月１日(水)
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次に、審査の進め方ですが、お手元に配付の

分科会審査の進め方（案）のとおりでよろしい

でしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、分科会審査の進め方の

とおり進めさせていただきます。

執行部入室のため、暫時休憩いたします。

午後１時１分休憩

午後１時３分再開

○内村主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

それでは、平成25年度決算について、執行部

の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○徳永環境森林部長 環境森林部でございます。

よろしくお願いいたします。

先ほど主査からありましたように、シイタケ

茶は、林業技師の初めての女性リーダーであり

ますクロキシイタケリーダーが、（笑声）干しシ

イタケのＰＲとあわせて委員の皆様の健康を気

遣いまして準備いたしましたので、御賞味いた

だければというふうに思います。私は、ちなみ

に二日酔いの朝、飲むと非常に効くなっていう

ふうに思ってますので、よろしくお願いいたし

ます。

それでは、座って説明させていただきます。

平成25年度の環境森林部の決算状況等につき

まして、御説明をさせていただきます。

まず、お手元に配付をしております決算特別

委員会資料の１ページ、総合計画に基づく施策

の体系表をごらんください。

関係部門を抜粋しました体系表で、主な取り

組みを御説明いたします。

初めに、一番左側のくらしづくりでございま

すが、一つ右上の自然と共生した環境にやさし

い社会づくりについてであります。

まず、一番上の低炭素循環型社会への転換と

いたしまして、（１）の②の再生可能エネルギー

の利用促進をするとともに、（２）の①といたし

まして、４Ｒと廃棄物の適正処理の推進等を図っ

たところでございます。

２番目の良好な自然環境・生活環境の保全に

つきましては、（１）の①の地球環境・大気環境

の保全に取り組むとともに、（２）の①の生物多

様性の確保に努めたところでございます。

３番目の環境にやさしい社会基盤づくりでは、

（１）の①の環境学習等を推進したところでご

ざいます。

次に、安全な暮らしが確保される社会につい

てであります。

ここでは、安全で安心な県土づくりといたし

まして、（１）の①の山地治山事業や、保安林整

備等に取り組んだところでございます。

続きまして、２ページの産業づくりの体系で

あります。

魅力ある農林水産業が展開される社会の持続

可能な森林・林業の振興についてであります。

一番上の人と環境を支える多様で豊かな森づ

くりでは、（１）の①の資源循環の森づくりや、

（２）の②の多様で豊かな森づくりの推進や、

（３）の⑤の野生鳥獣被害防止対策の推進等に

努めたところでございます。

２番目の環境型の力強い林業・木材産業づく

りでは、（１）の①の資源の循環利用システムの

確立に努めるとともに、（２）の①の素材生産の

効率化・低コスト化の推進や、（３）の②の大径

材確保に対応した生産ラインの整備・充実と④

の木質バイオマスを活用した産業の創出等を
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図ったところでございます。

また、（４）の①の品質・性能の豊かな「みや

ざきスギ」ブランドの確立に取り組んだところ

でございます。

さらに（５）の①のしいたけの生産振興と販

路の拡大に取り組むとともに、（６）の①の林業

・木材加工試験研究と技術移転の推進に努めた

ところでございます。

３番目の森林・林業・木材産業を担う山村・

人づくりでは、（１）の①の山村集落の定住環境

の整備や、（２）の①の地域林業のリーダーとな

る林家等の育成に努めたところでございます。

また、（３）の②の県民や企業等の参加による

森づくりの推進にも努めたところでございます。

体系表に基づく施策の内容については、以上

でございます。

続きまして、３ページをお開きください。

平成25年度の歳出決算の状況についてであり

ます。

一番下の合計の欄をごらんください。一般会

計と特別会計を合わせまして、予算額417億1,137

万8,813円に対しまして、支出済み額301億4,894

万2,730円となっております。

また、翌年度への繰越額は、繰越明許費105

億9,270万6,039円、事故繰越1,909万3,000円と

なっております。

この結果、不用額は９億5,063万7,044円とな

り、執行率は72.3％となっておりますが、翌年

度への繰越額を含めた執行率は97.7％となって

おります。

引き続きまして、６ページをお開きください。

平成25年度環境森林部に係る監査結果報告書

指摘事項等についてであります。

ごらんのように、指摘事項が１件、注意事項

が１件ございました。このうち、指摘事項につ

きましては、後ほど、関係課長から御説明させ

ていただきます。

また、別途お手元に配付しております平成25

年度宮崎県歳入歳出決算審査及び基金運用状況

審査意見書において、２件の意見・留意事項等

がございますので、後ほど、これにつきまして

も関係課長から御説明させていただきます。

以上、環境森林部の決算状況でございます。

詳細につきましては、関係課長が御説明いた

しますので、よろしくお願いをいたします。

○川添環境森林課長 環境森林課の平成25年度

の決算状況につきまして、御説明いたします。

お手元の委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。

まず、一般会計でございますが、表の一番上

の環境森林課の段になります。予算額41億1,700

万2,000円に対して、支出済み額は39億6,428

万6,484円、繰越明許費4,438万3,000円、不用額

は１億833万2,516円となっており、執行率96.3

％で、繰越額を含めた執行率は97.4％となりま

す。

次に、特別会計でございますが、表の下から

４段目になります。予算額２億8,748万5,000円

に対しまして、支出済み額は２億5,454万805円、

不用額は3,294万4,195円となっており、執行率

は88.5％でございます。

それでは、目で不用額が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものについて御説明いた

しますが、これは、各課同じ説明になります。

では、７ページをお開きください。

まず、一般会計についてでございます。

上から３段目の（目）計画調査費でございま

すが、不用額は213万8,356円となっております。

その主なものは、節の欄の下から２つ目、負

担金補助及び交付金の213万1,000円でございま
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す。これは、右の説明欄にあります太陽光発電

システム導入促進事業、この事業は、住宅用の

太陽光発電設備設置への補助でございますが、

この事業におきまして、設置申請者から申請取

り下げなどが行われまして、執行残となったも

のでございます。

次に、ページの中ほどよりやや下側の（目）

の環境保全費でございます。不用額が7,275

万2,421円となっておりますが、その主なものは、

節の欄の下から３つ目、負担金補助及び交付金

の7,214万2,521円でございます。これは、右の

説明欄にあります再生可能エネルギー等導入推

進基金事業の執行残が主なものでございまして、

この事業は、公共施設への太陽光発電設備への

補助でございますが、実施主体であります市と

町において、事業実績が見込みを下回ったこと

などにより、執行残が生じたものでございます。

８ページをごらんください。

上から３段目の（目）林業総務費でございま

すが、不用額は3,303万7,886円となっておりま

す。不用額の主なものは、節の欄の２つ目と３

つ目、それと４つ目の給料、職員手当、共済費

の人件費に係る執行残でございます。これは、

当初、県費で予算措置をしておりました人件費

を公共事業費の確定に伴い、県費から国庫補助

の対象となります公共事業の事務費に振りかえ

たことなどにより執行残となったものでござい

ます。

次に、10ページをお開きください。

山林基本財産特別会計についてでございます。

上から３段目の（目）基本財産造成費でござ

いますが、不用額は212万3,024円、執行率は96.4

％となっております。不用額の主なものは、節

の欄の上から６つ目の役務費162万7,276円でご

ざいます。これは、間伐材を市場で売り払う際

に、市場に支払う手数料等でありまして、売り

払い料の確定に伴いまして執行残となったもの

でございます。

次に、11ページをお開きください。

拡大造林事業特別会計についてであります。

上から３段目の（目）拡大造林事業費でござ

いますが、不用額は3,081万9,706円、執行率

は73.1％となっております。不用額の主なもの

は、節の欄の下から５つ目の委託料928万6,202

円と、その２つ下になります負担金補助及び交

付金の2,108万4,055円であります。委託料につ

きましては、県行分収造林の造成事業におきま

して、作業路の開設が、所有者との協議が整い

ませんで実施できなかったことなどにより、執

行残が生じたものでございます。また、負担金

補助及び交付金につきましては、県行分収造林

の収穫事業におきまして、相続の発生等により、

土地所有者の同意が得られず、売り払いを次年

度以降に先送りしたことに伴い、分収交付金に

執行残が生じたものでございます。

決算状況の説明につきましては、以上でござ

います。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主なものを御説明します。

お手元の平成25年度主要施策の成果に関する

報告書の129ページになります。

１の自然と共生した環境にやさしい社会の

（１）の低炭素循環型社会への転換についてで

ございます。

主な事業名の上から１つ目、再生可能エネル

ギー等導入推進基金事業では、災害時において、

防災拠点や避難所となります公共施設に、太陽

光発電システムなどを設置する10の市町に対し

補助を行ったところでございます。

また、３つ目の事業、改善事業「太陽光発電
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システム導入促進事業」により、住宅用太陽光

発電システムの設置者に対し補助を行いますと

ともに、一番下の事業、住宅用太陽光発電シス

テム融資制度によりまして、低利な融資を行う

ことで、県内住宅への太陽光発電の導入促進を

図ったところでございます。

130ページをお開きください。

主な事業の新規事業「みやざき新エネルギー

づくり推進事業」では、新エネルギーの導入促

進を図るため、県内の有識者等で構成します導

入促進協議会を開催しまして、ビジョンの進捗

管理や施策への提言等をいただくとともに、３

つの市町村が実施しました導入可能性調査に対

する補助や、県民との相談対応等を実施したと

ころでございます。

131ページをごらんください。

（２）の良好な自然環境・生活環境の保全に

ついてでございます。

主な事業名の上から２つ目、県民参加の森づ

くり普及啓発推進事業では、パンフレット配布

やイベントでのパネル展示等により、森づくり

の重要性などにつきまして、普及啓発を行った

ところです。

また、その下の森づくり応援団活動支援事業

により、森づくりボランティア団体の活動支援

や植栽用苗木の提供などを行いまして、県民参

加の森づくりを推進したところです。

さらに、その下の森林環境教育推進事業では、

森林環境教育の実践活動に取り組みます学校や

地域を支援しまして、次代を担う子供たちに対

し、森づくりなどの重要性についての意識の啓

発を図ったところでございます。

132ページをお開きください。

主な事業の上から２つ目、新規事業「県営林

経営計画策定基礎データ調査事業」では、県営

林の現況や収穫予想調査等を行いまして、計画

的な収入確保など、健全な管理運営等に努めた

ところでございます。

次に、134ページをお開きください。

（３）の環境にやさしい社会の基盤づくりに

ついてでございます。

主な事業名の上から１つ目、県民総力戦によ

る環境実践行動推進事業では、事業者や行政な

どで構成されます環境みやざき推進協議会によ

る環境保全の実践活動や普及活動に取り組んだ

ところです。

また、その下の環境情報センター運営事業で

は、環境学習の推進拠点でありますセンターに

おきまして、環境講座の開催や環境アドバイザ

ーの派遣などを実施しますとともに、その下の

改善事業「家庭から支える省エネルギー・省資

源推進事業」により、地球温暖化防止活動推進

員の育成等に取り組んだところでございます。

以上が、主要施策の成果でございます。

次に、監査指摘要望事項について御説明いた

します。

お手元の宮崎県歳入歳出決算審査及び基金運

用状況審査意見書の37ページをお開きください。

（３）の山林基本財産特別会計についてでご

ざいます。

このページの一番下の意見・留意事項等にあ

りますように、「多額の借入金を抱えているので、

諸経費の節減に努めるなど、より効率的な運営

が望まれる」との御意見がございました。

また、ページをめくっていただきまして、38

ページの（４）拡大造林事業特別会計につきま

しても、一番下にありますように、同様の御意

見をいただいているところでございます。県有

林及び県行分収造林につきましては、これまで

も計画的な収入の確保を図りますとともに、低
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利な資金の借りかえ、さらに運営経費の節減に

取り組んできたところでございます。今後とも、

有利な補助事業の活用や諸経費の一層節減など

に取り組みまして、効率的な事業執行に努めて

まいりたいと考えております。

なお、平成25年度は、この県有林、県行造林

ともに剰余金が発生しましたので、一般会計に

繰り出ししております。

環境森林課については以上でございます。よ

ろしくお願いいたします。

○上山環境管理課長 委員会資料の３ページを

お開きください。

環境管理課の決算の状況につきましては、表

の２番目の段にありますように、予算額４

億3,261万1,000円に対しまして、支出済み額は

４億2,756万6,686円、不用額は504万4,314円で

あります。執行率は98.8％となっております。

次に、資料の12ページをお開きください。

上から３番目の欄の（目）環境保全費であり

ますが、不用額は504万4,314円となっておりま

す。主なものといたしましては、節の欄の表の

下から３番目の欄、扶助費で、不用額は216

万8,631円であります。これは、旧土呂久鉱山に

係る公害健康被害に対する医療費等の実績が見

込みを下回ったことによるものでございます。

続きまして、別冊の主要施策の成果に関する

報告書の136ページをお開きください。

自然と共生した環境にやさしい社会の（２）

の良好な自然環境・生活環境の保全であります。

まず、一番上の段の大気汚染常時監視であり

ます。測定の結果、大気の状況はおおむね良好

な状況でありますが、光化学オキシダント及び

ＰＭ2.5が全測定局で環境基準を達成しておりま

せんので、今後も監視体制の強化を必要がござ

います。

次に、上から２段目の水質環境基準等監視で

あります。測定の結果、本県の水質の状況は、

おおむね良好な状況でございました。

なお、地下水では一部で環境基準を達成して

おりませんでしたが、河川や海域などの公共用

水域では、一般的な水質汚濁の指標であるＢＯ

Ｄ等は全ての地点で環境基準を達成しておりま

した。

次に、137ページをごらんください。

一番上の段の公害保健対策でありますが、旧

土呂久鉱山による慢性ヒ素中毒症について、健

康観察検診や必要な補償給付等を行ったところ

でございます。

次に、上から３段目の浄化槽整備であります。

第２次生活排水対策総合基本計画に基づきまし

て、浄化槽の整備を促進するため、約2,100基に

つきまして、市町村へ設置費の助成を行ったと

ころであります。

次に、その２つ下の段の新規事業「浄化槽適

正管理調査啓発」であります。県では、平成22

年度から法定検査の受検啓発を強化しておりま

すが、台帳に基づき未受検者へ文書を送付して

も宛先不明となるなど、使用状況等が不明な浄

化槽が存在しておりました。このため、使用状

況等が不明な１万5,112基について現地調査を行

い、その結果、確認できた4,978基につきまして

は、文書により受検啓発を行いました。

なお、残りの約１万基の中で、約8,000基は廃

止等が確認できましたので、台帳から削除し、

残りの約2,000基は、不在等により十分な確認が

できませんでしたので、今後、清掃業者等と連

携しながら台帳の修正を行うこととしておりま

す。

次に、監査結果報告書の指摘事項につきまし

て、御説明をいたします。
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委員会資料の６ページをお開きください。

上段のほうの指摘事項、財産の管理について

であります。指摘の内容でありますが、航空機

騒音計等を設置する際の財産の借り受けについ

て、借り受け手続や台帳の不備が散見されたも

のであります。庁舎等の財産を借り受ける場合

は、行政財産の目的外使用許可の手続が必要で

すが、航空機騒音の常時監視を行っております

２施設につきましては、その手続を行っていな

かったものでありまして、さらに、使用許可を

受けた場合には、必要な台帳についても整備し

ていなかったものや、記載漏れがあったもので

あります。

指摘を受けました部分につきましては、監査

後、必要な手続等を完了しておりますが、今後、

このようなことがないよう適正に事務処理を進

めてまいりたいと考えております。

環境管理課の説明は、以上であります。よろ

しくお願いいたします。

○神菊循環社会推進課長 循環社会推進課でご

ざいます。恐れ入りますが、委員会資料の３ペ

ージにお戻りいただきたいと思います。

当課の決算の状況は、表の３段目の段にあり

ますように予算額17億8,060万円に対しまして、

支出済み額は17億7,638万2,387円でございまし

て、不用額は421万7,613円であります。

なお、執行率は99.9％であります。

同じ資料の13ページをお開きください。

上から３番目の欄の（目）環境保全費であり

ます。不用額は421万7,613円となっております。

その主なものとしましては、上から８番目の段

の旅費99万4,996円、その一つ下の欄の需用費112

万7,942円、さらにもう一つ下の欄の役務費93

万5,258円でありますが、これらはいずれも節約

や業務量の減などにより執行残が生じたもので

ございます。

続きまして、恐れ入ります、主要施策の成果

に関する報告書の140ページをお開きください。

１自然と共生した環境にやさしい社会の（１）

低炭素循環型社会への転換であります。

まず、下の表の一段目の新規事業「海岸漂着

物発生抑制対策」についてであります。県民や

事業者に対し、本県における海岸漂着物の現状

や漂着物の発生を抑制する取り組みの実践を呼

びかける普及啓発事業を実施したところであり

ます。

具体的には、台風の接近が多い９月から10月

にかけ、事業者に対して資材等が河川に流出、

ひいては海岸に漂着しないよう適正管理を呼び

かけるテレビスポットＣＭの放映、新聞広告を

掲載いたしました。さらに大人向け、子供向け

のポスター及びチラシを作成し、公共機関、関

係団体、子供エコクラブ及び環境教育推進校等

に配布いたしました。

また、今年度は、海岸利用者に対するごみの

適正処理を呼びかけるＣＭの放映等を行ってい

るところであります。

なお、本事業は県単と記載がございますが、

財源といたしましては、国の補助金を県の基金

に繰り入れ、これを全額財源として実施したも

のであります。

次に、その２段下、廃棄物適正処理監視体制

推進事業についてであります。

産業廃棄物の適正処理を推進するため、本課

及び県内７保健所に廃棄物監視員を18名配置い

たしまして、廃棄物処理業者や排出事業者に対

する立入検査、不法投棄監視パトロール等の監

視活動を行ってきたところでありますが、不法

投棄は件数、量ともに増加したところでござい

ます。
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今後は、さらに監視・指導体制を一層強化す

るとともに、違反行為に対しては、これを看過

することなく行政処分等を科し、不法投棄等の

未然防止等を図ってまいります。

次に、一番下の公共関与の推進についてであ

ります。

エコクリーンプラザみやざきを運営管理いた

しております公益財団法人宮崎県環境整備公社

に対し、安定した運営を支援するため、運営費

の補助や、浸出水調整池の補強工事に要する経

費の貸し付けなどを行いました。

続きまして、右の141ページをごらんください。

最後に、循環型社会形成のための総合対策推

進についてであります。

循環型社会の形成のためには、県民や事業者

の理解と実践が大変重要でありますことから、

ごみ減量化テキストの作成・配布やテレビス

ポットＣＭによる広報、排出事業者等に対する

講習会や不法投棄防止啓発キャンペーンの実施

など、各種の意識啓発事業に取り組んだところ

です。

また、産業廃棄物のリサイクルを促進するた

め、処理業者等が設置するリサイクル施設整備

費につきまして、２事業者に対して支援を行い

ました。

今後とも、循環型社会の形成に向けて、県民

や事業者の意識の向上を図るとともに、リサイ

クルの取り組み支援などによりまして、廃棄物

の適正処理や再生利用の促進などに取り組んで

まいります。

以上が、循環社会推進課の決算の状況と主要

施策の成果であります。

なお、監査委員の決算意見報告書に関して特

に報告すべき事項はございません。

説明は以上であります。よろしくお願いいた

します。

○水垂自然環境課長 続きまして、自然環境課

から御説明いたします。

委員会資料の３ページをお開きください。

中ほどの自然環境課の欄をごらんください。

予算額78億5,307万8,500円に対しまして、支

出済み額は56億9,114万1,194円、繰越明許費は16

億6,993万5,000円、事故繰越は1,909万3,000円、

不用額は４億7,290万9,306円であり、執行率

は72.5％となっておりますが、翌年度への繰越

額を含めますと94.0％であります。

14ページをお開きください。14ページの中ほ

どの（目）林業総務費の不用額、158万5,023円

でありますが、主なものは下から３行目の委託

料の117万6,000円であります。これは、森林国

営保険業務委託の事業費確定に伴う執行残であ

ります。

次に、15ページをごらんください。上段の（目）

林業振興指導費の不用額、796万3,774円、執行

率56.2％でありますが、主なものは、上から５

行目の委託料の792万36円であります。これは、

渓流内の流木を除去する荒廃渓流対策事業にお

いて、入札不調が生じたことに伴う執行残であ

ります。なお、入札不調となった案件につきま

しては、今年度に実施し、７月に完了しており

ます。

次に、16ページをごらんください。上段の（目）

治山費の不用額、４億5,808万1,355円でありま

す。これにつきましては、６月の常任委員会で

も説明させていただきましたが、国の緊急経済

対策に係る24年度追加補正について25年度に繰

り越して実施したところでありますが、入札残

や設計の見直し等により生じた執行残の積み上

げでございます。

また、執行率71.5％でありますが、25年度の
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補助公共事業の予算規模が、24年度追加補正分

を合わせると倍増となったことから、まずは24

年度追加補正分を先に執行したため、25年度分

については、箇所の選定や、工法の検討等に日

時を要し、結果として、事業の一部を26年度に

繰り越したことなどによるものであります。

なお、翌年度繰越額を含めますと93.9％とな

ります。

また、山地治山事業におきまして、事故繰越

が１件、1,909万3,000円発生しております。こ

れは、24年度追加補正分の繰越事業のうち、１

カ所について、入札不調等が続き、年度内に完

成させることができずに事故繰越となったもの

であります。６回目の入札でようやく契約に至

り、工事は８月に完了しております。

次に、17ページをお開きください。

上段の（目）狩猟費の不用額、386万7,356円

でありますが、主なものは、上から９行目の委

託料の239万4,017円であります。

これは、説明の欄にあります、有害鳥獣シカ

・サル被害防止緊急対策や鳥インフルエンザ野

鳥対策の事業費の確定に伴う執行残であります。

次に、その下の（目）公園費の執行率68.1％

であります。これは、説明の欄の自然公園等利

用施設整備におきまして、九州自然歩道の法面

保護工事等が繰越となったためであります。

なお、翌年度繰越額を含めますと99.2％とな

ります。

決算額の説明は、以上でございます。

続きまして、主要施策の成果について、御説

明いたします。

主要施策の成果に関する報告書143ページをお

開きください。

１の（２）、良好な自然環境・生活環境の保全

についてであります。

表の１段目、生物多様性保全総合対策は、宮

崎県野生動植物の保護に関する条例に基づき、

希少動植物の保護・保全を推進するものであり

ます。

主な実績でありますが、串間市で開催しまし

た重要生息地に関する地元講演会には、日ごろ

から保全活動に取り組んでおられる方々等に参

加していただきました。

また、希少な植物を保護するため、高千穂町

の五ヶ所高原に鹿防護ネットを設置いたしまし

た。今後とも、生物多様性の保全を図るため、

野生動植物の保護・保全に努めてまいります。

次に、２つ飛びまして、松くい虫伐倒駆除と

その下の松くい虫薬剤防除は、松くい虫による

被害を防止するため、主に海岸沿いの松林を対

象に、被害木の伐倒駆除や、薬剤散布等を実施

いたしました。昨年は、記録的な猛暑等により

海岸沿いの松林でまとまった被害が発生しまし

たことから、11月に補正予算をお願いして対応

したところであります。

今後とも、安全で効果的な病害虫防除対策を

実施し、貴重な景観資源の保全に努めてまいり

ます。

次に、144ページをごらんください。

一番上から３番目までの事業は、農林作物等

への鳥獣被害を軽減するため、有害鳥獣捕獲を

促進するものであります。

一番上の有害鳥獣シカ・サル被害防止緊急対

策では、雇用基金を活用して被害の多い15市町

村にシカ・サル対策指導捕獲員36名を配置し、

集落と一体となった追い払いや、わな等による

捕獲を行っております。

次の、地域でシカ捕獲対策強化では、関係市

町村と連携しまして、有害捕獲１頭当たり2,000

円の助成を行いました。農政水産部が所管して
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おります交付金8,000円と合わせますと１頭当た

り１万円の助成となり、有害捕獲の促進に寄与

することができました。

次の、有害鳥獣捕獲活動支援では、関係市町

村と連携して、有害鳥獣捕獲班や野生猿特別捕

獲班の捕獲活動に対して支援を行いました。

これらの事業によりまして、平成25年度の有

害捕獲数は鹿が１万5,000頭あまり、イノシシ

が9,000頭余りと、前年を上回ったところであり

ます。今後とも、市町村や関係機関等と連携し、

被害の軽減に向けて、有害捕獲等の強化に努め

てまいります。

次の、自然公園等利用施設整備は、自然公園

等の利用促進を図るため、市町村と連携して施

設整備を行うものであり、25年度は九州自然歩

道高千穂コースの公衆トイレ整備などを実施し

ております。今後とも、自然公園を安全かつ快

適に利用できるよう、施設の整備に努めてまい

ります。

次に、146ページをごらんください。２の（１）、

安全で安心な県土づくりについてであります。

表の１段目の山地治山は、山地被害の復旧や

予防を図るため、治山ダムの設置や山腹工事な

どを行うものであり、25年度は、復旧治山事業

など６つの事業で51カ所を整備いたしました。

次の保安林整備は、保安林の機能回復を図る

ため、植栽等の改良事業や、下刈り・除間伐等

の保育事業を実施するものであります。25年度

は、47カ所で事業を実施いたしました。

次に、147ページの県単治山であります。この

事業は、山地治山のうち、国庫補助の対象とな

らない小規模な施設整備を行うものであり、臨

時県単治山事業など４つの事業で23カ所実施い

たしました。

次の、県単補助治山は市町村が実施主体となっ

て取り組む小規模な施設整備への補助であり、25

年度は計16カ所で実施しております。

今後とも、県民の生命や財産を保全するため、

山地災害の防止及び軽減に努めてまいります。

主要施策の成果については、以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

自然環境課からは以上であります。

○那須森林経営課長 森林経営課でございます。

委員会資料の３ページをお開きください。

上から５段目、森林経営課の一般会計の決算

状況は、予算額123億596万5,313円に対し、支出

済み額が83億154万2,815円、繰越明許費が39

億1,007万8,039円で、不用額は9,434万4,459円

であります。

この結果、執行率は67.5％、繰越額を含める

と99.2％であります。

次に、18ページをお開きください。

３行目の（目）林業振興指導費の不用額1,678

万543円についてでありますが、主なものは、下

から３段目の負担金補助及び交付金の1,366

万8,702円であります。これは、説明欄の上から

２つ目の事業、森林経営計画策定等に係ります

森林整備地域活動支援交付金事業の事業費確定

に伴う執行残等であります。

また、下から６段目の委託料122万2,381円で

すが、これは、説明欄一番上の森林計画樹立に

おいて、森林資源調査に用いる空中写真の作成

に係る委託費の入札残等であります。

次に、19ページをお開きください。（目）造林

費の不用額161万1,018円であります。これは、

説明欄の３つ目の間伐推進加速化事業の確定に

伴う執行残等によるものであります。

なお、この事項別明細には、平成24年度から

平成25年度への繰り越しが含まれておりますが、
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繰り越した分は計画通り完了しております。

次に、執行率72.8％でありますが、これは森

林整備事業等において、国の経済対策の実施に

伴う補正の関係等により工期が不足し、事業の

一部を26年度に繰り越したことなどによるもの

であります。

次に、20ページをごらんください。（目）林道

費の不用額1,290万6,226円であります。

これは、平成24年度から25年度に繰り越した

森林環境保全林道整備事業費等の確定に伴う執

行残等によるものであります。

なお、繰り越した事業は、計画通り完了して

おります。

次に、執行率61.8％でありますが、これは、

説明欄一番上の道整備交付金事業等において、

国の経済対策の実施に伴う補正の関係等により

工期が不足し、事業の一部を26年度に繰り越し

たことなどによるものであります。

次に、22ページをごらんください。

（目）林業災害復旧費の、不用額6,260万6,000

円であります。これは、平成25年度に発生した

林道施設災害の発生額が予算を下回ったことに

よるものであります。

なお、平成24年度から25年度に繰り越した箇

所につきましては、計画通り完了しております。

次に、執行率64.5％でありますが、これは、

林道災害復旧事業において、事業主体である市

町村が事業費の一部を26年度に繰り越したこと

などによるものであります。

決算の状況については、以上であります。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

の森林経営課のインデックスの149ページをごら

んください。

（１）の安全で安心な県土づくりについてで

あります。水を貯え、災害に強い森林づくりで

は、森林環境税を活用して、荒廃林地での広葉

樹植栽を13市町村で56ヘクタール、また、針広

混交林のための間伐を14市町村で220ヘクタール

実施したところであります。

次に、150ページをごらんください。（１）の

持続可能な森林・林業の振興についてでありま

す。

表の下段、森林整備地域活動支援交付金では、

作業道の改良活動や森林経営計画作成のための

合意形成活動等に対して、宮崎市ほか20市町村

に交付金を交付したところであります。

次に、151ページをお開きください。表の１段

目、林業普及指導では、県下９つの普及指導区

において林業経営巡回指導等を実施したほか、

宮崎森林のプロフェッショナル養成研修等によ

り、林家などを対象に、森林・林業の再生に必

要な人材の育成を行いました。

次に、152ページをお開きください。表の一番

上、森林整備では、森林資源の循環利用を図る

ため、造林から除間伐に至る一貫した森林整備

を県内すべての流域で1万1,362ヘクタール行い

ました。

次に、表の２段目、間伐推進加速化では森林

整備加速化・林業再生基金を活用して、間伐217

ヘクタールと森林境界の明確化543ヘクタールに

取り組みました。

表の一番下、道整備交付金から、153ページの

１段目、山のみち地域づくり交付金及び、その

下の林業専用道整備では、高千穂町の親父山・

五カ所線ほか43路線68工区等で、林道の開設・

改良・舗装等を実施し、林内路網の整備に努め

たところであります。

次に、153ページ表の３段目、林道災害復旧で

は、高千穂町の道元越線ほか27路線29カ所で林

道施設災害の復旧に努めたところであります。
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以上、主な事業について御説明いたしました

が、今後とも、適切な森林整備に努めてまいり

たいと考えております。

主要施策の成果については以上であります。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

森林経営課からは、以上でございます。

○福満山村・木材振興課長 山村・木材振興課

でございます。委員会資料の３ページをお開き

ください。

一般会計の山村・木材振興課の欄をごらんく

ださい。予算額146億7,947万4,000円に対しまし

て、支出済み額96億3,871万7,558円、繰越明許

費49億6,831万円、不用額7,244万6,442円となっ

ておりまして、執行率は65.7％であります。

なお、繰越額を含めますと執行率は99.5％と

なります。

次に、特別会計の山村・木材振興課の欄をご

らんください。予算額２億5,516万3,000円に対

しまして、支出済み額が9,476万4,801円、不用

額が１億6,039万8,199円となっておりまして、

執行率は37.1％であります。

それでは、23ページをお開きください。（目）

林業振興指導費ですが、不用額は7,244万6,442

円となっております。主なものは、まず下から

５段目の需用費366万6,915円でありますが、こ

れは、木材利用技術センターの試験体材料費や

施設管理費等の執行残によるものでございます。

また、24ページの一番上の段、負担金補助及

び交付金の6,479万8,566円でありますが、これ

は森林整備加速化林業再生事業等の補助事業に

おきまして、辞退者が出たことや事業自体の入

札執行残等によるものでございます。

次に、25ページをお開きください。林業改善

資金特別会計であります。これは、林業・木材

産業の設備投資などに対して貸し付ける無利子

の制度資金でありますが、不用額は上から３段

目の（目）林業振興指導費１億6,039万8,199円

となっております。これは、有利な国の補助事

業であります森林整備加速化・林業再生事業に

積極的に取り組みました結果、融資から補助へ

と流れたために貸付金の執行残が生じたもので

ございます。

決算状況の説明につきましては、以上でござ

います。

続きまして、お手元の主要施策の成果に関す

る報告書の156ページをお開きください。

上から３行目の（１）持続可能な森林林業の

振興であります。下の表をごらんください。

主な事業の林業木材産業改善資金では、シイ

タケ乾燥機や林内作業車など、林産物の新たな

生産方式の導入や作業員のための防振装置つき

チェーンソーなど、安全衛生施設等の導入資金

として、9,250万円を無利子で融資し、効率的な

施行や生産基盤の整備、就労環境の改善など、

林業木材産業の経営改善に努めたところであり

ます。

右の157ページをごらんください。森林整備加

速化林業再生であります。森林組合や民間事業

体を対象に、高性能林業機械の導入や木材乾燥

機、製材加工機械等の木材加工流通に係る施設

整備への支援を行い、県産材の安定供給体制の

整備に努めるとともに、児童福祉施設など木造

公共施設や新製品の開発等に対する支援を行い、

県産材の利用推進に取り組んだところでありま

す。

また、森林整備や素材生産を担える人材を育

成するため、素材生産を低コストで行える人材

の育成や、労働災害防止対策等に対して支援し

たところであります。
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なお、平成26年度への繰越事業として、引き

続き高性能林業機械の導入や木材加工流通施設

等の整備のほか、木質バイオマスの安定供給と、

その有効活用を図るため、木質バイオマス加工

流通施設や発電施設の整備、さらには県産材の

利用推進のため、木造公共施設整備に対する支

援を行っているところであります。

158ページをお開きください。

上から３段目の新規事業「木質バイオマス循

環システム普及促進」であります。施設園芸用

ハウスの暖房機における木質ペレットの利用促

進を図るため、二酸化炭素排出削減に係る新ク

レジット制度のノウハウ蓄積や、燃焼試験など

による木質ペレットの品質強化に取り組んだと

ころであります。

右の159ページをごらんください。上から３段

目の新規事業「大径材資源循環活用促進モデル」

であります。現在、増加の著しい県産大径材を

活用した非住宅の木造化・木質化に対して支援

を行ったところであります。

160ページをお開きください。

一番上の新規事業「みやざき木づかい推進」

であります。県産材の地産・地消を促進するた

め、県民一体となった県民会議を開催し、「木づ

かい」意識の醸成を図るとともに、公共スペー

スでの木育活動の実施や、新聞広告、ホームペ

ージによる情報発信を行ったところであります。

次に、一番下の段の木材利用技術センター運

営であります。これは、杉材の利用について幅

広く検討するためのフォーラム開催や、大径材

の有効活用に関する研究を初めとする18の課題

についての試験研究に取り組むとともに、市町

村や民間企業等からの公共施設の木造化等に係

る技術相談に対しまして、指導・助言などを行っ

たところであります。

右の161ページをごらんください。

林業担い手総合対策基金であります。林業後

継者への育英資金の貸与や、就業相談会等の実

施による新規就業者の確保を初め、就業者の定

着を図るために、緑の雇用事業の研修修了者を

雇用した事業体に奨励金の交付を行ったところ

であります。また、森林協会の明確化や、労働

保険等の掛金助成などによる就労条件等の整備、

将来の素材生産の増加等に適切に対応できる中

核となる認定林業事業体の育成などに取り組ん

だところであります。

162ページをお開きください。

上の段の新規事業「しいたけ等特用林産物生

産体制強化」であります。シイタケ、タケノコ

などの特用林産物の生産拡大、生産コストの低

減及び高品質化を図るため、経営の安定強化及

び増産体制の構築等に必要なシイタケ乾燥機や

人口ほだ場、管理道開設等への支援を行ったと

ころであります。

右の163ページをごらんください。

上の段の改善事業「特用林産物獣類等被害防

止対策」であります。特用林産物に対する猿や

鹿等による被害を防止するため、進入防止ネッ

トや人工ほだ場などの支援を行ったところであ

ります。

その下の段の新規事業「乾しいたけ消費拡大

緊急対策」、11月補正予算によるものであります。

本県産乾しシイタケの価格下落に緊急に対応し、

消費や販路拡大を図るために県外消費地におけ

るＰＲ活動や、直販促進活動などの新しい取り

組みに対する支援を行ったところであります。

以上が決算状況と、主要施策の成果でありま

す。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。
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山村・木材振興課からは以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○内村主査 執行部の説明が終了しましたが、

委員の皆様からの質疑はございませんか。

○ 原委員 主要施策の成果に関する報告

書、137ページです。浄化槽の調査をして、廃棄

が8,000、そして不明、さらに2,000とありまし

たが、今、空き家が非常に目立ってるわけです

が、そういう関連でしょうか。調査基数１万5,000

というのは、かなりの数が対象だなという気が

するんですが。

○上山環境管理課長 浄化槽台帳は、業者が浄

化槽を設置する場合の設置届、これをもとに台

帳を作成しております。その後、浄化槽を使用

開始したときには、使用開始届、そして、浄化

槽を使用しなくなった、廃止した場合には廃止

届、この３つを浄化槽法では報告するように義

務づけられているんですけれども、このように

１万5,000も出てきた理由といたしまして、設置

届は建設業者等がされるんですけれども、廃止

届なりそういったものは、使用される方、県民

の方がしなくちゃいけないもんですから、浄化

槽法が施行されてから、昭和60年ですので、30

年近く経過しております。そういった手続が、

届け出が適正になされなかったことによって、

この１万5,000という数の所在不明なものが出て

きたというふうに考えております。

○ 原委員 その要する費用は2,800万でいいん

ですか。

○上山環境管理課長 はい、これは、国の緊急

雇用対策の基金を活用いたしまして、１万5,000

について、全てそういった雇用をした方等を活

用いたしまして、現地調査を実施させていただ

きました。雇用した方、16名いらっしゃいます

ので、全てそういった経費で使っております。

○ 原委員 実態は、結局今使ってないという

ことで、いわゆる空き家ということの解釈でい

いんですか。

○上山環境管理課長 調査結果をちょっと詳し

くお話しいたしますが、１万5,000調査を実施い

たしまして、下水道等が来たことによって、接

続して廃止されたもの、家を壊して廃止された

もの、これが約4,500ございます。それとあと、

法律では義務づけられておりませんけれども、

使用者がかわった場合には、使用者の変更届を

出すことになってるんですけれども、これが出

されずに二重登録になっているものが約700ござ

いました。委員が今御指摘になりましたように、

休止状態になっているもの、空き家状態ですね、

これが2,100ございました。そういったこと等を

踏まえて、今回、台帳の整理をさせていただき

まして、約8,000、台帳から削除させていただき

ました。

○ 原委員 140ページです。海岸漂着物発生抑

制対策、これは、国からの費用、県単になって

るけれども、基金として組んでるんだというが、

何という基金ですか。基金の名称を教えてくだ

さい。

○神菊循環社会推進課長 県の基金の名称とい

たしましては、宮崎県環境保全基金でございま

す。

○ 原委員 これは、いわゆる国内向けという

ことなんですが、今、中国だとか外国からの漂

着物がかなりあるんではないかというふうに認

識しておりますが、そのあたりの海岸漂着物の

割合というのはどういうことでしょうか。

○神菊循環社会推進課長 海岸漂着物の原因と

なるものとしては、やはり一番多いと考えてお

りますのが、河川に流れ出た灌木や立木、その

他のごみ等と、それから、海岸の利用者の方が
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海岸にそのまま残しておいたプラスチック類と

かそういったもの、さらには、今委員がおっ

しゃったように、海外から流れてきた物、実際、

本県の海岸にも、台湾製の発煙弾の使い残しみ

たいなのが流れてきたとかっていうこともあり

ましたし、そういったものがあるんですが、割

合というものちょっと把握できてないところで

ございます。大変申しわけございません。

○ 原委員 でも、外国からの漂着物っていう

のは、実態として結構あるんですよね。

○神菊循環社会推進課長 確かにそういったも

のは、結構な割合であるというふうに把握して

おります。

○ 原委員 要は、外国から流れてくる物が、

瓶だったりとか、危険物とか、農薬類だったり

とか、そういうおそれがあるんですけど、これ

は、国内向けの、いわゆる県民向けに、川に流

れるようにしなさんなよというお話だと思いま

すけど、あるいは海岸でそういうものを放置し

なさんなよという。海外の漂着物については、

今のところ環境森林部としては、何も対策はし

てないんですか。

○神菊循環社会推進課長 海岸漂着物のこの事

業によりまして、国内の普及啓発と、それから、

実際に海岸に漂着してるごみの回収処理を行っ

ておるところでありまして、回収処理について

は、国外のものもできますので、そういったも

のについて啓発はできませんが、回収処理は行っ

ているということでございます。

先ほどおっしゃったような瓶や、非常に、薬

品等とか、それから鋭利な物、それから爆発の

危険のある物といったものについては、連絡が

あり次第、保健所でありますとか、自衛隊とい

うところに対して協力を得ながら処理をしてま

いっております。

○ 原委員 わかりました。144ページ、九州自

然歩道です。名前は結構聞くんですが、成果、

おおむね、大体どの程度の利用者がいらっしゃ

るものでしょうか。

○水垂自然環境課長 九州自然歩道の九州７県

の施設とか名所とか、そういったのを結ぶもの

でありまして、宮崎県では372キロメートルござ

います。高千穂町の国見峠から高千穂峰までと

いうことでございます。

御質問の利用者数につきましては、ちょっと

手元にございませんので、後ほど御報告いたし

ます。

○ 原委員 傾向としては、ふえてるんですか、

減ってるんですか。

○水垂自然環境課長 後ほどあわせて説明した

いと思います。

○ 原委員 それから157ページ、この右の実績

内容、労働災害防止対策60名とあるんですが、

たしか昨年は、山の事故で６名でしたか、もっ

とだったかもしれません、亡くなりました。ま

た、先般は、製材工場で若い人が機械に挟まっ

てということもあったりしまして、６名という

数は非常に多いなということで、この委員会で

も委員長報告の中で、たしか本会議で補正予算

のときだったでしょうか、報告があったかと思

うんですが、ことしも何名か事故が出たんです

よね。だから、そのあたりの経緯と、これは、

主要施策の成果ですから。特に若い作業員につ

いて、せっかく今、後継者をふやそうとしてい

るときに６名も亡くなったという、これは、ゆ

ゆしき事態だと思うんです。ましてや、ことし

もそういう災害が出ているということなんです

が、60名やっておられて、その後、緊急的に何

か学習会をされた話も聞いてますけれども、主

要施策の成果なんですが、成果と言えるものか
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どうか。どういう内容での労働災害防止策、実

際は、林業をされる方の責任ということになる

のかもしれませんけど、啓発はどういうことを

されているんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 委員御指摘のよう

に、25年の林業労働による災害の死亡者が６名

ということで、本年度も４名、そして製材業で、

過日、１名の方が亡くなられたということは、

御指摘のとおりでございます。

ことしの初めから、物すごく災害が続いたも

のですから、緊急的に林業死亡災害防止大会と

いうのを２月から３月に実施いたしまして、県

内４カ所で実施しまして、285名の方に参加いた

だいて、安全衛生についての確認をしたところ

でございます。

それとは別途、安全性指導員が９名、県内に

おいでになるんですけども、その方々を中心に、

出先職員とも一緒になって現場の巡回指導、こ

ういったところで回りまして、77カ所、387名の

方に実質的な指導をさせていただいということ

でございます。

そのほかにも、安全教育の受講者に対する助

成とか、そういったことも実行しておるわけで

すけれども、また本年度については、高性能林

業機械の防護柵の設置等の新たな対策にも取り

組んでいるというところでございます。

○ 原委員 ですから、２月に緊急的にそうい

う講習会やって、もうことしに入って４名です

よね。あと半年ぐらい残ってるんで、この推移

でいくと去年より多くなるんじゃないかと。と

いうことは、今のやり方では、労働災害防止と

いう、目標は本当、基本ゼロですよね。ゼロで

なければいけないと思うんですが、効果があん

まりないんじゃないかと言われても仕方ないよ

うなことなのかな。そうなると、どういう状況

で災害が出たのかということを細かく分析して、

今、高性能林業機械の話も出ましたけど、その

ところから、こういうとこで一番危険が出るみ

たいなところを明確に分析して、そういうとこ

ろをこの指導というか、研修というか、やって

いかないと、効果がないんじゃないかなという

気がしてまして、でないと、この主要施策の成

果と言っても成果じゃないよね。ちょっと皮肉

の一つも言いたくなるんで、ぜひそこのところ

はまた、何か講習のやり方みたいなことを研究

すべきじゃないかなという気がするんです。労

働災害は、目標はゼロだと思うんです。そうい

うことで、成果ですから聞いておきました。

○水垂自然環境課長 原委員のほうからあり

ました九州自然歩道の利用者数でございます。

平成24年が191万4,000人、その前の年が192

万9,000人ということですので、微減といいます

か、そういう状況でございます。

○ 原委員 なるほどね。まあ、カウントの仕

方もいろいろあると思うんですけど、同じカウ

ントの仕方で、やや微減ですね。ということで

しょうか、まあ、変わらずと言ってもいいかと

思います。

あと１件です。158ページ、木質ペレット、我

々も大分、四国だとかあちこち見て回ったんで

すけど、その材料によっても違うし、その工場

の位置によってもいろいろあるようですが、本

県の場合の工場出しの単価というのは、例えば

昨年度の場合、どれぐらいになってるんでしょ

うか。

○福満山村・木材振興課長 今、県内で動いて

ます、主に３カ所ぐらいペレット工場があるわ

けですけれども、そこでの実績を申しますと、

門川に大きな工場もございます。それが、主に

バーク。
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○ 原委員 バーク。

○福満山村・木材振興課長 はい、その処理と

いうことで、それは、キロ当たり30円ぐらいと

いうふうに聞いております。それは、幹の部分、

全木ペレットと申しますが、ホワイトペレット

です。そういったところになりますと、40円を

超えていくような話ということで売られて、取

引されているというふうに伺っているところで

ございます。

○ 原委員 ありがとうございました。参考に

します。我々が聞いた数字に比べて、ちょっと

高いのかなという気がしてますが、それは、実

績としてお尋ねしたということにしておきます。

○緒嶋委員 主要施策の129ページ、再生可能エ

ネルギー等導入推進事業、これは、24年度は10

事業体に、町の役場とか、学校とかに太陽光パ

ネル。これは、26市町村に全部、将来的には、26

年度事業も含めて設置するということの一つの

事業でいいんですか。

○川添環境森林課長 24年の９月に９億円の国

の補助金をいただいて、積み立てた基金を活用

してます。緒嶋委員の言う26市町村は、全ては

対象になってません。

○緒嶋委員 対象になってない。

○川添環境森林課長 はい。

○緒嶋委員 対象になっていないということだ

が、その選定の仕方は、どういう方法でするわ

け。

○川添環境森林課長 最初の９億円をいただい

たときに、28年度までの事業なんですけれども、

そのときに全ての市町村に事業計画をとりまし

て、24年度の段階で全体計画がもうおさまって

まして、この25年度については、今おっしゃい

ました10の市町が対象になっているという事業

でございまして、ほかの市町村に前倒しでやら

せるとか、ほかの市町村に需用額調査をすると

いうのができなかったという形で、先ほど不用

額も計上させていただいたということになりま

す。

○緒嶋委員 そうすると、26年度に繰り越した

分の事業も含めて10事業ですか。

○川添環境森林課長 25年度から26年度には、

３市町村分が繰り越ししてますけど、それとは

別に10の市町村を25年度にやったということに

なります。

○緒嶋委員 そうすると、今後、この事業が提

供される箇所数は何カ所あるのか。

○川添環境森林課長 本年度が５市町村、あと、

来年度が、ちょっと記憶にないんですが、４か

５だったというふうに記憶しています。

○緒嶋委員 であれば、今はどこかわからんけ

ど、何市町村かはこの事業は取り入れないとい

うことでいいわけですか。

○川添環境森林課長 今、委員のおっしゃると

おり、これ、10分の10で、使いやすい事業なも

んですから、その要望額等は今とっていって、

毎年、環境省には要望してます。追加の分につ

いて、本年度の採択等は受けられなかったんで

すけど、また引き続き基金の補助金の追加交付っ

ていう形で動いていきたいということで、全て

の市町村、さらに複数できるような形で動いて

いきたいなっていうふうに考えております。

○緒嶋委員 これは、環境にも優しいエネルギ

ーであるわけですが、できれば全市町村にやは

りこういうのがあったほうがいいと思うんで、

その努力はぜひしてほしいというふうに要望し

ときます。

それと、今、太陽光発電は、九電といろいろ

問題がありますが、宮崎県は日本一の太陽光発

電、家庭用発電を設置するという考え方は、今
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も踏襲されとるわけですか。

○川添環境森林課長 環境計画、さらに新エネ

ルギービジョンっていうのはまだ生きておりま

すので、「太陽と緑の国」っていう形では、メガ

ソーラーとか、大型の太陽光につきましては、

九電の動きというのを見守っていく必要がある

と思いますが、家庭用の太陽光につきましては、

まだ保留、道が開かれておりますので、その辺

はまだ積極的に促進していく必要があるという

ふうに考えております。

○緒嶋委員 26年度は、家庭用太陽光発電の補

助制度がなくなったんですよね。日本一を目指

すなら、補助制度をもっとやるべきじゃないか

と私は言った。口先だけで日本一というのは、

勝手に日本一になるよう努力してくださいとい

うような意味が強いので、これ、前に言ったこ

とがあるんですけど、私はやはり「太陽と緑の

国」宮崎県でありますから、できればやはりこ

の補助制度は、融資制度は残すけど、補助制度

はなくなったというのは、県の姿勢としては

ちょっと物足りんということを一言言っておき

ます。

次に、いいですか、主査。249ページ、針広混

交林、災害に強い森林をつくるという意味では

大変すばらしいことなんですよね。この混交林

の広葉樹は、何を中心に考えとるんですか。針

葉樹は、杉、ヒノキだろうと思うんですが。

○那須森林経営課長 造林の樹種、広葉樹関

係、15種ございますけど、そのうちの８種が主

に使われている樹種でございまして、ケヤキと

かクヌギ、それからヤマザクラ、イチイガシ、

もみじ、タブ、クリ、ミズメなどを混植して植

えるというようなことで実施をしております。

○緒嶋委員 これ、今、木が悪いとは言わんで

すけど、私は、やっぱり実のなる木、小鳥とか

が喜ぶようなものも植えて、生態系の全体の中

で守っていくというような考えもあっていいん

じゃないかと思うんです。経済林というよりも、

国土を保全する、災害に強いとかっていう意味

では、適地適作という言葉もありますが、そう

いうことを含めた場合には、樹種もそういう役

割、動物に優しいというか、小鳥に優しい混交

林というような発想もあっていいんじゃないか

と思いますが、今の木で言われたのに、実のな

る木があったですか。

○那須森林経営課長 クリなどは、実がなる木

だというふうに思いますけども、確かに以前か

ら委員がおっしゃっていただいておるとおり、

景観とか生活環境とか、里山等については、そ

ういうふうな彩りのある木も必要だというふう

に考えております。

24年度からは、森林経営計画がスタートしま

して、市町村のほうで森林整備計画を立てるん

ですけども、そちらのほうで樹種についてもか

なりの裁量が任されておりますので、そういう

ことを一緒になりながら、植栽に努めていきた

いというように思っております。

○緒嶋委員 クリは、これは、イノシシをふや

すために植えるようなもんだから、これは有害

鳥獣の立場からいえば、ちょっと問題じゃない

かなと。さとめで植えて、それを、何というか

な、収穫するのはええけど、そのままほったら

かしておけば、逆にイノシシがふえるためにク

リを植えておるような見方にもなるわけですの

で、あんまりクリは、私は、奥の奥のほうに植

えるのはいいかもしれんけど、ちょっと問題じゃ

ないかというふうに思います。

それから、東南アジア輸出促進、これは、も

う当然ふやさにゃいかんわけですが、問題は、

どういうルートで、どういう商社っていうか、
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その関係するものがうまく流通ルートの中で確

立されておらなければ、なかなか木材輸出って

いうのもうまくいかんのじゃないかと思うんで

すけど、今後、どういう体系で輸出を促進され

て、流通の面から、そこあたりはどう考えてお

られるんですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 現在、委員

御指摘のとおり、特に海外への輸出につきまし

ては、丸太の輸出が大変多くなってきてるとこ

ろでございます。この中で、県内で輸出に取り

組む方といたしまして、県森連とか日南製協さ

んですとか、そういったところが県内の聞き取

りによりますと、約３万立法ほど丸太を輸出を

してるという状況でございます。このほか、南

那珂森林組合さんが、都城森林組合さん、鹿児

島県の曽於森林組合さんと輸出促進協議会を立

ち上げまして、中国と韓国のほうに輸出をして

るというところでございます。

このほか、商社による輸出というのがござい

まして、これにつきましては、聞き取りによる

推計でございますけれども、大きく住友林業さ

んですとか瀬崎林業さん、あとまた日本製紙さ

ん、あと阪和興業さん、こういったところが原

木を買い集めて、主にやはり中国、韓国、台湾

のほうに輸出をしているという状況でございま

す。特に中国への輸出というのが、近年、急増

してるところでございまして、もっぱら向こう

のほうでは、いわゆる梱包用材ですとか、土木

の型枠用材ですとか、そういったことに使われ

てるということでございます。

いずれにいたしましても、そういった商社さ

んからの輸出というのがかなりの部分を占めま

すので、そういった原木の収集につきましては、

引き続き注視をしてまいりたいというふうに考

えてございます。

○緒嶋委員 特に中国なんかとは、相当うまい

流通体系が確立されんと、損害をこうむるとい

うか、うまくいかん、途中でトラブルが起こる

んじゃないかなと。そういうときは、流通の、

どこの商社を中に介してうまくやるかというの

が、今後の大きな課題ではないかなと思います

ので、流通体系のそのあたりをうまくやらんと、

これ、将来大きく伸ばすためには、やはりそう

いう課題があるという認識で努力してほしいと

いうふうに要望しときます。

いいですか、次。

○内村主査 はい、どうぞ。

○緒嶋委員 次、自然環境課。先ほど言いまし

たけど、鹿とかイノシシ、猿、今、わなでとる

人が、もうやはり高齢化して、鉄砲で捕獲する

というのは、なかなか１人ではとれないし、グ

ループでやるのもなかなか難しいというので、

わなでとる人が多いとですが、わなでとったの

も、鹿を１万5,000頭、イノシシが9,000頭と、

かなりな頭数をとっておられるわけですけど、

この生息調査を本当に、これだけとって本当は

減らにゃいかんのだけど、いろいろ減った実感

がないわけですよね。生息調査は、どういう方

法でやっておられるとですかね。調査の方法。

○水垂自然環境課長 鹿の生息調査につきまし

ては、糞粒法という、ふんを集めて回って、そ

の個数から推測するというようなことをやって

まして、具体的には、県内の139カ所で一定の区

間、区画110平米ですけども、その中のふんを数

えるということから、個体数を推定するという

やり方なんですが、シミュレーションしてござ

いますが、生存率、これは、ゼロ歳の生存率が

幾ら、１歳が、２歳がというような生存率、そ

れから雌の繁殖率、そして雄、雌の比率、そう

いったのを加味しまして、シミュレーションし
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まして、今現在、その調査年度に何頭かという

ようなのをやっております。

直近の数字で申し上げますと、平成24年度に

調査した報告では、これは鹿ですけども、４

万1,000頭という推定の生息頭数を出してござい

ますが、なかなか被害自体が減少しないといっ

たようなのも、もちろん事実としてございます。

私も、４万1,000頭から、今の交付金で、１万

円で大分捕獲頭数は上がっておるんですけども、

依然としてそれが、捕獲頭数の上昇が被害額に

リンクしないというようなことも実際あるわけ

でございまして、先ほど言いました生存率とか

繁殖率、こういったものがちょっと問題がある

のかなというようなことを考えておりまして、

これにつきましては今後、この専門家の皆さん

方と、果たしてこの数字が妥当なのかどうか、

これについてはちょっと検証してまいりたいと

いうふうに考えております。

○緒嶋委員 「ふーん」と言いたいぐらいです

が、（笑声）１万5,000頭もとって、４万2,000頭

しかおらんのなら、１万5,000頭とりゃ、確実に

減ったという実感がなきゃおかしいわけですよ

ね。これ、毎年、２年かかれば３万頭よ。３年

とれば４万5,000頭になるわけですわ。１万5,000

頭とれば、実際はもう全然いなくなるとこが、

そういうことからいうと、生息頭数そのものが、

４万2,000頭というのが、本当にそうであるのか

どうかというのを何か、やっぱりみんな疑って

おるとですね。まだそれよりも多いだろうと。

だから、１万5,000頭とっても、実感としては減

少していない。そうだということであれば、ま

だまだもって対策を強化していかないかんわけ

ですよね。そういうこと。

それと、もう一つは、やはり今１万円になっ

ておるのが、鹿はそれでいいんですけど、イノ

シシの場合は、ウリボウというか、小さいイノ

シシは捕獲金額が、１頭当たりちょっと安いと

ですね。それで、これはもうとる人からいえば、

親も子も、ウリボウも、頭数を減らすという前

提からいえば、皆、値段は一緒でいいちゃない

かというわけです。何で、親と子を区別してお

るのかということで、人権なら問題じゃけど、

イノシシだから、これは区別しよるじゃろうと

思ってるけど、これは、どういうことですか。

○水垂自然環境課長 一つは、鹿の生息頭数、

なかなか４万2,000頭というのが、実態と合わな

いのじゃないのかというような御指摘なんです

けれども、私自身もちょっとどうかなというよ

うなところがございます。先ほど申し上げまし

たように、いろんな分析で用いておりますそれ

ぞれの因子が、果たして妥当なのかどうか、こ

れについては今後ちょっと精査してまいりたい

というふうに考えております。文献なんか見ま

すと、全く捕獲しなければ、年に25％ずつふえ

ていくんだというような報告もございます。そ

ういったのもありますので、それも加味しなが

ら、今後、ちょっと詰めてまいりたいと考えて

おります。

それから、２点目のウリボウにつきましては、

これは、もちろん交付金とかの対象にはなる、

イノシシ自体はなるんですけれども、ウリボウ

につきましては、国の基準がございまして、こ

れについては、ウリボウは対象としないという

ようなことがございまして、その基準にのっとっ

て交付金を交付してるという実態がございます。

確かに、おっしゃるように、大きくなればど

うせ被害を与えるんだと、だから小さいうちに

という、もちろんそういうことだと思うんです

けども、国が示した基準がそうなってございま

すので、今のところはウリボウは交付金の対象
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にはなってないということです。

○緒嶋委員 国のほうにも、やはりこれはまた

考え直してほしいということ、どういうことが

あっても頭数を減らすというのが一番必要なわ

けであるから、もうそうすると、中にはウリボ

ウは安いならわなから出す人もおるわけです。

そうすると、１回、そのウリボウがわなにかかっ

て出した後は、彼らも、教育的な能力があるか

ら、二度と今度はわなにかからんわけ。ウリボ

ウも確実に捕獲しなければ、頭数は減らないと

いうことで。かえって１回出すと、彼らもそう

いう教育を受けるもんだから、中に入ってもう

出ないようになるということを得るから、もう

絶対かからないということになるので、ぜひウ

リボウも同じ考えで進めてほしいということを

要望しときます。

まだいいですか。

○内村主査 はい、どうぞ。

○緒嶋委員 それから、森林整備加速化・林業

再生、これもいよいよ終わるということで、県

議会も意見書を出したし、何とか存続、私は林

活の会長ということで、九州の各県の会長さん

と林野庁にも行ってきました。これは、ぜひ今

後また復活してほしいと、その中では、今まで

補正でやってきておるので、補正の中で今後、

補正が仮にあるとすれば、林野庁も考えますと

いうような意向があったから、期待も持てるわ

けですけれども、宮崎県の今までの実績を見る

と、約180億のこの加速化事業は、157ページに

書いてあるようなバイオマスを含めて、川下の

事業に大多数の金額というか、予算を使ってお

るわけですよね。今後は、川下だけでもいかん

わけでありますので、川上のほうの整備、いわ

ば中間土場を含めた川上のほうでいかに、将来

的にはこれがまた予算的になるとすれば、今度

は川上を中心に考えないと、バイオマスを含め

いろいろなものの予算の消化を見てみますと、

川下が充実してきているわけですよね。今後、

補正があるとすれば、ここあたりは十分考えて

ほしいと思うんですけど、まだそれは予算がつ

くかつかんかわからんから言えませんと言えば

それまでじゃけど、その辺の認識は持っておら

れますか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 森林整備加

速化・林業再生事業につきましては、委員御指

摘のとおり、川下側に対する手厚い支援という

のがなされておって、当県でも大変活用させて

いただいたとこでございます。

川上の部分、いわゆる森林整備の部分につき

ましては、特に国の公共事業、森林整備事業で

すとか治山事業、こういったような事業がまた

別途ございますので、こういったものの活用と

いうのが考えられるかというふうに考えてござ

います。

また、森林整備加速化・林業再生事業におき

ましても、大変多くの路網整備等の費用につい

て対応させていただいてございますので、引き

続き加速化また公共事業、こういった国の予算

の最大限の活用というのを図ってまいりたいと、

かように考えてございます。

○緒嶋委員 川上、川下がうまく機能して全体

がよくなるわけですから、でないと、やはりこ

のバイオマス発電なんかが10カ所もできて、そ

の供給体制がうまくいかないということであれ

ば、川下のこの整備も生かされんわけですよね。

そういうことであれば、全体がうまく機能する

ように、それこそ循環型の中でうまく機能する

ような予算執行というのが当然必要だと思いま

すので、今後、そういう視点から足らないとこ

をうまくやるというような予算執行を要望して
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おきたいと思います。

○内村主査 ほかにありませんか。

○重松委員 それじゃ、関連して158ページ、も

う一度木質ペレットの利用につきまして、木質

ペレットの発電とか、施設園芸についてはわか

りますが、あと、公共とか民間ボイラーとか、

また、民間のストーブとかの活用状況、普及の

推進っていうか、それについては今後、どのよ

うな考えになるんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 現在、木質ペレッ

トを活用した施設と申しますのは、農政水産部

のほうで農業用のボイラー、そこに燃油高騰も

ありますので、それに木質ペレットを活用した

ボイラーを設置するということで、29年度に500

基ということを目標に、今、130台ぐらい整備が

進んでいるというふうにお伺いしておりまして、

環境森林部でも、こういったところに供給すべ

く、経済連等と連携・協調しながら出していく

ということは、今、やってるところでございま

す。

そのほか、民間施設について申しますと、三

共さんというところがペレットをつくってらっ

しゃいますけども、そこで見本的に暖房機を入

れられたりしてる事例はございますけれども、

なかなか宮崎では、暖房にペレットを使ったと

いう形は、なかなか進んでないところでござい

ます。

ただ、温泉施設とか、それから福祉施設の温

泉の燃油を、燃油ボイラーを木質ペレット、木

質由来のボイラーにかえるという動きが、県内

で今出てきているところで、事業によっても支

援をしたりしてるところでございます。

○重松委員 本当にいいことだと思います。そ

れで、民間がどんどんボイラーを使うことによっ

て、クレジットとか、その発行のリンクなんか

もやっぱりできていくんじゃないかなと思うん

ですけども、それはいかがでしょうか。考え方

としては、そういうことなんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 今、クレジットと

いう話がございましたけれども、以前は、Ｊ―

ＶＥＲ制度ということで始まった制度なんです

が、それが、京都議定書から日本が継続を今見

合わせてるというところで、Ｊ―ＶＥＲ制度が

Ｊ―クレジットということに移行したものです

から、158ページのこの事業では、そのＪ―クレ

ジットについて移行する手続をしたところでご

ざいます。それで、15トンの発行ができたとい

うところでございます。

県でノウハウを蓄積して普及するという目的

で始めておるわけですけれども、ペレットボイ

ラーがまだまだ普及していない状況でございま

すので、その手続まで行くというのは、今から

の課題かなというふうに考えております。

○重松委員 わかりました。

別件で一つ、143ページの自然環境課さんの未

来への遺産ふるさと巨樹古木ですか、県木、フェ

ニックスも書いてありますが、国道なんかにあ

るワシントニアなんかも、やっぱりこの予算で

駆除されてらっしゃるんでしょうか。ワシント

ニアっていうんですかね、ワシントンパームで

すかね。

○水垂自然環境課長 国道等にあります、今、

御指摘のワシントニア・パームとか、この予算

じゃございませんで、県土整備部のほうで所管

しておりますので、向こうのほうで対応してる

と思います。

○重松委員 関連して、下の松くい虫、これ、

ちょっと一遍、担当の方に伺ったことがあるん

ですけど、これは、伐倒駆除になってますが、

植林というのは今後の予算でまたついていくこ
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とになるんでしょうか。

○水垂自然環境課長 松くい虫被害に遭った松

林につきましては、被害をそれ以降拡大させな

いためにも、基本的にもう切るというのが原則

でございまして、切った木は、その場で焼却し

たり、あるいは粉砕したりという処理の仕方を

やってます。いろんな事業がございますけども、

切った後は松がすかすかになるような箇所であ

れば、その後、またきちんと植林するというよ

うなこともやってございます。

○重松委員 わかりました。

じゃ、私のほうはいいです。後ほどまた。

○丸山委員 129ページ、先ほど少し緒嶋委員か

らもありましたけども、住宅用太陽光の設置の

ことなんですけども、先ほどのこの説明のほう

で、不用額が大きかったのは取り下げがあった

ということだったんですけども、イメージ的に

はいっぱい応募が来過ぎて足りないっていうよ

うなイメージを以前は持ってたんですけども、

取り下げがあったって、何件ぐらい取り下げが

あったのか。それと、今後、130ページに目標数

値が、普及率が7.2とか26年にあるんですけども、

このまま順調に伸びていっているんだろうなと

思ってるんですが、宮崎が日本一になろうと思

うんなら、これをもっと高目にするというよう

なイメージがあってもいいはずなのになという

ふうに思っていまして、これ、５年前に立てた

数字だからこうなのかもしれませんけども、な

ぜ取り下げたのかなっていうのが、イメージが、

ちょっと足りないというような意識を以前少し

持ってたもんですから、なぜ取り下げがあった

のかっていうのを含めて教えていただければあ

りがたいのかなと思ってます。

○川添環境森林課長 129ページの導入促進のほ

うの家庭用の太陽光パネルの設置の補助ですけ

ども、取り下げた件数はちょうど50件。24年度

につきましては、申し込みの期限が８月の末で

もういっぱいになるような状況だったんです

が、25年度につきましては10月いっぱいという

形で、そのときと比べれば、人気としては下がっ

てきてるのかなという形になっています。今、

丸山委員がおっしゃるところでは、そういう人

気度からすると、落ちてきている感触でござい

ます。

なぜその手を下げたかっていうのと、その50

件のうち30件が新築に絡んでなんです。新築工

事が終わってなくて、個人的にはやっぱりやり

たいということで、２月まではもう相当こちら

のほうも督促させていただいてるんですけど、

その場合に、絶対つけるから、間に合うからっ

ていうことだったんですが、やっぱり３月まで

に工期ができなかったという形で、取りつけが

できなかったということになりました。それで、

取り下げっていう形になってきております。

ですから、全体的には、人気は高いんですけ

ども、それほど一挙に集まるっていう状況では

ないのかなっていうような状況になっておりま

す。

○丸山委員 工事であれば、繰り越しという手

続をすれば可能、これは、個人だからそういう

繰り越しというようなことはできないから、取

り下げで仕方なく、もう30件程度が新築の関係

があってだめだったということだけなんでしょ

うか。

○川添環境森林課長 新築っていう形の理由で

申し上げさせていただきましたけども、施工事

業者、施工会社のほうが、もうその分は出すか

らというような形で、その分の補塡はしていた

だいたという話も聞いてます。どちらかという

と、申請の手続のほうに、パネルの施工業者の
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ほうがタッチされている場合も多くて、その分

については施工会社のほうも配慮されてるもん

ですから、その住宅を建てようとする施工主の

ほうとしては直接かかわってないって形で、繰

り越しというのは、初めから想定してない制度

でつくっておりました。

○丸山委員 今はもうこの事業はなくなったん

ですけども、繰り越しというのは考えてないと

いうのは、民間ベースで考えたりすると、ある

程度フレキシブルに動くっていうのは、今後の

事業のこと、スキームのつくり方として、民間

に合うような形をしないといけないのかなと思

いますので、その辺は今後考えていただければ

ありがたいのかなというふうに思っております。

あと、これも25年度、我々が聞いたのはどん

どん伸びるんだよ、つけたいんだよっていう人

がいるけど、25年度は、県全体で24年度からす

ると何件ぐらいふえたっていう、そういう、今

の課長の話によると、行政ではなくて民間ベー

スでやって、行政を通さないものもあるからわ

からないような表現に聞こえたんですけども、

実際どういう、25年度はどうだったというふう

に思えばよろしいんでしょうか。

○川添環境森林課長 今、住宅用太陽光発電は、

昨年度から議論されてますので、補助金を持っ

てる市町村は10市町村、独自のがございます。

その市町村のほうの意見を伺ってるんですが、

今の段階ではそれほど伸びは、前に比べては手

が挙がってきていないという状況で、大きな施

工会社のほうにも一応当たってるんですけども、

若干は減ったけど、施工業者としてはやっぱり

受注はあるっていう話。

ただ、経済産業省の認定がございますよね。

全て自家用にしませんので、自家消費、認定も

されてるんですが、認定件数も、10キロワット

以上は物すごく比率で伸びたんですが、10キロ

ワット未満の家庭用につけられる認定件数は、

余り伸びない状況になってますので、もう住宅

用は大体ついてきたのかなという見方も十分に

できるのかなというふうに思っております。

○丸山委員 環境に優しい宮崎でありたいとい

う大きな目標があって、太陽光をしっかり伸ば

していきたいというのがあるんであれば、もう

少ししっかりと、工夫することが、民間を誘導

することによって、ちゃんとクリーンエネルギ

ー、しっかりできるんだよっていうような、メ

ガソーラーとかは、私は基本的には推奨したく

ないと思ってて、個人個人がしっかり伸びてい

くっていうのを、今後、展開としてやっていた

だければと思っております。

○川添環境森林課長 そのとおりで、まだ世帯、

佐賀県に次いで日本で２位とか１位とかいいな

がら、まだ６％台ですから、まだ飽和はしてい

ないと思うんです。その辺の周知をしながら、

全て優しい宮崎の光で自家消費できるような家

庭、そういうような太陽光の発電を利用した社

会ができればいいなというふうに思っておりま

す。

○丸山委員 ぜひ頑張って、声だけじゃなくて

しっかりとやっていただくことをお願いしたい

と思っております。

あと、131ページのわが町のいきいき森林づく

りのことなんですけども、平成25年度２月補正

のときに700万円近く落としていて、25年度の当

初予算の半分以下の予算でやってるんですけど

も、この前の広島の大災害は、しっかりと森林

づくりをやっていれば、あそこまで大きな災害

にならなかったんじゃないかなという思いもあ

るもんですから、この事業で公営的に重要な森

林をしっかり守っていくんだというのを、もう



- 25 -

平成26年10月１日(水)

ちょっと市町村とやっていただきたいというふ

うに思って。今回、この事業的には当初の目的

からかなり減ったというのがありまして、非常

に難しい、今後の森林づくりをやっていただき

たいなという思いがあって、私のイメージ的に

は、そういう木材じゃなくて、災害が起きない

ような森づくりをやるんだよっていうようなイ

メージだったもんですから、それをうまくＰＲ

することによって、ほかの市町村にも広がって

いくんじゃないかと。この事業は、やってると

こはやる、やらないところは全くやらないとい

うふうに分かれて、市町村の温度差があるとい

うふうに認識してるもんですから、その辺の25

年度の活動状況を含めて、できればこのモデル

をもう少し全県下に広げたい、広げてほしいと

いう思いがあるんで、その辺の取り組みはされ

たんでしょうか。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 委員

おっしゃったとおり、我がまちのいきいき森づ

くり事業につきましては、公益的機能を発揮す

ると、今おっしゃった災害の防止、そういうと

こを目的にして、水源地とか、そういうとこを

市町村が買ってやるという事業でございます。

そこに対して、県のほうからも森林環境税を使っ

て支援をするという仕組みになっております。

今あったように、補正の段階で半分以下に落

としております。その理由は、補正のときも説

明したと思いますけど、評価額が思ったよりな

かった。それと、一つは所有者との話がまとま

らなくて、取りやめになったということでござ

います。

ここに都城市と木城町と西米良村と書いてお

りますけれども、これも、委員おっしゃったと

おり、木城町と西米良村は結構熱心に取り組ん

でいただいております。そのような中で、都城

市が出てきたりというのはあるんですけども、

大事なのはそういう制度がありますよというこ

とで、ＰＲをどんどんしていくべきだというの

は考えております。

ただ、満額環境税をつぎ込めればいいんです

けども、補助ということで、市町村も財政が非

常に厳しくて、なかなかここを買おうっていう

とこまで行ってないというのもあります。今回

も、市町村によっては、この事業でやろうとい

うとこも出てきていますので、我々としまして

は、こういう仕組みをきっちりＰＲしていきた

いと考えております。

○丸山委員 災害が起きて、もし人命が奪われ

てから、この事業があったらよかったのになと、

事業をしとけば、こんな大きな災害はなかった

のになっていうことがないように、我々がとき

どき見ても、かなり今、伐採を大きくしている

ところがあって、そこに大規模な林業機械が入っ

て、それが水の道になっていって、一気にどん

と崩れるんじゃないかというような不安な山が

結構点在してるような気がするもんですから、

そこにちゃんと植林がされればいいんですけど

も、されてない山も結構見受けられるような気

がするもんですから。その辺を含めて、市町村

からの声を待ってるんじゃなくて、県のほうも

恐らく伐採しますという届け出があって、わか

ると思いますので、その辺はちょっと具体的に

市町村のほうに、本当、この山は大丈夫でしょ

うかねっていうぐらいに、提案方もしていただ

くような形をとっていただければありがたいの

かと思ってますんで、よろしくお願いしたいと

思ってます。

○井上委員 すごくいい指摘だと思うんです。

これは、山の状況がどういう状況なのかってい

うのは、きちんと分析されてないといけないと
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思うんです。せっかくこの公益上重要な森林の

公有化の支援というふうになってるわけで、だ

から、そこをきちんとさせるっていうことは大

変重要なことで、森林環境税をうちは取ってる

県なんですよね。税金を取ってる県なので、そ

れがどう生きているのかっていうことをしっか

りと認識してもらわないといけないんですよね。

一方で企業の森づくりですよ。企業の森づくり

は、この報告書では５企業って書いてあるけど、

その５企業が、岩手とかに行くと物すごく大企

業の人が入り込んだりとかってしてますよね。

小さい企業もやってて、森づくりをしておられ

ますけど、だから、そういうことも含めて、そ

ういう行政側がすることだけじゃなく、何か入

り込んでくる人たちも含めてだけども、山をど

うやってきちんとさせていくのかと、植林もき

ちんとできるようにしていくのかっていうこと

が明確になって、県民にも森林環境税が生きて

るということも含めて、アピールできるように

しないと、ぶつぶつ切れてて、森林環境税が何

に使われてるかわからんみたいな、今度の基金

の問題でちょっと市議会を回らせてもらったら、

市議会で言うかよみたいな話が聞こえてくると、

宣伝にもう一回行ったんですけど、逆に宣伝し

に行ったんですけど、やっぱりそういうことを

理解していただけるようなアピールっていうの

がきちんとできるためには、そこがはっきりと

しないと、目に見えていかないと、それがちょっ

と、現実にどうお金が生きてきてるかっていう

のがわかりにくいと思うんです。さっき丸山委

員からの指摘があったようなことがきちんとで

きるかできないかですよね。

予算は非常に、これを大きいというか、小さ

いというかっていうと、難しいところがあるけ

ども、小さいけども、非常にしっかりとしたい

い予算なので、それをどんなふうにするのかっ

ていうことが、もうちょっと明快だといいなと。

後を読んでみると、あんまり書き方としては成

果が上がったような書き方がしてあるけども、

本当に企業が今後入り込んでこれるような、５

企業が、同じ企業ばっかりがちょこっとずつし

ているのか、それともそれがどんどん拡大しつ

つあるのか、そこあたりもちょっとよくわから

ないから説明してもらえれば。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 企業の

森づくりにつきましては、ここにありますよう

に５企業でございますが、25年度末で27の企業

で33件の実績が上がっております。ここにあり

ますように、森づくりコミッションというのを

つくりまして、ここで、木を植えるフィールド

がこんなとこがありますよとか、森づくりをこ

んなふうにしていきましょうというマニュアル

をつくったりとかいうことで、ＰＲをしている

ところでございます。

委員おっしゃったように、森林環境税につき

ましては、税金でございますので、その分を県

民参加による森づくり、それと公有林化、公益

的機能を重視した森づくり、その２本が大事だ

と思っております。おっしゃったように、そう

いうところの成果も含めて、今後もＰＲしてい

きたいと思います。県民参加の森づくりに加わ

る人を一人でもふやす、企業もふやしていくと

いうことで進めてまいりたいと思っております。

○井上委員 もう一つは、公益上重要な森林の

公有林化の支援ですよね。どれを重要といい、

どれを支援するべきだというふうにするのかっ

ていう。ずっと見守ってるだけでは、もう本当

にだめだと思いますよ。だから、それを積極的

な情報と、それから積極的なアプローチを誰が

するのか、どうしていくのかっていうのが明確



- 27 -

平成26年10月１日(水)

でないと、こういう事業がありますよって言う

だけではちょっと無理なんではないかなと思う

んですけど、そこは。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 ここで

いう公有林化につきましては、水源地域、それ

から先ほど丸山委員からあったように、家の裏、

災害が起こりそうなところということで指定は

しております。そういうところを市町村の判断

でできるのかというのもありますので、出先も

通じまして、事業の説明を含めて、例えばこん

なとこもありますよね、どこどこでは、こんな

とこをこうして効果がありましたよということ

で、ＰＲをしていきたいと思います。

それと、環境税が来年度で終わるもんですか

ら、今、地域ごとに意見交換会をやってるとこ

ろでございます。そういう場でも、この事業の

説明、それから、ボランティア団体での森づく

りの活動事例等々も紹介をしていただいてると

こですけども、そういう機会も通じてＰＲして

いきたいというふうに考えております。

○井上委員 これは、物すごく考えないといけ

ないことだと思うんです。全部行政が買い上げ

ればいいという問題でもないんです。だから、

問題は、林家が林家としてやっていけるように

しとかないと、そこ辺の分析をきちんと山の問

題としてやっているのかどうかっていうことが、

何か明確に見えない。そこが見ててちょっとい

らいらするのはそれなんですが。だから、今後、

宮崎県の山をどんなふうにしていくのか、公有

林化してしまえば全部いいのかって、そんなこ

とはないと思うんです。だから、ちゃんとした

もうかる林業にどうやって誘導していくのか、

どういうふうにしてつくり上げていくのかって

いうのが、そこに明確に経営方針みたいなのが

出てこないと、なかなかこれは難しい。だから、

公有化してしまえば、何かがおさまるというの

でもない。だから、こういう事業は、本当に必

要なのかどうかっていうことも含めて、ちょっ

と議論が必要なんじゃないんでしょうか。ここ

の予算をふやすのがいいのか、予算はできるだ

け違うような方法をとるのがいいのか、そこの

議論をきちんとしてもらえるといいなって、

ちょっと思うんですけど、その辺は、26年度は

どんな。見てると引き継いでますよね、ずっと

続いてますよね。だから、それを、そういう考

え方でやるのかどうかっていうのが、27年度に

どんなふうに反映していくのか、ちょっとそこ

がわからないとこ。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 先ほど

言いましたように、来年度で終わりますので、

その次期対策を、今、どうするかということで

意見交換会もしてるとこなんですけども、委員

のおっしゃったように、この環境税というのは、

基本的に、もともと山を森林所有者が守る、そ

れができなくなったんで、大事なところについ

ては税をつぎ込んでということで、森林環境税

をつくったところでございますので、今後、次

期対策をするというのも、おっしゃったように、

ことしからというか、来年度もこの同じ形では

なってるんですけども、来年度まではそうです

けども、それ以降については検討してまいりた

いと思います。

○井上委員 最後ですが、緊急雇用創出事業臨

時特例基金を活用して、そして、県有林の現況

や収穫予想調査等を行って云々というのが、成

果のところに書いてあるわけですが、それが生

きてくるというか、これが引き続きちゃんと現

況を調査された上で、次の対策、いわゆる雇用

と就業機会の創出に、これをすることによって

雇用と就業の機会の創出に努めたっていうこと
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だけに終わるのか、それとも、県有林の現況や

今後のためのデータとして、どうこれを活用し

ていくのかっていう点がちょっと。雇用はして

もらいたいんですよ、緑の雇用も何もかも、雇

用っていうのは大変必要なのでやってもらいた

いんだけど、そこが全体像と結びついていかな

いと、なかなかちょっと難しいところがあるの

かなと、どういう議論されてるのかなっていう

のがちょっと。大体の予算は、26年度も引き継

いで、27年度も大体そこまで行くのかなとは思

うんだけど。

○西山みやざきの森林づくり推進室長 環境税

については、来年度までは今の形でいくことに

しています。委員おっしゃいました県営林経営

計画策定基礎データ調査事業につきましては、

これは、県有林と県行造林について、５カ年の

計画でどこを伐採するとか、どこを間伐すると

いうようなのを、計画をつくるための調査で、

緊急雇用事業基金を活用して実施したところで

ございます。

○内村主査 いいですか。５分間休憩をとらせ

ていただきます。暫時休憩いたします。

午後３時３分休憩

午後３時８分再開

○内村主査 それでは、休憩前に引き続き委員

会を再開いたします。

○丸山委員 138ページ。環境管理課のほうにお

伺いしますけども、⑦に書いている法定検査の

ことで二、三年いろんな議論がありまして、宮

崎県は検査率が低いからいろいろやっていこう

と、すればするほど我々、県民のほうからは、

何で急に出てきたんだって言って、物すごく苦

情も、我々にも来たんですけども。今でもさら

に低い状況が続いてるという書き方がしてるん

ですけども、25年度には、具体的には県民に対

して、何とか協会からしかできないのを、地元

の業界とかとつながって、連携しながらやって

く、いろんなことをやっていったらという、我

々議会からも提案をいろいろしながらしてたと

思うんですけども、25年度にはどういう改善点

をやられて、県民の人たちが、このシステム、

法的なことをやらなくちゃいけないという理解

度はどのぐらい上がったのか。そして、法定検

査がどれぐらいまで向上してきたか、全国との

差がどれぐらいまだあって、もっと何をしなく

ちゃいけないのかっていうのを考えているのか

をお伺いできればなと思っております。

○上山環境管理課長 確かにもう委員御指摘の

とおり、なかなか浄化槽の法定検査、保守点検

を受けてない、なぜそこまでまたしないといけ

ないんだという声がかなりございます。ですか

ら、私どもは、そういったことの必要性、なぜ

必要なのかということを、今回の事業でもフォ

ローアップ事業と適正管理調査啓発事業の中で、

具体的にまだ受けてらっしゃらない方に対して、

文書で指導を行っているところであります。

また、それに加えまして、10月１日が浄化槽

の日でございますので、昨年度から、県だけで

はなくて市町村、浄化槽協会、あと環境科学協

会がいろいろ集まりまして、具体的に受検率が

低い地域で街頭ＰＲをしたりとか、地域を個別

に巡回して御説明したりとか、そういった取り

組みを始めているところであります。具体的に

は、日南と小林と宮崎で、今年度はもうそれを

全県域に広げるということで、今、やっている

ところで。たまたまきょうも10月１日で、浄化

槽の日ですから、きょうもたしか４カ所、４地

区ぐらいでやってるんだろうと思っております。

それとあと、受検率につきましては、全国が、
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まだ25年度が出てないんですけれども、24年度

の全国平均が33.4、私どもの県は42.0というこ

とで、若干全国平均を上回っておりまして、25

年度につきましても46.1ということで、まあ着

実には上がってきているなと思います。

ただ、これは、もう法律で決められた検査で

すので、できるだけ県民の方に、その検査の必

要性を御理解いただきながら受検していただく

ようにっていうことを念頭に置きながら、でき

るだけ早い時期にまず50％達成を目指して頑

張っていきたいなと思っております。

○丸山委員 県民は、法を守ってないんだよっ

ていうことを、何でっていうのをなかなか、我

々も何回も言うんですけども、法律上おかしい

んですよって言うんですけど、何か非常に、80

％以上を超している県とかが、たしかありまし

たよね。そこは何でそんな差があるのかとかい

うのを調べてみて、これは、こういう施策をす

ればいいとか、ただ、市町村と連携してやるっ

ていうだけじゃなくて、一工夫、二工夫しない

と、なかなか伸びていかないんじゃないかなと

思っているんですが、その辺のアイデアってい

うのはまだまだ出てきてないもんなんでしょう

か。

○上山環境管理課長 私どもの県は、先ほど申

し上げましたように、全国平均よりは上回って

おりますが、決して十分とは思っておりません。

ただ、委員御指摘のように、九州内でも長崎と

佐賀は70％以上となっておりますので、その辺

の状況をいろいろお聞きをするんですけれども、

もともとの母数自体がちょっと違うような状況

もあるのかなという気もいたしますし、私ども

の県で一番ネックになっております単独処理浄

化槽、合併処理浄化槽ができる前につくったの

が、ほかの県に比べて非常に多いという実態も、

浄化槽協会あたりから聞いておりますので、ど

うしても、やはり単独処理浄化槽の転換が進ま

ないというのが、私どもの県の一番の課題かな

と、よその県に比べての一番の課題かなという

ふうに考えておりますので、今後はそこらあた

りの必要性を、県民の方にわかりやすく理解し

ていただけるような啓発も必要ではないのかな

というふうに考えております。

○丸山委員 まず、法で決まったことをしっか

り守っていくっていう、当たり前のことをやっ

ていくことによって、水資源を大事にしていく

んだよっていう、基本がそこだと思ってますの

で、ただ単に検査上げるというより、水資源を

守っていくんだという県民運動なんだよって言

うのをしっかりやっていただければありがたい

のかなというふうに思っております。

続きまして、いいでしょうか。

○内村主査 はい、どうぞ。

○丸山委員 141ページのほうで、循環社会推進

課のほうにお伺いしたいんですが、③に書いて

ある産業廃棄物の不法投棄件数が、イメージよ

りもまだ多いんだなと、ふえているんだなって

思っておりまして、以前からするとかなり減っ

てるのかなというイメージで思ったもんですか

ら、なぜここまで多いのかっていうのと、それ

ぞれ今後とも適正に警備をやっていくんですよ、

もうそれしかないと思うんですけども、この背

景っていうのは何があるっていうふうに思えば

よろしいんでしょうか。

○神菊循環社会推進課長 今、委員おっしゃい

ましたように、ここ数年の傾向としては不法投

棄の件数、量ともに減少してる傾向にはござい

ます。たまたまと言ったら非常にあれですけど

も、25年度につきましては、県と宮崎市の区域

で、件数でプラス12件起きました。これは、特
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に宮崎市の区域がふえたことが原因の大きなと

ころなんですけども、12件ふえたと。合計で、

不法投棄は※291トンふえたという状況でありま

す。291トンふえたといいますのは、少し大きな

不法投棄が、川南町それから綾町におきまして、

合計900トンでございますが、こちらはやっぱり

トン数の量的な増加の要因がそこにあるという

ふうに思っております。いずれもこの２つのと

この900トンにつきましても、改善済みでござい

ます。残りは、小さな案件が重なってきている

ということでございます。

それから、その背景でございますが、やはり

私が考えますに、処理料金、それを免れようと

しているということが、まず１点あろうかなと

思います。それから、２番目としては、法制度

に対する理解不足、そういったものもあると。

その辺あたりが、いろいろ相まった形での不適

正処理というふうになってきているものと考え

ております。

○丸山委員 引き続きこの法を、不適正処理っ

ていうのを絶対許すべきものじゃないというふ

うに思っておりますので、しっかりした対応・

対策等を、市町村もまた含めて連携していただ

ければありがたいのかなというふうに思ってお

ります。

それとあと、引き続きなんですけども、159ペ

ージ。山村・木材振興課のほうの大径材の推進

事業のことについてなんですけども、これ、や

はり一番、宮崎にとって長伐期を求めていきな

がら、量がふえていって、大径材をどうやって

していこうということの中に、ここに書いてる

ように、非住宅の木造・木質化への指針って書

いてあるんですが、具体的には、１カ所１カ所

という、木造化と内装木質化についてなんです

けど、具体的にどのようなことに使って、何立

米ぐらいになって、これを今後どうやって広め

ていくのかっていうのをちょっとお伺いできれ

ばなと思っているとこなんですけども。

○石田みやざきスギ活用推進室長 ここにござ

いますけれども、うちで支援いたしました、日

南市の飲食店におきまして、ラーメン屋さんで

すけれども、そこで大径材を使った店舗づくり

というのを支援したという中身でございます。

こういったいわゆる普通の国の補助事業等で

は支援の対象にならないようなもの等につきま

して、この事業で支援をするということにして

ございますけれども、委員御指摘のとおり大径

材の利用促進っていうのは、大変大きな課題で

ございますので、住宅またこういった非住宅で

すとか、公共施設ですとか、そういったところ

への活用のほうにまた努めてまいりたいという

ふうに考えてます。

なお、使用量でございますけれども、まず、

先ほど申し上げました日南市の商業施設でござ

いますが、こちらで44.37立方使用してございま

す。また、もう一つ日向市のほうで建てられま

したものでございますけれども、こちらで14.35

立方を使用してございます。また、現在、繰り

越しのほうでここに書いてございます。これは、

デイサービスでございますけれども、こちらで91

立方を使ってございます。合わせて、この事業

で150立方を使用してございます。

こういった事業のほかに、森林整備加速化事

業ですとか、木造化・木質化を推進する事業も

ございますので、こういった事業を活用いたし

まして、県内における木造化、特に大径材を使

いました木造化というのを引き続き努力してま

いりたいというふうに考えてございます。

○丸山委員 大径材を使ってみて、よかった点、

※34ページに発言訂正あり
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悪かった点とか、使われたほうにもあるんじゃ

ないかなと。また、今、飲食店等でありますの

で、行ったお客さんのほうが、ああ、木造って

いいね、何か、大径材でつくれればいいよねっ

て、それが一番いい流れなのかなって思ってる

んですが、その辺の調査とか、そういう聞き取

りなんかは、平成25年度はやられてないんでしょ

うか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 この事業に

限らず、大径材を使用していただいた事業につ

きましては、そういったものに対して、どの程

度の人が見えたのか、どういう評判なのかとい

うのは、県としてもいろいろと聞き取りをして

るところでございます。

委員御指摘のとおり、大変木の香りがしてい

い、落ちつく、非常にすばらしいということで、

評判はいいということでございますけども、片

一方で、やはり設計の段階で苦労されるといっ

たようなお話も聞いてるところでございますの

で、そういった部分で、木材利用技術センター

さんの技術等を使って、こういったものが使い

やすくなるような、そういったような取り組み

のほうも進めてまいりたいというふうに考えて

ございます。

○丸山委員 どこまで聞いてらっしゃるかわか

んないけど、木造でつくると固定資産税が高い

とか、そっち側のが響いてくるということで、

何かこう言うのも、しっかり税制的なことも考

えないと、多分なかなか使いづらい、木造にす

ると高くなるからっていうのでということも聞

いてるもんですから、その辺まで含めての細か

い、税制まで含めての意見交換とかはしたこと

はないんでしょうか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 税制まで含

めての御意見っていうのは、今まで特に、正直

申し上げまして、聞いてるという状況ではござ

いませんので、そういった課題も含めて、今後、

意見の聴取に努めてまいりたいというふうに考

えてございます。

○丸山委員 ぜひ、税制まで含めてやらないと、

そこがネックになると、結局、意味がありませ

んので、いいものを利用、宮崎のために使って

るのに、何か矛盾も若干あるような気がするも

んですから、そういうのも含めてやっていただ

きたい。

特に大径材っていうのは、今後、大きな問題

になってきているというふうに思っておりまし

て、これ、ちょっとここだけの問題では、この

事業だけではなくて、平成25年度中に、例えば

木材技術センター所長も来ていらっしゃるもの

ですから、平成25年度で、大径材で新たな取り

組みをこういうことをやりましたよっていう、25

年度で何か新しいものが、研究がここまで進み

ました、もう少しこうすると何かに使えますよ、

使えるんですけどねというようなことがあれば、

教えていただくとありがたいかなと思っている

んですけども。

○飯村木材利用技術センター所長 25年度中に

取り組んだ事業が３つございます。

大径材から住宅向けに、できれば芯持ちにか

わって乾燥しやすい芯去り材を供給していこう

という。最初は、皆さん、消極的だったんです

が、事業が中程にはかりましたところ、高嶺木

材（株）等が商品としての価値を理解し、やろ

うと雰囲気が出てきました。

それから２つ目が、住宅だけではなくて、非

住宅に芯去りの平角材が使えるようにというこ

とで、一番用途としては厳しい校舎の木造床に

使えるということを前には申し上げたんですが、

鉄と組み合わせる張弦梁で使えるということが
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はっきりしました。これは、木材側では100％で

きませんので、鉄構工業会さんとも一緒になっ

て実用化に向けて、今年度も引き続きやってま

す。ですから、昨年度のそういう異業種連携っ

ていうのが、新しい芯去り大径材の用途につな

がったということです。

３つ目は、住宅で生産したものが、大径材の

場合、乾燥だとかあるいは木取りの関係で、品

確法での厳しい品質性が得られない場合は、非

住宅に品確法はないですので、そこに適用しよ

うということで、長尺材ができるように継ぎ手

を、これは、センターで開発したテーパーねじ

という、杉に相性のいい接合部なんですけれど

も、それを使うと長尺材ができるという。です

から、大径材が住宅をはじめ、学校だとか、あ

るいは大きなスパンの屋根のはりだとか、そう

いうところに使えるという新しい需要を喚起す

るための研究成果が出ております。そして、26

年度に引き続き、また林野庁さんの事業で褒め

ていただいて、宮崎はよくやっているというこ

とで続いてます。

○丸山委員 ぜひ、今、３つ紹介していただい

たんですけど、いずれにせよ利用される、設計

側とかと連携が非常に重要であろうと思ってま

すし、また、施工主っていいますか、それをど

う思ってくれるのかっていうのが重要であろう

と思ってますので、そういった成果があるのを

しっかりとうまく活用できるような体制をしっ

かりとつくっていただくことをお願いしたいと

思ってます。

○飯村木材利用技術センター所長 それが、今

年度の関係者の宿題となってまして、一丸で取

り組むという覚悟をしましたので、成果は出て

くると思います。

○内村主査 よろしいですか。

○緒嶋委員 飯村所長さんでいいんですが、今

度、県が防災センターをつくるわけですよね。

そうすると、区画は鉄筋コンクリートかそうい

うもので耐震的なものができると思うんですけ

ど、やっぱり木質化を利用センターの技術の中

のいろいろなものを使って、防災センターも利

用センターの技術を生かしたものでできるだけ

木質化を図る。やはり、何というかな、優しさ

をとかそういうものを含めて、そういうぐらい

の思いで、防災センターが利用技術センターの

ノウハウで、何というか、すばらしいものになっ

たというようなＰＲの場所にもなるし、また、

それは一つのシンボル的なものにもなると思う

んですが、そういう思いを持って取り組む必要

があるんじゃないかな。日本一の杉生産を喜ぶ

だけじゃなくて、需要やいろいろな意味での活

用も含めて日本一じゃないといかんわけですよ

ね。そういう点で、意欲的に取り組んでもらっ

たほうがいいと思うんですけど、どうですか、

意気込みはありますか。

○飯村木材利用技術センター所長 もちろんあ

ります。というのは、25年度に仮設住宅を当セ

ンターの敷地を利用してつくって、評判がいい

んです。その評判がいいのが、杉の香りが非常

にいいということで、そこを使う人にとって、

やはり木材がいいという、そういう評価をいた

だいてますので、そういう実績を伴って、関係

者、特に設計される方に提案をセンターとして

させていただきたいと思います。

○緒嶋委員 我々もそういうことを、部長もで

すけど、まめに、知事にまで要請をしていかな

いかんと思うんです。あらゆることで、宮崎県

のよさを出す防災センターにするということで、

ぜひそれを先導的に利用センターはやっていた

だきたいと思います。
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ちょっといいですか。

○内村主査 どうぞ。

○緒嶋委員 これは、成果の163ページ、山村・

木材振興課、この施策の進捗状況の中で、人工

乾燥材の生産量が、25年度は未確定というこの

意味は、上の製品出荷額はもう出ちょるわけで

すよね。何で、人工乾燥材は、もう半年にもな

るのに未確定という意味がわからんけど、何で

未確定なのか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 ここの部分

につきましては、いわゆる製材品の出荷量全体

につきましては、国の統計ですとか、当県でとっ

てるデータ等々から出してるんですけれども、

乾燥材につきましては、いわゆる国のほうで出

してるデータと県のほうで出してるデータのほ

うのすり合わせがまだできていないということ

で、大変申しわけございませんが、まだ集計が

終わってないということでございます。

○緒嶋委員 今年度も、もうきょうから10月だ

が、私は国とのすり合わせは必要ないと思う。

県が出したのをやればいいわけであって、何で

国とのすり合わせが必要なの。

○石田みやざきスギ活用推進室長 木材の流通

の関係につきましては、全体、乾燥材の特に生

産の部分につきましては、国の統計のやり方と

県のやり方、いわゆる聞き取りによる推計等の

数字が、やはりどうしても異なってきてしまっ

ておりますので、その部分、きちんと整合がと

れて説明ができる数字ということで、毎回、こ

の部分につきましては、数量といたしましてき

ちんとしたものを出すということで。そもそも

国できちんととっている統計のほうの数字と、

そのとり方っていうのもきちんとした数字でご

ざいますし、こちらのほうで把握をしてる数字

というのと、どこがどう違うのかといったよう

なものについての検証をした上で、こちらの部

分については毎年公表させていただいてござい

ます。速やかな公表に努めてまいりたいという

ふうに考えてございます。

○緒嶋委員 これは、もう言われることはわか

らんこともないような気もするけど、宮崎県は

宮崎県の独自の、これは、もう宮崎県に乾燥施

設というのははっきりしとるわけですよね。ど

こでもあるわけじゃない、それぞれのものをト

ータルして出せばこれに出てくると、私は、宮

崎県独自のその数字でもいいと思うんです。も

うそれが、国との整合性っていうのは、余り関

係ない、宮崎県としての数字でいいんじゃない

かと思うんで、何で国との整合性がそんなに気

になるのかな。

○石田みやざきスギ活用推進室長 今後、前後

の数字の部分との整合も含めて、県の把握した

数字が速やかに出せることについても、委員御

指摘のとおり、検討してまいりたいというふう

に考えてございます。

○緒嶋委員 ここに製品の出荷額が、これも、

上の数字がわからんとならまだしも、そんなら

この数字は、上の製材品の出荷額は、国との整

合性を出した数字ですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 製材品の出

荷量につきましては、当県のほうから国のほう

に報告した数字と国のほうの数字は一致いたし

ますので、そういった部分で、整合といいます

か、そういった部分できちんと把握した数字と

いうことになってございます。

○緒嶋委員 乾燥材の数字が一致しないのは何

でですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 乾燥材の国

のほうの統計の部分につきましては、乾燥材の

現在の流通量のほうから出してるというふうに
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伺ってございます。一方で、当県のほうで把握

している数字につきましては、委員御指摘のと

おり、今、乾燥機が何機入っていて、そこから

どのぐらい出荷されたかという数字で把握して

ございます。

例で申しますと、平成24年の本県の乾燥材の

出荷量でございますけれども、ここに書いてご

ざいます数字と国の数字で約10万立方までいか

ないんですけども、実はそれぐらいの差がござ

いまして、かなり大きな数字なもんですから、

こういった状況がなぜ起きるのかといったこと

につきましても、時間をかかけてここの部分を

精査をしてるところでございます。

○緒嶋委員 そこ辺は、もう真実は一つしかな

いわけだよね。この数字を合わせるというのが、

算術的に合わせちゃいかんわけで、真実は一つ

しかないと思うんです。それを国と連携してと

いう理屈がどうも、とり方がちょっと、もうそ

れは、そういうとり方があるということは、ま

あわからんでもないけど、今、宮崎県は宮崎県

の独自のその数字は、乾燥施設というのは限ら

れとるわけですよね。どこでもはない。だから、

出るはずだと思う。だから、宮崎県の数字で、

私はいいと思うんです。これは、国との整合性

を何のいうのは、それこそがちょっとかえって

おかしいんじゃないかという気がします。今後、

あり方をちょっと検討してください。もうここ

でいろいろやっても、話が合わんだろうから。

○内村主査 よろしいですか。

○緒嶋委員 はい。

○神菊循環社会推進課長 先ほど、丸山委員か

らの御質疑の中の回答の中で、一つ間違えてお

りました。

前年度比不法投棄量について、プラス12件

の291トンとお答えいたしましたが、287トンが

正式でございました。資料のほうが正しい数字

でございます。おわびして訂正いたします。

○ 原委員 決算ですから、総括的なことをお

尋ねしたいんですけど、25年度の木材に係る企

業、例えば製材業者だとか、素材生産業者だと

か、これの倒産、廃業がどうだったのかという

こと、なければなくていいんです。それと、新

規にできた、中国木材は除いて、新規に製材工

場ができたとか、あるいは素材生産業がふえた

とか、ちょっとこのあたりのをつかんでおられ

たら教えてください。

○福満山村・木材振興課長 倒産件数等につい

て、正確に把握しているわけじゃございません

けれども、県内の製材工場数については、るる

統計をとっておりまして、現在、25年度末で150

工場でございます。24年度が155となっておりま

すので、統計上、５工場は廃止になっていると

いうことでございます。

素材業者については、申しわけございません、

今、数字がございません。

○ 原委員 その５工場は、閉鎖理由は何なん

でしょうか。

○福満山村・木材振興課長 正確に把握してる

わけではございませんけれども、やはり今、県

内の製材工場が大型化を図っておりまして、特

に21年度以降、国の補助事業等で大型化してき

たわけですけれども、やはり高齢化等で後継者

がいないというようなところは、もうこの際、

小さい規模の工場を中心にたたんでいるという

ことは聞いてございます。

○ 原委員 すると経営不振、あるいは大きな

負債を抱えての倒産っていうことではなかった

ということですね。

○福満山村・木材振興課長 はい、そのように

聞いております。
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○ 原委員 わかりました。

ちょっと話が変わります。164ページです。施

策の成果等、あれもうまくいった、これもうま

くいったと書いてあるわけですけど、我々は民

間的な発想をしますので、よかったことはよかっ

たこととして、それで評価すべきだと思うんで

すが、問題は何だったのかということ、平成25

年度の予算を組んで、それだけの事業をして、

問題は何かということだろうと思うんです。そ

の問題を解決すべく、翌年度の予算をそこにま

た、集中的に配分していくことによって、その

問題を解決することによって、その業界が発展

していく。あるいは、会社によっては、会社は

それでもっと発展していくということになると

思うんですが。

問題というのは、今後もというようなことで、

安定供給体制づくりだとか、木質バイオマスの

利活用だとか、需要の拡大だとか、そのための

認知の向上、あるいは林業担い手の確保・育成、

乾しシイタケの価格低迷なので消費拡大、こう

いうことが総括的に書いてありますけど、25年

度の環境森林部としての問題は何かと、一番の

問題は何だったのかということの総括的な感想

をちょっと教えていただきたいなと。

○徳永環境森林部長 いろいろ課題がございま

して、なかなか難しいところがあるんですが、

感想といたしましては、林業関係につきまして

は、いわゆる今までの林業、いわゆる育ててき

た林業から、利用する、切る林業になってきて

る。その中で、バイオマスとかいろいろ変わっ

てきた中で、25年度はそのスタートラインで、

基盤づくりがスタートした年かなというふうに

思っております。

それで、その基盤づくりをする中で、いろん

な課題も見えてきておりますので、それを26、27

年と繰り上げながら、来年度からバイオマスも

動き出しますんで、それを動かすためには、今

度は次のハードルをどう乗り越すかっていうこ

とを考えていく必要があるなというふうに思い

ます。

今、川下を動かしながら山元も守っていくと。

前は、山元中心の政策を打ってきましたが、今

は川下も動かしながら山元をどう守っていくか、

その山元について井上委員も言われたように、

どんなデザインで山づくりをしていくのか。経

済林としてどこをどう使って、あと、いわゆる

公益的機能を発するとこはどこか。やっぱりこ

れからは、経済的利用をする山はどこだと、そ

れは、ある程度造林後もやってるわけですが、

その辺を政策的にある程度決めながらやってい

くと、そういう中で、公益的な部分について、

林業者以外の県民をどう巻き込んでいくかとい

う政策を打っていく方向かなというふうに思っ

てるところです。

○ 原委員 ありがとうございました。環境森

林部ですよね、過去であれば経済的に山を育て

て売ること、山を経済的にお金にかえること、

環境ですから、この環境をよりよくして守って

いくことだったろうと思います。これに今、エ

ネルギー政策ですよね。日本にとって大きな課

題だと思うんです。もう既に、日本の国際収支

が赤字になり出したのは、やっぱりエネルギー

に一番影響してるところが、これは、原発の問

題も絡んでくるわけだけど、あるわけですよね。

そういう中で、いわゆるエネルギー政策を担当

するとこになったということが、僕は、環境森

林部にとって大きな政策の幅、幅というか、守

備範囲というか、攻撃範囲を広めることになっ

たことだろうというふうに思ってまして、太陽

光がどうだとか、それから今部長がおっしゃっ
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たバイオマス、いわゆる燃料源としての山、林

地材を活用するということもありますけど、そ

ういうところに力を入れてやっていかなければ

いけないことになったというのが、大きなこの

政策の攻撃・守備の範囲の拡大だと思うんです。

それで、先ほど何が問題ですかって聞いたの

はそこなんですけど、将来的に、これからもで

すけど、ＣＬＴの話とかもありますけど、次な

る新しい政策としての課題、進んでいくべき課

題、先ほど緒嶋委員がおっしゃいましたけど、

災害対策庁舎、災害庁舎かな、そこに木造をす

ること。いわゆる大規模木造建築を目指してい

くこと。建築基準法の関係とかあるわけですけ

ど、そういう攻めの政策のところに、次なる新

しい分野としてあるのかなと思うんですが。今、

そのエネルギー政策の太陽光、バイオマスに加

えて、さらに将来、近い将来、新しい分野とし

て行くところ、私は、そういうふうに木造、大

規模木造建築に使うのはＣＬＴかなと思ってる

んですが、部長、どうお考えでしょうか。

○徳永環境森林部長 将来の姿は、もう大体見

えておりまして、大径材含めてなんですが、い

わゆる住宅需要というのは、もう県内は落ちて

く一方でありますので、非住宅にいかに木材を

使っていくか、この分野をいかに開拓していく

かという点では、先ほど言いましたＣＬＴ等が

非常に大きな一材料になるなと思っておりまし

て。

それも含めまして、あと、うちの木材の今後

の利用先は、「地産・都消」だと思っているです。

宮崎でつくったものをいかに都会で消費するか

と、そういう点では、都市部との連携、東京オ

リンピックも見据える必要があるんだと思いま

すが、そことの連携をして、お互いに宮崎にな

いものを都市部に求める、都市部にないものを

宮崎が補完すると、そういう連携をつくりなが

ら「地産・都消」を進めていくということが、

今からうちの林業部門については、これが一番

の目指すべきもんじゃないかなというふうに

思ってますし。

エネルギーにつきましては、実際言いまして、

日本が一番輸入してるのが、石油、石炭やらの

燃料ですよね。２番目が、最近まで木材だった

んです。１番が石油で、２番が木材ということ

で、我が部は、その両方ともその課題に、いわ

ゆる自分たちで地産・地消をしようと、国産の

ものを使おうという方向で、今、走り出してお

りますので、自然エネルギーについても、確か

に九電といろいろ課題はありますが、されど、

それはいつかは乗り越えられる課題だと、ハー

ドルだと思っておりますので、その辺を見きわ

めながら、前を向いて推進していきたいという

ふうに考えております。

○ 原委員 あと一個、すぐ終わります。エネ

ルギーの「地産・地消」、それと木材の「地産・

他消」じゃなくて「地産・都消」ですね。都市

部でやろうと、これをこれからのキャッチフレ

ーズにされたらどうですかね。ありがとうござ

いました。

○内村主査 よろしいですか。どうぞ。

○前屋敷委員 主要施策の報告書の129ページ

で、太陽光の住宅用の補助について、私も一言

お伺いしたいと思いますが、25年度の活用につ

いては、先ほど取り下げなども50件ほどあった

ということで、それなりの理由があったわけで

すけれども、実際、25年度までは活用するんだ

けど、26年度については目標値が7.2％という数

値が示してあるんですけど、これ、どういう形

でこの目標を達成できるのか。というか、もう

予算がなければ検証もできませんので、そういっ
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た意味では、どこにそれを求めて進められるの

かというところをお聞かせください。

○川添環境森林課長 主要施策の成果でいきま

すと、その下に融資制度もございますけども、

これは、引き続きやっていきたいという形で。

その中では、新規事業の分を、一応その枠を予

算上は強力に確保した上で、新規の方に向けて

いくような形でＰＲしたいなというのもありま

すし、もう一つはきめ細かな、今、設置に関す

るいろんな相談が多いもんですから、うちのほ

うの補助金というのは３万円が上限ですから、

実際300万円ほどかかるような事業費なんですけ

ども、消費者としては、そのお金も当然大切な

んですけど、聞こえてくるのは、設置するに当

たってどういうアフターケアをしてくれるのか

とかいう、そういうきめ細かな相談体制をして

いって、ふやしていきたいなというふうに考え

ております。

それも、また今後工夫しながら、新しい事業

にどのように反映できるかも考えながら、ちょっ

と工夫していきたいと思います。

○前屋敷委員 宮崎の方向とちょっと逆行する

形での取り組みだというふうに思うんです。で

すから、新たな形を工夫して、やはりこれは、

ちょっと応援すれば頑張れるという部分なんで

す。だから、もう個人任せにしないという点で

は、大きな目標が宮崎にあるわけですから、そ

れが推進できるような形で、今後、進めていた

だきたいというふうに思います。

それから、139ページです。これで、土呂久の

関係ですが、環境管理課ですね。この指標を見

ますと、平成25年度で、観察検診39名で、給付

適用者42名ということで、この検診を追います

と１年置きに数が、半分に減ったりふえたりっ

ていうことなんですけど、これも含めて助成を

しながら検診もされてるということなんでしょ

う。この数が少なくなったりするのは、どうい

う関係ですか。

○上山環境管理課長 検診につきましては、要

するに、大検診と一般の検診というふうに年度

を分けてやっておりまして、大検診というのが、

操業当時土呂久地区で生活されていた方を対象

として、全体的に検診の呼びかけを行っており

ます。ですから、一昨年度が74名ですから、こ

のときは大検診、そのときに担当された医師の

方が、この方は経過観察も必要だろうというこ

とで指示を受けた方を翌年度またするという形

で、大検診と継続検診みたいな形で、年度ごと

でやっております。この関係で、この数字が違っ

ております。

○前屋敷委員 わかりました。

いいですか、続けて。

○内村主査 どうぞ。

○前屋敷委員 141ページで、循環型社会推進課、

この循環型社会推進総合対策費の中で、産業廃

棄物リサイクル施設整備費補助ということで、

２件補助が出てるんですが、業者への補助です

ね。これ、２件はどこで、金額的にはどの程度

の補助なんですか。

○神菊循環社会推進課長 この補助金は、産廃

税を財源としておりまして、産業廃棄物の排出

抑制でありますとかリサイクルの促進等に資す

る施設を整備しようとされる事業者の方々に交

付するものでありまして、事業費等で3,000万円、

上限が1,500万円の補助、２分の１の補助でござ

います。

１件目は田野町の企業さんなんですけれども、

木くずをこれまで焼却処理をしておったんです

けど、木質バイオマス用の燃料チップとして破

砕できるための破砕機を購入したというもので
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ありまして、補助額は1,190万円であります。も

う１件が国富町の事業者の方でありまして、県

内に排出される瓦れき類と固形状の生コンス

ラッジを集めまして、これを再生、骨材として

使用するための専用の破砕機を購入されたと。

こちらについては、補助額が1,500万円でござい

ます。満額でございました。

○前屋敷委員 これは、大体年間何件とかいう

目標があるんですか。

○神菊循環社会推進課長 予算の範囲であれば

何件でもという形で、年間二、三回、募集をし

てるとこでございます。

○前屋敷委員 わかりました。

もう一つ、いいですか。

○内村主査 どうぞ。

○前屋敷委員 144ページの自然環境課の自然公

園等利用施設整備で、26年度への繰り越しがあ

るんですけれども、これは、この右側に括弧を

つけてあるこの事業が繰り越されたということ

でいいんですか。

○水垂自然環境課長 26年度に繰り越した分は、

括弧書きでしております２件ございますけども、

この分でございまして、２件とも８月末に既に

完成しております。

○前屋敷委員 わかりました。完成してればい

いです。

○井上委員 １点だけ、159ページの木のある生

活づくりの推進っていうこの県単事業の関係で

すけど、これって、せっかく25年度は1,000万円

以上の予算を立ててるのに、決算は400万程度

だったんですけど、これは、たまたまその希望

がなかったからだとは思うんですけど、本来、

これってすごく有効な事業なんですよ。さっき

ちょっと言われたんだけど、現実にはこんなこ

とが起こってるわけです。福祉施設なんかでこ

れを使って、県産材を使用したら、防火の関係

からいうと、この木がそのまま出てきてたらだ

めだとかって言われて、それ、全部上から塗っ

てるっていうのやらが現実にあるわけですよね。

だから、さっき言われたように、やっぱり研

究していかないといけないと、ＣＬＴがどんな

ふうなところまで行けるのか、防火という点の

ところまで、どこまで生かされるのか。緒嶋委

員が言われるように、拠点をそういうふうな木

でつくってやろうじゃないかみたいなことが、

本当に可能性としてどうなのかっていうことは、

ぜひやってもらいたいんです。

それで、この木のある生活づくりの推進のと

ころで、ほかのところでちょっと調べてみると、

福祉施設のところでこれを活用しておられるん

です。にもかかわらず、木のぬくもりのままそ

こでやっていただきたいと思うけれども、阻ま

れてる部分があると。それで、そこはやっぱり

何らかの形でアプローチしてもらいたい。私た

ちも一緒になってアプローチしますが、それを

一つやってもらいたいというのと。

もう一つは、こここそもうちょっと予算額も

ふやして、何か具体的に、こういうものがこん

なふうにできていますよっていうのが、宮崎県

はどこでもこうですよというのがアピールでき

ないものかどうか。この予算額でずっとやって

いかれるのかどうか。さっき将来の展望は、も

う見えてきたんでいいんですが。

○内村主査 ちょっと皆様にお諮りします。本

日は、午後４時までとなっておりますが、ちょっ

とこのまま時間を継続してよろしいでしょうか

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村委員長 では、そのようにさせていただ

きます。

○石田みやざきスギ活用推進室長 先ほど委員
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御指摘のとおり、耐火上の要求というのがござ

いまして、なかなか木造のぬくもりを感じられ

ない、福祉施設等につきましても、一定規模以

上が、構造等ですとか、福祉施設に限らずです

けれども、いわゆる耐火被覆、不燃材で被覆を

しなきゃいけないといったような要件がいろい

ろかかっているところでございます。

こういったことにつきましては、国の法律の

ほうでいろいろと縛られてるといった部分がご

ざいますので、これも、木材利用技術センター

さんなどの研究も含めて、委員御指摘のとおり、

いろいろと工夫できるところ、また、国の制度

の問題、いろんなところで、例えば燃えしろ設

計ですとか、そういったものもございますので、

いろいろと勉強して、そういったものが感じら

れるような施設のほうにできるように、私ども

としても努力してまいりたいというふうに考え

ております。

また、木造施設につきましては、大変いろい

ろ御希望をいただいてるところでございます。

公共施設につきましては、特に近年、森林整備

加速化・林業再生事業等で採択させていただい

た案件がございまして、そういったことから、

そちらのほうで、やはり補助の要件等がいいも

んですから、そちらのほうですとか、あとは児

童福祉施設等につきましては、子ども基金といっ

たようなものを使って整備をされているという

ような例もございます。国の予算、こういった

予算に限らず、使えるものにつきましては積極

的に使って、県内の公共施設等の木造化ってい

うのを進めてまいりたいというふうな考えでご

ざいます。

また、こういった木造化・木質化の努力とい

うのは、引き続き最大限努めてまいりたいとい

うふうに考えてございます。

○井上委員 ぜひこれは、ちょっと丁寧にやっ

ていただけるといいかなと。予算を必ず確保し

といて、ただ国の補助金をもらえば、県単のこ

れはもらえないみたいな、そういうことをしな

いで、そういう意味でいう宮崎のものは、ある

程度何％かは必ず宮崎県産材が入ってるみたい

な、そういうことが現実に可能になるようにし

ていただけるといいのかと。ただ単にお金をく

れとか、そういう問題だけではなく、宮崎の施

設はもう必ず県産材が入ってるということが、

ぜひここ、ちょっと工夫してもらえないだろう

かと思う。事業のありようを工夫してもらえな

いだろうかっていうことが、そして、額ももう

ちょっと幅を持たせて。

それと、市町村があんまりよくわかってない

ところもあるので、ここについては、市町村に

やっぱり少し丁寧な説明と、そして、県産材を

使うという認識をいつも持たせる。何でもいい

と、できたらそれでいいんだということじゃな

く、宮崎県でできるものについては、県内でで

きるものについては、やっぱり県産材がこれだ

け入ってるということは、認識してもらえるよ

うな、常にそういう頭でいていただきたいとい

うふうに思うんです。

だからこれは、予算額、この木のある生活づ

くりの推進という、何か非常にやわらかいネー

ミングだけど、これも非常に貴重な事業だと思

うので、もうちょっと県のほうで、全体で予算

とってくるぐらいして、ちょっとがつんとやっ

てほしい内容ではあるんです。小さくちまちま

としないで、がーんってやれるぐらいの、市町

村にもアピールできるぐらいの、言ってきなさ

いよみたいなことが言えるぐらいにしてもらう

と、非常に、私としては楽しい事業になるんで

すけど、その辺を、これの意気込みみたいなの
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を聞かせてください。

○石田みやざきスギ活用推進室長 御指摘のと

おり、木造化・木質化を積極的に進めてまいり

たいと思ってますし、そのための必要な予算っ

ていうのは、きちんと確保してまいりたいとい

うふうに考えてございます。

特に、委員御指摘のとおり、市町村の御理解

というのは、大変重要だというふうに考えてご

ざいます。私どもは、市町村がいろいろ公共建

築物等を発注する際に、もしくは発注の構想の

段階でいろいろ相談に乗れるというようなこと

で、木材利用技術センターの中にも構想相談室

を設けさせていただきましたけれども、そのほ

かにも公共、いわゆる市町村がいろいろ発注を

検討されてる段階で、私どもが直接伺って、木

造化についていろいろとお話ができるように、

市町村を回って努力をしているところでござい

ます。引き続きこういった取り組みを進めまし

て、木造化・木質化が進むように努力してまい

りたいというふうに考えてございます。

○内村主査 よろしいですか。

ほかにありませんか。

○緒嶋委員 今のことやけど、延岡市役所が今

つくってる。これは、かなり木質化に、今なか

なかいいこと言われたんですが、かなりそれは

進めておるわけですか。

○石田みやざきスギ活用推進室長 延岡市役所

も含めて、いわゆる市役所の木質化につきまし

ても、積極的に進めていただくようにお願いを

今してるところでございます。

○緒嶋委員 もう具体的に進んでおるわけだか

ら、今からお願いするのでは間に合わんと思う

んです。もう入札もされとるわけだから。

○石田みやざきスギ活用推進室長 構想の段階

から、委員御指摘のとおり、なかなか木造とい

うのは難しかったもんですから、木質化という

ことで、構想の段階から入りまして、いろいろ

と中に入ってやってございます。それが進むよ

うにやっているところでございます。

○緒嶋委員 木質化は、かなり目に見えた形で

できるということですね。

○石田みやざきスギ活用推進室長 その方向で

努力を、今まさに続けているとこでございます。

○緒嶋委員 それと、繰越明許、事故繰越、こ

れが、ある意味では補正の関係でこれはやむを

得なかったわけですけれども、金額的には100億

を超すというようなことでありますが、これを

入れれば執行率は九十七、八％ですが、今の段

階で、これは、大体繰り越した繰越明許費を含

め、事故繰越を含め、もうこの事業は大体今の

上半期で終了したというふうに理解していいん

ですか。

○水垂自然環境課長 まず、治山事業につきま

しての明許繰越なんですけども、箇所数で52件

繰り越しておりまして、そのうちもう既に完了

したのが17件、３分の１は既に完了してござい

ます。残りにつきましては、もう発注済み、契

約済みでございまして、年度内完成に向けて鋭

意施工中であるという状況です。

○緒嶋委員 これは、できるだけ早く完了せん

と、今度は26年度の予算、本予算の執行がおく

れるわけですよね。またそれが繰り越しという

形で、林道なんかは終わらんと次が発注できん

という形が大体普通でありますので、これは、

やっぱり執行を早くせんと、また山奥は雪が降っ

たりすると、事故繰越みたいなことになる可能

性もあるわけですが、それをできるだけ急いで、

繰り越しは早く終わって次の発注になる。もう

次の発注の準備は大体進めておられるわけです

ね。
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○那須森林経営課長 林道につきましては、も

う県営事業も箇所を１カ所残すのみで、予算額

的には90％以上、補助事業についても93％とい

う進捗率であります。おっしゃるように、林道

は終わらないと後が出せないということで、準

備のほうはもう既に準備万端というふうに感じ

ておるところなんですけども、鋭意、事故の起

こらないように現場等、指導していきたいとい

うふうに考えております。

○緒嶋委員 158ページ、知事のトップセールス、

これは、１回ですわね。基本、韓国とか行かれ

たんですけども、施策の成果等でも知事のトッ

プセールスと言われている。年に１回ぐらいで

トップセールスと言えるのかどうか。トップセ

ールスではあるけど、もうちょっと回数をふや

し、トップセールスの一員という形で、部長も

飛び回るというような形で、トップセールスの

充実も図る必要があるんじゃないかな。１回の

トップセールスで、施策の成果等というとこに

書くほどのもないと、１回ぐらい、知事が行く

ぐらいで。これは、どう評価されているんです

か。

○石田みやざきスギ活用推進室長 知事のトッ

プセールス、ここに書いてございます「チーム

みやざきスギ」県外セールス強化事業で実施し

ました。平成25年度につきましては、東京で実

施させていただきました。

このほかにも、委員御存じのとおり、韓国に

伺って、トップセールスという形でのことをい

たしましたり、また、部長を筆頭に我々職員が、

いろいろと各企業、商社、こういったところを

回りまして、セールスのほう、各県内の企業さ

んと一緒に回って、こういったことを努めてい

るところでございます。

知事には、トップセールスといういわゆる大

きな会以外にも、行った先でいろんな企業さん

にお声かけをしていただいたりといったような

ことについても努めておるところでございます。

○緒嶋委員 この知事の１回のトップセールス

は、これで書かれている１回というのは何です

か。

○石田みやざきスギ活用推進室長 東京の霞が

関で、東海大学の会館を借り切りまして、そこ

で、関東周辺の商社さんですとか、大手の住宅

メーカーさんですとか、そういった方々をお招

きをいたしまして、県内の企業、そういった方

にいろいろとプレゼンをしていただきまして、

そこで商談会ということをいたしますとともに、

知事のほうから、そういった宮崎県産材の採用

について、直接働きかけをするということを実

施してるものでございます。

○緒嶋委員 それ以外にもあったということで

あれば、１回と書かんで、それは、何回かふや

したほうがいいっちゃないか。１回と書いてあ

れば、１回しか知事は動いてないというふうに

理解するわけじゃから。

○石田みやざきスギ活用推進室長 委員御指摘

のとおり、確かに実績として誤解を招く表現だっ

たかもしれません。この予算におきまして、い

わゆる会場借り上げ費ですとか、あわせて宮崎

の物産等も紹介をしてございまして、そういっ

た会のいわゆる事業の実績として、ここに計上

させていただきました。表現ぶりにつきまして

は、また検討いたしたいと思います。

○緒嶋委員 ぜひこれ、誤解というか、一生懸

命頑張っておられて、知事はたった１回しか行っ

てないのかっていうふうに我々は理解するから、

そこ辺の表現の仕方は考えてください。

○丸山委員 163、164ページのところなんです

けども、163のほうで気になるのが、林地残材の
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利用の実績と計画が、平成26年度の計画がかな

り差があり過ぎていて、けど、今後バイオマス

等を含めてしっかりやっていかなくちゃいけな

いというふうに思っておりまして、平成25年度

の、164ページにも実証モデルを取り組んで、今

後とも普及していきたいとかいうのを、啓発に

努めていきたいと書いてあるんですが、具体的

に、平成25年度には何をやったのかと、今後ど

こをどういうふうに伸ばしていきたいという検

証をされたのかっていうのをちょっとお伺いし

たいと思っております。

○福満山村・木材振興課長 これまでも出てお

りますように、新規のバイオマス発電施設が５

施設できて、10施設で40万トンの未利用材を必

要とするということで、今のところまだ７万ト

ンとかいうような実績でございますけれども、

これを大幅にふやしていかなくてはいけないと

いうことで、今から県を挙げて各経営団体等と

協力しながらやってるところなんですけれど

も、158ページに森林バイオマスの流通効率化と

いうことで、林地残材の収集運搬のシステム等

の検討をしております。皆伐あるいは間伐地で

のコストがどのぐらいかかるとかいうのを、25

年度については県北の地域で９カ所ほど検証を

してるということで、このときに買取価格

の7,000円で、大体とんとんだということなんで

すけれども、主伐と組み合わせていければ、こ

の利益は残っていくというような方向が、今の

ところ出てきておるところでございますので、

今後はそれも踏まえて平成26年度の新規事業で

すけれども、森林地域バイオマス再生事業とい

うことで、所有者の方々が軽トラ等で中間土場

まで運んで、それを森林組合等で大量に運んで

いくとかいう取り組み、あるいは従来から素材

業者等の、森林組合等、大型の流通での、トラッ

クとか、そういった高性能機械とか、そういう

収集運搬というか、伐採・搬出に係る施設整備

の支援も行ってるというところでございますの

で、これらのハードあるいはソフト面も含めて、

バイオマス利用が進んでいけるように努力して

いきたいというふうに思っています。

○丸山委員 あと、いろいろ機械とかはわかる

んですけども、人材っていう発想が、人材がい

ないと、多分その木が搬出できない、収集でき

ないと思っているんですが。その辺のことがちゃ

んと、新規に入ってる200名前後あるからいい

よっていうだけじゃなくて、そのかわり、先ほ

どのように事故も多かったりするわけですので、

非常にこの間伐とか収集っていうのはすごく危

ない、危険な作業なもんですから、その辺、う

まく組み合わせていかないと、バイオマスのこ

の資源が集まらない、頓挫してしまうと私は思っ

ておりますので、ここを絵に描いた餅にせずに、

しっかりやっていただきたいなというふうに

思っております。

あと、一番重要なのは、山主が本当にもうか

るのかということなんです。ちゃんと山に資源

が、金が回らないと、結局、バイオマス発電者

のほうがもうかってしまっては意味がないとい

うふうに思ってます。その辺の取り組みをしっ

かり検証していただいて、今、26年度もいろん

な事業を取り組んでいらっしゃいますけども、

この25年度のことでも、実際なかなか林地残材っ

ていうのは、簡単には、私、軽トラなんかで集

めるような引き取りというのは、実際は無理だ

というふうに思っています。

中間土場がいいのかとかいうときに、具体的

に言わないと、多分間違った施策になってしま

うような気がするもんですから、しっかりとこ

こは、バイオマスに関しては、本当に人材も含
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めて、山に本当にお金が回るようなことも含め

て、検討をしっかり、25年度の検証をもう少し

細かくやっていただいて、どう続けるのか。実

際、このものが集まってない、26年度が、120

と17、かなり差がありますので、これをどうやっ

て埋めていくのかっていうのも含めて、今後やっ

ていっていただきたい。また、40万立米をいか

に今回出していくのかっていうのを含めて、やっ

ていただきたいかなというふうに思っておりま

す。

引き続き、この164ページ、８番に書いてある

シイタケのことなんですが、非常に低迷してい

て、いろいろ利用をしなくてはいけないという

ふうに書いてあるんですけども、平成25年度中

には、実際具体的に何をやられたというふうに

理解すればよろしいんでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 昨年、やはり2,200

円台っていうことで、21年の原発事故等をきっ

かけに、4,000円台から2,200円台まで落ちてき

たわけですけれども、それを受けて、この163ペ

ージの、先ほど説明でも申し上げました消費拡

大緊急対策ということで、11月補正予算でお認

めいただいて実行した予算。これは、県外消費

地に新たにＰＲ活動をやっていくというような

こと、それから、直販ということで、市場流通

に頼らずに、直接消費者に打って出るというこ

とで、経済連が買い取りして、それを食品会社

あるいはスーパー等で直接売るというようなこ

とで、少しでも山元に返っていくような形で、

そういう試食販売キャンペーン等、そういった

ことを緊急的にやっております。

そのほか、継続的にやってる面でいえば、162

ページにも書いてございますけれども、県内の

ホテルで２カ月ぐらいかけて、消費者に訴えか

けて、乾しシイタケを食べていただきたいとい

う森の恵みフェスタといったこと等を実行いた

しまして、シイタケの消費拡大、ＰＲに努めて

いるというところでございます。

○丸山委員 言われることもわかるんですけど

も、実際やったけども、値段は回復してきてな

いのが実態ですよね。何が足りないのかってい

うのを、平成25年にいろいろやられたわけです

ので、同じことをやられても結局意味がないの

ではないのかなと思ってますんで。それをどう

やって、もう少し、せっかくこの事業を、400万

円近くの事業をやられたことによっての検証を

しっかりしていただいて。

何となくですが、私も見てない、正式には調

べていませんけども、店頭価格はあんまり下がっ

てないんですよね。けど、林家所得のほうを出

すときには物すごくたたかれる。これは、何な

んだと、ここがやっぱりおかしいんじゃないか

と思って、一般的に思うもんですから、その辺

を詳しく調査して。多分、中間マージンを取っ

てる人が一番もうかってるんじゃないかなって

思ってしまうような気がするんですけど、その

辺のことは、今、どういう状況だというふうに

理解すればよろしいでしょうか。

○福満山村・木材振興課長 委員御指摘のとお

り、やはり一般の小売価格というのはさほど落

ちてないというとこから、価格は落ちてないと

いうことから考えますと、流通にも問題がある

んじゃないかということで、我々もその辺のア

ンケート調査なりを今始めたところでございま

す。

それと、生産面でいきますと、シイタケの選

別、規格があるんですけれども、その選別の割

合が、宮崎は非常に成績が悪いということで、

大分と比べますと、いわゆる特用というか、そ

ういった形で売ってしまうと、もう物すごく買
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いたたかれるというか、そういったような実態

があるということで、なるべく規格にあった選

別をいたしましょうということで、その辺は経

済連を中心に、生産者の指導をしているという

ところでございます。

８月、９月はキロ1,000円台で低迷していたん

ですけれども、この９月に2,388円までちょっと

上がったんです。それは、特用の比率がかなり

ぐんと改善したと、50％ぐらい超えていたのが

半減したというようなところが、かなり効いた

んではないかなというような分析もしておりま

す。

こういったところも含めて、商品の面、先ほ

ど直売りで売るという直販体制でマージンを

カットするとか、そういったことも含めて、生

産体制のほうもより高く売れるような工夫をし

ていくべく、取り組んでいきたいというふうに

思っております。

○丸山委員 ぜひ、流通革命なりしないと、多

分、幾ら特用林産が頑張っても、結局、いい目

に遭わないんじゃないかなと。幾らお金が、2,000

円ちょっと、2,300ぐらいまで復活、それでも全

然手取り的には合わないのが現状でありますの

で、その中でもしっかり選別して、技術がある

ところが高く売れてるんだろうなと、平均です

ので、差が物すごくあるんじゃないかなと思っ

てますんで、そこをいかに皆さんがレベルを上

げていって、流通にしっかりのっけていくって

いうことをやっていただいて、こういう新しい

商品もつくっていただいてます。これをつくっ

て、どうやって今後売っていくのかというのを

含めて、やっていただければありがたいかなと

思っております。

○井上委員 ちょっと関連して、シイタケは、

買うときは本当に価格的にはあんまり下がって

ないんですよね。だから、先ほど言われた選別

の問題とかいろいろあるんだと思うんです。そ

こをぜひ頑張ってやっていただきたい。

それと、味をきちんと覚えさせるっていうこ

とが大事なので、学校給食のときも含めてやけ

ど、そこをしっかりと使ってもらいたい。本当

の味ってどんなものなのかって、シイタケの本

当の味って、だんだん今の若い家庭のところで、

シイタケを戻してみたいなことが本当に可能

かって言われたら、今のお母さん方にそこを求

めてたら、よほど和食の何とかとかっていう特

別のところじゃないと、そこまではしないと思

うんです。私たちぐらいの世代だと、もうしょっ

ちゅうシイタケを戻して何とかでって、これ、

幾つかやってということをするけれども、そう

いう面倒くさいことはもう絶対だめだとかって

いう方たちもいらっしゃる。だから、そういう

意味での商品開発も必要なんでしょうね。

だから、ぜひ子供たちに味を覚え込ませる。

ちなみに、私の孫は、コンニャクとシイタケが

好きで、幼稚園のお弁当は全部コンニャクとシ

イタケだったんですが、珍しいって言われるぐ

らいそれを持って、いまだに。だから、旬のも

のと旬でないものっていうのが子供のときから

よくわかる。ちっちゃくても、今もそれがわか

る。

だから、やっぱり学校給食って物すごい大事

だと思うんです。宮崎県産材をどんどん使って

もらって。だから、なぜそこが、きちんとそこ

のそういうあれに乗らないのか。まあ、いろい

ろある、もう何度言っても同じなんですが、そ

ういうことになるので、そこのとこをきちんと、

やっぱり少し整理する部分については整理して

いただけたらなと思います。

もう一つ、これは、同じ課長のところだから、
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ちょっと答えていただきたいのは、今後、林業

に携わる人たち、その人材をどうやって確保し

ていくのか。先ほど丸山委員も言いましたが、

もうかるというふうに、これが確定的だとそこ

に人は寄ってくるし、そこで子供を育てたいと

いう人だって出てくると思うんです。だから、

問題はそこを明確にするためには、どうやって

林業に携わってくれる人、さっき、ちょっと何

度か失礼なことも言いましたが、そういう意味

でいうと、人なんです。結果、人がそこに集まっ

てこないと、山は放置されていくわけです。山

を大事にしてくれる人がずっと続いていかない

限り、山はだめになっていくわけですよね。だ

から、公有林化すれば全部いいのかと。じゃあ、

山に携わる人は公務員であれば全部いいのかと

いうことになってくると、そこはそうでもない

んではないかと。だから、議論してほしいとい

うことをお願いしたわけです。

そこが、25年度、本当にいい感じでこれがま

とめられてはいるんですが、これをこのとおり

と受けとめていいのかどうか、ちょっと私も疑

問のあるところなんですけど、この方向性とい

うのをきちんとして、確実な人材の確保という

のをしていけるといいなと思うんですけど、25

年度の人材の確保というのは、これは、本当に

このとおりだったのか。数でいうと何か、新規

林業就業者数の目標値っていうのは下がってま

すもんね。何でこんなになるのかはちょっとあ

れなんだけど、ちょっと目標値は下がってます

もんね。その辺はどう考えて、どうやって確保

していくのか。25年度の反省は何だったのか、

そこをちょっと聞かせていただければと。

○福満山村・木材振興課長 委員御指摘のよう

に、やはり林業に携わる人の確保というものが、

一番大切かと思っております。それで、この目

標値が現状とすると、120というのは低いんじゃ

ないかというような御指摘なんですけれども、

これは、平成21年の長期計画を策定するときに、

求めた基準が平成17年の国勢調査によるもので

した。2,311名という数字だったんですけれども、

それまでは、林業就業者というのが、右肩下が

りでずっと下がってきてたところでございます。

そういったところで、厳しい状況ではあった

んですけれども、平成15年から緑の雇用事業と

いうことで、国の制度を活用しながら新規の林

業従事者を確保するという対策を大々的に打ち

ましたもんですから、その関係で22年の国勢調

査では2,690名ということで、逆に500名近くふ

えたというようなことがございます。そういう

状況もありまして、22年の数値とかの新規就業

者数は、実績のほうが目標値を上回っていると

いうような状況がございます。

そういった中でも、なかなか林業に従事する

というのはハードルが高いということで認識し

ておりますので、先ほどの緑の雇用の対策、あ

るいは、林業担い手総合対策基金、こういった

もので就業環境の整備等々、それから資格取得

試験等のそういう研修等の充実を図ってきてお

りますので、今後も人材の確保に向けて努力し

ていきたいというふうに思っております。

○井上委員 もうさっき部長から総括を聞いて

るので、25年は転換期で出発だったともう聞い

てるわけやから、答弁聞いてあれなんだけども、

ぜひそこをやってくださいよ。そして、やっぱ

りマイスターとしての誇りのある仕事であると

いうこととかが、認識されていくといいと思う

んです。みんな物すごく山に造形の深い人たち

がここに集まっているからあれなんだけれども、

結局、中間土場の問題とかはどうするんだと、

整理したときには、それが一つエネルギーの問
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題も含めて、ある意味、将来性のあるところに

踏み込むと、人材も踏み込むというふうになっ

ていくので、メッセージの仕方によっては随分

変わってくると、業として成り立つんですよと

いうことがメッセージされていくと思うんです。

だから、きょうの部長の25年度決算の総括とい

うのを何かちょっとつくって、みんなにばらま

くなり、ほかのところでもアピールするなりす

ると、ちょっと山が変わると、山は随分もうか

る業になっていくぞと、業界になっていくぞと

いうことがメッセージされない限りは、なかな

か人がそっちのほうには移動してくれないと。

今、本当にインターシップで40万円稼ぐという

人もいるぐらいの時代なので、どんなふうにも

うかるかっていうことが、しっかりと経営能力

がついた人たちの人材を集めていかないと、た

だ木が育つのを下から眺めてるだけでは無理な

んだということが、だんだんわかってくるので

はないでしょうか。

だから、やっぱりそこを考えたら、この25年

度の決算というのは、本当に転換点であり出発

点であるということが、みんなが認識ができれ

ば、宮崎県の林業っていうのはちょっと変わっ

ていけるし、どこにお金を今後注いだらいいの

かとかっていうのが、だんだん認識ができてい

けるのではないだろうかなと思うんです。

あの中間土場の問題も簡単には考えずに、軽

トラで運べばいいわぐらいじゃ、本当にいけな

いと私も思うので、やっぱり少し頭をグローバ

ルにして考えていただいて、大きい観点から全

体を見ていくぐらいの力を環境森林部が持って

いただけると、本当にいいのかなっていうのは、

ちょっと望み、これは、私の望みなんです。ぜ

ひ頑張っていただきたいなと。

○徳永環境森林部長 いろいろ努力します、努

力しますという時代が終わりまして、もうそこ

まで来ておりますんで、どんなして実践するか

だろうと考えております。もう今までやってき

た積み重ねがあるんで、これをどんなして実行

に移して、即戦力のような戦略をどう立ててい

くか、バイオマスも含めてです。もうあした、

あさってから動き出すのに、今からどうかしま

す、検討しますはもうない話で、もうあした、

あさってから動かすには、実戦的にどうして動

かしながら、いろいろ知恵を出しながら、それ

をいいものに仕上げていくか。いわゆる絵に描

いた餅をいつまでも。この構想は、今の考えは、

まだ二、三割ぐらいは餅米が入ってるんだろう

と思っておりますので、あとの３割をいかにお

いしい餅に仕上げていくかということだろうと

思っていますんで、そういうことでやっていこ

うというふうに思っております。

○ 原委員 もう私、終わったつもりだったん

ですけど、今、丸山委員、そして井上委員もおっ

しゃって、また部長がおっしゃったんで、私は、

この前、実際あった話なんですが、都城北郷線

という県道があって、県道沿いにおやじが畑を

昔持ってたんです。それが、県道を拡張したと

きに、狭くなって、おやじも結構年だったもん

ですから、35年前、杉を植えたんです。ちょっ

と高台になってまして、県道沿いですから搬出

は非常に楽なんです。この前、切らざるを得な

い状況が、いろいろ県道に迷惑をかけるという

ことと、電話線があるもんですから、もし倒れ

でもしたら、その奥にずっとある長田という地

区が電話が通じなくなるということもあって、

もう切ってしまおうということで切ったんです

が、切って材木を搬出しました。後に林地残材

が残ってます。その素材業者が私の友達でいる

んで、この前一緒に飲んだときに、じゅんちゃ



- 47 -

平成26年10月１日(水)

んというんですけど、じゅんちゃん、これから

林地残材は金になるよって、あそこにいっぱい

あるからって、あれを持っていったらどうなんっ

て言ったら、 原さん、それはやらんって、金

にならんて、もう一口でした。製材だから、道

路沿いですよ、大きな機械でやるにしても、今

の木材を積む機械ではとても効率が悪い、こう

いう外の、何というんですか、幅が、木をいっ

ぱい入れられるようになったトラックとか、そ

れを買うんだったらいっぱい詰め込んで持って

いけるけれども、今のやつで何回も何回も運ぶ

わけにもいかんと。もうそれよりかは、次なる

ところの木を伐採するとこを見つけてやったほ

うが商売になるというわけです。素材業者でさ

えそう言うんです。

これに、軽トラックで山主がどうかって、私、

それ今言ったのは県道沿いですよ。私が土曜日、

日曜日にもし暇があって、そこに軽トラックを

持っていって、１トンが5,000円ですか、それは

大変な作業ですよ。ましてや山奥の、広い傾斜

があるところに行って、それをえんやこらえん

やこら引っ張ってきて、その作業道の軽トラッ

クに載せて、350キロしか積めんわけですから、

１回ね。それを１トン、１日運んで5,000円で

しょ。恐らく厳しいなと実際思ってます。それ

は、だめだと言ってるんじゃなくて、だからこ

そどうにか燃料としての、エネルギー源として

の林地残材が集まらないと発電所がとまってし

まうから、心配して言ってるわけですけれども、

相当研究して、どうやったら集められるのかな

と。この前の、葉っぱは大丈夫ですかって聞い

たのは、そういうことだったんですよね。あれ

は、発電効率が非常にいいと思うんです。

だから、そういうところまで含めて、この前

の「林業」という雑誌には、トラック１台で運

べばどうだってあったけど、実際問題として、

じゃあ、県庁の皆さん、１日休んでどっか山を

借りて、林地残材いっぱいありますから、作業

道を上がって１日どんだけ運べるかやってみた

らわかりますよ。

だから、それを考えると、本当にこの燃料源

としての10基できるわけですよね。バイオマス

発電所がですね。燃料が本当に集まるのかなと

思って、心配してます。

この前、四国の梼原町というとこに行きまし

た。梼原町、ここは、ペレットをつくってまし

て、そういう林地残材の木を持ってきてるわけ

だけど、やっぱりトン当たり5,000円だと。あ

と2,000円は町が補助を出してました。補助を出

せばいいっていう話じゃないんですよ。じゃな

いんですけど、それをやって初めてペレットが、

さっき言った30円、40円という話でしたけども、

もっと安い燃料ができてましたけれども、だか

ら、そういう状況ですから、この林地残材を集

めるというのは、相当知恵を絞らないといかん

だろうなと思ってまして、自分でも関心を持っ

て、今、素材生産業者さんたちが、作業をする

ところを見てるところです。そういうことです

から、一緒に研究していかないと物にならんよ

ということを言っておきたいと思います。

○徳永環境森林部長 私も前から言ってると思

うんですが、これは、非常に我々業界も、我々

職員も産みの苦しさを感じているところでござ

います。といいますのは、素材生産業にしても、

そういうことを今までやったことないんです。

いいとこだけ取って、あとを置いちょくという、

そういう作業しかやったことないんで、急に今

まで捨てちょったものを拾うて持っていってく

れというても、これは、会社自体がそういうシ

ステムになってないわけです。
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将来的には、それを専門で、いわゆる廃品回

収みたいにして、ずっと回って集めて持ってい

くという、そういう産業が将来的に生まれるん

だろうなと。木質バイオマスについて、廃品回

収みたいに、いわゆる大きな両サイドのついた

やつで、それを専門でやっていくという産業も、

新たに中山間地に生まれる可能性があるなと

思ってるんですが、まだそれまでには時間がか

かるんで、その中で、やっぱり今の素材生産業

と森林組合が持ってる木材の供給力、これ、総

力を挙げて、当面はそれでクリアしていくと。

一つ一つこれをクリアしていくという方法しか、

今のとこ、私の頭にもいいアイデアがなかなか

浮かばないんで、みんなで力を合わせてやるし

かないなと思ってますんで、まあ、失敗も繰り

返すかもしれませんけど、できるだけうまくい

くように、できるだけではいけませんので、う

まくいくようにしたいというふうに思っており

ます。

○緒嶋委員 今、未植栽地とか放置林とかいう

問題は解決しとるわけですか。

○那須森林経営課長 以前、調査したときに

は2,500ヘクタールというのがございましたけど

も、それはもう22年度までの総合対策で完了し

ておりまして、それでも毎年切って植えるとい

うとこで追いつかないところを合わせますと、

今の時点で把握してる数字で、750ヘクタールほ

どございます。造林事業等、いろんな場合を利

用して解消に努めてるというような状況でござ

います。

○緒嶋委員 これが、それ、千何百ヘクタール

とかなるというとまた問題ですので、できるだ

けそれぐらい、１年、２年で伐採した後がうま

く植栽でくればいいし、天然林という方法もあ

るから、そこをうまくやらんといかんと思うが。

今、安倍内閣の地方創生ということ、また、

藻谷浩介さんの「里山資本主義」というのが話

題にもなっておるんですけども、やっぱりこの

「まち・ひと・しごと」というのも、「むら・ひ

と・しごと」でもいいわけです。それで、地域

が、山村が守られなければ日本国土がおかしく

なる。そこに人もいなければ、イノシシと鹿と

猿しか住んでいないというような地域が生まれ

てくるとこが、消滅する市町村が896も出るん

じゃないかというのが増田さんの考え方ですよ

ね。これは、もう女性もおらん、若い者もいな

いということになると。

だから、今度、私は逆に、環境森林部として

は、国が地方創生という視点で物を考えてきて

るので、それを林業・林産業を中心とした地方

創生の視点をやっぱり生かしていかにゃいかん

と思う、国の施策。そういうシステムは、これ

は、県全体で、環境森林部だけじゃないわけだ。

県全体として考えていかにゃいかんと。そうい

う視点の中で、そこに人が住み、仕事があれば、

そこが継続するわけです。もう仕事がない、そ

うすると人も住めない。それで、そこが過疎に

なり、少子化になって消滅していくわけで。だ

から、そこで生活できる場があれば、だれも都

会に行く必要はないわけ。皆、親が、仕事がな

い、それだから、もう皆子供は都会に行けとか、

ほかんとこ、仕事のあるところに行けというこ

とで、泣く泣くそういう形で、どんどん消滅し

ていきよるわけですね。

だから今度は、国も１億人の人口を何とか守

るというためには、都会だけがあって田舎に人

が住まんで、１億人はあり得んわけじゃから、

田舎に人が住めるようにすることが、日本のさ

らなる発展につながるわけです。

その中で、田舎の中では、私は、言われた製
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材業でも、林業でもですが、やっぱり自伐林家

をどう育てるか、そして、自伐林家っていうの

は、自分で切ってそこで生活する人ですわね。50

町、60町持って生活する。すると、そこで子供

が後継者として育つような地域で、村を守らん

と、その地域はもう存続しなくなるだろうとい

うふうな気がするわけです。

そういう視点からいうと、どうしても環境森

林部は国土保全の大前提になる部署じゃと私は

思うんです。そやから、そういう物の発想の中

で、バイオマスも含めた、やはり「地産・都消」

と言われた、それは「地産・外消」とも言われ

るし、外国に物を出すのもそういう意味もある

わけだから、やっぱり林業が発展することが、

その国が健全に、多面的な意味も含めて、健全

な形で国が残るというふうに思うので、部長の

言われた思いも含めて、そういう力をどう発揮

するかということの中の課題を将来に向けての

展望に持っていってほしい。

そして、地方創生の発想も、地方から出して

くれと、国が投資するから補助をやりますじゃ

ない、こういうことをやりたいから国は助成し

ますという逆転の発想になってきているわけ。

だから、アイデアのある地域は進展する、発展

する。何もアイデアのない地域は、今後はもう

消滅するということになると思う。そうなれば、

市町村との連携というのは、物すごく重要になっ

てくるわけです。市町村の発想。だから、県が

市町村との連携の中で、個々の市町村との調整

も含めて、どう市町村を指導し、また市町村の

意向をどう酌み上げていくかというのが今後の

大きな課題になるので、そのあたりをうまく、

私は、県庁の中では環境森林部が先頭に立って、

そして、地方創生のモデル的な地域をそれぞれ

つくると。もう山で生活できるような地域をつ

くると、そういう意気込みで、特に27年度から

は、もうスタートしたと言われるわけじゃか

ら、27年度からそのあたりを含めて、やはり予

算編成の中で、県の立場も十分リードしていく

ような部になってほしいなと思うんですが、こ

のあたり、部長の意気込みをちょっと聞かせて

ほしい。

○徳永環境森林部長 非常に重たい課題を与え

られましたが、それはそのとおりだと私も思っ

ておりまして、国が創生、あの中にはやはり林

業、中山間地域をどうするかというふうな一つ

の大きな課題と考えております。その辺は、今

まで我々がやってきました、長年やってきたい

ろんな取り組み等も含めて、それを表に出しな

がら、国に対して、こんなのはどうかというの

を出していきたいというふうに思っております

ので、一番は、やはり中山間地域を含めて、山

間地域に仕事をつくり出して、そこで飯が食え

るということが一番で、やっぱりあしたの1,000

円よりきょうの500円が欲しくて、一生懸命みん

な頑張っておりますので、そういうところを、

新たなものをつくっていくと。

先ほど言いましたように、苗木を中山間地に

つくったり、それから、先ほど言った木質バイ

オマスを売ることによって新たな産業が生まれ

ないかとか、収集とか、その辺も含めて、産業

おこしのための施策も考えていく必要があるな

と思っておりますので、きょうは頑張りますと

いうことでお願いをしたいというふうに思いま

す。

○緒嶋委員 頼みます。

○内村主査 よろしいでしょうか。

それでは、以上をもって環境森林部を終了い

たします。執行部の皆様、長時間お疲れさまで

した。ありがとうございました。
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暫時休憩いたします。

午後４時40分休憩

午後４時43分再開

○内村主査 それでは、委員会を再開いたしま

す。

あすの分科会は、午前10時に再開し、農政水

産部の審査を行うことといたします。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 では、以上で本日の分科会を終了

いたします。

午後４時43分散会
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午前９時59分再開

出席委員（８人）

主 査 内 村 仁 子

副 主 査 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

農政水産部

農 政 水 産 部 長 緒 方 文 彦

農政水産部次長
興 梠 正 明

（ 総 括 ）

農政水産部次長
郡 司 行 敏

（ 農 政 担 当 ）

農政水産部次長
山 田 卓 郎

（ 水 産 担 当 ）

畜産新生推進局長 中 田 哲 朗

部 参 事 兼
向 畑 公 俊

農 政 企 画 課 長

ブ ラ ン ド ・
甲 斐 典 男

流 通 対 策 室 長

地域農業推進課長 大久津 浩

連 携 推 進 室 長 戎 井 靖 貴

営 農 支 援 課 長 後 藤 俊 一

農業改良対策監 児 玉 良 一

食 の 消 費 ・
和 田 括 伸

安 全 推 進 室 長

農 産 園 芸 課 長 日 髙 正 裕

農 村 計 画 課 長 原 守 利

畑かん営農推進室長 甲 斐 康 真

農 村 整 備 課 長 河 野 善 充

水 産 政 策 課 長 成 原 淳 一

漁業･資源管理室長 田 原 健

漁 村 振 興 課 長 日向寺 二 郎

漁港整備対策監 川 越 克 彦

畜 産 振 興 課 長 坊 園 正 恒

家畜防疫対策課長 久保田 和 弘

工 事 検 査 監 竹 下 裕一郎

総合農業試験場長 井 上 裕 一

県立農業大学校長 山 内 年

水 産 試 験 場 長 神 田 美喜夫

畜 産 試 験 場 長 西 元 俊 文

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村主査 ただいまから、分科会を再開いた

します。

それでは、農政水産部の審査を行います。

まず、部長より、平成25年度決算の概要につ

いて、説明をお願いいたします。

○緒方農政水産部長 農政水産部でございます。

本日はよろしくお願いをいたします。

それでは、平成25年の決算につきまして、座っ

て御説明させていただきます。

まず、平成25年度の主要施策の内容について

でございます。お手元の平成25年度決算特別委

員会資料の１ページをお開きください。

農政水産部では、宮崎県総合計画「未来みや

ざき創造プラン」、その部門別計画であります第

七次農業・農村振興長期計画、それから第五次

水産業・漁村振興長期計画に基づきまして、各

平成26年10月２日(木)
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種施策を積極的に推進したところでございます。

初めに、産業づくりの３番目の農業の成長産

業化への挑戦につきましては、まず、儲かる農

業の実現として、（１）ですが、意欲ある担い手

の育成・確保に取り組みまして、290人が新規に

就農いたしますとともに、（３）ですが、攻めの

生産・流通・販売の総合展開といたしまして、

③の健康と環境に着目したみやざきブランドの

展開や④の輸出の促進を図ったところでござい

ます。特に、この輸出促進につきましては、昨

年６月に香港事務所を開設するなど、輸出の強

化に取り組んだ結果、過去最高の輸出額となっ

たところでございます。

さらに（４）にありますとおり、畑地かんが

い施設等の農業生産基盤の整備等を進めたほか、

（５）試験、研究につきましては、焼酎原料用

に適した水稲の超多収品種の選定など、革新的

な技術の開発に努めたところでございます。

次に、循環型社会と低炭素社会への貢献では、

環境保全型農業や木質バイオマスを利用いたし

ました自然循環型農業の推進、地球温暖化への

対応などに取り組んだところでございます。

さらに連携と交流による農村地域の再生では、

ＪＲ九州ファームやローソンファーム宮崎など

と農家が連携いたしました大規模施設園芸の本

格稼働や６次産業化の促進、農家民泊への支援

など、都市との交流促進に取り組みますととも

に、（３）の鳥獣被害対策のため、マイスターの

育成等に取り組んだところでございます。

また、責任ある安全な食料の生産・供給体制

の確立では、（１）の⑤にありますとおり、災害

に強い農業・農村づくりといたしまして、農業

用ため池の整備などに取り組みますとともに、

（２）食の安全・安心や、（３）ですが、食育・

地産地消を推進するために、みやざきの食と農

を考える県民会議、ここを中心として活動を展

開したところでございます。

次に、２ページをごらんください。

水産業の振興でございますが、まず、水産資

源の適切な利用管理では、（１）適切な資源管理

を推進するため、17魚種につきまして、沿岸資

源の科学的な資源評価を行いましたほか、資源

の維持と回復のために、日向灘のマウンド礁や

増殖場の整備を行ったところでございます。

次に、安定した漁業経営体づくりでは、収益

性の高い漁業経営体づくりのため、カツオ・マ

グロ漁業におきまして、漁船の小型化等による

経営モデルの実証、支援をいたしましたほか、

③の漁協系統組織の機能・基盤強化のため、７

漁協におきまして、信用事業の信漁連への譲渡

を初め、経済事業の合理化を推進したところで

ございます。

さらに、漁港機能の強化と漁村の活性化では、

港内の安全性を確保するため、防波堤や防風柵

等を整備したほか、新規就業者の確保と育成に

取り組みまして、54人が新しく漁業に着業した

ところでございます。

次に、くらしづくりでございますが、一番下

になりますが、危機管理体制の確保といたしま

して、家畜防疫体制の充実強化を図るために、

家畜伝染病予防法に基づきます立入検査等に取

り組んだところでございます。

以上が、平成25年度の主要施策の主な内容で

ございます。詳細につきましては、後ほど担当

課長から御説明を申し上げます。

次に、３ページをお開きください。

２の平成25年度の決算状況について、御説明

をいたします。

一般会計でございますが、下から５行目、部

の合計の欄をごらんください。最終予算額518
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億3,044万3,000円に対しまして、支出済み額405

億8,334万9,700円、翌年度への繰越額が、明許

繰越75億2,120万8,000円、事故繰越７億720

万1,000円、不用額が30億1,868万4,300円となっ

ております。

特別会計につきましては、下から２行目でご

ざいますが、最終予算額が３億1,880万5,000円

に対し、支出済み額１億7,042万1,999円、不用

額が１億4,838万3,001円となっております。

特別会計を含めました農政水産部の合計は、

一番下でございますが、最終予算額521億4,924

万8,000円に対し、支出済み額407億5,377万1,699

円となっており、執行率は78.1％、繰越額を含

めますと93.9％となっております。

なお、一般会計の不用額が例年に比べて多額

となっております。その内訳の多くは、平成24

年度の緊急経済対策の補正予算に係るもので、

年度内の早期執行に鋭意努めてまいりましたが、

用地買収や地元調整に日時を要し、執行残となっ

たものなどでございます。

今後は極力不用が生じないよう、年度内執行

に努めてまいります。

なお、詳細の決算の状況につきましては、後

ほど関係課長から御説明させていただきます。

次に、５ページをお開きください。

監査における指摘事項の一覧でございます。

平成25年度農政水産部に係る監査では、指摘事

項が５件、注意事項が６件、合計11件の指摘等

を受けております。このうち指摘事項５件につ

きましては、後ほど関係課長から御説明させて

いただきますが、適正な事務処理につきまして

は、今後、一層指導の徹底を図ってまいりたい

と存じます。

なお、別途配付されております監査委員の平

成25年度宮崎県歳入歳出調査審査及び基金運用

状況審査意見書に関しましては、特に報告すべ

き事項はございません。

私からは以上でございます。どうぞよろしく

お願いをいたします。

○内村主査 それでは、部長の概要説明が終了

いたしました。

これより、農政企画課、地域農業推進課、営

農支援課、農産園芸課の審査を行います。平成25

年度決算について、各課の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、４課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○向畑農政企画課長 農政企画課の平成25年度

の決算状況について御説明いたします。

初めに、お手元の特別委員会資料、３ページ

をお開きください。

一番上の農政企画課でございます。一般会計

のみで、平成25年度最終予算額22億9,563万4,000

円に対しまして、支出済み22億7,480万9,519円、

不用額2,082万4,481円となり、執行率は99.1％

でございます。

次に、当課の決算事項別の明細につきまして、

６ページをごらんください。

各会計の目における予算額の不用額が100万円

以上もの、または執行率が90％未満のものにつ

いてのみ御説明させていただきます。

なお、この後、各課におきましても同様の説

明となりますので、よろしくお願いいたします。

まず、（目）農業総務費についてでございます。

３段目でございますが、農業総務費につきまし

ては、不用額が1,082万7,521円となっておりま

す。主なものは需用費、使用料及び賃借料、事

務費の削減などによりまして、執行残及び負担

金補助及び交付金でございます。

７ページをごらんください。

負担金補助及び交付金の不用額につきまして
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は、口蹄疫復興・海外輸出体制構築モデル事業

の補助金につきまして、シンガポール、香港向

けの小口混載貨物制度の構築を目指しておりま

して、輸送コンテナの貸し切り料を補助するも

のでありましたが、予定よりもコンテナ料金が

安くなったことによる補助金の減額となったも

のでございます。

次に、（目）の下のほうの段でございますけれ

ども、総合農業試験場でございます。不用額が918

万2,972円となっております。これは、主に冬

期、12月から２月にかけての気温が比較的温暖

であったことによる電気代等の需用費の執行残

及び総合農業試験場や各支場の圃場管理、草刈

り等を行っておりますけれども、そういったも

のの委託料の執行残となっております。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について、主なものについて御説明申し上げま

す。

211ページをごらんください。

上から３行目の（１）農業の成長産業化への

挑戦でございます。

主な事業の一つ目の改善事業「フ一ドビジネ

ス等加速化技術開発促進」につきましては、フ

ードビジネスや中山間地域など、本県農水産業

の重点施策に対応した新しい技術開発を行うた

め、産学官が連携した試験研究に取り組んでお

りまして、例えば焼酎原料用などの新規需要米

について、収量の多い品種の選定や、水田に直

接種をまく低コスト栽培技術等々、生産現場で

の実証を並行しながら取り組んでいるところで

ございます。

次に、212ページをお開きください。

１段目の儲かる農業を支える「みやざきブラ

ンド力」強化対策につきまして、商品ブランド

の健康認証第１号といたしてみやざき健康ピ一

マンを認証・認定し、栄養機能性成分等を表示

した全国的な販売に取り組みますとともに、安

全・安心・信頼のトップランナ一産地を構築す

るために、農業生産工程管理、ＧＡＰでござい

ますけれども、このＧＡＰの普及を進めている

ところでございます。

２段目の新規事業「「みやざきブランド」マー

ケティング強化」につきましては、マーケティ

ングアドバイザーを活用しながら、多様な消費

者ニーズを反映した品目別の戦略を構築いたし

まして、例えば完熟きんかんの認知度向上や、

健康ピーマンの効果的な打ち出しをテーマに、

マーケットインの視点から、商品開発や販売、

ＰＲ等を一体的に仕掛けるプロモーションを展

開するなど、安定的な取引づくりや効果的なＰ

Ｒに努めたところでございます。

次に、５段目の新規事業「東アジア輸出促進

拠点整備」につきましては、昨年６月に香港の

ほうに輸出支援の拠点となる事務所を設置いた

しました。香港の場合は、水産物の最大の輸出

先でございますことから、県内企業の輸出の足

がかりとなるフロンティアオフィスも併設させ

ていただいておりまして、具体的には、スイー

トピーの市場調査やフラワーアレンジメント教

室の開催、キンカンや日向夏の試食など、産地

や民間企業と協力した取引先づくりを推進して

いるところでございます。

次に、213ページをごらんください。

上のほうの農事試験につきましては、早期水

稲や種のないキンカンなど、本県オリジナル品

種の開発、省力化・低コスト化栽培技術、病害

虫防除技術などの開発を行いまして、本県農業

の基幹となる技術等の確立に取り組んできたと

ころでございます。

今後も、将来を見据えた技術開発に取り組み
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ますとともに、生産現場の課題に応えながら、

農業者の所得確保を図るための試験研究を進め

てまいりたいと考えているところでございます。

以上が、主要施策の成果についてでございま

す。

最後に、監査における指摘事項について御説

明いたします。

再度、特別委員会の資料の５ページをお開き

ください。

（１）収入事務の指摘事項についてでござい

ます。「火薬類の譲渡また譲り受け許可の申請手

数料について、証紙の消印が申請受理時に押さ

れてないものが散見された」との北諸県農林振

興局での指摘でございます。本来は、申請書を

受理時に押印すべきところを許可日で押印して

いたものでございまして、今後、宮崎県収入証

紙条例施行規則等に基づきまして、適切な事務

処理に努めていく所存でございます。

次に、下のほうの（３）物品の管理の指摘事

項でございます。「郵便切手補助簿が作成されて

いなかった」との農政企画課における指摘につ

きましては、直ちに作成し、適正な事務処理に

努めているとこでございます。

次に、総合農業試験場畑作園芸支場におきま

して、「公用車の法定定期点検整備を実施してい

ないものがあった」との指摘につきましては、

直ちに12カ月定期点検整備を実施したものでご

ざいます。

農政企画課は以上でございます。

○大久津地域農業推進課長 地域農業推進課で

ございます。

初めに、お手元の決算特別委員会資料の３ペ

ージをお開きください。

まず、一般会計について御説明いたします。

地域農業推進課の最終予算額は38億3,643

万6,000円に対し、支出済み額は37億3,231

万1,969円、翌年度への繰越額は4,445万3,000円、

不用額は5,967万1,031円となり、執行率は97.3

％でございますけれども、繰越額を含めた執行

率は98.4％となっております。

次に、下段の特別会計でございます。

最終予算額１億7,410万4,000円に対し、支出

済み額は１億2,242万3,739円、不用額は5,168

万261円となり、執行率は70.3％となっておりま

す。

次に、当課の決算事項別の明細について御説

明いたします。

９ページをお開きください。

まず、一般会計でありますけども、中段の（目）

農業改良普及費につきましては、不用額が1,057

万6,614円となっております。

主な理由につきましては、10ページをお開き

ください。

上から７行目、負担金補助及び交付金ですけ

れども、新規就農者育成・確保強化事業におき

まして、国庫補助である青年就農給付金の経営

開始型におきまして、262名のうち13名が申請辞

退や給付停止などに伴い、執行残が生じたもの

でございます。

次に、（目）農業振興費につきましては、不用

額が4,902万6,447円となっております。これも、

主に11ページの中段にございます負担金補助及

び交付金であり、これは、平成24年度２月補正

の経済対策で措置いたしました経営構造対策事

業におきまして、農業機械導入など78件の要望

で繰り越しをいたしましたが、最終的には46件

の事業実施となったこと及び入札残等により、

執行残が生じたものでございます。

次に、12ページをお開きください。

就農支援資金特別会計でございます。
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（目）農業改良普及費につきましては、不用

額が5,168万261円となっております。これは、

主に新規就農者の施設整備資金の貸し付けにお

いて、国庫事業への振りかえや中古ハウスの導

入等により、自己資金対応等に伴い執行残が生

じたものでございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告に

ついて、その主なものを御説明いたします。

報告書の215ページをお開きください。

（３）の中山間地域の活性化でございます。

主な事業及び実績でありますが、表の２つ目の

農家民宿受入体制強化では、農家民宿の開業や

体験交流のスキルアップのための研修会の開催

等を支援いたしまして、農家民宿での教育旅行

の受入体制の整備を図り、本格的な受け入れが

始まったところでございます。

次に、一番下の中山間地域等直接支払制度推

進についてであります。中山間地域等において、

集落協定に基づく共同での草刈りや水路の維持

管理、鳥獣被害防止等に対し交付金を交付する

ことにより、中山間地域の多面的機能の維持や

耕作放棄地の防止を図ったところでございます。

216ページの施策の成果でございますが、②に

ありますとおり、今後は過疎化や高齢化等によ

り事業継続が困難な集落も出てくる可能性が高

いため、集落間の連携や取り組みの低調な市町

村への働きかけ等により、さらなる制度活用を

図ってまいりたいと考えております。

次に、217ページをごらんください。

（１）の農業の成長産業化への挑戦でござい

ます。主な事業及び実績でありますが、表の一

番下の新規事業「きめ細かな「人・農地プラン」

作成評価対策」では、全市町村での人・農地プ

ランの作成を推進するとともに、農地の集積や

耕作放棄地の解消に努めたところでありますが、

さらに実効性が高まるよう、農地集積の担い手

を明確にした集落や地域での熟度の高いきめ細

かなプランの見直しを推進してまいりたいと考

えております。

次に、218ページをお開きください。

表の上から２つ目の新規事業「農業構造改革

支援基金積立金」ですが、これは、本年度から

開始しました農地中間管理事業において、担い

手農家への農地集積協力金等の交付や、機構運

営のための基金として２月補正で設置、積み立

てたものであります。

表の一番下の新規事業「「農」と「企業」のみ

やざきフードビジネス創出」ですが、農業の成

長産業化に向けた農業構造改革を図るため、企

業等の農業参入や農業者との連携構築の支援と

ともに、６次産業化のネットワーク構築や、サ

ポートセンターの公社での運営支援等でござい

ます。

今後との他産業の活力を生かした農業参入・

連携、そして、６次産業化の推進を図ってまい

りたいと考えております。

219ページをごらんください。

表の上から３つ目の新規就農者育成・確保強

化では、青年就農給付金の円滑な給付を行うと

ともに、就農予定者に対するみやざき農業実践

塾での農業研修等を行ったものであります。

次に、220ページをお開きください。

就農支援資金貸付につきましては、新規の就

農者を支援するために、園芸用のハウスなどの

整備に対しまして、無利子資金の貸し付けを行っ

たものであります。

今後とも、就農相談から研修、就農定着に至

るまで、新規就農者の支援をきめ細やかに行っ

てまいりたいと考えております。

以上が主要施策の成果でございます。
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なお、監査における指摘事項については、当

課は該当ございません。

地域農業推進課の説明は、以上でございます。

よろしくお願いいたします。

○後藤営農支援課長 営農支援課でございます。

初めに、決算特別委員会資料の３ページをお

開きください。

営農支援課は一般会計のみで、最終予算は23

億4,032万8,000円、これに対する支出額は22

億4,794万4,500円、不用額は9,238万3,500円と

なり、執行率は96.1％であります。

次に、決算事項別の明細です。

営農支援課は13ページから16ページに記載し

ております。

まず、14ページをごらんください。

一番上の農業改良普及費です、不用額は874

万9,748円となっております。主なものは、中ほ

どの旅費や需用費などで、農業改良普及センタ

ーでの普及活動計画や情報誌などの印刷物の簡

素化や、県外研修の効率的な実施などによる執

行残であります。

次に、農業振興費です。不用額が※607万6,790

円となっており、主なものは15ページ、３段目

の負担金補助及び交付金で、農業制度資金の繰

上償還に伴って、融資機関に支払う利子補給金

などが減少したことなどによるものであります。

次に、肥料対策につきましては、不用額が119

万948円となっております。主なものは需用費や

負担金補助及び交付金で、環境保全型農業直接

支援対策事業において、環境保全型農業に取り

組む農地の事業面積が当初計画より減少したこ

とによるものであります。

16ページの植物防疫費です。不用額が7,556

万3,409円となっております。主なものは需用費

や負担金補助及び交付金で、これは、鳥獣被害

防止施設整備に係る交付金が、国の予算措置の

関係から、予算の一部が26年度分として分割さ

れたことなどによるものでございます。

以上が、決算事項別の明細でございます。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

について説明いたします。

お手元の報告書の222ページをお開きくださ

い。

みやざきの食の安全・安心対策推進強化では、

食の安全・安心に係る普及啓発のための研修会

の開催や、食品表示の適正化を図るための個別

巡回調査などによる監視指導を行いました。進

捗につきましては、食の安全・安心アクション

プランの８つの施策に基づく取り組みを進めた

結果、数値目標を90％達成するなど、食の安全

・安心の確保が図られたところであります。

223ページをごらんください。

改善事業「みんなで築く鳥獣被害に強い地域

づくり」では、対策の推進役となる鳥獣被害対

策マイスターなどの人材育成や有害鳥獣の特性

などを学ぶ研修会の開催、モデル集落の設置な

ど、野生鳥獣を寄せつけない集落環境づくりを

推進しました。

鳥獣被害対策につきましては、今後とも成功

事例を県下に波及させながら、地域ぐるみの対

策を推進していくこととしております。

224ページをお開きください。

元気なみやざきの食育・地産地消推進では、

食と農の結びつきの強化を図るため、県民への

普及啓発を行う推進大会などの開催や、食育推

進リーダーなどによる地域段階での自主的な活

動への支援、さらには農業高校での農業体験学

習などを実施いたしました。

次に、農業改良普及センター運営では、担い

※79ページに発言訂正あり
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手の育成・確保や高度な技術導入による産地強

化を図るため、農業改良普及センターにおいて、

経営技術改善に意欲的な農業者への研修会など

の開催や、新品種・新技術の適用性を確認する

実証圃の設置などに取り組んだところでありま

す。

225ページをごらんください。

改善事業「儲かる農業を支える普及マンパワ

ー強化」では、変革の時代に対応できる普及指

導員を育成するため、国の研修への派遣やマー

ケティングを学ぶ研修などに取り組みました。

さらに、普及指導員の活動をサポートしていた

だく先進農家などの105名の普及指導協力員の皆

さんと連携いたしまして、高度・多様化するニ

ーズに対応できる普及活動を進めたところであ

ります。

経営力アップ支援強化では、産地の中核とな

る経営能力の高い経営体を育成し、産地の競争

力の向上を図るため、ＪＡグループとの協同事

業である農家経営支援センターにおいて、生産

部会全体や生産者個々の産地分析、いわゆる経

営分析や、農家への経営コンサルなどの活動を

重点的に実施したところであります。

次に、利子補給金助成金では、各種農業制度

資金への利子補給などを行い、農業者の経営改

善や規模拡大について、資金面からの支援を図

りました。このうち、農業近代化資金につきま

しては、608件の53億4,127万円と、ほぼ前年並

みの融資実績となっております。

226ページをお開きください。

新規事業「みやざき環境保全型農業実践支援」

では、農薬販売業者などを対象にいたしました

適正な農薬利用のための研修会や、農薬管理指

導士の認定、さらには青果市場に出荷する農業

者への生産履歴の記帳推進などを図りました。

このことによりまして、環境保全型農業の取り

組みを図ったところであります。

主要施策の成果に関する報告書については、

以上でございます。

なお、監査における指摘事項については、該

当ありませんでした。

営農支援課は、以上でございます。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課でございます。

委員会資料の３ページをお開きください。

３ページ、平成25年度決算事項別明細総括表

でございます。上から４段目の農産園芸課の欄

でございます。

最終予算額34億1,928万円に対しまして、支出

済み額16億1,077万5,374円の支出でございます。

繰越明許費がその右、10億823万8,000円でござ

いまして、一番その２つ右、不用額が８億26

万6,626円となってございます。執行率は47.1％

となっておりますが、繰越額を含めた執行率

は76.6％でございます。

次に、お手元の資料の17ページをごらんいた

だきたいと存じます。

事項別明細説明資料、農産園芸課でございま

すが、表の上から７段目、（目）の農作物対策費

でございます。不用額でございますけれども、

８億26万6,626円となってございます。これは、

次世代施設園芸導入加速化支援事業におきます

国庫補助決定に伴うもの、さらには強い産地づ

くり対策事業や経営所得安定対策事業等の補助

金におきまして、入札残等に伴う執行残が生じ

たこと、さらには事務費の節約等によりまして

執行残が生じたことによるものでございます。

次に、主要施策の成果について、主なものを

御説明申し上げます。

お手元の資料、主要施策の成果に関する報告

書の228ページをお開きください。
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228ページ、１の魅力ある農林水産業が展開さ

れる社会の（１）農業の成長産業化への挑戦で

ございます。

表の１段目でございますけれども、○新「みや

ざき・水田農業新生プロジェクト推進」でござ

います。需要に応じた多様な米づくりを推進す

るために、高温耐性品種や省力・低コスト技術

等の実証、さらには経営規模拡大に必要な機械

施設等の整備に取り組んだところでございます。

その２つ下、一番下でございますけれども、

経営所得安定対策推進でございます。経営所得

安定対策の推進指導や、新規需要米の作付拡大、

二毛作の取り組み推進などを通じまして、水田

のフル活用に取り組んだところでございます。

次に、229ページ、右側をごらんいただきたい

と存じます。

一番上の強い産地づくり対策でございます。

農業の産地競争力を強化するために、野菜の集

出荷施設などの整備に取り組んだところでござ

います。

なお、低コスト耐候性ハウスにつきましては、

国の交付決定のおくれ等によりまして、そのほ

とんどが26年度に繰り越しとなっておるところ

でございます。

その下の○新「次世代施設園芸導入加速化支援」

でございます。高度な複合環境制御技術と木質

バイオマスを組み合わせた大規模な施設園芸団

地を整備するものでございまして、25年度の国

の補正で措置されたものであります。ただ、そ

の全額を26年度に繰り越したところでございま

す。

次に、その下の○新「施設園芸用燃料の木質バ

イオマス転換加速化」でございます。これは、

施設園芸の脱石油化に向けまして、農業団体と

連携して木質バイオマス暖房機の導入支援に取

り組んだところでございます。

なお、繰り越しの内容は、先ほどの次世代の

施設園芸団地に係る導入に係るものが繰り越さ

れたことによりまして、この部分につきまして

も繰り越しということで、お願いをさせていた

だいたところでございます。

次に、230ページをお開きいただきたいと存じ

ます。

上から２番目の○新「「儲かるを形に」みやざき

の園芸産地強化支援」でございます。養液土耕

システムなどの高収益な技術導入とあわせた機

能強化ハウスの導入や、もしくはサトイモやホ

ウレンソウなど、省力化の取り組みなどの機械

支援を、整備を支援し、産地の確立・強化を図っ

たところでございます。

その下でございますけれども、青果物の価格

安定対策でございます。主な実績の欄に掲げて

ございますように、国の制度等を活用いたしま

して、野菜農家の経営安定に向けた支援を行っ

たところでございます。

その下の選ばれる「みやざき茶」産地確立支

援」でございます。これにつきましては、高品

質茶の生産に必要な乗用摘採機や防霜施設の導

入、さらには製茶技術の研修を行うなど、みや

ざき茶の消費拡大、生産拡大に向けて取り組み

を支援したところでございます。

次に、231ページをごらんいただきたいと存じ

ます。

２番目の○新「攻めの次世代花き産地育成」で

ございます。需要を踏まえた戦略的品目の産地

育成や、気象変動に対応した花卉生産の取り組

みを促進するため、実証圃の設置であったり、

ハウス内の高温対策としての循環扇の導入等を

推進したところでございます。

その下の○新「「花」も「実」もある中山間園芸
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産地改革事業対策でございます。中山間地域に

おきますユズを中心とした果樹版集落営農の取

り組みを推進するとともに、園内道や省力機械

等の条件整備、さらには中山間の園芸産地の維

持確保に取り組んだところでございます。

次に、２つ下でございますが、みやざき次世

代果樹ブランド産地育成強化でございます。マ

ンゴーや完熟きんかんなどの果樹ブランドの品

質向上対策を実施するとともに、新たな品目と

して有望なライチの生産安定対策、試験販売等

に取り組んだところでございます。

次に、232ページをお開きいただきたいと思い

ます。

活動火山周辺地域防災対策でございます。桜

島などの降灰防止を、降灰被害を防止・軽減す

るために、完熟きんかんの被覆シーツ、ハウス

であったり、お茶や野菜の洗浄機械の整備に取

り組み、農家経営の安定に努めたところでござ

います。

最後に、施策の成果等といたしまして、これ

らの取り組みによりまして、消費者ニーズや地

域の特性に応じた農産物の生産振興が図られた

ものというふうに考えてございまして、引き続

き競争力のある力強い産地づくりに向けた取り

組みを推進してまいりたいと考えてございます。

最後に、農産園芸課で監査等の指摘事項につ

きまして、報告する事項についてはございませ

ん。

農産園芸課からは、以上でございます。

○内村主査 説明が終了しましたが、委員の皆

様からの質疑はございませんか。

○重松委員 農産園芸課さんの執行残が47.1％

で、繰越明許が10億と、また、不用額も８億。

先ほどの説明でも、次世代施設園芸導入に対す

るとか、入札における執行残がたくさんありま

した。もうちょっと詳しく説明をしていただけ

ないでしょうか。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課のいわゆる明

許の10億800万の部分、それとあと、不用残の８

億の部分についてでございます。

まず、不用額の10億につきましてでございま

すけれども、昨年度の２月補正、25年の２月補

正におきまして、次世代施設園芸導入の加速化

事業ということで、国の補助金を12億500万を見

込んで予算措置をしていただいたところでござ

います。この12億500万の予算措置につきまして、

全額を繰り越しをさせていただいたというとこ

ろでございました。

ただ、その後、国のほうからの交付決定等の

中で、25年分だけではなくて、26年度と分割を

して交付をすると、事業を２つに分けるという

ことで、国のほうからの指導がありまして、そ

れによりまして、実質25年度分、いわゆる所要

額、12億500万を見込んどったわけなんですけれ

ども、そのうち25年分として６億7,000万余が交

付をされたということでございまして、残りの

６億ほど、５億3,000万ほどにつきまして、繰越

額については不用残という形になったというと

ころでございます。

また、26年度の交付されるものにつきまして、

先日、６月の議会におきまして、所要額はまた

補正をさせていただいたというところでござい

ます。

○重松委員 わかりました。後ほどまた。あり

がとうございました。

○内村主査 ほか、ありませんか。

○緒嶋委員 農政企画課、主要施策の215ページ、

フードビジネス加速化技術開発促進事業、この

中で、産学官連携研究の中で、超多収の新規需

要米の選定及び栽培等の確立、16課題と書いて
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あるわけですが、この16課題ってどういう内容

ですか。

○向畑農政企画課長 今、委員がおっしゃいま

したこの新規需要米のほかに、６次産業化に適

した、例えば大規模露地野菜の省力化の開発と

か、焼酎かすの加工液を利用した土壌病虫害の

防止等々がございます。農業試験場、畜産試験

場、水産試験場、それぞれにございまして、そ

れ以外で、例えば、新たな宮崎牛の評価技術の

検討とか、水産でいいますと、新たな加工原材

料の創出技術の開発、そういったものをいろん

な大学とか企業さんと共同研究しておりまして、

トータル17でございます。あと、例えば、クリ

ーンエネルギーを利用した水質改善の補完シス

テムの開発等々も行っているところでございま

す。

○緒嶋委員 農業試験場、具体的に栽培法の確

立ということになっておるわけですが、具体的

に成果は上がったわけですか。

○井上総合農業試験場長 超多収の新規需要米

の選定と栽培法の確立というような課題で取り

組んでおりますが、このうちの栽培法の確立に

つきましては、主に直播栽培、湛水あるいは乾

田の直播栽培の技術を確立するということで取

り組んでおります。

25年度から取り組んでおりまして、来年度ま

で引き続きやることにしておりますけども、直

播によって何とかできるというような、そうい

う方向で、今、研究をしてるとこで、まだ引き

続き技術確立に努めるということにしておりま

す。

○緒嶋委員 これは、水産試験場はどうよ。

○神田水産試験場長 水産試験場におきまして

は、産官学連携ということで、具体的に申しま

すと、ヘベスのかすを使って、魚の餌にまぜる

ことができないかということの研究をさせてい

ただいたところでございます。一定の効果があ

るということで、今度は日向夏のかすを使って

のそういう飼料開発に取り組んでいるところで

ございます。

○緒嶋委員 米の場合、ことし、恐らく相当販

売価格が低下するということが、もうはっきり

しとるわけですね。そうなると、加工用米とか

飼料用米をどう食用米以上に、コスト縮減して

採算性のある米作にしなきゃいかんわけですよ

ね。それをいかに早く確立するかというのが、

一番の大きな課題に今なってきておるわけです

よね。このあたりの見通しはどうですか。かな

り見通しが、そういうことで確立されたという

ふうに、まだ今研究途中であるということです

が、そのあたりはどう考えておられるんですか。

○日髙農産園芸課長 加工用米、それから飼料

用米等の超多収米につきましては、今、委員か

らの御指摘のとおり、いかにコストを下げてい

くかというところが重要だというふうに考えて

ございまして、試験場等におきましても、現地

試験等もやっていただいておるところなんです

けれども、それとあわせまして、昨年、ある程

度絞り込みました品種について、現地適応試験

等を行いながら、その中で、例えば立毛乾燥で

あるとか、既存の技術を活用して、一定レベル

以上は下げる努力というところを、今、実証し

てるところでございます。

それとあわせまして、現在、試験場で開発中

の技術なり、こういったものを組み合わせてい

くことによって、よりコストを下げる幅という

ものを確保していきたいというふうに考えてい

るところでございます。

○緒嶋委員 いずれにしても、ＷＣＳ以上にコ

ストがかからんで、収益が上がらんと、ＷＣＳ
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のほうがいいわけです。実を取らんでも、ある

程度粗飼料的な発想でやればいいわけだから、

その点をうまくやらんとなかなか、実際、加工

用米を２万トン以上何とかというような話もう

まくいかんのじゃないかなと思うもので、やは

りＷＣＳよりもこういう加工とか飼料用米のほ

うがいいんだと、また、それが有効利用される

ほうがいいわけですので、そういう成果が上が

るような、今後はまださらに努力をしてほしい

というふうに思います。

続けていいですか。次は、東アジア輸出の促

進拠点整備事業、我々は香港のみやざき棚等を

見学といいますか、見てきましたが、これがい

かに東アジア向け、東南アジア向けに輸出をふ

やすことによって、農業経営を安定化した宮崎

県の農業経営を確立するかというのは、これは、

大きな課題であるわけですけれども、今のとこ

ろ、この拠点整備事業について、どういう見解

を持っておられるか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 昨年６月に香

港事務所を設置いたしまして、香港を拠点とい

たしましていろんな取り組みをしております。

その中で、一つはやはりこのみやざき棚を使

いまして、現在、カンショ、宮崎牛、ブリなど

に限られている輸出品目をいかに拡大していく

かが一つの課題であろうかと思っております。

現在、このアンテナショップを使いまして、

香港の方々がどういったものを好むのかという

調査を行っておりまして、それに合わせて輸出

品目の拡大を図っていきたいというふうに考え

ております。

○緒嶋委員 我々が見たところ、みやざき棚で

どれだけ輸出が、本当にふえるんだろうか、内

容を見たら、みやざき棚といいながら、宮崎の

生産のほんの、まあ、ほんのというと失礼かも

しれんけど、微々たるものだというような印象

を受けたわけですが、具体的にどれくらいの輸

出を目標にされておるわけですか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 現在、量的に

は青果物、畜産物、水産物を含めまして、860ト

ン余りを輸出しておりますが、全体的にはこれ

を27年度までに1,100トンまで拡大したいという

ふうに考えております。

○緒嶋委員 その1,100トンの内容は、どういう

ふうに考えておられますか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 1,100トンにつ

きましては、野菜がおおよそ514トン、花が、こ

れは本数でございますけども、41万本、あと、

お米、茶、果汁、そういったもので大体50トン、

あと、畜産物50トン、水産物430トン余りという

ことで、1,100トンを目標にしたいというふうに

考えております。

○緒嶋委員 26年度はどのくらい考えてる。

○甲斐ブランド・流通対策室長 26年度の目標

につきましては、野菜で400トン余り、花で34万

本、畜産物で40トン、水産物で346トン、その他

のもので30トン余りを考えております。合計、

平成26年度は856トンを目標にしたいと考えてお

ります。

○緒嶋委員 26年度はもう上半期が終わったわ

けですけれども、大体予定どおりいっておるわ

けですか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 今の状況で

しょうか。

○緒嶋委員 そう。

○甲斐ブランド・流通対策室長 今年度につき

ましては、カンショ等が、今から輸出量がふえ

てまいりますので、今のところ、畜産物、水産

物を中心に、順調にはいってると思いますけれ

ども、青果物等については、今からの取り組み
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になるかと思います。

○緒嶋委員 金額的にはトータルでどのくらい

になるわけ。

○甲斐ブランド・流通対策室長 今年度を合わ

せまして、９億4,000万余りを目標にしたいと考

えております。

○緒嶋委員 来年度は、そうなると十何億です

か、27年度。

○甲斐ブランド・流通対策室長 平成27年度

は、12億円余りを目標としております。

○緒嶋委員 今、流通体系というのは、どうい

う流通で香港に、船とかいろいろあると思うん

ですが、どういう流れで今輸出されてとるわけ

ですか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 方法としまし

ては、航空、飛行機、船等が中心でございます

が、中心はやはり博多港を使いました船の輸送

が中心であります。そのほかに、東京あたりか

らの船というのもございますが、中心は福岡か

らの船が中心でございます。

○緒嶋委員 これは、輸出の中で、何か商社を

経由してやっておられるのか。どういう輸出の

形態。

○甲斐ブランド・流通対策室長 国内の輸出業

者、そして、香港の輸入業者を介しての販売に

なっております。

○緒嶋委員 それは、ＪＡとかは関係してない

わけですか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 ＪＡが出荷い

たしまして、国内の輸出業者、香港の輸入業者

を通しての販売になります。

○緒嶋委員 将来的に、宮崎県は3,000億以上の

農産物の生産というか、販売があるわけで、ま

だその十何億というのは、もう微々たるもので

すわね。これが、本当に宮崎の農業を支える輸

出体系というか、輸出が生産の10分の１、10％

でもというようなこと、これは、また特に宮崎

県だけでなく、鹿児島、熊本、福岡、そのほか

佐賀とか、いろいろなところが輸出を香港、上

海に向けて、競合というか、競争してやってる

わけですよね。この中で、将来的に本当に採算

の合うような輸出体系を構築するために、今の

ような宮崎県の輸出方法でいいのかどうなのか

と。将来の展望を考えた場合にどうあるべきか

という、将来の展望というのを当然持って、輸

出のシステムを考えなきゃいかんのじゃないか

と思うんですけども、今のようなやり方で今後

とも続けていこうという考えなのかどうか、そ

のあたりを。

○甲斐ブランド・流通対策室長 委員おっしゃ

いますように、今のやり方、単県でのやり方、

当然、品目によっては単県での取り組みじゃな

いとできないところもあるかと思います。

ただ、やはり委員おっしゃいますように、例

えば南九州３県、オール九州、オールジャパン、

こういった品目で取り組んだほうが量をまとめ

て送れる、通年といいますか、ずっとシーズン

を通して送れるということができますので、や

はり今後については、オール九州、オールジャ

パンも視野に入れながら、単県での取り組みも

していかないといけないというふうに考えてお

ります。

○緒嶋委員 今言われるとおりだろうと思うん

です。これは、観光についても同じことが言え

る。今度、香港便が宮崎にもいろいろできると

いうことであるので、やっぱりそういう広域的

な中での連携を図りながら、輸出をどう伸ばす

かと。やっぱり競争するところは競争しながら、

やはり協力するところは協力するというような

形の中で輸出しなければ、向こうも似たような
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ものを、鹿児島じゃ、宮崎じゃ、どっち買って

くださいって言うと、向こうもとまどうという

か、ある意味では大変だろうと思うんです。だ

から、逆に言えば買いたたかれるというおそれ

も出てくるわけでありますので、やはりこれは、

私は、国のほうである程度考えるという方向性

が出てもいいんじゃないかなというふうな、日

本の輸出のあり方として、そこまで考えなけれ

ば、やっぱりなかなかうまく将来の大きなシェ

アを占めるということも容易じゃないんじゃな

いかなと思いますので、将来の大きな課題とし

て研究したいただきたいということを要望して

おきます。

それから、地域農業推進課、農家民宿であり

ますけれども、これは、やはり都会と地方、農

家等との交流という意味では、今後やはりそう

いう地方が、ある意味では地方創生的なものも

あると思うんですけども、地域が何が何でも残

らにゃいかんわけですよね、地方が。そのため

には、やはり農家民宿的なもので都市との交流、

そういうものの中で人間関係をうまくやりなが

ら、そういう地方のよさを知っていただくとい

うのが、今後大変重要だと思うんです。

そうなると、この農家民宿というのを、民泊

というか、これをかなりまだ力を入れていいん

じゃないだろうかと。将来的には、子供までを

含めた、修学旅行までも分宿するような形でも、

ふやすという方向性をやはり、これは、もう

ちょっと強力に進めるべきだと思うんですけど

も、このことについてはどう考えておられます

か。

○大久津地域農業推進課長 委員おっしゃると

おり、この農家民宿については、特に教育旅行

を中心とした活動が活発になっております。25

年度につきましては26の団体で、海外からも台

湾、ドイツ、シンガポール等から、学校を含め

た交流活動ということで延べ943名を、233戸の

農家で受けております。

この機運が今盛り上がっておりまして、本年

度はまだ９月まででございますが、これがもう

現在で1,400名ほど受けているという状況でござ

います。これにつきましては、県内に北きりし

ま田舎物語推進協議会を初めといたしまして、

夕日の里づくり推進協議会とか、こういった地

域の民泊の協議会ができておりまして、こちら

で連携しながらここを強化していこうというよ

うな活動で、県域の組織として、みやざきグリ

ーンツーリズム研究会というのが立ち上がって

おりますが、これをまださらに今後活動を強化

しながら、この体制を強化していく。特に一つ

の地域で受け入れられない部分については、ネッ

トワークをしっかり通して、周遊とか、ほかの

地域と連携して多くの人数を受け入れる、こう

いったことを取り組もうということで、今現在、

そういった研究を協議会なり、会員の皆さん方

と一緒になって検討も進めてるとこでございま

す。

○緒嶋委員 これは、農家の皆さんも、外国の

人を受け入れるのも、もうある程度片言の英語

とか言葉で、かえって向こうも、何というか、

人間関係がうまくいって、交流というか、親善

も含めて、お互いこういうことをやることで、

日本と中国と韓国、今、いろいろありますが、

やっぱり外国人、外国人という言葉がいいのか

どうかわかりませんが、そういう人たちとの触

れ合いの中で、やはり親善を深めていくという

メリットも物すごくあるわけですよね。

そして、そのことで人間関係が広がることで、

また次のリピーター的なものも派生してくると

いうことで、夕日の里なんか、お客さんを、何
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というか、もてなすのがそれこそ物すごく上手

になって、我々がうらやましいぐらい人間関係

を、もうなれて、相手の人たちの何か気持ちを

察しながらサービスをするということで、シン

ガポールとか、台湾とか韓国、どこからでも来

るわけです。それを何となくうまく、ユーモラ

スにというかな、もてなすというかな、そうい

うことを含めると、もう大きな意味では世界的

な、グローバルな考え方の中でも、こういうこ

とがやはり友好親善を、国と国との友好親善を

深める一つの、何というか、底辺になるんじゃ

ないかというような思いもするわけです。

だからこれは、ぜひ県のほうも積極的に対応

して、グリーンツーリズムのそういう組織もあ

ることだから、ぜひもうちょっと力を入れて、

まあ今も入れておられるわけですけど、まだ、

さらに力を入れてやってほしいなというふうに

要望しときます。

次に、農業の新規就農者、将来的には過疎化、

高齢化の中で、いかに若者が定着して、働く場

所があって、中山間地、農村全体、確保するか

ということで、今、新規就農は年間150万の５年

間というようないろいろな支援もあるわけです

けれども、この辞退者が出たという理由が、ど

ういう意味で辞退者が出たのか、それは、事情

があってでたわけですが、その事情というのは

どういうことか、ちょっと聞かせてください。

○大久津地域農業推進課長 先ほど不用残のと

ころで御説明いたしましたけれども、この辞退

者につきましては、新規就農の青年就農給付金

については準備型ということで、県が研修する

ための認定をする部分と、経営開始型というこ

とで、市町村が認定する部分がございます。今

回の辞退者については、経営を開始する、市町

村が認定する部分での辞退者でございます。

結果的には10名、この方々については、最終

的に要件を満たせなかったということで、土地

が確保できなかったり、経営的な計画が最終的

に成り立たなかったということでの辞退者が10

名でございます。

さらにあと３名は、経営は開始しましたけれ

ども、思うように十分な経営がいかなかったと

いうことで、年度途中で経営を中止されたとい

うことで、後半の交付、150万円は年間２回に分

けて交付するようになってますので、後半分を

給付停止したというような状況でございます。

○緒嶋委員 できるだけ辞退者が出ないように

やっていただきたいと思いますが、それと、225

ページ、経営力アップ支援強化、県単事業です

けれども、やはり今後一番必要なことは、経営

力というか、そういう経営革新、これをいかに

強化していくかということでなきゃならんわけ

ですよね。その中で、経営革新プランの新規策

定3,617戸というのは、これは、どういう内容に

なるわけですか。

○後藤営農支援課長 これは、農協の青色申告

のデータを使って、それを５カ年間の経営計画

を立てるというのが、この経営革新プランでご

ざいます。

それで、この事業は23年から実施しておりま

すが、毎年、三千五、六百程度の農家の経営革

新プランを策定してるところでございます。

○緒嶋委員 この中で、今は農家もいろいろ経

営が厳しいんで、不良債権とかいろいろあるわ

けですよね。不良債権、このあたりも含めた経

営革新というようなことも取り組んでおられる

わけですか。

○後藤営農支援課長 不良といいますか、経営

再建というところが非常に重要なわけでござい

ますが、今、この経営力アップ支援強化事業に
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つきましては、農業団体と共同事業でございま

して、農協中央会の農家経営支援センター、そ

れと、13農協の地域の農家経営支援センターで、

そういう状況になる前に、経営分析をして、そ

して、弱点をつかんで、そういう状況にならな

いような指導をしてるところであります。そう

いう意味での革新プランということでございま

す。

○緒嶋委員 それは、大変重要な視点だと思い

ますので、これは、本当に今、農家の皆さん、

言われたように、生産物は値段が安くなる、ま

た将来的なＴＰＰの影響も大きく出てくるん

じゃないかとかいうことになると、このあたり

がうまくいかないと、集落営農とか、法人化と

かいろいろ方向性はあるわけですけども、個々

の農家にとっては、やはり自分で自立して経営

ができるっていうのが一番、家族経営というか、

それが一番理想ではあるわけですよね。それが

できんから、法人化とかいろいろな集落営農に

行かざるを得んということにもなってくるわけ

ですので、基本はやはり個々の農家の経営力を

いかに高めていくかというのが大きな課題でも

ありますので、今後ともこれは、経営力アップ

支援はぜひ続けてやっていただきたいというこ

とを要望しておきます。

○内村主査 ほかにありませんか。

○井上委員 部長にちょっとお尋ねしておきた

いんですが、最初に予算全体の御説明をいただ

いたんですけど、この繰越明許と不用額につい

て、事故については、後ほど各課から説明して

いただくことになりますが、この繰越明許と不

用額のことについては、部長はどういう見解を

お持ちですか。

○緒方農政水産部長 不用額、多額に及んでま

すけれども、これについては、やっぱりできる

だけ少なくする努力を今回したところでござい

ますけど、基本的には少ないほうがいいと考え

ております。明許費についても、いろいろ事情

はありますけども、やっぱり少ないほうがいい

と考えております。

○井上委員 この25年度の決算にあたっては、

この繰越明許と不用額について、これはもう各

課とも部全体で話し合った中では、これはもう

いたし方がないだろうというところまでは、納

得しておられるということなんですか。

○緒方農政水産部長 今回につきましては、非

常に補正予算が後半でついたりとかしまして、

なかなか消化できなかったいろんな事情があり

まして、今回はいたし方ないという感じがいた

しております。

○井上委員 ちょっと個別にお伺いしたいと思

います。

農政水産部全体で、施策の大体の共通認識の

ある課と、それから、個別の施策の目標を持っ

ている課といらっしゃるわけですが、４課は施

策の目標値というのは、大体同じ目標を立てて

進行していただいてて、今説明していただいた

中では、農政企画課と農産園芸課っていうのは

同じ施策目標というのを掲げて、25年度やって

きていただいたんですが。

そこでちょっとお聞きしたいんですけども、

やはり農業が変わると、農業を変えていくと、

そしてもうかる農業を目指していくんだという

ふうに考えた場合、総合産業化をしていくんだ

というときの視点です。25年度、農政企画課、

それから農産園芸課は、どのように取り組まれ

たのか、ぜひ、前年度、24年度とちょっと違う

意味でこの25年度を取り組んだんだっていうも

のは、どれだったのかをお話しいただけたら、

そこをちょっと教えていただきたいと。
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○向畑農政企画課長 やはり25年度、生産を持っ

てます私どもとしても大きかったのが、やっぱ

りフードビジネスの幕あけの年だったんだなと

いうふうに考えております。そのためにも、海

外輸出も含めていろんな取り組みもしたんです

けれども、中でも、いろんな今までの積み重ね

が花開いた年でもあったんだろうと。例えば、

キャビアについてもそうですし、加工用米とか、

米政策も大分変ってますので、そういった部分

について、可及的速やかに取り組まなくちゃい

けなかった、そういった年であっただろうと。

ただ、一方で、やはり生産者の方々の高齢化

も進む、そして、消費者のほうのニーズも多様

化していく。そんな中で、機能性を重視した取

り組みをしなくちゃいけないとか、そういった

試験研究の部分、基礎の部分もやっぱり大事に

していかなくちゃいけない。今回お示ししてお

りますように、私どもは、ブランドの中で儲か

る農水産業を切り拓く試験研究体制整備という

のがございます。これはやはり、そういった出

口もそうなんですけれども、研究所をしっかり

強くしていこうじゃないかと、そういった部分

もありました。ですから、総花的な部分だけで

はなく、基本的なところを取り組みながら、そ

して、フードビジネスに対応した形、いろんな

分野がございますけれども、そこを一丸となっ

て取り組んだ25年度だったんではないかなとい

うふうに考えているとこでございます。

○日髙農産園芸課長 24年度に比べて25年度の

特徴ある取り組みということで、農産園芸課で

ございますけれども、やはり24年から25年にか

けまして、御案内のとおり、燃油を初めとする

資材価格の高騰というものが、非常に顕著になっ

てきたと。こういったものの中にあって、先ほ

ど農政企画課長のほうからございましたけれど

も、フードビジネスを支える産地づくりという

ところをしっかり農産園芸課としても取り組ん

でいかなければならないというような観点から、

例えば、燃油価格を初めとする資材価格高騰の

取り組みというものの中では、いわゆるハウス

の団地化を図って、いかにその効率化を図るか

と、こういった部分。それとあと、その中の燃

油の部分というものを、いかに低コストで安定

的な確保をするための、いわゆる木質バイオマ

スに転換していくかと、こういうような取り組

みというのを重点的に進めてきたところでござ

います。

それとあわせまして、フードビジネスを支え

る産地づくりといったものの中では、やはり平

場地帯での効率的な経営体をつくるという意味

での大規模化であったりとか、そういう取り組

みというのを進めながら、山間地域においては、

いわゆる高齢化、それから担い手が減少する中

で、果樹の集落営農等の新たな取り組みを重点

的に行ってきたというところでございます。

○井上委員 それじゃ、農政企画課にお尋ねし

ますけど、今、課長の言われたことも、それも

一つ納得できるところなんですけど、結局、フ

ードビジネスという言葉だけが、現実にはもう

それこそどんどん広がっていくわけですけど、

具体的に誰が何をして、どんなふうにしていく

のか、どうやって進めていくのかっていうこと

が非常に大事だと思うんです。そこを一つ一つ

きちんと押さえていかないと、結局、ビジネス

化されていかないということなんです。これは、

ビジネスというところに大きな意味があるわけ

で、ビジネスに仕上げていくということが大変

重要だというふうに思うんです。ですから、そ

こを考えたときに、私、ちょっと気になるのが、

販売できる商品をどうやってつくり上げていく
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のかと。それと、そのニーズ、マーケティング

との一致をどうさせていくのかっていうことを、

どこがどんなふうにやっていくのかっていうこ

とが一番大事なんじゃないかと思うんです。だ

からこそ、産地の形成というのをみんなで積極

的にやっていかないといけないわけですね。そ

れをどんなふうにしていくのかっていうところ

が、何か明確にメッセージできたのかどうか、25

年度、そこのとこはどんなふうな考えですか。

○向畑農政企画課長 委員がおっしゃるように、

やはりフードビジネスとなると、幅広い分野が

ございます。今までやってきた生産の部分をど

こまでマーケットインという視点で売っていく

のか。ただ、先ほども申し上げましたように、

やはり基本的な技術の部分、私ども、主要施策

のほうにも書いてございますけど、211ページに

ございます。先ほど御説明を申し上げましたフ

ードビジネス等の技術の開発、ここも大学とか

企業と組むことによって、その技術を確立して、

宮崎方式ならではの、例えば防虫技術があるん

じゃないかとか、そういった部分が一つ。

それと、先ほどブランド室長のほうからもお

話ししましたように、健康ピーマンの話です。

そういった消費者ニーズに対応する、そういう

個々のものを、やはりパズルを組み合わせるよ

うに、25年度はまず、どういったものをピース

として私どもが持ち合わせているのか、それを

どう組み立てれればいいんだろうかというのを

試行錯誤しながらも、25年度のこのフードビジ

ネスの幕あけに向けて取り組みをしてきたん

じゃないかなと思います。

そういったところで、先ほど言いましたよう

に、今までずっと培っていた技術、例えば、キャ

ビアの販売ができました、それとか、宮崎牛の

生体出荷ができました、そういった部分を、今、

走ってる部分があるんですけれども、その基礎

固めの年ではなかったかなというふうには考え

ております。

○井上委員 農政改革っていうのが、非常に表

にきちんと出てきて、そして非常に期待すると

ころなんです。25年度は、全くそれの始まりで

もあったというふうに、初年度でもあったとい

うふうに言っていいと思うんです。農政改革を

具体的にしていくのは何なのかといったら、やっ

ぱりもうかる農業であったり、先ほど緒嶋委員

が言われたように、個々の農家がきちんと確立

ができていけるような農政にしていかないとい

けないっていうことだと思って。一方では、ま

た企業の参入もそこにオーケーという丸印を出

せる力を持たないといけないということでも

あったと思うんです。

だから、そういう意味でいうと、農政の改革

をしていくにはどうしたらいいのかというのの

出発点でも25年度はあったというふうに思うん

です。それが、初めて明確に、主要成果ってい

うか、施策の中に具体的にうたわれてくるよう

になって、フードビジネスという名前をきちん

と施策の中に立ててきたのでもあったというふ

うに思うんです。

だからこそ、やっぱり私たちは、市町村も含

めてですけど、頭の切りかえをだんだんしてい

かないといけないと思うんです。人と農地の問

題も含めてそうなんですけど、頭の切りかえを

どんどんしていかないといけない。だったら、

そこがどうやって具体的に、強くメッセージ性

を持ってやれたのかということが大変問われる

のではないかというふうに思うわけです。

だから、先ほど部長にちょっと失礼ながらそ

ういう質問したのは、やっぱりある金は有効に

がんがん使っていかないといけないし、そのた
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めには、正直な言い方をすれば、わがままなや

り方でもやっていかないといけないところが

あったのではないかということを求めたいわけ

です。だから、こじんまりとするよりも、やっ

ぱり打って出る農政でなければならなかったで

しょうし、そこをしっかりと、金も、バックアッ

プもしてやっぱりやらないといけなかったので

はないかなというふうに思うんです。

だからこそ、ちょっと私が気になるのが、商

品開発は徹底的にやっていただかないといけな

いのと、売れる商品づくりをしていかないとい

けない。それともう一つは、うちの試験場関係

のところの人材をきちんと確保するということ

とかも、大変必要なことだと思うんです。それ

についての25年度の考え方というか、それはき

ちんと位置づけてされたのかどうか、そこはど

うなんですか。

○向畑農政企画課長 先ほど、若干御説明しま

したけれども、儲かる農水産業を切り拓く試験

研究体制整備というこの事業におきまして、大

学と試験場とのコラボレーション、特に大学で

優秀な生徒さんに試験場に来ていただく。そし

て、そういった人たちを、指導監督官っていい

ますか、先生も一緒になって組んでいただく。

そして、企業のニーズも踏まえる。やはり今ま

でになかった取り組みだというふうに考えてお

りまして、これを25年からずっとやってるんで

すけれども、そういうことをすることによって、

やはりフードビジネスといいますか、どうもう

ける方向に行くのかとか、機能性についてもど

ういうふうなやり方が一番いいのかとか、そう

いった部分についての気づきといいますか、そ

ういったものを取り組んだとこでございます。

○井上総合農業試験場長 若干農業試験場から

補足をさせていただきます。

委員おっしゃいますように、フードビジネス

を支えていくためにも、試験研究をしっかりや

らないといけないと思っていますが、まさにそ

れを支えるのが人材の育成・確保だろうという

ふうに思っております。

試験場関係としましては、試験研究人材育成

方針というのを平成24年12月に策定しまして、

それに基づきまして試験研究を担う人材をしっ

かり育成していこうという方針のもと、３試験

場とも今頑張っているところでございます。

具体的には、例えば、独法等への派遣研修だ

とか、それから、場内での研修、これも若手だ

とかベテランとかおりますので、それぞれに応

じた研修をしっかりやって、スキルをアップさ

せていきたいというふうに思っております。

また、あわせまして、今後はやはりドクター

を取ってないと、ほかの試験研究から相手にさ

れないというような実状もありますので、ドク

ターをたくさん育成していこうということにも

しておりまして、25年度につきましては、３試

験場で３名のドクター養成の研修を行ってると

こであります。

○井上委員 今回の主要施策のこの成果を見ま

すと、よく農村の皆さんを集めて研修もされて、

いろんなことを本当に掘り起こしみたいにして、

繰り返し、そこをみんなで納得のいくようにさ

れてると思うんです。そこが非常に大事なので、

これは、ぜひ今後も進めていただきたいわけで

す。この農村整備のところでも、農村のつくり

方によっても、経営のコアをつくっていく点で

も、それはすごく大事なので、繰り返しやる。

いかにその研究というのをされているのか、商

品開発についての力を入れているのか、そして、

マーケティングをどうしようとしているのかっ

ていうこととかを、徹底的にみんなで議論をし
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て、そこで納得し合わないといけないと思うん

です。だから、一つは、固まった商社みたいに

なっていただかないといけないということなん

です。

例えば残留農薬なんかも、健康と環境という

のは宮崎の売りなんだっていうふうに言われれ

ば、そこのところが、きちんと皆が納得がいっ

てて、それが認知されていなければ、そこがそ

うだというふうな、商品の差別化・区別化がで

きないわけです。そういうことに徹底してやっ

てもらいたいし、集中のプロモーションをきち

んとやってもらいたいし、それから、品目別戦

略とか、こういうのを、もっと徹底的にきちん

とやっていただきたいなというふうに思うんで

す。

私が議場で聞いたり、ほかのところで聞く割

には、それがきちんと聞こえてこないっていう

のが、25年度、それがもう非常にもったいなかっ

たかなと思うんです。だから、プロモーション

の仕方も、先ほど緒嶋委員から何度も、外国で

も、諸外国でもどうしてんだみたいな話とかが

されるけれども、やっぱりこの商品がいいとつ

かんでいただくような形をとらなければ、なか

なかうちの商品はそれがそうだと、宮崎のもの

だというのを認識していただけないことになっ

ていくので、そのあたりのプロモーションをき

ちんとやるべきだし、これからもやってほしい

んですが、25年度、それはどういう成果が出た

というふうに認識しておられるのか、そこを聞

かせていただければ。

○甲斐ブランド・流通対策室長 ブランド対策

におきましては、やはりマーケットインの考え

方、消費ニーズがどうなっているのか、それに

応じて品目的にどういう製品をつくって、どう

売っていくのかという品目別戦略の構築が非常

に重要かと思っております。

そのために、25年度は７品目につきまして、

各県外事務所や経済連の営業所等から、市場、

量販店、果樹専門店、そういった加工メーカー

等からのニーズの情報を取り寄せまして、プラ

ス、今、アドバイザーという方を３人雇用して

おります。その方々からもいろんな御意見をい

ただきながら、今の商品ニーズがどうなってい

るのかと、それに応じた品目ごとの産地体制を

どうするのかということを協議しまして、戦略

をつくってるところであります。

現在、７品目についてつくってるわけなんで

すけども、ほかの品目についても随時つくりな

がら取り組んでいきたいと思っておりますし、

集中プロモーションにつきましては、その品目

別戦略をもとに、昨年度はキンカンと健康ピー

マンのプロモーションを集中的に行ったところ

です。特にキンカンにつきましては、やはりな

かなか甘露煮というイメージから脱却し切れて

いないということもありまして、フルーツ、デ

ザートとしてのキンカン、完熟きんかんだとい

うことを前面に出した集中プロモーションを展

開しておりますし、健康ピーマンは、やはり機

能性ということで、一般の方々にも受け入れて

もらえますように、みやざきスムージーという

ものをつくり、試飲をしていただきながら、健

康ピーマンのよさを知っていただくというよう

な活動をしながら、今、集中プロモーションを

展開しているところでございます。

○井上委員 地域農業推進課長にお伺いします

けど、結局、みんないろんな意味で努力してる

わけですよね。先ほど緒嶋委員からも出ました

けど、新規就農者の育成とか、確保とかってい

うところで、だから、農業は変わるよと、農政

は変わるよって、もうかるよと、そこに参入し
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てきて大丈夫なんだよっていうことが、きちん

とメッセージされていくというのは必要だと思

うんです。

いろんな取り組みをされてることについては、

私も評価をしてるんだけれども、加工品の開発

とか、ああいうものもおもしろいと思いません

か。おもしろいですよね。実際、私たちが、ど

んなものがどんなふうに出てきたのかっていう

のとかは、やっぱりちょっと脅かしてもらわな

いといけないところもあるんです。実際、ええ

みたいな、ぎょっていう感じの、そういうもの

が必要だと思うんです。それは、緩やかな文字

の書き方ではなく、やっぱりきちんとした、脅

かすぐらいのことが書けるようにしておかない

と、なかなかちょっとあれかなと思って。

今審議してるのは、27年度の予算の獲得のた

めに審議してると思ってもらったらいいと思う

のね。だから、そうしなければいけない、ここ

に金を注がないといけないということを認識し

てもらわないといけないわけよ。予算獲得が、

一番私たちにとっても主なのね。私たちは、国

から予算を取ってきたい。皆さん方は、県の予

算の中の使える部分を広げたいと思っていただ

いたほうがいいと思うのね。だったら、ここで

何ができて、何をして、どんなふうにして広げ

て、どこに成果として求めていくのかっていう

のがないといけないと思うんです。25年度は、

そういう意味で課長から私に対する答弁はどう

なんですか。

○大久津地域農業推進課長 委員がおっしゃい

ましたように、当課におきましては、フードビ

ジネスの一つとして６次産業化、こういった形

で付加価値をいかにつけていくか、そういった

ものと、また、これを取り組むには個別経営体

ではだめだということで、いかに多様な経営が

できるための法人化をしていくのか、それと、

農商工連携ということで、商業者、いろんなマッ

チングをして、新たな販売とか加工等、こうい

うのをどうするかというような取り組みを重点

的にやってまいりました。

これにつきましては、主要施策の中の218ペー

ジの４つ目にあります目指せ６次化！みやざき

未来農業創出ですとか、「農」と「企業」のみや

ざきフードビジネス創出、これらの事業の中で、

セミナーをやったりとか、それぞれコーディネ

ーターを十数名確保して、細やかな個別の、個

々の相談について、１年中、この計画づくりの

ために対応して実現するというような形で。そ

の指標としては、国の総合計画の認定というの

がございますが、これも、今70件ということで、

全国４位の順位ということで、取り組みもふえ

てきていると思います。

さらに、この中で、チャレンジ塾ということ

で、いろんなチャレンジをしましょうというこ

とで、今、ことしが３回目でございますが、８

月後半から11月まで、毎週金曜日に専門家から

の講義をやって、それで35回ほど講義を受けて、

それを習得した人たちが、農家さん方の部分と、

それを指導する方々、市町村とか、農協とか、

農商工の多様な指導者を育成する、こういった

ものを積極的に取り組んでまいりました。

その結果といたしまして、220ページの施策の

進捗状況ということで、法人につきましても、

そうした多様な経営に取り組むということで、

農業法人も732と大幅に拡大いたしましたし、３

つ目の農商工連携、６次産業化の事例数という

のも106から138の事例、また、加工とか消費者

への直接販売、こういったものについても170か

ら218、さらに、他産業からの算入というのも80

ふえてございますが、その辺は初年度としては、
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それなりの成果という形での動きはできたのか

なと。これをモデルとして横の地域、横の経営

者たちに見せながら、そういったことをまだ新

たに次に追っていくような経営体を育てていき

たいというふうに思っております。

○井上委員 最後なんですけど、この1,000万円

を目指す農業加工起業化モデル、こんなのが好

きなんです。私の性格からいうと、こんなのが

好きなんですが、少ない予算なんだけど、これっ

てすごくおもしろいと思うんです。具体性があっ

ておもしろい。だから、やっぱり一つ一つの施

策の展開の仕方っていうのは、すごくいいと思

うんです。だから、それを実行っていうか、そ

の結果を見せてもらいたいっていうのが正直な

話です。

だから、そこで、私が期待したいのは、農家

の皆さんもそうなんだけど、大学の力もかりる、

ほかの人たちの、周りの人たちの、地域の人た

ちの力もかりる、そして、ある意味企業の力も

かりると、他産業からの乗り入れにも、そこも

受け入れる力を持つというぐらいにしないと、

農業改革っていうのは、ちょっと私は難しいと

思うんです。人と農地の問題っていうのは、そ

んなに簡単にはいく話ではないと。

ただ一部の人がもうかればいいということで

はなく、その地域全体がもうかっていく力を持

たないといけないわけだから、そこがしっかり

とできていくことを、だから、地域農業推進課

長でいらっしゃるので、そこに期待をしたいと

ころですが、その辺、そこを。

○大久津地域農業推進課長 今、委員がおっしゃ

るとおりだと思います。私ども、６次産業化の

例でいきますと、これまでは、農家、１次が２

次、３次産業に取り組んだら６次化というよう

なイメージで来ましたけれども、やはり個別の

経営体が、製作から加工販売まで一経営体でや

るというのはなかなか難しいということで、法

人で、いろんな多様な人材、これには、そうい

う加工とか、営業とか、そういう人たちが確保

できれば、そういった法人でも取り組むという

ことで進めてまいりましたが、やはりこれにつ

いては農業を核として地域が潤うということで

いきますと、やはりこの農商工連携、やっぱり

商業者とか製造業、地域にそういったポテンシャ

ルを持ってらっしゃる方がいっぱいおられます

ので、これについては、商工サイド、また加工

センター、こういったところなり、産業振興機

構と連携をいたしまして、今現在、そういった

マッチング、農業も生産でもうけながら、加工

という部分で地元の地域の製造業者とか、流通

業者とか、両方がウイン・ウインの形になるよ

うな、こういったものを今から発掘しましょう

ということで、ことしはそういったところに力

を入れさせていただいておりますし、そういっ

たものを少しずつ事例をつくり上げながら伸び

ていきたいと思っております。

○井上委員 市町村がつくる人・農地プランは、

本当にきちんとしたプランが出てくるように、

雑なプランじゃだめなので、そこがきちんと出

てくるように、次年度、26年度、非常に期待し

てますので、そこをしっかり私たちに見せてい

ただけるように要望しておきたいと思います。

○丸山委員 主要施策の212、213ページの絡み

でなんですけども、特に213ページに主要施策の

進捗状況の中の健康や環境に着目したブラン

ドっていうことでなんですけども。なかなか平

成25年度の実績も、品目的にも４、目標が８な

のに半分、産地にしても16なのに４という非常

にお粗末な、非常に伸びが悪いと思ってるんで

すが。実際、これは、健康とか環境に配慮したっ
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ていうのをやっていかない限りは、ほかの産地

との差別化、非常に心配だと思ってる、なぜ、

ここまで実績が伸び悩んでいるのかっていうの

を教えていただくとありがたいと思ってます。

○甲斐ブランド・流通対策室長 委員おっしゃ

いますように、今、高齢化の時代におきまして、

やはり健康機能性、栄養機能性をテーマにしたっ

ていうところは非常に重要かと思っております。

そのために、平成25年度、全国に先駆けてと

いいますか、こういう産地、全国規模での取り

組みとしては初めてじゃないかと思いますけど

も、健康ピーマンという形で初めて認証いたし

まして、販売に至ったところであります。

ただ、販売してみますと、現在、ピーマンを

販売してる量販店のうち、生協等を中心に半分

の受け手側では、健康ピーマンでは販売できな

いというようなことを言われてます。これは、

健康ピーマン自体がだめだということではなく

て、量販店等の言い分によりますと、店頭で説

明をしないといけないので、店頭での説明が十

分できませんと、なので、なかなか健康ピーマ

ンとしての扱いというのは難しいというのが答

えでございました。

我々としては、Ｑ＆Ａとかそういったものを

つくって、御説明はしてるわけなんですけども、

やはり末端、店頭まで行くような活動をもっと

強化しなければいけないと思っております。

今、品目としましては、もっとふやすような

形で努力はしてるわけなんですけども、やはり

最初にそういった健康商品の定着化に向けた取

り組みというものをもっと強化していかないと、

なかなか産地品目は伸びていかないのかなと思

いまして、その辺を今後強化したいというふう

に考えております。

○丸山委員 量販店がそういうことであれば、

しっかり連携をとってもらわなくちゃいけない

と思ってるんですが、あと、もう少し深くお願

いしたいのが、つくられてる農家の所得が本当

にアップしたんだよってことにつながらないと、

多分産地は広がらないっていうふうに思ってる

んですが、その辺のリサーチ等はやられてるん

でしょうか。

○甲斐ブランド・流通対策室長 健康ピーマン

を販売いたしまして、25年度は、単価的にはそ

の前年よりかはいいような状況でございました。

ただ、それが健康ピーマンの成果というわけで

は、なかなか直接はまだ結びついていないとい

うのは、さっきお話ししましたように、量販店

または消費者まで十分にそのよさといいますか、

その内容が伝わっていないということが、まだ

原因かなと思っております。

今後、やはりそういった健康ピーマンという

ものを、機能性というものをもっと消費者や量

販店にアピールすることによりまして、差別化

を図っていきたいというふうに考えております。

○丸山委員 ぜひよろしくお願いしたいと思っ

て、努力をお願いします。

次は、214ページの③に書いてありますが、最

近地球温暖化っていうのを感じておりまして、

今、この辺の新品目の導入・検討などに、技術

開発に努めたっていうことなんですけども、こ

れは、うまく本当に普及まで含めてしていかな

いと、宮崎の農業っていうのが非常に厳しくなっ

ていくんじゃないかと思ってますが、平成25年

度の取り組み状況と成果についてお伺いしたい

と思います。

○井上総合農業試験場長 温暖化に適応した新

品目の導入についての取り組みでありますけど

も、農業試験場では、温暖化で一番影響を受け

ますのが、例えば果樹でいけばブドウの着色が



- 74 -

平成26年10月２日(木)

悪くなったりとか、そういうこともありますの

で、そういった栽培面から、ぜひ、温暖化の影

響を受けないようなことをやっていきたいとい

うことを一つやっております。

それともう一つは、温暖化を逆に生かすとい

うようなことで、今後、新しい品目としまして、

ライチ、インドナツメ、アテモヤ等の栽培技術

の確立について、25年度、重点的に取り組んだ

とこであります。

具体的には、ライチについては、現在、12品

種を導入しまして、この優良系統の選抜に取り

組みますとともに、栽培技術の確立ということ

で、隔年結果と、それから劣化が一番問題にな

りますので、これを何とかクリアしようという

ような、そういった取り組みを進めております。

○丸山委員 地球温暖化のほうを生かすのも必

要だと思ってます。主食である米とかどうなの

かとか含めて、多分やってるんじゃないかなと

思ってます。あとは、地球温暖化によって、非

常に大きな台風があって、そういう風対策なん

かもやっていらっしゃるんであれば、少し紹介

していただくとありがたいかなと思っておりま

すけども。

○日髙農産園芸課長 温暖化の影響を回避す

るっていうような対策といたしまして、例えば、

米につきましては、やはり従来つくられており

ますコシヒカリであるとか、もしくはヒノヒカ

リであるとか、こういうようないわゆる中期、

中生系の品種から、いわゆる高温を少しでも回

避できるような時期に穂が出るというような形

での、晩生系の品種の育成であったりとか、こ

ういったものを現在育成していただいてまして、

例えば早期水稲でいけば「夏の笑み」、もしくは

普通期水稲でいけば「まいひかり」と、こういっ

たような品種というものを開発していただいて

るところで、現在、それを普及にかけてるとこ

ろでございます。

それとあと、もう一つ、風対策といったもの

の中では、例えば、どうしても台風が近づいて

くることをとめることはできないっていうこと

でございますけれども、クリであれば、例えば

収穫ネットのいわゆるさらなる普及によってそ

のまま地べたに落ちるのを回避するというとこ

ろもございますし、もう一つは、やはりハウス

関係でも、例えば低コスト対候性ハウスといっ

たものの中で、風速が50メーターまでは耐えら

れるというようなハウスを、当然、その時期に

かかるものについて推進をしていきたいという

ふうに考えてございますし、その栽培時期に台

風等の影響が少ないと、なかなかないというこ

とであれば、そこまでのコストのかからないよ

うなハウスというものを推進をしてるというよ

うな状況でございます。

○丸山委員 いろいろ研究していただいており

ますが、それをちゃんと普及していただいて、

所得につながるようにお願いしたいと思います。

あと、ライチに関してなんですけども、マン

ゴーと同じようになって、マンゴーがふえ過ぎ

て値崩れをやってる状況のように認識して、マ

ンゴーの場合には量がふえ過ぎて、一時期高過

ぎたっていうのも逆にあるのかもしれませんけ

ども、ライチに関しての今後の予測っていいま

すか、25年度やってみて、どのような感触って

いうように考えればよろしいんでしょうか。

○日髙農産園芸課長 25年度のライチでござい

ますけれども、大体県内で1.4ヘクタールほど、

いわゆるライチの研究会というのがございまし

て、そういう研究会の方々を中心に、大体１ヘ

クタールちょっとが栽培されてるという状況で

ございます。
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ただ、先ほど試験場長からもございましたよ

うに、あくまでこれはまだ試験栽培的要素が非

常に強いというところでございまして、例えば

昨年でいいますと、本来、1.5トンから２トンほ

どの収穫を見込んでいたわけなんですけれども、

ちょうど６月の中旬から下旬にかけての天候等

の関係によりまして、全部皮が割れてしまった

というようなことで、生食用の販売ができなく

なって、加工用に転換をしたりとか、こういう

ような取り組みをしたところでございます。

そういう意味からしますと、まだ十分に栽培

技術が確立されていないというような状況かと

いうふうに考えてございまして、今、委員から

御指摘いただいたような、いわゆるふやすにし

ても一定のレベル以上の技術を持ってなければ、

多分、これは無理な品種であろうというふうに

考えてございますので、十分ブランドとも連携

しながら、マーケットニーズを把握して、それ

に応じた生産が行えるような体制に持っていき

たいというふうに考えてます。

○丸山委員 ぜひマンゴーが、余りにもふえ過

ぎて、ちょっと技術がないのに手を出した方々

もいらっしゃって、非常に借金だけふえて失敗

したような感じも見受けられますので、その辺

はしっかりと指導もお願いしたいと思ってます。

次に、⑤に書いてあります輸送コスト縮減に

ついて、具体的にどれくらいの削減が、この前

であって、成果が続いているのかを含めて、

ちょっと詳しく教えていただくとありがたいか

なと思っております。

○甲斐ブランド・流通対策室長 流通コストの

削減についてのお尋ねでございます。25年度に

つきましては、３農協で流通コストの削減計画

を立てていただいております。

まず、ＪＡこばやしにつきましては、ゴボウ

におきまして、受入体制の見直し、包装機等の

導入によりまして、人件費を約２割節約する形

での削減計画を立てております。

ＪＡ西都は、ニラにおきまして、包装機、今

までは一部のものしか対応できなかった包装機

を全部対応することによりまして、農家の方は

全部持ち込みという形で、約12％程度の削減を

考えております。

またＪＡ尾鈴さんにおきましては、キュウリ、

ＪＡ日向さんからの委託、ミニトマト、ＪＡ高

千穂地区からの委託、また、新たにＪＡ児湯の

ニラを受託選果することによって、要するに、

選果場をもうそこに総合的にまとめることに

よって、共通パレット等の整備を行うことによっ

て、2.5％程度のコストの削減を進めるという３

つの計画を立ててるとこでございます。

○丸山委員 立ててるんではなくて、本当に25

年度でやった事業でしょうから、具体的にどれ

ぐらい下がったのか、２割下げるとか、12％下

げる、2.5％下げるということが目標であったん

で、本当に下がったのかどうかっていうのを教

えていただくとありがたいかなと思うんですが。

○甲斐ブランド・流通対策室長 そこの確認は

まだしておりませんので、今後、そこのところ

の確認をしていきたいというふうに考えます。

○丸山委員 これは、25年度の事業ですので、

しっかりここを確認しないと結局意味がないか

ら、これをあとどうやってモデルでやって、こ

れをほかにどう県内に広めていくのかというの

が大きなことでありますので、ここは、そのこ

とをしっかり検証してもらわないと、これは、

主要成果の中には全然、努めるということじゃ

なくて、ここを一番、宮崎としては輸送農業地

帯で、コストを下げていかなくちゃいけない一

番重要なポイントだというふうに思ってますの
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で、ここをしっかりと検証していただくことが

重要だろうと思ってますので、これは早急にやっ

ていただいて、報告をお願いしたいというふう

に思っております。

○甲斐ブランド・流通対策室長 私どもも、や

はり農協において、選果場あたりの統合整備を

進めることによって、いかに流通コストを削減

するかということが非常に大きな課題と思って

おりますので、速やかに行いたいと思います。

○丸山委員 ぜひお願いいたします。

次に、⑦に書いております、これは、恐らく

マーケットインの調査をされて、この６品目を

選ばれたんだろうなというふうに思っているん

ですが、実際に産地の育成とか、どのような形

になっていって、農家所得まで上がったのかど

うかを含めて教えていただければありがたいと

いうふうに思っております。

○甲斐ブランド・流通対策室長 市場におきま

していろんな情報が入ってまいります。その情

報に基づきまして、新たな産地づくりを行った

ものでございまして、25年度はフカネギ、加工

用大根、ミニトマト、ショウガ、ラッキョウ、

キイチゴの６品目につきまして、市場と共に産

地の育成に取り組み、それに必要な機材等につ

いての助成を行ったものでございます。

○丸山委員 場所とか産地が。

○甲斐ブランド・流通対策室長 失礼しました。

まず、加工用大根とラッキョウにつきましては、

都城の市場と一緒に、都城地域での取り組みで

ございます。それと、ショウガにつきましては、

串間の市場との取り組みでございます。そして、

フカネギ、トマト、これは、延岡の市場との取

り組み、キイチゴにつきましては、宮崎中央花

きさんとの取り組みでございます。

○丸山委員 市場との取り組みはわかるんです

が、実際に産地ができたのか。農家が広がって

いって、そこでできたのかっていうのは、25年

度はまだ努めたっていうことですので、ただ単

に連携をしたっていうだけの取り組みなのかを

お伺いできればと思っております。

○甲斐ブランド・流通対策室長 25年度におき

ましては、ショウガにおきまして生産者戸数３

名で始めておりますし、加工用大根、ラッキョ

ウも３名ずつ、フカネギ、トマトは６名、４名、

キイチゴが８名という形で、まだ面積的にはい

ずれも少ないものでございますが、今後、27年

度を目標に拡大していきたいというふうに考え

ております。

○丸山委員 恐らくはこのマーケットインを、

ここの市場のほう、非常に伸びる可能性が高い

からお願いしたいということであろうと思いま

すので、もう重点的に上げるというふうに多分

思ってらっしゃるので、まだまだ少ない数だと

思ってます。面積も足りない、ある程度ロット

がそろわないと、恐らく相手にしてくれないと

か、いろんな条件がある。品質はこれ以上でな

いといけないとか、多分あると思いますので、

その辺をしっかりと生産者と連携しながら、こ

の６品目を伸ばすんであれば、ちゃんとそうい

うふうにやっていただいて、かつ今後、青年就

農給付金とかうまく使いながらとか、いろんな

形で新規就農もうまくできるとか、そういうの

も総合的にやっていただける体制をつくる、ちゃ

んとしていただくことをお願いしたいというふ

うに思っております。

その青年就農給付金のことについて、少し含

めてお伺いできればなと思っているんですが、

先ほど、219ページにいろいろ、平成25年度の開

始人数とか教えていただいたんですが、宮崎と

すれば、恐らくこの220ページに書いてある新規
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就農者数の平成26年度の目標が380ということ

で、これぐらいの本当は目標ですので、この290っ

ていうのは大体この青年就農給付金とその他を

プラスすると、大体合うような感じがするんで

すが。なぜ青年就農給付金が、これは、国も悪

いのかなと思ってるんですが、本当は８億ぐら

いついてたやつが、なかなか予算的に間に合わ

なくて減額を結構したんですよね。そういう影

響もあって、数が少なくなっている、なかなか

伸びも悪かったんじゃないかなと思ってるんで

すが。今後、25年度で仮に、本当、これはもう

予算がなかったから、厳しく審査をしたとかっ

ていうのなのか、辞退っていうのがあったんで

すが、本当はもうちょっとほかにもやりたい人

がいたっていう認識でいいのか、25年は間に合

わないから26年に行ってくださいねっていうふ

うに、これは準備型も含めてなんですが、どの

ような指導を農家にされたのかっていうのをも

う少し具体的に伺えれば、ありがたいかなと思っ

ています。

○大久津地域農業推進課長 まず、新規就農者

の動きにつきましては、若干290と減っておりま

すけれども、これについては法人就農が、各年

度で150名ぐらいいたり、110名ぐらい減ったり

という変化はございまして、25年はそこが底だっ

たということでございます。

一方、青年就農給付金については、自営農業

者への新規就農者ということで、これについて

は、25年度は173名が自営就農者でございまして、

そのうち経営開始型として66名が青年就農給付

金を給付しております。これは、希望者につい

ては、認定要件を満たす者については全て満た

しておりますが、特に畜産などがやはり初期投

資が多いということと、自立経営を５年以内に

やるというのはなかなか難しいということで、

そういった部分と農地の取得とか、そういった

部分でなかなか難しいというところで、畜産あ

たりが対象にならないというようなところでの

数字が、若干、自営就農と給付金との差がある

と思っております。

ただ、これは、25年度からは若干親元就農要

件緩和等もできましたし、また、市町村等との

一体的な取り組みということで、今後、手続等

も市町村で細かい手続ができるようになりまし

たので、それを今現在進めております。そういっ

た中で、本年度は少しずつその対応もふえてく

るんではないかというふうに期待しております。

○丸山委員 今、課長の言っていただいたとお

り、平成25年度に実際にやってみて、親元就農

等、本来は救えるのに救えなかったものが非常

にあったと思います。かつ、山間地域と平場の

地域っていうのは、またそれぞれ要望があったっ

ていうふうに聞いてるんですが、平成25年度に

いろいろ審査してみると、市町村と話をしてい

ただいたと思うんですが、どういうところを変

えてほしいという意見が強くて、それが26年度

に生かされたっていうのを、もう少し詳しく説

明していただければありがたいかなと思ってお

ります。

○大久津地域農業推進課長 先ほど申しました

経営開始型の青年就農給付金について、66名に

給付しておりますが、これの中心となるのはや

はり中部地域と北諸、西諸地域、ここが中心と

なっております。県北、県南あたりについては、

やっぱり需要が少ない。全体の新規就農者も少

ない部分はございますけれども、特に沿岸端等

については、園芸品目の希望が多いということ

で、そういったところでの新規就農者算入とい

うことで、この給付金の対象者が多いというこ

とではございます。
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そういっても、地域のバランスがまだまだ周

知しないといけないということで、ことしから

新規就農者の手続、先ほど言いましたように、

今まで県が認定する部分から、市町村でもう新

規就農者の発掘から認定、そして認定農業者の

育成、認定まで、一連を市町村がやる形で、本

年度の後半から始まりましたので、今、各市町

村において、勉強会や研修会等で、十分このメ

リットや手続等を周知いたしまして、今後の事

業の掘り起こしについて、今、推進してるとこ

でございます。それが、まだことしについては

今から、10月からのそういった手続になります

ので、今後、数字については動向を見守ってい

きたいと思っております。

○丸山委員 我々もいろいろ回らせていただい

て思うのは、やっぱり山間地域が非常に使いづ

らいっていうようなことがあって、山間地バー

ジョンに変えてほしいっていうような要望も聞

いてるもんですから、なかなかここに、国の一

辺倒の施策であり、なかなかすぐにはできないっ

ていうふうに、十二分に認識はしてるんですが、

やはり山間地域のほうがより人口減少なり、担

い手不足っていうのがあっているというふうに

認識しておりますので、その辺は、国と十二分

に連携していただければありがたいかなと思っ

ております。

引き続き、220ページの人・農地プランのこと

についてお伺いしたいんですが、平成25年度の

人・農地プランと、また新たに今、もう少しき

め細かく人・農地プランの修正を、今、かけて

いただいているんですが、平成25年度の人・農

地プランは、恐らくこれは、青年就農給付金を

受けるためにつくったっていうふうに思ってる

んですが、作業が大変だったんだろうなと思っ

ています。25年度に人・農地プランを１回つくっ

てみて、宮崎県はどのような、本当に作業の大

変さとか、また、もう少しこの辺が宮崎として

生かすためのプランとしてやってほしいかなと

いう思いがあるんですけども、平成25年度の人

・農地プランの成果等についてお伺いしたいと

思っております。

○戎井連携推進室長 人・農地プランについて

お答えさせていただきます。

人・農地プランは、平成25年で304プランでご

ざいますけれども、この人・農地プランについ

ては平成24年から開始したものですが、国の予

算として、こういう人・農地プランの推進員で

あるとか、作成の事務費がついたのは25年から

でございます。

宮崎では、その前からこの人・農地プランの

仕組みが国でやろうということになったときか

ら、その優良農地フル活用推進対策のほうで、

地域ごとのリーダーとか、地域に詳しい人に謝

金を払うなどして、人・農地プランの推進を国

のほうで事業化される前から進めてまいりまし

た。

そういった効果もあって、平成24年では※148

プランあったものが、平成25年では304プランと

いうふうに上がっております。

ただ、実態としては、農業者の方が中心になっ

て話し合いをしっかりやってというよりは、こ

のプランを作成するてこ入れとして、就農給付

金などのメリット措置がつけられていたわけな

んですけれども、市町村のほうでなかなか地元

が動かないところを何とかプランをつくって、

審議会等にかけてプラン化していったというよ

うな実態はございます。

しっかりやるというのが、かなり、農地中間管

理事業をうまくやっていくためにも非常に大事

※79ページに発言訂正あり
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になってきますので、農地中間管理事業で地域

集積協力金を支払うときの要件として、人・農

地プランをしっかりつくっていただく、リーダ

ーとかをつけて、５年後、10年後を誰に、担い

手に渡していくのかというのを明記してもらう

というのをきっちりやっていただいて、中間管

理事業とあわせて進めていきたいと思っており

ます。

○内村主査 12時になりますので、一旦ここで

休憩して、また、午後１時から始めさせてもら

いたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。暫時休憩します。

午前11時57分休憩

午後０時59分再開

○内村主査 それでは、休憩前に引き続き分科

会を再開いたします。

○大久津地域農業推進課長 午前中の丸山委員

からの青年就農給付金についての御質問で、一

部答弁漏れがございましたのでお答えいたしま

す。

今回の給付金については、26年から親元就農

が認められるという要件緩和のほうだけをお答

えいたしましたけれども、その要件緩和にあわ

せて、その親元就農についても一部新品目の導

入とか経営の多角化を要件ということで緩和さ

れたところでございます。平場ではそういった

取り組みも容易でございますが、山間部ではな

かなか零細規模の状況の中で一気にそういった

取り組みは難しいということで、給付を見送ら

ざるを得なかった事例があったということで、

私どももその情報をキャッチして、国のほうに

も提案要望なり、本省に直接ヒアリングするな

どやっておりますが、まだ見直してすぐという

ことで、今後引き続き検討していきたいという

ことでございますので、これにつきましては委

員からもおっしゃいましたように、山間部の状

況をしっかり訴えて、これについては要件緩和

等を引き続き要望してまいりたいと思います。

追加させていただきます。

○戎井連携推進室長 一つ、午前中の丸山委員

からの人・農地プランの御質問の中で、その答

弁について、平成24年度の人・農地プランの数

が148と、私間違えて答弁してしまいまして、正

しくは178の数字誤りでございますので、訂正さ

せていただきます。申しわけございませんでし

た。

○後藤営農支援課長 午前中、決算特別委員会

資料の14ページ、下から５段目ですが、農業振

興費の不用額、実際は607万6,797円ですが、最

後の２桁を90円というふうに説明申し上げまし

たので、おわびいたします。

○日髙農産園芸課長 農産園芸課でございます。

同じく委員会資料の午前中の説明の中で、（目）

農作物対策費の不用残の額を説明した際に、聞

き取りにくいというような状況があったかと思

われますので、改めて不用残の額について説明

をさせていただきたいと存じます。

委員会資料の17ページをお開きいただきまし

て、上から７段目の不用額の欄でございますけ

れども、（目）農作物対策費の不用残といたしま

して、８億26万4,772円でございます。

農産園芸課は以上でございます。

○丸山委員 改めて、人・農地プランについて

お伺いしたいと思うんですけども、平成24年

が177で、25年には304ということだったと思う

んですが、この数自体は県が想定していたもの

なのか。もっと県としては多くしたいと思って

いたのか。結果的にはこの数字で仕方ないと思

うんで、その辺は少しお伺いできればなと思っ
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ているとこなんですけども。

○戎井連携推進室長 304という数字につきまし

ては、県としては、もっと伸びてくるべきだと

考えております。と申しますのは、人・農地プ

ランが今集落ごとにつくっている市町村もござ

いますが、市町村単位で１つつくっている市町

村もございます。ここは話し合いの単位ごとに、

具体的に申し上げると、集落ごとに人・農地プ

ランをつくってしっかりとした地域での話し合

いをしていただくことが必要であると考えてお

りますので、その単位ごとに、全てが集落ごと

とは申しませんけども、話し合いの単位ごとに

設定していただく。これから中間管理事業を進

めながら人・農地プランの見直しを随時やって

いく中で、数は次第にふえてくると考えており

ます。

○丸山委員 ぜひ実態に合うようにといいます

か、集落がやっぱり基本ということであると、

非常にきめ細かくやっていただいていると思っ

てますので、よろしくお願いしたいと思います。

あと220ページのちょっと気になるといいます

か、施策の進捗状況の新規就農者の数を平成20

年からずっと出してもらってるんですが、新規

就農したとわかるんですけども、例えばこの二、

三年で離農したとか、法人に入ったが、もう続

かなくてやめてしまったっていうような人なん

かの調査とかはやったことがないんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 具体的に、新規就

農者等については普及センターとか公社とか市

町村でフォローアップしておりますので、その

個別案件ごとについては数字はありますけども、

それを県域とか地域ごとにまとめたものは今の

とこございません。特に法人就農者あたりでは、

就農してみたけれども、やっぱりちょっと状況

が違うとか条件が違うとか独立したいとか、そ

ういう思いでまた離農されたり、別に転換され

るとか、そういった事情が個々随時ございます

ので、そういったものについては今後数字が大

きくなりますので、この辺については我がほう

でもしっかり捉えたいということで、その工夫

は今後検討していきたいと思っております。

○丸山委員 よく高校を卒業して、七五三とい

うことで３年以内でやめてしまうということが

あるもんですから、新規就農も同じではいけな

いと思う。ちゃんとこの辺をフォローアップし

ていただいて、しっかり根づいていくことによっ

て全体的な農業者の数を確保して、青年就農給

付金等をうまく活用しながら、担い手をつくっ

ていくというのが大きなポイントになっていっ

たり。また、もしやめたりすると青年就農給付

金の返還とかも恐らく並行して出てくるんだろ

うなと思ってますので、それの指導のあり方と

いうのはどうされているんでしょうか。

○大久津地域農業推進課長 特に今、青年就農

給付金ということでお答えさせていただきます

と、これは給付対象者が資金を借りております

ので、全国でデータベース化されておりまして、

これの就業状況というのは毎年報告をいただく

ことになっております。そこでしっかりフォロ

ーアップして、県内でも途中でリタイアされた

りとか、その就農給付金を途中で休止するとい

うようなことも出ておりますので、そういった

ところについてはしっかりフォローアップ体制

はできておりまして。そのデータベース化も出

てきてますので、そういった仕組みができてる

のはいいんですけれども、一般的なこういった

事業にのらない部分の就農者、こういったのを

どう捉えていくかというのを、今後、工夫、検

討していきたいと思っております。

○丸山委員 ぜひ就農給付金以外の新規就農者
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を含めてフォローアップをお願いしたいという

ふうに思っております。

続きまして、農産園芸課、営農支援課のほう、

特に今これは食の安全関係でちょっと平成25年

当初を思い出しますと、食品の偽装、大手のレ

ストランとかが偽装といいますか、表示ミスが

あったというふうに認識している。それが結構

生産地にもいろいろ響いてきて、これをしっか

りやってほしいというのがあるんで、平成25年

度だったと私記憶しているんですが。その食品

の安全等含めて、県としての対応を改めてお伺

いできればなというふうに思っているとこなん

ですけども。

○和田食の消費・安全推進室長 昨年、食品表

示関係でいろんな問題がありました。あの所管

は総合政策部、景表法という略称でそこだった

んですけども、やっぱり私ども食の安全・安心

の確保対策会議の事務局を務めてるもんですか

ら、関係課に集まっていただいて情報を共有し、

そして各地区を回りまして、25年度は県北、県

央、県南、そういう事業者関係等に集まってい

ただいて、ＪＡＳ法の表示とか景表法の問題と

か食品衛生法の関係とか、そのあたりを研修会

といいますか、そういうのを実施したりとかし

ておるとこでございます。

○丸山委員 我々、生産者のほうにも疑心、不

信感といいますか、最終的に生産者まで影響す

るんではないかと非常に心配したもんですから、

しっかりと対応を今後ともやっていただければ

ありがたいのかなというふうに思っております。

続きまして、今度は農産園芸課のほうにお伺

いいたしたいと思うんですが、232ページのほう

で米関係のことも含めてなんですけども、ＷＣ

Ｓの関係も拡大をはじめというふうに書いてあ

るんですけども、確かにＷＣＳでつくりやすく

て８万円という形ですごく楽にもうかるという

ようなことであるんですが、ここの問題として、

平成25年度はこの影響があったかどうかはっき

りわからないんですけども、主食用米にウンカ

という虫が非常に多かったというのも一つの要

因じゃないかと言われているもんですから、そ

の辺の主食用米に対するこのＷＣＳなり、今後、

恐らく加工用米を含めてなんですけども、どの

ような検証といいますか、平成25年度は特にウ

ンカが多くて本当に苦労したなというイメージ

があるもんですから、このＷＣＳの関係という

のは検証されたことはないんでしょうか。

○日髙農産園芸課長 ＷＣＳの稲でございます

けれども、委員から御説明がありましたように、

いわゆる子実をとらないということで、非常に

粗放的な栽培が可能だと。それと、あともう一

つは、子実がある程度熟す段階でホールクロッ

プにしてしまうということで、ある程度病害虫

の防除であるとか、こういったところの管理と

いうのがおろそかになりやすいというような傾

向がございます。そういうような傾向といいま

すのが、平成23、24年まで結構あったわけなん

ですけれども、そういった中で国のほうからも、

土づくりと、いわゆるちゃんと牛の餌として活

用することを前提としたホールクロップサイレ

ージでなければ、助成金の対象としないという

ような強い指示がございまして、こういった中

で本県におきましても、当然畜産関係の飼料と

いう形での活用ということを前提につくってい

ただいておりましたけれども、さらにその防除

の徹底というような管理作業も見ていくことに

なったというところでございます。

昨年のウンカの被害でございますけれども、

防除センターのほうからも特別警報というよう

な形で非常に発生が多いというような事前の警
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報もございましたので、主食用のほうでもやは

り収穫前ではございましたけれども、防除の徹

底というのを呼びかけて昨年のような状況に

なったというようなところでございます。

○丸山委員 ＷＣＳの絶対的な量が過剰になり

つつあるんじゃないかというようなことも聞く

んですけども、その辺はどのように捉えていらっ

しゃいますでしょうか。

○日髙農産園芸課長 このＷＣＳにつきまして

は、平成22年、口蹄疫の発生前でございますけ

れども、大体2,500ヘクタールほどあったところ

です。その後、やはり自給飼料の県内の自給を

呼びかけ、それを理解していただいた中で25年

が4,400ヘクタール程度に大きく増加したところ

でございます。さらに26年度、現段階では、そ

れが5,000ヘクタールを超えるような状況という

ことになってございまして、このＷＣＳにつき

ましては、ただ耕種側、つくる側が勝手につくっ

てそれが供給されるというものではなくて、基

本的には、つくる側と利用される側というもの

が利用供給契約というものを結んだ上で作付が

されるというふうな制度でございますので、今

回5,000ヘクタールを超えるような面積につくら

れてございますけれども、その部分につきまし

ては全量畜産農家のほうで活用いただくという

ことを前提になっているというふうに認識して

ます。

○丸山委員 残念ながら飼養頭数は減ってきて

いる状況で、全体的にまだ足りないのかも。何

となく過剰になってしまったらどうなるのかな

というのを感じてるもんですから、実際に提供

して、それを本当に使い切ったかどうかはもう

少し精査等しながらやっていただいて、今後、

飼料米と加工米を含めて進めるときにはそう

いったきめ細かな流通が、恐らく加工米、飼料

米にすると、流通がまた別な倉庫といいますか、

含めてしないといけない。多分非常に難しい問

題も踏まえてるもんですから、ＷＣＳをまず

チェックしてみて何が問題なのか。備蓄をする

とこ、ただ野積みをすればいいのか含めて、ちゃ

んと検証をするべき時期に入っているんじゃな

いのかなと思っておりますので、ちょっとこの

辺は今のうちに問題が起きる前にやっていただ

ければと思って、何かそういった事例とかは感

じてませんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 ＷＣＳにつきましては、

牛の非常に有効な飼料ということでこれまでも

ずっと推進してきております。委員がおっしゃ

るように、課題もそろそろというところは若干

ありまして、餌が単一飼料になりますので、繁

殖農家さんが非常に手軽に使われます。そうし

ますと栄養成分のところとかが偏ってしまうと

いうようなこともありまして、そういう課題に

ついては、今後、地域のほうでしっかり農家に

指導をしていこうということでは考えておりま

す。

○丸山委員 ぜひＷＣＳが先行しておりますの

で、ちゃんと検証ができるような体制でしてい

ただいて、かつ、特に主食米について影響が出

ない感じで、これはそれこそ人・農地プランの

中でゾーニングをしっかり決めていって、上流

部が主食米、下流面は主食米なりＷＣＳという

形でしていくことによって水管理の問題とか薬

の問題とか全部出てくると思ってます。そうい

うきめ細かなことを今のうちに検証していただ

いて、つなげていただければありがたいのかな

というふうに思っております。

233ページの⑤に飛びますけども、最近フルー

ツ関係が、ここに書いてるようにカットしたフ

ルーツのほうが消費者に非常に好まれるという
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ようなことなんですが。本県の現状がどのよう

になっていて、消費者に対してのどのような対

策なり取り組みをやられているのかというのを

お伺いしたいと思っております。

○日髙農産園芸課長 果樹のカットフルーツの

取り組みでございますけれども、現在、事業等

を活用して進めておりますのが、ここに掲げて

ございますように日向夏の取り組みというのが

一番先行していようかというふうに考えてござ

います。

ただ、県内の場合にそのカット工場の関係も

ございまして、現在進めておりますのが、関東

の川崎市のほうの学校給食で定期的にこの日向

夏を供給するというようなことで、カットフル

ーツの取り組みというのが進められてるという

ところでございます。

なお、この日向夏につきましては、現段階で

はそういう学校給食が中心でございますけれど

も、やはり少しでもその出荷時期、利用できる

時期を延ばさなきゃいけないということもあり

まして、４月段階で露地のものを収穫して、そ

れを冷蔵庫の中に入れることによって８月の末

まではその利用が可能だというようなことで、

実際、綾町なり、それから清武町のほうでもそ

ういう取り組みを進めることとしてございます

ので、今後また利用期間が延びることによって

新たな需要というものも開拓できるんではない

かというふうに考えてございます。

○丸山委員 確かに今言われたとおり、長く使

えるというのも必要だと思います。実際、これ

が６次産業化なり、フードビジネスにつながっ

ていくということで、地元での雇用にもつながっ

ていくというふうに思っていますし、コンビニ

なんかを見てもカット野菜とかカットフルーツ

が非常に進んできている、広まっているという

のが現状だと思ってますので、フルーツだけじゃ

なくて、そういった目線をもうちょっと、でき

れば宮崎のほうにそういった工場なり誘致なり

が進むと、非常にうれしいんだろうなと思って

ます。その辺をもう少し、このカットフルーツ

やカット野菜を含めて検証をもう少ししっかり

やっていただくというのをお願いしていきたい

と思っております。

○前屋敷委員 主要施策の報告書の中の215ペー

ジからお願いします。ここの表の一番下の中山

間地域の直接支払い制度ですけれども、これは

やはり中山間地域で農業を継続し、地域でやっ

ぱり住み続けられるという制度としては大変大

事な制度だというふうに思っているんです。そ

れで、216ページのほうに、なかなか既存集落で

の取り組みが困難だということで集落間の連携

が必要じゃないかということなんですが、状況

などをちょっと御説明いただけるといいと思い

ます。

○大久津地域農業推進課長 この直接支払いに

つきましては、ここに書いてありますように、

県北を中心に中山間地域での取り組みというこ

とで耕作放棄地を解消したり、しっかり国土保

全という形での、また営農をしっかり集落で守っ

ていただくということで効果があると思ってお

ります。そういった中で、やはり山間部でござ

いますので、高齢化率が如実に高うございまし

て、集落を引っ張っていくリーダーの不足、ま

た、こういった農地を維持保全するだけの担い

手がいなくなるということで、この協定を結ぶ

だけのメンバーが集落にそろわないというよう

なことで、本年度からはこの集落協定を結んで

ない集落と既存の集落協定をやっているところ

との連携ということでこれまで進めております。

ただ、今後は、ここに書いてありますように、
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もう実施協定を結んでいる集落においても担い

手がいなくなるということで、実施協定地区同

士でのこういった取り組みを加速するための連

携ということを今国のほうで、本年度がこの直

払いについては第３期が終わって来年から第４

期に入るということで、今その検討が進められ

ております。これについては各地域からもそう

いった要望が強うございますので、既存地域で

の連携をしっかりやって維持できるような仕組

みづくりをということで今国に要望しておりま

すので、それが第４期でなるように、今後国の

動向を見守っていきたいと思っております。

○前屋敷委員 地域間の連携になって対象地域

も広くなってきますよね。そういった中で支払

いの基準あたりなどがいろいろ変化していくこ

とも考えられるかもしれませんけど、そういっ

た点ではその辺の基準が落ちないように、きちっ

と維持できるという制度にしていくことが大事

だと思いますので、その辺のところはぜひ国の

ほうにも要望も入れながらお願いをしたいとい

うふうに思います。

それと、218ページの農地保有合理化促進事業

なんですけども、これ予算の関係でいきます

と、25年度は予算をほぼ消化する。24年度の予

算と比較すると、かなり予算が多くなってます

し、26年度の予算を見ると、かなりまた減って

いるという状況なんですけど、事業の中身その

ものが大きく変わるのか、その辺のところを御

説明ください。

○戎井連携推進室長 御質問の合理化事業の予

算が平成24年度に比べて増加していることにつ

いてはちょっと特殊事情がありまして、合理化

事業自体は例年並みでやっておるんですけれど

も、この中でその合理化事業以外の部分としま

して、農地保有合理化促進事業強化基金という

のが平成24年度までございました。これは国の

全国的な会計検査院の指摘がございまして、全

国的に余りちゃんと活用されていない。我が県

では運用などして合理化事業に資しておったん

ですけども、全国的な国の方針で、これをもう

国のほうに一括返還せよという指摘がございま

して、その合理化基金の国から補助されていた

部分の１億6,850万円、こちらのお金を国に25年

度返還をいたしました。その関係で予算として

その１億6,850万円を計上している関係で、従来

よりも予算が大きく見えているところでござい

ます。残りの部分が合理化事業ですので、例年

と変わらず同程度実施しているという状況でご

ざいます。

○前屋敷委員 今、担い手がいなくなったりで

なかなか農地を活用できないということで売っ

たり、それから規模拡大するので買い求めたり

というところを公社がその役割を果たして担っ

ている事業なんですけれども、実際、これまで

もお話出ましたけど、やっぱりなかなか農業経

営がうまくいかずに継続できないというような

ところを補完する点では必要なことではあるん

ですが、細々でも農業をやりたいと、続けたい

という農家にもやっぱり支援といいますか、営

農支援含めていろんなさまざまな施策もこの中

で出てきているんですけれども、そういった点

ではやはり県としても、そういったところにも

ちゃんと手が届くような形でいろんな相談も受

けながら農業が続けられていくような、そうい

う施策が改めて必要だなというふうに思ってい

るとこですので、その辺のところはぜひお願い

をしておきたいというふうに思います。

続けていきます。それと、224ページの地産地

消のところですが、今地産地消のお話も出まし

たけれども、家庭での地産地消、大いに私ども



- 85 -

平成26年10月２日(木)

は主婦の一人ですので、できるだけ地元の農産

物をというふうに思って使っているんですが、

多くの皆さんがそういう思いだと思います。そ

れとあわせて、やはり宮崎のいろんな飲食店の

方々もいろんな取り組みもありますが、地元の

食材でということもかなり進んできている。大

事なことだと思うんですけど、やっぱり毎回出

されると思うんですが、学校給食でどれだけ地

元の品物を子供たちに食べさせていくかという

点では、県内の学校給食で使う地場産品という

のは非常に大きなウエートを占めるんだと思う

んですね。そういった点では今どのくらい全体

としては地場産品が使われているのか、その辺

がわかれば。

○和田食の消費・安全推進室長 少しお待ちく

ださい。宮崎県におきます、これは文部科学省

調べのデータでございますけども、一番直近の

数値が平成24年度の実績でございます。宮崎県

の学校給食における地場産物の活用状況は31.7

％という数値になっております。そしてまた、

全国平均は25.1％という状況でございます。

○前屋敷委員 これは25年度のはまだ公表され

てないんですね。集約できてない。取り組みと

してはどんなですか、ふえているほうでしょう

か。

○和田食の消費・安全推進室長 この文部科学

省の数値はまだ出てないとこでございますけど

も、ふえてほしいなという気持ちを持っており

ます。

○前屋敷委員 先ほどフルーツの話もあって、

よその県の学校給食にカットフルーツなどが使

われているということがありましたので、やっ

ぱり地元の子供たちが、宮崎のおいしい味をしっ

かり子供のうちから味わっていくということは

将来に向けても大事なことですので、ぜひ学校

給食での活用は大きく重点を置いて、施策とし

て進めていただきたいというふうに思います。

226ページで前とも関連ですが、ここの施策の

成果のところの①ですけど、今の地産地消、食

育との関連ですけれども、食育推進リーダー、

それから地産地消推進協力員の皆さん方が、か

なり活動して頑張っておられるということなん

ですけども、今、この推進協力員っていう方は

何名ぐらいいらっしゃるんですか。

○和田食の消費・安全推進室長 平成25年度末

の数値でございますけども、1,484名でございま

す。

○前屋敷委員 全県下で活動されておられるわ

けですね。

○和田食の消費・安全推進室長 県下全域にこ

の協力員の方々はいらっしゃいます。

○前屋敷委員 ぜひ頑張っていただきたいと思

います。それと、もう一件あったんですが、後

で。

○ 原委員 ４点ほど伺います。平成25年度は

いろんな施策をしていただいたわけですが、農

業出荷額、大体三千何億あると思うんですが、

これが傾向として伸びたのか減少したのか。そ

れから農業就業者数、ふえたのか減ったのか。

それから所得、もうかる農業を標榜しておられ

るわけですが、一つの経済指標としてどういう

傾向が出たのかという、この３つをまずお聞か

せください。

○向畑農政企画課長 農業産出額につきまして

は、24年度の数字でございますけども、3,036億

ということで23年度に比べまして伸びておりま

す。３年ぶりの3,000億台という形になっており

ます。

それと……。少し時間ください。申しわけな

いです。
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○内村主査 ちょっとお待ちください。

○ 原委員 その間、別のとこいきましょうか。

いいですか。

○内村主査 いいです、どうぞ。

○ 原委員 その間、別なとこにいきますので、

ゆっくりお探しください。

219ページ、農業大学校です。いつも話になる

ことなんですが、卒業生の進路がどうだったの

かということ、それから学生数の定員に対する

充足率がどうなのかということ、それとそのカ

リキュラム、今イノベーション、農業改革いろ

いろあるわけですけど、そのカリキュラムの中

で今後変わっていく農業、いわゆる最先端の農

業、そういうものを意識したカリキュラムで授

業が行われているのか、どんなことが行われて

いるかと、その最先端のイノベーション等含め

た教育、カリキュラムについて教えてください。

その農業大学校については３つだけです。

○山内県立農業大学校長 まず、卒業生のいわ

ゆる出口の状況でございます。平成25年度につ

きましては43名の卒業生がおりまして、そのう

ち就農は25名おります。うち最近の傾向で多く

て25年もそういう状況でございましたが、25名

中15名が農業法人への就職就農というような形

態になってございます。

なお、こういった農業法人への就職就農の状

況というのは今後ますますふえてくるのではな

いかなというふうに考えております。

それから、農業大学校等の学生数等の状況等

でございますけども、主要施策の成果の219ペー

ジのところに戻っていただきまして、この中で94

名と書いてございますが、実は内訳は１年生が50

名で、２年生が44名の94名。これは昨年度の当

初４月１日現在の数値でございます。１年の50

名中２名がちょっと中途退学しておりまして、48

名、そして今年度57名入ってきまして、あと２

年からちょっと卒業できなかった者が１名で、

現在は106名というようなとこです。

ただ、御指摘の中にもあるかもしれませんけ

れども、もともと本校の定員数というのは65名

ですので、２学年ということでいきますと130名。

実質、定員を満たすにはそういった状況下の中

での今申し上げたような数字でございます。こ

れにつきましては、農業大学校が有する施設と

か、あるいはスタッフ等の人的資源など恵まれ

た学習環境を十分に生かし切れていない状況に

あるというふうに真摯に考えておりまして、危

機感を持ってそれぞれ入学者募集の入り口対策、

それから学校のカリキュラムを含めた学校経営

対策、冒頭申し上げました出口対策の強化とい

うのを図って、魅力ある学校づくりを図ってい

くべきだというふうに考えております。

カリキュラム等についてでございますけれど

も、先ほど農業法人の就職就農等もあるという

ふうにも申し上げましたけども、これから変革

する農業情勢の中でやっぱり農業人として生き

抜くためには、そういった組織内の就業者とい

うことの視点でも、守りから攻めの農業へと転

換できるようなたくましい実践力を備えるとい

うことは重要なことだろうと思います。

それで今年度、特に強化をこれから図ってい

きたいということで４つほど上げてございます

が、一つは、就職就農とかいったとこでいくと、

特に多く言われてるのがコミュニケーション能

力、組織の中での人格形成といいますか、コミュ

ニケーション能力を備えた人間力といったよう

な視点、それから経営マネジメント能力とか国

際感覚を高めたいわゆる経営管理能力、そして

３番目が高度な栽培・飼養管理とか技術実践力、

そして４番目のくくりといたしまして、ここも
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強化していかなければいけないところが、農業

機械等の多様な資格を取得させます機械管理能

力、そういった４つの視点から強化を進めてい

きたいと思ってます。

現在、具体的な検討を進めておるのが、特に

６次産業化というような視点でいきますと、そ

ういう４つの視点とはオーバーラップしますけ

れども、例えば本校で小麦の生産等をやってお

りますけども、町内のホテルとタイアップして、

いわゆる農大パンというような形としてブラン

ドパンとして出しているというのもございます

し、県内の量販店とタイアップした農大校の商

品供給づくりというのを進めております。そう

いったような取り組みを進めている状況でござ

います。

○ 原委員 43名の中の25名が就農、残りの人

はどこに就職されたんでしょうか。

○山内県立農業大学校長 宮崎大学への進学が

１名、３年生の編入ということで１名、その他

進学者含めて２名ございます。それから、農業

関連の企業とかといったような農業関連の就職

が11名といったような状況にございます。

○ 原委員 その卒業生は県外、県内、ほとん

どが県内ですか。

○山内県立農業大学校長 一部県外のスーパー

等に行っている者もおりますけれども、ほとん

どが県内でございます。

○ 原委員 この前一般質問の中で、いわゆる

先端農業機械をこれから取り入れるようなシス

テムをということの質問をしましたが、たしか

農業大学校のルピナスパーク内でしたかね、そ

ういう実証のできる施設をつくるというような

ことでしたが、これは農業大学校とのタイアッ

プというのは何か縁があるんでしたかね。

○山内県立農業大学校長 例えば一つの例で申

し上げますと、今ちょっと検討しておりますの

が、学科改編を先般行った際に、アグリビジネ

ス学科の大規模経営コースということで、いわ

ゆる農業法人の就職就農等も想定した学科を創

設いたしました。ところが、やっぱり本校のフィ

ールドをうまく活用してそういった研修実務を

学んでいくには、なかなか限界もあるとこがご

ざいます。そういったところで、いわゆる農業

法人等が持っております機械等にもさわらせる

というか、そういった農業法人の生産活動の中

に本校の学生等も交流で組み入れ、組み込みな

がらやっていくというような取り組みで先端技

術に触れさせることのできるような機会づくり

とか、あるいは試験場等が行っておりますよう

な実証普及に対しまして、実は本校の学生は、

１年のうち半分がプロジェクト学習ということ

で生産活動に携わることになりますので、その

プロジェクト学習の中に試験場からの実証研究

課題を組み込ませながら先端技術を学ばせると

いうか、そういった取り組みを具体的に進めて

いこうというふうに思っております。

○ 原委員 わかりました。いい農業人を、最

先端を走る農業人をぜひ育てていただきますよ

うお願いします。

○向畑農政企画課長 遅くなりまして申しわけ

ございません。若干データが古いんですけれど

も、平成22年の農業センサスのデータで御説明

申し上げます。

農業就業人口に関しましては、22年が５

万7,076名となっております。その中で主業農家

─農業を専らにされる方─が１万620農家と

いうことでございまして、そういった方々の農

家所得、本県の場合は若干データがあれなんで

すけれども、平成23年になりますが、574万6,000

円になっております。
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○ 原委員 わかりました。今の数字はそれで

承りました。ありがとうございました。

220ページです。ここに施策の進捗状況がある

んですが、表の一番下、他産業からの参入法人

数ということで目標も26年度あるんですが、こ

の他産業というのはどういう産業からの参入な

のか、どういう職種かということですね。それ

と、その規模、どの程度の法人としての規模と

して入ってきておられるのか、どういうものを

つくろうとしておられるのか、ちょっとその辺

の特色を教えてください。

○戎井連携推進室長 他産業というのは、主に、

例えば土建業であるとか、あるいは食品産業で

あるとか、そういった分野からの参入が多いで

す。あと、どういう規模でというのは企業です

ので、経営の内容にもよりますけれども、ハウ

スでしたら数十ヘクタールという規模、具体的

にはハウスで入ってくる場合が多くございます。

ＩＴを活用しながらトマトを生産したり、ある

いは植物工場のような形でレタスを栽培したり

というように、ハウスのそれなりの規模の参入

の方法で入ってこられていて、ＩＴ技術など経

営的にしっかりしたような形で、ただ、なかな

か他産業から入ってきますので、農業の技術が

まだ十分じゃない場合がありますから、それは

地元の農業者と連携しながら計画を立ててしっ

かりやっていて、例えばＪＲ九州であるとかロ

ーソン、ＪＲ九州は初めは計画からちょっと下

回っている部分もありましたけれども、徐々に

計画どおりのその生産量を上げてきている状況

でございます。

○ 原委員 ＪＲとかローソンというのは、い

わゆる県外資本ということになりますが、この

法人の中の県外、県内の割合というのは大体ど

れぐらいでしょうか。大まかな割合で結構なん

ですけど。

○戎井連携推進室長 資本については、参入法

人という意味でしたら、県内の土建業であると

か、そういったところの参入が多くございます。

ただ、県のほうでかかわるような形で外部から

ローソンファームさんであるとかＪＲ九州さん

というのは県外からの参入ということで、県内

の農業者の方と連携する形で県のほうで支援を

しながら参入をしていただいているものでござ

います。

○ 原委員 農業法人の場合は、誘致企業とか

そういう対象にはならないんですよね。

○戎井連携推進室長 農業法人で参入していた

だける場合には県の支援の対象になります。県

内の場合は、施設整備するなどした場合に10分

の１の支援を行っておりますし、県外から来て

いただいた場合には10分の２の支援をしていま

す。それとあわせて、国の整備事業なども活用

しながら入りやすい形で支援をしているとこで

ございます。

○ 原委員 ちょっと話を変えます。２段目の

新規就農者数、これのＩターンの割合はわかり

ますでしょうか。この前四国に行きましたら、

ここはもう既に県の政策の大きな柱としてＩタ

ーン者をふやすんだということがうたってあり

まして、確かに南国市に行きましたけど、かな

りの方が、いわゆるハウス園芸が盛んなところ

で経営者が高齢化する、ハウスが余る、そのま

ま中古ハウスをお借りして土地もお借りして、

Ｉターンで全く農業に関係のなかった人たちが

目に見える形で入ってきておられるというのを

見てきたんですけど、本県の場合は、この新規

就農者数の中にＩターンというのはどれぐらい

いらっしゃるものなのか。

○大久津地域農業推進課長 詳細な分析はでき



- 89 -

平成26年10月２日(木)

ておりませんけれども、本年度290名の新規参入

のうち、内訳としましては学卒就農と研修後就

農と離職されて就農、あと新規参入、法人就農

と分かれますが、その中の新規参入、このあた

りが県外から宮崎での農業を求めて来られる方

が多くございますので、そういう方が45名ぐら

いございます。一部は県内からの方もおられま

すけれども、そういった方たちが主に宮崎の農

業を求めて来られまして、こういったものが先

ほど出ました青年就農給付金ですとか新規就農

支援資金、こういうのを資金の対象として貸し

付けたりとか、そういうところで把握してる分

が大枠は40名前後ということでございます。

○ 原委員 Ｉターン45というのはかなり多い

ですね。データをまたとられて、これからも追っ

かけていただくと、おもしろいデータが出るん

じゃないかと思います。その上の農業法人数、

平成25年732、平成26年715、下がってますけど、

これは何か将来は需要が減るからということで

しょうか。下がっている意味は。目標値。

○大久津地域農業推進課長 目標値は715で、25

年が732ということで、24年からすると42ふえた

形で、積算したものでございます。あと、この25

については、やはりフードビジネスということ

で法人の実態を精査しようということで、かな

り巡回で精査しまして、制度が高まった中で法

人数がふえた部分と調査でふえた部分というの

がございまして、結果的には目標値をもう上回

る形に今なっておるとこでございます。

○ 原委員 これ積算ですね、足し算でふえて

る。

○大久津地域農業推進課長 累計ということで

ございます。

○ 原委員 累計ですね。累計、732が715。累

計であれば、ずっとふえていかないかんじゃな

いですか。

○大久津地域農業推進課長 目標値が減ってる。

これは長期計画の中で掲げてる数字ということ

で上げておりまして、現在の数値は、現況もう

……。

○ 原委員 ということは、平成25年度の目標

値は690とか700とかあったけれども、実績は730

に上がりましたということをおっしゃりたいの

でありますね。

○大久津地域農業推進課長 それ以上オーバー

してしまったということでございます。申しわ

けございません。

○ 原委員 ということは、さっきのＩターン

のとこですけど、290というのは累積で290だと。

その中の新規云々が45という、いわゆるＩター

ン45ではないかということなので、これも累積

で45というふうに理解していいわけですね。こ

の年が45じゃないですね。

○大久津地域農業推進課長 新規就農者につい

ては単年度の就農者数でございます。290という

のが単年度で就農された人数でございます。

○ 原委員 ということは、もう一回確認しま

すが、Ｉターンとおぼしき人が45と理解します

が、いいですか。

○大久津地域農業推進課長 新規参入という定

義で整理したときに、資金とか給付金とかの対

象者にそれが多いということで、ほぼそういう

方たちがその数字に含まれるんじゃないかとい

うことで、45が確実かどうかということは、私

どもちょっと、多分以内ということで御了解い

ただきたいと思います。

○ 原委員 できたら、Ｉターンがどうだとい

うとこまで押さえていただいて、そのことで宮

崎県の農業者人口が新しくふえていくと、そこ

に新たな農業が生まれるというようなことを期
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待したいと思うんで聞いたとこだったんですけ

ど、四国の例もそこに意味があったと思ってま

す。よろしくお願いします。

あと１件です。229ページ。バイオマスですが、

これは232ページのエネルギーの転換、化石燃料

依存からの脱却というようなことが言われてま

して、これは漁業もそうです。この油代に打た

れてもうどうしようもないという状況なんです

よね。国際収支もそういうことです。油代に打

たれて、もう今日本の富が外国にいよいよ流出

しだしたよということで、このバイオマス発電

暖房機、発電もですけど、大きな意味があると

思うんですが。

お尋ねしたいのは、林務がこのバイオマスに

ついて、森林バイオマス流通効率化ということ

で木質バイオマス循環システム普及促進という

事業を新規にやってまして、ペレットの価格を

聞きましたら、バーク、皮でつくるのがキロ30

円だと、幹、木の部分でつくるのが40円だとい

うようなことでございました。これは国内あち

こち見て回ると、値段もばらつきがかなりある

ようなんですが、私の感覚では、ちょっと宮崎

県は高いなという気がしたんですけれども、こ

れでもって暖房機を22台入れられ、繰り越し分

が62台、かなりの数を入れていかれて、そのた

めの産地の確立をやるということで、いろいろ

燃焼試験等々やっておられると思うんですが、

先ほど申し上げたようなバークは30円、幹は40

円、これでオイルと比較したときのランニング

コスト云々というのは、一応試験データはとっ

てあるんですか。

○日髙農産園芸課長 燃料費のコストの比較と

いうところでございます。まず、ペレットの価

格でございますけれども、委員から今御指摘を

いただいた水準で、県内では大体、農家レベル

で45円程度が販売価格だというふうに言われて

ございます。当然、地域によっては若干上下の

ぶれというのはございますけれども、大体40円

から45円の間で販売されているという状況でご

ざいます。

実際の燃料として活用する場合には、重油が

大体１リットルに対してペレット燃料が２倍の

量を使うと。同じカロリーを発するためにはそ

れぐらいの量が要るということでございますの

で、現在、重油の価格が105円程度といったもの

の中で、いわゆるランニングコストだけを考え

ますと、燃料費だけを考えますと、ペレットが45

円したとしても２倍使って90円ということで、

一応まだ重油よりか利用コストの面でメリット

があるということでございます。ただ、委員も

御承知のとおり、ボイラーの価格というものが

非常に高コストになってございますので、そこ

まで、いわゆるイニシャルコストまで入れてし

まうと、まだ今のところはペレット暖房機のほ

うが非常にちょっと厳しいところではあろうか

というふうには考えてございます。

○ 原委員 ですから、この林地残材等を含め

てその安定供給ができるのか、発電所は燃料が

ちゃんと入るのか、ペレットは安定的な供給が

できるのかというのが、林務においてはまた大

きな課題でもあるわけですけど、それができた

として、方向性としてはそういう化石燃料から

の脱却、大げさに言えば中東依存からの脱却、

いい方向だと思いますので、何とか今の15円安

いけれども、同じ発熱量を得るのに、実際はそ

のイニシャルコストがかかるから、その分の償

却が要るというわけですね。だから、そういう

意味で割高になるという結果が出てるとすれば、

何とかもうちょっと研究していただいて、こっ

ちでいくことがもう絶対いいんだという何か方
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法、知恵を絞っていただきたいもんだなという

ことを希望申し上げて、質問を終わります。

○前屋敷委員 232ページの降灰による作物被害

防止の施策ですけれども、これは10億円余が26

年度に繰り越しをされて事業がもう始まってる

というふうに思うんですが、これの対象が25年

度で６集団ということになっておりますが、こ

れはそういう集団化したものでないと活用でき

ないというものなのか。降灰被害というのは個

々の農家にも相当かなり被害が及んでいるとい

うこともあるので、まず制度の中身を教えてく

ださい。

○日髙農産園芸課長 活動火山の周辺防災への

対策でございます。先ほど委員の御質問の中で

繰り越し、26年度当初予算額の部分でございま

すけれども、これにつきましてはそこの欄の中

の右端に掲げてございますように6,300万という

ことで、この10億という部分につきましては、

農産園芸課全体の26年度繰越額ということで御

理解いただければというふうに思います。

この活動火山の概要でございますけれども、

現段階では今11次になりますけど、11回目の活

動火山の防災対策の計画をつくってございます。

その計画の中に位置づけられた地域ということ

で、11次、現段階もしくは25年度の段階では、

ここが南那珂地域、北諸地域、それから西諸地

域等々ございます。11次の中でも南那珂、北諸、

西諸地域の５市２町が対象となって、いわゆる

地域限定の事業になってございます。あくまで

桜島降灰、桜島であったりとか一時期の新燃で

あったりとか、こういったものの中で、いわゆ

る降灰の影響によりまして農作物の生育が阻害

されるとか、こういうようなものが数字的に把

握できるようなところを対象にしまして、野菜

であったりとか花卉のハウスであったりとか、

灰を除去するため、灰の被害を取り除くための

ハウスであったりとか洗浄機であったりとか、

こういったものを導入する事業になってござい

まして、そのためには個別補助ではなくて、集

団としてそういう共同作業をやっていただくと

いうことを前提に事業をさせていただいており

ます。

○前屋敷委員 洗浄機とかは共同で使うという

ことも必要だし考えられるんですけれども、ハ

ウスであるとか個人の農家のそういったものも

対象にならないと、具体的にはやはり本当の手

助けにはならないんじゃないかというふうに思

うんですけど、どんなですか。

○日髙農産園芸課長 御指摘のとおり、ハウス

につきましては一応共同作業というところの中

で、いわゆる栽培管理から何からを一緒に１つ

のハウスを何人かで共同して管理しようという

ようなところではなくて、いわゆる栽培施設自

体は個別に管理いたしますけれども、例えば収

穫した収穫物を共同して出荷するとか、もしく

はそれ以外の作業、除灰の作業であったりとか

こういったものあたりを共同でするという要件

がございまして、そういう栽培以外のところの

共同要件というところで組織化を図っていただ

いているのが中心でございます。

○前屋敷委員 しかし、農作物、栽培途中にも

降灰は考えられたりするわけで、ぜひそういっ

た点ではやはり柔軟な対応といいますか、そう

いう要件、今のこの制度の要件以外のものもやっ

ぱり認めていかないと、実際の対策、対応には

ならないというふうに思うんですけど。収穫を

自治体でやるとかいろんなことは当然のことだ

とも思うんですけど、それ以前の問題も含めて。

○日髙農産園芸課長 説明が悪くて大変申しわ

けございません。ここで言う６集団というとこ
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ろは、例えば果樹のハウスであったりとか、そ

ういうキュウリのハウスであったりとかあるわ

けなんですけれども、この中にはそれぞれ例え

ば３戸であるとか３戸以上とか、そういったと

ころで10アール、20アール、50アールという面

積のハウスをつくってございます。そのそれぞ

れのハウスをつくる、いわゆる管理する者とい

うのは、もうそれぞれの個人ということになっ

てございまして、それをハウスをつくってそこ

にキュウリをつくって、出荷するときだけ、い

わゆる収穫をしてＪＡに出荷するとか、こうい

う出荷作業の部分を共同化すると、一緒に出荷

すると、同じトラックに乗せて出荷するとか、

そういうような取り組みをすることによって共

同性を持ってるということですので、基本的に

はそれぞれの個人ごとにハウスを持ってるとい

うことと同じことになろうかと思われます。

○前屋敷委員 具体的には個々の農家への対応

になるということですね。そういう地域でそう

いう運営がなされていれば、営農集団というふ

うにはみなして対応、対処するということです

か。

○日髙農産園芸課長 いわゆる営農集団という

ものの中で規約がちゃんとしっかりしていて、

例えば販売とかそこら辺の経費の部分とか、こ

ういったところの一定の役割分担とかそういう

要件が合致すれば、私どもから言いますと、施

設の管理はそれぞれの個人でやっていただきま

すけれども、共同的に利用をするというような

位置づけが図られるんであれば、それは事業の

対象となっているというふうに考えてます。

○前屋敷委員 それはそういう規約なんでしょ

うけど、もう少し本当にそういうところから外

れている人たちも含めて、受けとめていくよう

な施策でないといけないなというふうに思いま

すので。

○内村主査 よろしいですか。ほかありません

か。

○重松委員 営農支援課さんに環境にやさしい

宮崎エコ農業、225ページとそれから226ページ

にもエコファーマーの認定数を目標値3,000件、

平成25年度は1,766件と大きく伸ばして、このエ

コファーマーという内容とそのＧＡＰというん

ですかね、農業生産工程管理の内容をちょっと

教えていただきたいと思いますが。

○和田食の消費・安全推進室長 まず、エコファ

ーマーでございますが、エコファーマーという

のは、平成11年７月に制定された法律がござい

ます─持続性の高い農業生産方式の導入に関

する法律─これに基づきまして、持続性の高

い農業生産方式の導入に関する計画、これを知

事に提出して、知事の認定を受けた農業者の愛

称でございます。その認定者数が平成25年度に

おきましては1,766名という状況でございます。

次に、ＧＡＰでございます。少々お待ちくだ

さい。ＧＡＰというのは、グッド・アグリカル

チャル・プラクティスの略でＧＡＰと言います。

これを農林水産省では農業生産工程管理という

ような表現でやっております。これにつきまし

ては、農産物の生産におきまして農産物の食品

の安全性や品質確保、そして環境負荷低減、そ

して労働安全確保、これを目的に適切な生産方

法を示す手引きと、その手引きを実践する取り

組みのことでございます。

○重松委員 つまり農薬ですとか、それから生

産工程とかそういうことも細かく分類されてる

ということで理解してよろしいんでしょうか。

○後藤営農支援課長 まず、この表の226ページ、

上のＧＡＰのほうは基本的にはマニュアルとい

いますか、各生産物ごとの生産の決まりといい
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ますか、それを守りながら生産をして、そして

記録する、そしてそれをチェックするという生

産管理をしっかりやっていくということです。

そのことによって例えば食品の農産物の安全性

であるとか環境への負荷を低減するであるとか、

また農業労働の安全性を確保する、そういうこ

とを目的としているものでございます。

それと、エコファーマーのほうは、先ほど室

長が申し上げたとおりなんですが、数字的なと

ころで、まずＧＡＰのほうが51％ということで、

ＧＡＰのほうは26年度からブランドの認証産地

の義務になります。そういう意味で、この主要

産地というふうに表に書いておりますが、産地

改革プランとかブランド認証産地というこの主

要産地、県内142の産地がございますが、そのウ

エートが今51％なんですけど、ことしからそう

いう風に義務化されますので、かなり伸びるん

ではないかなと期待しているところでございま

す。

ただ、一方、このエコファーマーのほうにつ

きましては、一つは、条件として土づくり、そ

れから化学農薬を20％減らしなさい、それから

化学肥料を20％減らしなさいという要件がござ

います。それと、私ども申請書をチェックする

んですが、非常に細かくて、農業者の方にとっ

ては少し面倒かなと。一方、要件のほうが、例

えばこの前のページでございますが、225ページ

の一番下の環境保全型農業直接支援対策事業、

これは環境保全型農業をやられてる方に10アー

ル当たり8,000円助成する、エコファーマーであ

ればそういう要件に入ります。それとか農業改

良資金という無利子の資金がございますが、こ

れが通常10年の償還期間がございますが、それ

を12年に延ばしますと。その条件なり申請の業

務からすると、このメリットがなかなか厳しい

と。

ただ、一方では、やはり堆肥を使った土づく

り、化学農薬を減らす、化学肥料を減らすとい

う環境保全という意味での環境への負荷を低減

する取り組みの入り口の部分でございますので、

ここの部分をしっかり伸ばしていきたいなと考

えてるとこでございます。

○重松委員 ということは、つまりエコファー

マーになったということは、出荷するときにも

何かイメージがすごくよくなるというか、何か

そういう感覚で捉えてよろしいんでしょうかね。

○後藤営農支援課長 やはり農産物の場合は、

どうしても流通側がこれをどうやって、例えば

エコだとか安全だとか、そういう形で消費者の

皆さんに提供するのか、エコファーマーの皆さ

んがつくられたものを認知してくれるような流

通、それに付加価値を認めていただけるような

流通であれば大丈夫なんですが、なかなかそこ

のところがマッチングといいますか、難しいと

こも現実にはあるというところでございます。

○重松委員 わかりました。こういうのがどん

どん広がってアナウンスされたら、すごくいい

ことになるんじゃないかなと思いました。あり

がとうございました。

○内村主査 ほかにありませんか。

○重松委員 同じ環境負荷低減に向けた宮崎方

式のＩＣＭの実証という、これをもう一つ教え

ていただいてよろしいでしょうか。

○後藤営農支援課長 このＩＣＭ技術というの

は、通常、全国的にはＩＰＭと申し上げており

ますが、私ども宮崎県のほうのＩＣＭというの

は、まず土づくりだとかかん水、要するに植物

体が健康に育つような環境をつくって、そして

化学農薬等を減らしながら、かつ、生物農薬と

か天敵で病気とか、それをまた媒介する害虫を
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抑えるというような、環境負荷なり、またでき

る農産物についても安全性、そして生物農薬だ

と化学農薬と違ってずっと生きてる間は効果が

あるわけですので、そういう効果があるという

ところで、私どもとしては特にこの難防除病害

虫、例えばＭＹＳＶというようなウイルスを媒

介するようなミナミキイロアザミウマという虫

は非常に化学農薬がききにくいんですが、これ

は天敵を入れることによってその虫を食べる、

また虫を入れれば常に抑えてくれるというよう

な、そういう風に総合的にやる。最近は、ハウ

スの周りの草を刈って、ハウスの周りにも農薬

を近づけない。そして、ハウスの周りには白い

光、要するに虫が嫌うような反射をするタイベッ

クスという資材、また網を張って中に入れない

というようにトータルで防除なり、そして健康

な植物体をつくって農産物をしっかりつくって

いくというようなところを目指しているもので

ございます。

○内村主査 よろしいですか。ほかありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、以上をもって農政企画

課、地域農業推進課、営農支援課、農産園芸課

を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午後２時９分休憩

午後２時17分再開

○内村主査 それでは、ただいまより分科会を

再開いたします。

これより、農村計画課、農村整備課、水産政

策課、漁村振興課、畜産振興課、家畜防疫対策

課の審査を行います。

平成25年度決算について各課の説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は、６課の説明が全て終了

した後にお願いいたします。

○原農村計画課長 農村計画課でございます。

初めに、お手元の平成25年度決算特別委員会

資料の３ページをお開きください。

農村計画課におきましては、一般会計のみで

ございます。表の上から５段目になりますが、

平成25年度の最終予算額52億5,549万7,000円に

対しまして、支出済み額は52億5,125万3,948円

であります。不用額は424万3,052円となり、執

行率は99.9％となっております。

次に、当課の決算事項別の明細でございます

が、19ページから21ページに記載しておりま

す。20ページをごらんください。中ほどの（目）

土地改良費につきまして、不用額が196万5,817

円となっております。この内容につきましては、

下段から21ページ上段となっておりますが、こ

れは、旅費や需用費等の事務費の執行残や負担

金補助及び交付金につきまして、県単独事業の

宮崎優良農地面的集積推進事業において、補助

金の精算により執行残が生じたものでございま

す。

続きまして、主要施策の成果に関する報告書

についてで御説明いたします。

報告書の234ページをお開きください。３行目、

（２）の施策、快適で人にやさしい生活・空間

づくりでございます。主な事業であります地籍

調査につきましては、１筆ごとの地籍を明確化

するもので、土地に関する最も基本的な調査で

あります。

主な実績としましては、平成25年度は、宮崎

市ほか15市町村及び南那珂森林組合において、

面積61キロ平方メーターの調査を実施いたしま

した。また、下段の表にありますとおり、平成25



- 95 -

平成26年10月２日(木)

年度までの県全体の進捗率は63.7％となってお

ります。

今後も、土地所有に関する権利の保全や明確

化、課税の公平化及び公共事業等における用地

取得事務の円滑化を図るため地籍調査を進めて

まいります。

次に、235ページをごらんください。３行目、

（１）の施策、農業の成長産業化への挑戦でご

ざいます。主な事業であります土地改良事業負

担金につきましては、国営土地改良事業及び緑

資源機構事業に係る県及び地元負担金でありま

して、平成25年度は両事業合わせて８地区で執

行いたしました。

また、次の畑かんで進める地域農業再生につ

きましては、畑地かんがいを活用した新しい畑

かん営農技術と普及体制の確立を図るため、輪

作体系の確立等に向けた試験圃場13カ所の設置

や自走式散水機の試験導入による散水作業の省

力化の実証及び畑かんマイスター20人の活用な

ど、畑かん営農の普及に向けた取り組みを行い

ました。

続きまして、236ページをごらんください。ま

ず、上段の施策の進捗状況にありますとおり、

平成25年度までに9,032ヘクタールの畑地かんが

い施設の整備を進めております。施策の成果と

いたしましては、平成25年度は国営事業及び関

連する県営事業等による畑地かんがい施設456ヘ

クタールの整備を進めた結果、作物の品質向上

や新品目の導入が図られ、大規模畑作の産地づ

くりに向けての取り組みが進められているとこ

ろであります。今後も、関連事業の進捗を図る

とともに、畑地かんがいを活用した収益性の高

い営農の普及を推進してまいります。

以上が主要施策の成果でございます。

最後に、監査における指摘事項につきまして

は、当課はございません。農村計画課は以上で

ございます。

○河野農村整備課長 農村整備課です。

決算特別委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。農村整備課は、一般会計のみであります。

表の中ほどの農村整備課をごらんください。最

終予算額は210億6,453万2,000円、支出済み額

は146億9,745万7,771円、翌年度への繰越額は、

明許繰越が47億1,637万2,000円、事故繰越が６

億2,523万円、不用額は10億2,547万2,229円であ

り、執行率は69.8％であります。なお、繰越額

を含めた執行率は95.1％であります。

次に、（目）の執行残が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものについて御説明しま

す。

22ページをお開きください。（目）農業振興費

については、明許繰越が１億6,976万円、不用額

が96万6,405円で、執行率は83.4％であります。

これは、用地交渉等に日時を要し、繰り越した

ことによるものであります。

次に、23ページをお開きください。（目）農地

総務費については、不用額が3,492万9,906円で、

執行率は95.3％であります。これは、県費措置

してあります職員の人件費の一部を公共事業の

事務費に振りかえたことによるものであります。

その下の（目）土地改良費につきましては、

明許繰越が36億9,060万2,000円、事故繰越が５

億247万4,000円、不用額が６億252万6,918円で、

執行率は69.6％であります。明許繰越は、国の

経済対策による補正予算に伴い、事故繰越は、

入札不調等により契約締結に日時を要し、工期

が不足したため繰り越したことによるものであ

ります。

また、不用額は、平成24年度の国の緊急経済

対策に伴う補正予算につきまして、用地買収や
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地元調整等に日時を要したことによるものであ

ります。

24ページをごらんください。（目）農地防災事

業費につきましては、明許繰越が８億82万1,000

円、事故繰越が１億2,275万6,000円、不用額が

３億8,402万7,500円で、執行率は59.3％であり

ます。明許繰越は、用地交渉等に日時を要した

ことに伴い、また、事故繰越は、資機材の不足

等により日時を要し、工期が不足したため繰り

越したことによるものであります。

また、不用額は、平成24年度の国の緊急経済

対策に伴う補正予算につきまして、用地買収に

日時を要したことや入札残等によるものであり

ます。

25ページをお開きください。中ほどの（目）

海岸保全費につきましては、不用が246万5,500

円で、執行率は96.3％であります。不用は、農

地海岸保全施設の緊急的な修繕等が生じなかっ

たことによるものであります。

26ページをごらんください。（目）耕地災害復

旧費につきましては、繰り越しが5,518万9,000

円、不用額が55万6,000円で、執行率は78.1％で

あります。これは、国による災害査定が12月末

までとなり、市町村の発注時期がおくれ、繰り

越したことによるものであります。

続きまして、お手元の主要施策の成果につき

まして説明したいと存じます。

お手元の報告書の237ページをお開きくださ

い。（１）危機管理体制の確保についてでありま

す。表のみやざき農畜産業復興支援システム整

備につきましては、家畜防疫モデルシステムの

データ管理及び情報の入力を行いました。成果

としましては、畜産農家等の情報の把握を行い、

これらの情報を活用できるシステムにより、迅

速かつ的確に対応できる防疫体制の整備が進め

られました。

次に、238ページをお開きください。（１）農

業の成長産業化への挑戦についてであります。

表の上段の県単独土地改良につきましては、宮

崎市の江田山崎地区ほか84地区で、かんがい排

水や暗渠排水などの整備を行いました。

次に、239ページをごらんください。上から２

段目の県営畑地帯総合整備につきましては、都

城市の払川第１地区ほか35地区で、国営関連事

業としての畑地かんがい施設などの整備を行い

ました。

下段の基幹水利施設ストックマネジメントに

つきましては、国富町ほかの綾川地区ほか２地

区で機能保全計画に基づく対策工事として、用

水路工などの整備を行いました。

次に、240ページをお開きください。下段の県

営広域営農団地農道整備につきましては、門川

町の沿海北部５期地区ほか２地区で農道の整備

を行いました。

241ページをごらんください。上から２段目の

中山間地域総合整備につきましては、高千穂町

の五ヶ所地区ほか３地区で農業用用排水施設や

営農飲雑用水施設などの整備を行いました。

次に、242ページをお開きください。下から２

段目の県営ため池等整備につきましては、都城

市の上下水流地区ほか13地区でため池や用水路

の整備を行いました。

次に、243ページをごらんください。下から２

段目の団体営耕地災害復旧につきましては、宮

崎市ほか14市町村の206カ所で農地や農業用施設

の災害復旧を行いました。

次に、244ページをお開きください。施策の成

果等についてであります。主なものといたしま

しては、①の用排水路の整備、②の畑地かんが

い施設の整備、③の水田の整備により、生産性、
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収益性の高い農業への転換や、畑作物の品質向

上、また担い手農家への農地利用集積などを図っ

たところであります。さらに、⑤の中山間地域

においては、生産基盤や生活環境基盤を一体的

に整備し、地域の活性化や多面的機能の発揮を

図るとともに、⑦のため池や用排水路の整備に

より、農地及び農業用施設への被害防止を図っ

たところであります。今後とも、事業効果の早

期発現を図るため効率的な事業実施に努めてま

いります。

なお、農村整備課におきましては、監査にお

ける指摘事項については該当がございません。

説明は以上です。

○成原水産政策課長 水産政策課でございます。

お手元の平成25年度決算特別委員会資料の３

ページをお開きください。一般会計の下から４

番目の水産政策課の欄でございます。平成25年

度の最終予算額は20億7,210万円でございまし

て、これに対し支出済み額は20億6,240万9,518

円であり、不用額は969万482円、執行率は99.5

％でございます。

次に、特別会計の上から２番目、水産政策課

の欄をごらんください。平成25年度の最終予算

額は１億4,470万1,000円に対し、支出済み額

は4,799万8,260円であり、不用額は9,670万2,740

円、執行率は33.2％でございました。

次に、決算事項別の明細について御説明をい

たします。

資料の27ページをお開きください。下段の

（目）水産業振興費の不用額が243万9,511円ご

ざいますが、これは、主に、次の28ページの中

ほどや下のほうになりますけれども、負担金補

助及び交付金において、利子補給金や儲かる漁

業実現プロジェクト推進事業の補助金が確定し

たこと、また工事請負費において、油津漁業無

線局のケーブル換装工事の執行残が発生したこ

とによるものでございます。

次に、このページの下のほうになりますが、

（目）の水産業協同組合指導費の不用額が114

万970円ございますが、これは、主に一番下の欄

になりますけれども、負担金補助及び交付金に

おいて、養殖共済の赤潮特約の掛金を助成して

いる漁業共済普及促進事業の補助金額が確定し

たことに伴うものでございます。

次に、29ページをお開きください。下段の（目）

漁業取締費の不用額が129万9,139円ございます

が、これは、主に漁業取締船「たかちほ」のドッ

ク及び燃料代などの需用費の執行残でございま

す。

次に、30ページをごらんください。（目）の水

産試験場費の不用額304万1,641円でございます

けれども、これは主に試験研究に係る委託料の

執行残、旅費や需用費などの事務費の節約によ

るものでございます。

次に、32ページをお開きください。宮崎県沿

岸漁業改善資金特別会計でございますが、（目）

の水産業振興費の不用額9,670万2,740円でござ

いますが、これは主に貸付金の執行残でござい

まして、全額、今年度に繰り越されているとこ

ろでございます。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を御説明したいと思います。

主要施策の成果に関する報告書の245ページを

お開きください。（２）水産業の振興についてで

ございます。表の中段、資源管理・漁業経営強

化促進対策につきましては、本県の沿岸で漁獲

されます主な17魚種につきまして、漁獲量や操

業日数等のデータによる客観的な資源評価を実

施し、漁業者の皆様に対し、具体的な資源管理

をまとめた資源管理指針を提示するとともに、
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収益確保のための経営指導を行い、漁業者によ

る主体的な資源管理の取り組みを促進いたしま

した。

次に、246ページをお開きください。下から２

段目の漁業経営安定対策でございますが、急激

な燃油価格等の高騰に備えた国の漁業経営セー

フティネット構築事業への参加を促進いたしま

すため、信用漁連と連携いたしまして漁業者の

積立金に対する無利子貸し付けを実施したとこ

ろでございまして、資金の利用件数が611件と昨

年より150件増加するなど、より多くの経営体の

加入につながったところでございます。

次に、その下の改善事業「日本一のキャビア

産地づくり支援」につきましては、新規着業の

促進とともに、販売体制づくりやＰＲに取り組

んだところであり、その結果、新たに６業者が

加わり、養殖業者数が21業者となるとともに、11

月には宮崎キャビア1983を販売するなど、宮崎

のチョウザメ産業の振興を図ったところでござ

います。

次に、247ページでございます。上から２段目

の新規事業「漁業協同組合機能・基盤強化推進」

につきましては、近年の漁業生産の縮小により

まして、漁協系統組織の体制の維持が困難となっ

ているため、信用事業の信漁連への譲渡や経済

事業の合理化を内容とする経営改善計画を実行

する漁協に対し、信漁連や市町村と連携して信

用事業の譲渡に際して必要となる借入金の金利

負担を軽減し、漁協や系統団体の基盤強化の取

り組みを促進したところでございます。

最後に、一番下の水産業試験につきましては、

水産資源関係では、日向灘沿岸の資源について

の資源評価や漁場形成に関する研究など５課題、

増養殖漁場保全関係では、藻場造成技術に関す

る試験研究など９課題、流通加工関係では、水

産加工廃棄物から抽出したマリンコラーゲン製

品化技術の開発など４課題、内水面の増養殖関

係では、新たなチョウザメ魚種の種苗生産技術

開発など８課題、合わせて26課題に取り組んだ

ところでございます。今後も、第５次宮崎県水

産業・漁村振興長期計画の基本目標である儲か

る水産業の実現に向け、資源回復と収益性向上

を柱として、これらの取り組みを効率的に実施

してまいりたいと考えております。

なお、監査におきます指摘事項につきまして

は、水産政策課は該当ございません。

水産政策課は以上でございます。よろしくお

願い申し上げます。

○日向寺漁村振興課長 漁村振興課でございま

す。

お手元の決算特別委員会資料の３ページをお

開きください。中ほど、漁村振興課のところで

ございます。漁村振興課は一般会計のみで、最

終予算額が61億1,182万6,000円に対しまして、

支出済み額が42億362万6,616円、翌年度への繰

越額は15億270万円、不用額は４億549万9,384円

でございます。執行率は68.8％で、繰越額を含

めた執行率は93.4％となっております。

次に、決算事項別の明細でございますが、33

ページから37ページに記載しております。ま

ず、33ページをお開きください。（目）の水産業

総務費でございます。こちら不用額が351万6,838

円、執行率は98.3％となっております。不用額

の主なものは、職員の人件費の一部を補助公共

事業への人件費に振りかえたことによる執行残

でございます。

次に、（目）の水産業振興費でございます。こ

ちらは、翌年度への繰越額が１億8,492万3,000

円、不用額が３億1,901万4,099円、執行率は73.4

％となっております。不用額の主なものにつき
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ましては、34ページになりますけれども、まず

役務費につきましては、水産施設維持管理にお

きまして、施設に緊急な点検を要する事案がな

かったことによる執行残などによるものでござ

います。

その下、委託料につきましては、河川でのコ

イヘルペスウイルス病の大量発生がなく、死ん

だ魚の回収などの委託料が不用になったこと、

それから浮漁礁の無線・観測機器等の保守点検

委託料の執行残などによるものでございます。

それから、その２段下、工事請負費につきま

しては、漁場整備事業で事業費の確定に伴う執

行残などによるものでございます。

さらにその２段下、負担金補助及び交付金で

ございますが、種子島周辺漁業対策事業補助金

の事業費確定に伴う執行残、それから養殖場で

コイヘルペスウイルス病の発生がなかったこと

により、コイの処分費及び対価助成費用が不用

となったことなどによるものでございます。

続きまして、（目）の漁港管理費でございます。

こちら翌年度への繰越額が6,095万4,000円、不

用額が111万6,737円、執行率が66％となってお

ります。これは、主に海岸漂着物の処理ですと

か海面清掃等の委託料の執行残、それから旅費

や需用費など事務費の節約によるものでござい

ます。

続きまして、35ページをごらんください。（目）

の漁港建設費でございます。こちら翌年度への

繰越額が12億5,682万3,000円、不用額が3,851

万1,710円、執行率は65.7％となっております。

こちらは、漁港の水産基盤整備につきまして、

関係機関との調整等に日時を要したために繰り

越したこと、また、不用額の主なものにつきま

しては、漁港整備に伴う入札残ですとか事業費

の確定に伴う執行残などによるものでございま

す。

続きまして、36ページになります。（目）の漁

港災害復旧費でございます。こちら2,772万9,000

円、それから37ページ、（目）の水産災害復旧費、

これ1,561万1,000円、こちらのほうが漁港施設

や水産施設の被災に対する復旧予算として計上

しておりましたが、平成25年度につきましては、

漁港施設ですとか水産施設におきまして災害が

なかったため全額不用額となっております。

続きまして、主要施策の成果につきまして、

主な事業を御説明いたします。

主要施策の成果に関する報告書の250ページを

お開きください。（２）水産業の振興でございま

す。主な事業でございますが、まず、上から２

段目の内水面漁業振興対策につきましては、県

内の五ヶ瀬川などの主要河川におきまして、ア

ユやヤマメ等の種苗放流を実施したほか、外来

魚の繁殖を抑制するためにブラックバス等の捕

獲を実施したところでございます。また、五ヶ

瀬川及び綾南川、五十鈴川におきまして、簡易

魚道の設置などによる魚道機能の改善を図って

おります。今後も、稚魚放流や外来魚駆除等に

より、内水面における資源の維持培養に努めて

まいりたいと考えております。

続きまして、新規事業「カンパチ養殖経営改

善実証」につきましては、カンパチの人工種苗

４万9,000尾を生産・供給いたしまして飼育試験

を行いました。その結果、従来の天然種苗によ

る飼育よりも飼育コストが削減できる可能性が

示されました。今後も、カンパチ養殖の経営改

善のため、種苗に適した飼育方法の開発と普及

に努めてまいりたいと考えております。

次に、一番下の改善事業「みやざき未来の漁

業担い手確保育成対策」につきましては、新規

就業者確保のため、宮崎県漁業就業者確保育成
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センターと連携しまして就業情報の収集及び発

信を行うとともに、就業希望者の漁業への理解

を深めるための漁業研修を実施しております。

また、地域漁業を担うリーダーでございます漁

業士を平成25年度は７名認定しております。今

後も、漁業士等の活動支援等を通じた地域漁業

のリーダーの育成並びに新規就業者の確保に努

めてまいりたいと考えております。

続きまして、251ページをごらんください。上

から３段目のイセエビ増産促進実証につきまし

ては、こちらは、イセエビの増殖を図るため、

本県沿岸海域へ漂着するイセエビの幼生を効果

的に着生させるための技術開発を行うものでご

ざいまして、稚エビの着生状況などを調査して

おります。

既製品の人工海藻につきましては大型で管理

しにくいため、平成25年度につきましては、８

月から９月にかけて、新たに天然素材─杉な

どを利用したものでございますけれども─で

作成した人工海藻を追加で設置いたしまして、

着生状況を調査したところ計12匹の着生が確認

されました。今後は、天然素材で作成できる人

工海藻の着生効果を明らかにするとともに、漁

業者が容易に作成、投入できる技術の普及を図っ

てまいりたいと考えております。

続きまして、下から２段目の水産基盤整備の

漁場につきましては、増殖場造成としまして、

宮崎市いるか岬沖合のマウンド礁の整備が完成

するとともに、日向灘沖合で中層型浮漁礁の更

新をするなど、海域の基礎生産力の向上に取り

組んだところでございます。今後は、引き続き、

串間市宮之浦沖合でマウンド礁の整備を促進す

るとともに、更新時期を迎える浮漁礁の更新を

計画的に推進してまいりたいと考えております。

続きまして、252ページをごらんください。水

産基盤整備の漁港でございます。水産流通基盤

整備では、北浦漁港ほか３港で防波堤や岸壁工

事等を行いました。また、水産物供給基盤機能

保全では、老朽化により更新が必要となった漁

港施設の長寿命化を図るため、野島漁港ほか７

港で機能保全工事等を実施しております。

漁港施設の整備につきましては、引き続き、

防波堤等の整備を推進するとともに、地震・津

波対策として施設の機能強化を重点的に取り組

んでまいります。また、これまでに整備された

施設につきましても、計画的かつ適切な老朽化

対策を行ってまいりたいと考えております。

続きまして、監査報告についてでございます。

委員会資料のほうにお戻りください。５ページ

になります。中部港湾事務所で１件指摘を受け

ておりますので、指摘内容を御説明させていた

だきます。

まず、（１）の収入事務の３段目でございます。

水域等占用料について、調定額の算定を誤って

いるものが見受けられたとの指摘がございまし

た。指摘後、速やかに適正な処理を講じたとこ

ろでございますけれども、今後は、算定根拠を

明確にするとともに決裁時のチェック体制を強

化いたしまして再発防止に努めてまいりたいと

考えております。

漁村振興課は以上でございます。

○坊園畜産振興課長 畜産振興課でございます。

初めに、お手元の委員会資料３ページをお開

きください。畜産振興課におきましては、一般

会計のみを計上いたしております。一般会計の

下から２行目の畜産振興課の欄でございます。

平成25年度の最終予算額は44億9,345万6,000円

で、その支出済み額は38億320万9,187円となっ

ております。翌年度への繰越額は、明許繰越額

が２億4,944万5,000円、事故繰越が8,197万1,000
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円、不用額は３億5,883万813円となっておりま

す。執行率は84.6％で、繰越額を含めた執行率

は92％となっております。

次に、決算事項別の明細、38ページから40ペ

ージに記載しております。38ページをお開きく

ださい。中ほどの（目）畜産振興費でございま

す。翌年度への繰越額が、明許繰越２億1,260

万4,000円、事故繰越8,197万1,000円、不用額が

３億5,259万5,031円、執行率が78.3％となって

おります。繰り越しにつきましては、明許・事

故ともに畜産公共事業であります公共畜産基盤

再編総合整備事業で事業主体において事業が繰

り越しとなったことによるものでございます。

畜産振興費で不用額が発生しました主な理由

でありますが、39ページをごらんください。一

番上、１行目の負担金補助及び交付金、ここで

３億4,654万円余につきましては、前年度からの

繰越事業であります畜産団地整備育成事業や公

共畜産基盤再編総合整備事業において事業費が

確定したことによる執行残などでございます。

次に、その下４行目の（目）家畜保健衛生費

につきましては、翌年度への繰越額が3,684

万1,000円、不用額が510万1,788円、執行率が68.8

％となっております。繰り越しは、宮崎の畜産

“新生”モデル畜舎整備事業におきまして、事

業主体において事業が繰り越しとなったものに

よるものでございます。

不用額が発生しました主な理由でありますが、

この（目）の６行目の負担金補助及び交付金の478

万円余につきましては、同じく、宮崎の畜産“

新生”モデル畜舎整備事業等において事業費が

確定したことによる執行残などでございます。

続きまして、主要施策の成果でございます。

成果報告書の255ページをお開きください。畜

産振興課、産業づくりの（１）にございます、

農業の成長産業化への挑戦でございます。具体

的には、下の表で御説明をいたしますが、１番

目の改善事業「生乳生産性向上・経営安定化総

合対策」につきましては、優良な乳用後継牛の

確保や酪農家の経営安定を図るため、性選別精

液の導入や県産和牛受精卵の活用に対する支援

を行うとともに、本県牛乳の消費拡大に向けた

取り組みを支援いたしました。

次に、２番目の新規事業「全国発信！宮崎ブ

ランドポーク銘柄確立」につきましては、儲か

る養豚経営の実現を図るため、県産豚肉の新た

なブランド化を進めるとともに、県内外での知

名度向上と販売拡大に向けた取り組みを支援い

たしました。

次に、256ページをごらんください。一番上の

新規事業「全共二連覇“日本一宮崎牛”販路拡

大対策」につきましては、宮崎牛のブランド力

を向上するため、東京食肉市場への生体出荷に

対する支援や香港での知事のトップセールスな

ど、海外における宮崎牛のＰＲ等を実施したと

ころでございます。

次に、４番目の自給飼料基盤に立脚した飼料

増産総合対策、これにつきましては飼料作物の

収穫作業等を代行するコントラクター組織の機

能強化を図るため、県コントラクター等協議会

活動への支援や飼料作物収穫用機械の導入等へ

の支援を行ったところでございます。

次に、257ページをごらんください。２番目の

新規事業「畜産経営コンサル力強化」につきま

しては、実効性のあるコンサルティングを行う

ことで畜産農家の経営安定を図るため、高度な

技術力・指導力を持った専門コンサルタント及

び地域コンサルタントを育成するための研修会

開催への支援を行ったところでございます。

続きまして、施策の成果等でありますが、258
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ページをお開きください。主なものについて御

説明いたします。

まず、①の肉用牛でございますが、種雄牛造

成につきましては、間接検定成績が11頭判明い

たしまして、秀正実が脂肪交雑で4.5と全国歴代

１位となるなど、今後に期待が持てる良好な結

果が得られております。また、海外輸出につき

ましては、海外卸売業者と同行営業等を行うこ

とにより、県産牛肉の輸出量を122トンと伸ばす

ことができました。

④の養鶏につきましては、みやざき地頭鶏に

対する支援のほか、ブロイラー農家への農場バ

イオセキュリティ向上のための取り組み支援、

採卵鶏農家への卵価安定基金の造成支援を通し

ての経営安定対策などを行ったところでござい

ます。

右の次の259ページの一番上、⑨にありますよ

うに、現在、畜産農家が経営を維持、発展させ、

畜産業が将来にわたって本県の基幹産業であり

続けるために、平成25年３月に畜産新生プラン

を策定いたしまして、本県畜産を取り巻く４つ

の課題に対応する取り組みを実施しているとこ

ろでございます。

次に、監査における指摘事項についてでござ

います。委員会資料の５ページをお開きくださ

い。畜産振興課におきまして、収入事務におい

て指摘事項が１件ございました。このページの

一番上でございますが、畜産振興補助事業補助

業務の委託について、調定事務がおくれていた

という指摘でございます。

この事業につきましては、地方競馬全国協会

からの受託事業でありまして、同協会の補助事

業の県内の事業主体に対するいろんな指導につ

いて受託を受けているものでございます。この

受託料の調定事務におきまして、年度当初に限

度額内示の通知を受けて実施しますけども、年

度末に事業費が確定してから調定処理をしてい

たため、事務のおくれについて指摘を受けたも

のでございます。

平成26年度からは受託事業の限度額内示の通

知を受けた時点で調定を行うよう改善したとこ

ろでありまして、今後このようなおくれが生じ

ることのないよう適正な事務処理に努めてまい

りたいと考えております。

畜産振興課は以上でございます。よろしくお

願いいたします。

○久保田家畜防疫対策課長 家畜防疫対策課で

ございます。

お手元の委員会資料の３ページをお開きくだ

さい。家畜防疫対策課におきましては、一般会

計のみを予算計上しております。一般会計の一

番下の家畜防疫対策課の欄でございます。平成25

年度の最終予算額は９億4,135万4,000円で、支

出済み額は６億9,955万1,298円となっておりま

す。不用額は２億4,180万2,702円となっており、

執行率は74.3％であります。

次に、当課における決算事項別の明細であり

ますが、一番最後の41ページをお開きください。

当課におきましては、上から３行目、（目）家畜

保健衛生費のみでありまして、不用額は２

億4,180万2,702円、執行率は74.3％であります。

不用額の主な理由についてでありますが、下か

ら６行目の委託料におきまして２億950万円余の

不用額を生じております。

これにつきましては、口蹄疫や高病原性鳥イ

ンフルエンザの万一の発生に備えまして、その

初動防疫に要する経費を家畜防疫体制整備事業

の中で約１億5,800万円ほど計上しておりまし

た。平成25年度は県内においてこれらの家畜伝

染病の発生はございませんでしたが、12月から
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豚流行性下痢（ＰＥＤ）が県内で発生し、２月

からその蔓延防止のための県営消毒ポイントを

設置したことにより約1,500万円ほどの支出があ

りましたので、１億4,300万円余の執行残額が発

生したものでございます。

また、口蹄疫埋却地再生活用対策事業におき

まして、関係市町村への再生活用対策業務に係

る委託料において、整備箇所の減などによ

り6,300万円余の執行残額が発生しておりますの

で、この２つの事業で委託料の執行残額が２億

円余となり、当課の執行残額の大半を占めてい

る状況でございます。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

報告書の260ページをお開きください。まず、

くらしづくりの２の（１）の危機管理体制の確

保であります。具体的には、表の施策推進のた

めの主な事業及び実績に示しておりますが、主

なものを申し上げますと、２番目の家畜防疫体

制強化事業におきましては、農場防疫の指導体

制を強化する目的で、民間獣医師やＮＯＳＡＩ

獣医師を家畜防疫員として任命いたしまして、

農場巡回指導等を実施してまいりました。その

結果、家保の家畜防疫員による巡回指導と合わ

せますと、昨年度は4,313戸の巡回指導を実施し

ております。

次に、261ページをごらんください。２番目の

新規事業「口蹄疫埋却地再生活用対策事業」に

つきましては、埋却地を農地等として再生利用

するために石れきの除去等の工事を行うもので

ありますが、初年度となります昨年度は、11市

町で134カ所の整備が完了したところでございま

す。

次に、施策の成果等についてでありますが、

①にありますとおり、関係機関と一体となりま

して、防疫体制の強化とともに水際防疫、地域

防疫、農場防疫、迅速な防疫措置という４本の

柱について重点的に取り組んでまいりました。

次に、263ページをごらんください。産業づく

りの（１）の農業の成長産業化への挑戦であり

ます。中ほどの表にあります新規事業「家畜の

衛生管理指導による生産性向上対策事業」につ

きましては、牛・豚それぞれにモデル農場を選

定した上で、牛では繁殖成績の向上を、豚では

肉豚出荷頭数の増加を図ることにより、畜産農

家の生産性向上に資する取り組みを行ったとこ

ろでございます。

次に、施策の成果等でございますけど、下の

表に事業初年度でありますが、25年度末の状況

を記載してるところでございます。

主要施策の成果については以上でございます。

なお、監査における指摘事項は、当課につい

ては該当がありません。

家畜防疫対策課からは以上でございます。

○内村主査 説明が終了いたしましたが、委員

の皆様からの質疑はございませんか。

○ 原委員 切り口を簡単なところから。241ペ

ージ、小水力発電等農村地域導入支援、日之影

町ほか10地区となってますが、可能性調査等10

地区となってますけど、これは全部可能性調査

が終わって、その結果が出たんでしょうか。ど

ういう結果が出てるか教えてください。

○河野農村整備課長 10地区につきましては、

可能性調査のほうは終わっておりますが、結果

につきましては少々お時間をください。

○ 原委員 ちょっと聞こえませんでした。最

後のほうが特に聞こえませんでした。

○河野農村整備課長 結果について少々お時間

をいただきたいと思います。

○ 原委員 結果をちょっと待ちましょうか。
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では、簡単なものをもう一つ。その間に234ペ

ージです。地籍調査です。これもいつも話題に

なることですが、今63.7％。この前、水源を守

る条例でしたかね、簡単に言えばそういうもの

を特別委員会を議会でつくって、それを御提案

を申し上げて環境森林部でつくったときにも、

結局、山の地籍調査が終わってないために、そ

のあたりの把握が非常に困難だというようなこ

とで地籍調査についてもかなり議論があったと

こでした。なかなか国からの予算も確保できな

いというようなことは聞いておりますが、今の

この現状でいくと、宮崎県全部終わるのにあと

何年かかるんでしょうか。

○原農村計画課長 234ページを見ていただきま

して、一番下に表をつけております。その表の

下に国土調査事業第６次十箇年計画ということ

で、平成22年から平成31年までの計画というこ

とで県のほうではつくっております。平成31年

が、今その計画によりますと74％を目標といた

しております。それで大体逆算しますと、順調

にいけば、100％になるためには、あと30年程度

かかるのかなというふうにもくろんでおります。

○ 原委員 市町村で全然かかってないという

か、取り組んでないとこもあるんでしたかね。

○原農村計画課長 県内の各町村の状況でござ

いますが、全然取りかかってないとこはござい

ません。現在ここに書いております、25年度は16

市町村が行いまして、残っております10町村に

つきましては、８町村はもう完了しております。

現在、２町が休止中というような状況となって

おります。

○ 原委員 その休止というのは予算的な関係

ですか。理由は何なんでしょう。

○原農村計画課長 町のほうに事情を聞いてみ

ましたら、残ってるのが全て県有林ということ

で緊急性が低いという理由が１町ございます。

あともう１町につきましては、市街地が残って

ると。その部分については土地区画整理事業の

中で対応したいというようなことを聞いており

ます。

○ 原委員 終わってるところが８つですね。

一番進んでないところで、その自治体の何％ぐ

らいが進んでるんでしょうか。

○原農村計画課長 17.3％というのが一番進ん

でないところの率でございます。

○ 原委員 よろしかったら、どちらですか。

○原農村計画課長 西都市でございます。

○ 原委員 自治体によって非常にでこぼこが

進捗にあるというのは、それは市町村の取り組

みの姿勢ですか。

○原農村計画課長 ※全体の面積もありますし、

人員体制もありますし、姿勢もあると思います。

○ 原委員 もう最後にしますけど、この地籍

調査を推進、早く終わるべきという観点から、

県としてはどういう姿勢で取り組まれるんで

しょう。

○原農村計画課長 地籍調査につきましては大

変重要な事業ということで、ことしも、取り組

みの率の低い市町につきましては職員が実際参

りまして、市町の幹部職員なり幹部の方に重要

性を啓発なりお願いをして回ったところでござ

いまして、今後とも着実に進めてまいりたいと

考えております。

○内村主査 ほかにありませんか。

○井上委員 私もさっきの地籍調査と小水力に

ついてはお聞きしたい内容でしたので、また後

で詳しく教えてください。

それと、243ページの県営農業用河川工作物応

急対策、これはこれでもう終わりというふうに

※110ページに発言訂正あり
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理解していいですか。それとも、今後もっと進

むべき方向性みたいなのはありますか。

○河野農村整備課長 この事業につきましては、

河川区域内にうちのほうで土地改良施設として

堰を設けたりとか樋門を設けたりしているもの

がございます。それらについて老朽化等でやは

り整備をしたほうがいいということで、河川管

理者のほうから改修等の求めがあった場合に、

地元のほうとの協議をやった上で実施しており

ます。例示的には正蓮寺のほうが上がっており

ますけど、これについては御承知かと思います

けど、河川に突き出している樋門の改修を今実

施しているところでございます。今後とも、そ

ういった施設で河川管理者のほうから整備要求

等があった場合には、地元と協議の上で実施し

ていくということで考えております。

○井上委員 ここはもう長年にわたってやって

きてやっとでき上がりつつあるところなので、

最後までよろしくお願いしたいというふうに思

います。

その次なんですが、水産政策課分のこの儲か

る漁業実現プロジェクト推進のこの認定数の１

件です。この漁業構造改革モデル認定というの

は、これは現実に今どうなっていますか。

○成原水産政策課長 県単でこの事業を設けて

いるわけでございますが、県単だけでは不十分

なところがございますので、国の事業も活用し

た中でモデルづくりを進めているところでござ

います。

昨年度、県単で支援をしたのは、新たに認定

したのが１件という意味でございまして、平成24

年から継続しているものがあと２件あって、都

合３件を平成25年度には支援をしたということ

で、このうち１件が国のプロジェクトにのっかっ

て計画づくりをやって新しい船をつくっていこ

うじゃないかということで取り組みを始めてい

るところでございます。このように国の政策に

のせていくようなステップアップするような事

業として扱っているところでございます。

○井上委員 これは展開的にはもっと、26年は

どうして、27年はどうしてという、展開性は物

すごくあるというふうに理解していいんですか。

これは次予算がついているわけではないので、

どうしていかれるのか。

○成原水産政策課長 今年度の予算につきまし

ては、新たな事業で儲かる漁業の転換促進とい

う形で事業化をしております。

私どもの考え方としては、まずは主要漁業

─カツオ一本釣り、それからマグロはえ縄、

それからまき網─そのような漁業を対象に収

益性が確保できるようなモデルづくり、これを

実証していって、その後に普及拡大をしていく

と、そういう考え方に立っているところでござ

います。

○井上委員 これは改革モデルなので、そのモ

デルが十分生かせるような対策が次期待できる

というふうな展開ができるというふうに理解し

ていいということですよね。

○成原水産政策課長 これはやはり現実的にい

えば、新しい船を必要といたします。したがい

まして、船をつくるための資金、これが必要に

なってまいります。私どもとしては、今の制度

資金において融資が円滑にできるような仕組み

づくりもあわせてやっておりますけれども、や

はり、これまでの負債等を考えたときに厳しい

経営体も存在しますので、さらなる転換支援の

ような対策を国にもあわせて求めていくという

ことが必要であろうというふうに考えておりま

す。

○井上委員 結果はそうなるのよね、結果そう
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なるというふうに思うんですよ。だから、そこ

をどうやって本当に国のところに手が届くまで

やっていけるのかどうか。そこのところが大事

なのかなって。予算額は小さいんですよ。予算

額は小さいけど、ここをクリアできたり、ここ

を頭で構成できていかないと先がないという感

じなので、ここをちょっときちんとした仕上げ

方をやっていただけるといいなと。これは要望

なのでよろしくお願いしておきます。

それと、247ページの水産業試験のところで幾

つかの課題を持ちながらも、ずっと課題を解決

していこうとして努力されてることに、それは

物すごく私も期待をしているところなんですけ

ど、現実にこの課題がいろいろあるわけだけど

も、それの課題を、この方向性というか、これ

は明るいというふうに理解していいんですか。

○成原水産政策課長 私たちの考え方としては、

やはり漁業が極めて厳しい状況にあるという中

で、実効性のある結果につなげていく必要があ

るという考え方で、水産試験場のほうも、例え

ばビジネス拡大という意味合いにおいて、水産

試験場の体制整備というところも行いましたし、

増員もしたところなんですけれども、できるだ

け現実の漁業に役立つと、直ちに役立っていく

というような試験研究の方向性を持って取り組

んでいきたいというふうに考えております。

○井上委員 チョウザメにもすごく時間がか

かったんだけれども、でも今ウナギもやってお

られて、稚魚の研究もやっておられて、いろん

な意味で、このもうかる漁業までたどり着くま

での間の単なる試験研究だけじゃなく、その漁

業という業に結びつくような試験研究というの

が具体的にきちんとできていけるといいなとい

うふうに思いますので、ここも丁寧に、本当に

人が足りなきゃ、少しはわがままに要求するぐ

らいの気持ちを持ってやっていただけるといい

なというふうには現実には思っているとこです。

ぜひよろしくお願いしておきたいと思います。

それから、漁村振興課のところの、ちょっと

これはすごく期待してると同時に、これは今後

どうなるのかなってちょっと思うんですけど、

カンパチの養殖の経営改善のためにというとこ

ろで、飼育コストが削減できる可能性が示され

たというふうになってるんですけど、ここはど

んなふうに、今後この漁村の振興のためにこれ

はどのように、私たちもきょう御報告いただい

たのをどういうふうに受け取ったらいいのか、

そこをちょっと教えてください。

○日向寺漁村振興課長 このカンパチの養殖経

営改善実証でございますけれども、平成25年度

から３カ年計画で行っている事業でございます。

カンパチにつきましては、種苗が、大半が中国

からの輸入に頼っている状況でございまして、

価格が非常に高騰したりですとか、あと病害虫

の問題などが非常に発生してる。特に平成17年

度にはアニサキスが大量に発生したような状況

もございますので、そうしたことから種苗を天

然種苗から安価な人工種苗に置きかえるという

ことと、それから餌の問題もございまして、基

本的に稚魚が好むということから生餌が使われ

ているんですけれども、餌の品質が安定しない

とか、あと生餌ですので餌やりのときに海中に

溶けたりするものですから、そうしたロスが出

たりですとか環境の面で問題があるということ

で、そちらの餌のほうも配合飼料に転換をして

いこうということで、今この人工種苗とあわせ

てその配合飼料を使用することによりまして、

あわせてコストの削減を図って経営を改善して

いこうというものでございます。今実際、平成25

年度でございますけれども、串間の養殖業者さ
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んのほうにお願いをいたしまして実証したわけ

でございまして、幾つか区画を分けて何種類か

に条件を分けて実証してるわけでございますけ

ど、その中でも一部につきましては天然種苗を

使って生餌で育てたものよりも、人工種苗を使っ

て配合飼料を使ったほうが一部成長率が高いと

いうような結果が今出ているものがございます

ので、これにつきましては今後とも、今年度そ

れから来年度につきましてデータを蓄積いたし

まして、その上で普及できるものは早目に普及

をしていきたいというふうに考えております。

○井上委員 ちょっと教えていただきたいのは、

結局、カンパチはよく食べられているというこ

とですよね。カンパチが売れるということです

よね。そのカンパチが売れるとして、この人工

種苗と配合飼料の使用によるコストの削減を目

的としたということがここに書いてあるわけだ

けども、この配合飼料は外国のものではないと

いうことなんですか。

○日向寺漁村振興課長 配合飼料につきまして

は、原材料はペルーですとか中国などから輸入

している魚粉などを使用しております。製造は

日本のメーカーが行っております。

○井上委員 このカンパチは結局は純国産だと

思っていいということですか。宮崎県の本当に

国産だというふうに考えていいということです

か。丸ごと国産。

○日向寺漁村振興課長 カンパチは国内で養殖

しておりますので国産でございまして、本県に

おきまして、大体生産額で25％ぐらいはカンパ

チが占めております。

○井上委員 これは、そしたら狙い目としたら

いいですよね。そして飼育コストが下がって、

その上に、そういう純国産でというふうなこと

になってくると、カンパチが普通のカンパチで

はなく、今までは100円したものが80円ぐらいに

なったりするわけだから、価格の言い方がちょっ

と間違ってるかもしれないけど、少し安くなっ

て、もうかり幅が大きくなるというふうに考え

ていいということですよね。

○日向寺漁村振興課長 大体カンパチですけれ

ども、普通、キロ1,100円程度値段しております

けれども、中国からの種苗などは時によっては

１匹700円ぐらいするとか非常に高価になってお

りますので、そうしたものを人工種苗に置きか

えていくということでコスト削減ができればと

考えております。

○井上委員 まだこれは可能性が示されただけ

で、現実にこれが実態的にもう26年度では少し

何か変化が出てきているぐらいのところがある

ということですか。それとも可能性どまりです

か。

○日向寺漁村振興課長 まだちょっと実証試験

中でございまして、いろんな条件を変えながら、

天然の種苗で生餌で育てたものと比較をしなが

ら、どういう条件がいいのかというのを今調べ

ているところでございます。

○井上委員 ぜひ頑張って、少し何かネーミン

グも変えて、単なるカンパチじゃなく何か違う

カンパチにしてもらって、顔をちょっと違わせ

るようなことまでやってもらって、売り出しの

方法をちょっと考えてもらうといいのかなと。

実際、それが本当にもうけ幅が広がれば、それ

は一つのあれになるのかなっていうふうに思い

ますので、そこをちょっと丁寧にやっていただ

きたいなというふうに思いますので、漁業のと

ころが、これほどもうかったぞみたいなのが言

われるようになるといいなというふうに思いま

すので、ぜひ頑張ってやってください。

最後ですが、畜産振興課のところの養豚の関
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係ですけども、この養豚のブランド化、これは

ぜひ徹底して─最近、牛より豚がいいという

人、割と女の人が多いんですよね。それにはい

ろいろな理由があるんでしょうけども、何か豚

のほうがいいんだという人が最近ふえているの

で、できるだけそこも食べていただけるように

するためには、そこのところをちゃんとどんな

豚であるかということも含めてそうですけど、

これはブランド化をぜひ進めていただきたいん

ですが、県商品のブランド認証取得を契機とし

て県内外に向けた積極的なプロモーションって

いうふうに書いてあるけれども、今のうちの豚

肉っていうのは、どういう位置づけにあるんで

すか。25年度全体で考えてみたとき。

○坊園畜産振興課長 本県の豚肉、今、頭数で

いいますと83万トンぐらいいるんですけども、

ほとんどが白い豚になります。豚肉でいいます

と白豚になります。鹿児島は黒豚が出てるんで

すけども、そういう意味で、宮崎県の肉は白い

豚肉が多い。頭数的にいいますと、鹿児島に次

いで第２位ということで、我が国での主要な生

産県になっておりますので、やっぱりその豚肉

をいかに売っていくかというとこは重要かなと

いうふうに思ってます。

ブランドポークのお話をさせていただきます

と、口蹄疫でハマユウポークがなくなってしま

いましたので、それに新たにかわる新たな本県

豚肉のブランドということで、25年10月から宮

崎ブランドポークという名前で豚肉を売り出し

ていこうということでいたしております。安全

安心でいろんな取り組みをしている豚肉、特徴

のある豚肉をということでしておりまして、現

在、児湯地域の３産地が認証産地ということで

やっております。

○井上委員 養豚農家の人たちもあれでしょう

から、ただただ、宮崎ブランドポーク、何がど

うなのかっていうのが伝わるようにしてもらい

たい。

○坊園畜産振興課長 ブランドポーク、先ほど

言いましたように安全安心でいろんな取り組み

をやっているわけですけども、その中で豚肉と

いうのは、生産者で餌にこだわりを持ったりと

か養い方にこだわりを持ったりとかされており

ますので、川南町のまるみ豚とかはまゆう豚と

かございますけども、ブランドポークの位置、

ブランドポークというのは県全体としてのブラ

ンドポーク、その下にそういうこだわりを持っ

ている生産者の銘柄豚ということで少し二段構

えになっていきますけども、そういうブランド

ポークの中で、これはレストラン向けだとか、

これは一般向けだとか、いろんな使い方によっ

て特徴のある豚肉ができておりますので、そう

いうものをシェフとかに使っていただいたりし

ながら、区別しながら売り込んでいきたいとい

うふうに考えてます。

○井上委員 意外や意外、豚肉ってそんなにば

かにできないんですよね。だから、やっぱりそ

こを食べていただくためのプロモーションとい

うのは、やっぱり差別しないといけないし、区

別しないといけないし、それだけのものをつく

り上げるというか、昔はお芋豚だのとかって言っ

てましたけど、そのお芋豚だとこうだああだと

か。でも、私が今買ってる豚肉は、全然何てい

うんですかね、豚肉特有の何かくさいものが全

然におわないとか、必ずそこの六白黒豚を買い

に行くわけですが。だから、何かそういう売り

みたいなのが、ここがこう違うぞみたいなのの

売りがちゃんと明確にあるといいなと思うんで

すよ。だから、飼料が今度変わってくるとかそ

ういうことも含めてそうなんだけど、だったら
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何が違うとかっていうのが明確になるように、

売り方についても少し検討していただけるとい

いなと。ブランドというのはそういうもんじゃ

ないのかなっていうふうに思うんですよ。何か

違う豚肉であるということがはっきりわかるよ

うにっていうのを。

○坊園畜産振興課長 委員がおっしゃるところ

非常に重要と思ってます。また、豚肉も同じよ

うな白い豚肉になってますので、そこにいかに

特徴づけるかというのが非常に大事だと思って

まして、ことし、豚肉の販売戦略をつくりまし

て、それぞれの銘柄でどういう使い方、どうい

う特徴があるかというところの特徴づけたパン

フレットとかいろんなものの売り出しもしてい

こうと。それも地域地域によってやっていこう

というふうにしておりますので頑張っていきた

いと思います。

○井上委員 学校給食とかは本当にいっぱい食

べてもらうように努力をぜひしてもらいたいん

ですよ。宮崎の産物はぜひ学校給食でがんがん

食べてもらう。がんがん食べてもらうっていう

のは、小さいときから味を覚えるということで

すよ。もう味になじむということをちゃんとやっ

ていただかないと、冷凍物ばっかり食べさせて

いる子供たちがどんなふうになるのかって、

ちょっと心配もするので、ぜひそういう提供の

仕方みたいなのを少し販売経路も含めてですけ

ど、検討していただけるといいなと思いますの

で、これは要望ですので、いいです。

○河野農村整備課長 遅くなりました。先ほど

の 原委員のほうの御質問の可能性調査の結果

につきましてですが、３カ所について可能性が

あるというふうなことでの結果を得ております。

○ 原委員 施設整備地区というのがあります

が、これは可能性調査の結果とは関係ないんで

すね。

○河野農村整備課長 こちらにつきましてはも

ともと調査を行っておりまして、実施するとい

うことで昨年度、場所は日之影町の下小原と言

いまして、発電機本体のほうは企業局の事業で

実施しておりまして、それ以外の部分について

この事業を使いまして、地元のほうの支援をさ

せていただいたというものになります。

○ 原委員 この３カ所は全部県北ですか。

○河野農村整備課長 県北とあと三股のほうで

も１カ所。ただ、三股につきましては一応可能

性としてはあるんですが、まだ地元のほうがそ

こまで煮詰まってないというところのようでご

ざいます。

○ 原委員 三股が入っているんですね。その

可能性調査ですから、全県を網羅されて調査を

かけられたと思うんですが、この用水路という

のはいっぱいあるわけで、もう可能性のあると

ころというのは、いわゆる10カ所を除いてほか

には見当たらないという、絞りに絞った結果の

調査結果、調査箇所10カ所、その中の可能性３、

三股も含めてということですか。

○河野農村整備課長 この事業そのものは、平

成24年から28年度までということで実施してお

りまして、24、25と可能性調査をやってきてお

ります。その結果に基づいて、また次の段階と

して基本計画とか施設整備ということで、施設

整備については綾町の岩下、そしてこの下小原

というふうに実施してきております。ですから、

これはあくまで25年度の可能性調査をやった中

での数字でございます。

あと一つちょっと、可能性調査で可能という

ような今お話はさせていただきましたが、今後

の課題としましては御承知のとおり、九電等、

申請の回答保留をかけておりますので、実際上
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はそこの問題が今後出てくると思います。可能

性があったとしても、売電として九電のほうが

受け入れをしていただけなければ、結果として

は実施に至らないというようなことになろうか

と思います。そういう点では、今後の九電、国

のほうの動きというものを注視しているところ

でございます。

○ 原委員 ＦＩＴ、固定価格買取制度はこと

しまでですよね。申請認定はことしまでですよ

ね。大体これは大きさとしては何キロワットぐ

らいのやつですか。大体1,000キロワットをミ

ニ、100キロワットをマイクロ、10キロワットを

ピコとかいう言い方を今この世界ではやってる

ようですけど、大体おおむねどれぐらいの発電

機がつきそうな可能性があるかということ。

○河野農村整備課長 小さいものでは数キロか

らあと数十キロというそういった程度になりま

す。委員が言われるように、できれば大きいに

こしたことはないんですが、数百とかそういっ

たレベルのものではござません。

○ 原委員 最後にしますけど、固定価格にの

らなくても、いわゆるいろんな水路があって、

その水路に目を向けさせるというか、そこのエ

ネルギーを有効活用することによってその地域

の照明に使ったりとか、ほかにもいろいろある

と思うんですよ。売電までなくても地域の中で

使うとか。だから、そういう意味では非常に可

能性というのは、この小水力についてはまだいっ

ぱいあると思っているんで、まだまだこのいろ

んな情報を集めていると、発電機そのものは非

常に汎用的なかなり昔からの技術なわけで、そ

の先の水を集めるところの、あるいはタービン

のところにいろんな問題があって、いろんな浮

遊物がたまったりとか、そのあたりのノウハウ

のようで、このあたりのことについてもいろい

ろ研究が進んでいるようですから、小さな水力

でもいろんなところであると、農村の活力とい

う意味でも、それと水路に目を向けさせる。水

路の保全というのはこれから大事なことですか

ら、その水力をつけることによって水路の保全

に目がいくとかあるわけで、もっともっと可能

性があると思うんで、これを終わりとせずに、26

年、27年、固定価格にのらなくてもいいじゃな

いですか。ぜひやっていただくと。九電につな

がなくてもできるんですから、そこでの閉鎖し

た発電送電システムというのは照明つけたらで

きるわけですから。

○河野農村整備課長 委員がおっしゃられると

おりで、地域によっては五ヶ瀬あたりではそう

いった取り組みをされているというのも聞いて

おりますし、また都城市でも個人の方でそういっ

たことで取り組まれているというのも聞いてお

ります。そういった点でうちのほうの県単の事

業につきましても、基本的には売電で大きな利

益を得るようなものについては国庫補助事業で

実施して、その売電収入を土地改良区の維持管

理等の軽減に使おうと思っております。

ただ、一方で、地域活性化等、例えば鳥獣害

の電柵に使うとか地域の街頭に使う。そういっ

たものについては、実際上ちょっと採算性はと

れないんですが、やはり委員がおっしゃられる

ような再生エネルギーの活用という点では地域

の活性化を含めて、今後もできるだけ市町村と

も連携しながらやっていきたいとは思っており

ます。

○ 原委員 よろしくお願いします。

○原農村計画課長 先ほどの地籍調査で西都市

ということで率が低いと。私のほうで理由はと

いうことで、一般論で人員体制とかお話をしま

したけど、今資料を見てみましたら、西都市の
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場合、着手したのが昭和63年ということで、ま

だほかの市町村と比べて着手したのが遅いと。

あと現在、非常に単位面積の調査の事業費が割

高となっております。市街地から始めておりま

すので、率が低くなっているという理由でござ

います。先ほどは一般論で申しましたので、訂

正させていただきます。

○緒嶋委員 農政のこの最終予算、これは２月

では減額補正したんじゃなかったですか。この

事業費やら含めて、２月予算、どうかな。

○向畑農政企画課長 減額補正しております。

○緒嶋委員 減額補正して不用額がこれだけ出

たということは、減額の仕方がおかしかった、

どういうこと。不用額が31億も出るというのは。

最終予算というのは、ある程度年間の予算執行

を見ながら減額するのが普通と思うんですよ。

執行ができないから減額する。不用額が余計出

るということのその見方をどう見ればいいのか。

○向畑農政企画課長 この不用額の中に繰り越

しも含めてなんですけども、２月の補正が、国

のほうの２月補正の金額が結構大きい金額が

入っておりますので、こういった形になってお

ります。

○緒嶋委員 もちろんそうだけど、そうであれ

ば満杯来たから補正はしなくてそのまま執行し

たということですか。適正な執行ということで

あれば、できるだけ単年度でするというのが理

論的にはそれだ。ところが、31億、明許繰越と

か事故繰越とか、これはやむを得ない場合で繰

り越すわけじゃけど、この不用額ということに

なると、事業費の確定とかということももちろ

んあるけど、やっぱりその読みがちょっとおか

しかったからこうなったのかどうかということ

ですよ。最終減額した、これだけ三十何億とい

うのは、かなりな金額なわけですよね。だから、

そこ辺の読みがどうだったのかということ。

○河野農村整備課長 全体では30億となってお

ります。ただ、当課の農村整備課分でいきます

と約10億。このほとんどは24年度補正予算での

不用となりますので、昨年度予算での減額とい

うことは実施できなかったということになりま

すので、その点は御理解をいただきたいと思い

ます。

○緒嶋委員 それは明許繰越とかしたわけじゃ

ろ。不用額のことを私は言いよる。

○河野農村整備課長 ちょっと補足の説明にな

りますが、不用額の30億という数字がございま

すが、この内訳としては、25年度の現年度予算

での不用並びに24年度繰り越しでの不用と２つ

に分かれてまいりますので、当課の10億につい

ては、そのほとんど５億6,000～7,000万ほど、

これについては24年度の補正で、一旦25年度に

繰り越しをさせていただいた分での不用になり

ますので、結果的に25年度での予算の減額とい

うのはできないというような仕組みになってお

ります。

○緒嶋委員 仕組みはな。それにしても30億と

いうのはちょっと多いんじゃないかということ

ですよ。

○日髙農産園芸課長 農政水産部の30億の中の

８億を農産園芸課で出しているところでござい

ますが、その部分につきましては次世代の施設

園芸で分割されて、しかも、当初この２月補正

で議会のほうに議案としてお願いをした段階に

比べて精査が行われた結果、若干目減りしてし

まったというものが一つございます。それとあ

わせまして、事業の対象ということで強い農業

づくり交付金というようなものの中で、当初予

定していたものが事業実施主体の都合によりで

きなくなったと、そういうようなものがござい
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まして、その部分につきましては26年度の当初

予算のほうに間に合うような形で、これは非常

に不適切かもしれませんが、振りかえをさせて

いただいたということで生産者も実施できると

いうような状況になってございます。

○緒嶋委員 私が言う理屈は、不用額というの

は、本当は執行すれば不用額にならんわけじゃ

から、それも有効に利用したほうがいいじゃな

いかという前提で私は言っとるわけです。だか

ら、そこ辺を考えて、できるだけ不用額という

のは、これは国に返したりする金じゃから、予

算的にはもらった金ですよ。それを使い切らん

かったから不用になったわけじゃから。そうい

う意味では、有効利用という意味では、できる

だけ単年度繰り越すにしても、明許とかいろい

ろ繰り越しの形でやるのがいいんじゃないです

かという言い方を私はしとるわけです。そこ辺

を理解していただきたいというふうに思います。

次に、農村計画課、地籍調査。県有地だから

地籍調査に取りかからないというところがある

という、この考え方はそれでいいのかなという

気がするんですが、それはそれでいいわけです

か。

○原農村計画課長 決していいわけではござい

ませんので、ことし、その町にも出向いてまい

りましてお願いにまいったところでございます。

○緒嶋委員 どこの市町村とは言いませんけど、

できるだけ、やっぱり県有地だからというので

はない、全体的に100％になるように。でないと、

これは課税上は全部が終わらんと、その課税の

対象はできんわけですよ。地籍調査が全て終わ

らんと、台帳の課税だけになるから、不公平が

今あるわけですね。地籍調査では完全に面積が

わかる。ところが、昔の台帳の中で、台帳面積

というたら、それが５倍とか10倍になる場合も

ある、実際は。それだから、そういう不公平な

今課税をしておるわけ、固定資産税なんか。そ

ういう意味では全て100％終わることが理想なわ

けですので、ほかの町村も含めて、税の平等性

と公平性を考えた場合は、地籍調査が全て終わ

らんと平等な課税はできないということであり

ますので、ぜひ進めてほしいというふうに思い

ます。

次に、水産政策課の246ページ、この日本一キャ

ビアづくり支援事業、これは施策の成果等でチョ

ウザメの安定的な種苗の供給体制とかいろいろ

販売体制づくりに支援するということが行われ

て、そのとおりになされておるわけですが、こ

の前、椎葉で起きたような事故といいますか、

ああいうときは何か支援の方法があるわけです

か。

○成原水産政策課長 現段階では、事故という

のが私たちも初めての経験で、基本的な考え方

としては、キャビア事業協同組合を通じた飼育

場の盗難防止等の指導という形で今のところは

対応させていただいているというとこでござい

ます。

○緒嶋委員 指導は支援になるわけですか。

○成原水産政策課長 支援というのにはまだ遠

いところがあると思いますけれども、現時点で

はそのような形で対応させていただいていると

いうことです。

○緒嶋委員 やっぱりある程度そういう安全安

心というか、生産を一生懸命やっておられる人

から見れば、やっぱり何かの形でそういう万が

一の対策というか、そういう事故、不測の事態

が生じた場合の保険制度みたいなものとか支援

制度というのも含めていかんと。たまたま椎葉

の人はほかの事業でやっておられるから、キャ

ビアだけでやっておられるわけじゃないから、
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そう経営的には、全体の自分のいろいろな会社

の経営的には大丈夫かとは思いますけれども、

やっぱり何かそういうものが万が一の場合の支

援策というのは、ある程度予期できるものであ

れば、やはり考えておく必要があるんじゃない

かなという気がしますので、今後検討していた

だきたいというふうに思います。

次、いいですか。それと漁村振興課、南海ト

ラフ関係の地震が来た場合のことを含めて今耐

震的なもの、津波対策等考えておられるという

ことでありますが、具体的にこのことについて

は、こういう漁港の整備等の年次計画があるわ

けですかね。

○川越漁港整備対策監 漁港の津波対策等につ

きましては、漁港23港ございますけども、その

中で防災、生産、流通等の拠点になっておりま

す10港についてとりあえず取り組むということ

で、昨年度、レベル１、発生頻度が高くて、波

は高いんですけど災害が起こりやすい。その高

さを決めまして、それについて各10港の施設に

つきまして安定性が保てるかどうか計算してお

ります。その結果を踏まえまして、今年度から

設計に入っておりまして、とりあえず25年予算

で５港、今年度予算で３港、残りの２港につき

ましては、今後の進捗を見ながら取り組んでい

きたいということで今考えております。

○緒嶋委員 特にこの南海トラフ地震がいつ来

るかわからんわけでありますけども、備えあれ

ば憂いなしという言葉もあるので、できるだけ

こういうことについては、やっぱり漁港がだめ

になれば、もう漁業者もどうにもならないとい

う面もありますので、年次的に対策は立ててい

ただきたいというふうに思いますので、よろし

くお願いします。

次に、畜産振興課、256ページ。肉用牛肥育経

営安定特別対策、県単でマルキン事業とかある

わけですが、今子牛の値段が物すごく高いわけ

ですよね。肥育農家にとっては大変厳しいとい

うか、そういう立場にあるんですけれども、今、

その肥育農家の経営をどのように見ておられま

すか。

○坊園畜産振興課長 肥育農家、非常に厳しく

なってると思ってます。その一つの理由は、やっ

ぱり配合飼料、コストが非常に高くなっている

という状況です。子牛価格、これまでは40万円

台のやつが出荷されてましたけども、ここに来

て、ちょっと40万、45万とか、50万近いやつが

これから出荷をされていきますので、出荷時点

で少し赤字を出していくような状況になると

思ってます。現実、６月からマルキンも発動い

たしておりますので、これからの肥育農家の経

営については注視する必要があると思います。

○緒嶋委員 これは肥育がだめになれば、繁殖

子牛にもいろいろ連動するわけですよね。やっ

ぱり子牛を買う人がおって肥育農家がまた成り

立って、また肥育で拡大して子牛を買うという

ような循環的な畜産経営の中であるわけですが、

この中で今言われた飼料が、円安というのが逆

に飼料高にもつながっておるわけですが、この

あたりをそれこそ自給飼料というか、そのあた

りの今研究はされておるということをこの前の

議会でもされたわけですけど、その成果はいつ

ごろになったら、米を飼料用米で対応できると

か、これは豚も含めてそういうことになろうと

思うんですけども、どちらかといえば牛よりは

豚のほうが米なんかはかえっていいんじゃない

かという気もするんですが、そのあたりの研究

は畜産試験場長は見えてますかね。

○西元畜産試験場長 輸入飼料の代替ができな

いかということで、主に米ですが、それ以外に
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もエコフィードとか、それから未利用資源等々

を代替することによって輸入飼料をできるだけ

使わない方向で牛でも豚でも使用できないかと

いう試験は現在しておりまして、先般の常任委

員会でもお答えさせていただいたんですが、今

の試験では、試験場内で２年間のうちに結果は

何とか出そうと。その結果の中には農家の実証

試験まで含めてという計画で現在おります。

○緒嶋委員 ぜひその成果というか、いい結果

が出ることを期待しますので、それをできるだ

け早くこれで大丈夫だという自給飼料を県内の

地産地消みたいな感じになるわけですが、そう

いうもので進めてほしいというふうに思います。

それから、畜産振興課、もう一つ。259ページ

の肉用飼養頭数が平成21年から25年まで書いて

あるわけですが、これは口蹄疫との関係で減っ

たのはわかるわけですが、繁殖母牛は今かなり

な頻度で減少しておるわけですよね。これをど

のように見ておられるかと。ここにあるように

子牛価格は値段は高くなっておりながら、繁殖、

子牛をとる母牛が減っておる。これは何でこの

ようになったのか。その原因をどう考えておら

れますか。

○坊園畜産振興課長 繁殖雌牛の頭数ですけど

も、国の統計調査によりますと、平成25年の２

月１日が７万8,800頭、26年の２月１日で７

万7,000頭ということで、委員のおっしゃるよう

に減少してきております。この一番の大きな影

響は、繁殖農家の高齢化によるものだというふ

うには考えております。60歳以上の方々の割合

が半分以上、６割近くいらっしゃるということ

ですので、この方々がどうしても年齢を重ねる

に従ってリタイアされていくと。その分をしっ

かりどこかでかカバーしていくことが必要なん

ですけども、これまではそれができてきたわけ

ですが、そこが少し今弱くなっているかなとい

うふうには考えております。

○緒嶋委員 例えばですが、私が知っておる西

臼杵なんかでも、かつては一番多いときは6,500

頭いたんです。ところが、今は4,000台に減って

おるわけですね。もう1,500以上も頭数が西臼杵

だけで減っとる。だから、今７万8,000頭と言わ

れたですが、これはまだ相当減るだろうと思う

んですよ、実際は。そやから、キャトルセンタ

ー的なものでいかに繁殖するか。そういう大規

模な繁殖牛を、大規模というてもあれですが、

何十頭か飼育するような人がふえない限りは、

牛は高齢者の皆さんが飼っておるのは四、五頭

から十頭ぐらいを飼っている人が多いわけです

ね。その人たちがどんどんリタイアしていくと、

その人には後継者もいない、もう農業も継続し

てやらないということになると、もう極端にこ

の人たちがリタイアした後は、頭数が減ってく

るということは宮崎県の全体的な農業畜産振興

の立場からいえば、これは相当ダメージが大き

い形になるんじゃないかということがはっきり

して、一方では、輸出日本一の二連覇、三連覇

と言いながらも、頭数が減っては本当に三連覇

とか二連覇したメリットが出てこないわけです

ね。だから、何としてもある程度母牛というの

は基礎になるものだから、その繁殖母牛をいか

に維持するかというこの視点を中心に考えて、

これは全国的に今牛が減っているわけですよね。

それをどうするかということは、これはもう県

の大きな施策、ＪＡ等も含めてですが、相当強

力に対策を立てなければ、私は農業振興全体的

な3,000億というのもおかしくなってくるんじゃ

ないかというふうな気がするので、これはやは

り畜産の体制、今、畜産新生という形で進めら

れておりながら、その名前にふさわしくないよ
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うな形で減れば、何が新生かということにもな

るわけですので、これはもう積極的に対策を立

てるべきだと思いますが、そのあたりはどうで

すか。

○内村主査 ちょっとここで委員の皆さんにお

諮りします。４時までと本日の日程になってい

るんですが、このまま継続して時間延長してよ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 では、そのようにさせていただき

ます。

○坊園畜産振興課長 委員のおっしゃるとおり

だと思ってます。これまで成果の中に出してお

ります公共事業とか、それから県単の新生モデ

ル畜舎整備等で農協等が行いますキャトルセン

ターとか繁殖センター等の整備、あと畜産農家

が行います畜舎の整備等を行ってきました。こ

れで数百頭の規模の畜舎をつくっておるんです

けども、こういうのをしっかり続けながらやっ

ていかなければいけないと思ってますし、国の

ほうも今回の27年の概算要求の中で、畜産の基

盤強化というところに力を入れようということ

で新しい事業も仕組んでおるようですので、国

の状況も見ながら県のほうでもそれをしっかり

取り入れてやっていきたいというふうには思っ

てます。

○緒嶋委員 ぜひ、次年度、平成27年度の予算

編成にも取りかかっておられると思うんですけ

ど、そこあたりを十分配慮した予算編成を要望

しておきます。

それから、261ページの獣医師確保対策強化、

これは獣医師会等からも何とか県職員の獣医師

を確保してほしいとか、全体的なこれは民間の

獣医師も含めてというふうにもとれると思うん

ですけども、実際どれぐらい、県職の獣医師が

不足しておるという考えを。今充足しておるわ

けですか。

○久保田家畜防疫対策課長 獣医師につきまし

ては口蹄疫の発生を受けまして、当時の検証委

員会とかありまして、家畜防疫に携わる獣医師

というのを適正にということが言われまして、

獣医療の計画を立てまして、家畜防疫に携わる

獣医師を10年間で20名増員するという獣医療の

計画を立てて、そこに向かって今いろんな取り

組みをやっているところでございます。

○緒嶋委員 この20名というのは、実数でいえ

ば、もうそれこそ定年でやめる人もおるわけで

すわね。そうなると20名というのは、なかなか

それ以上確保しなければ。実際、今、実数はど

れだけおられるんですか、獣医師は。

○久保田家畜防疫対策課長 福祉保健部と農政

水産部に分かれるわけなんですけど、合わせて

再任用を含んで165名というのが今の獣医師職員

数になっております。

○緒嶋委員 この今獣医師が不足しておるとい

うのは、両方合わせてのことだと思うんですけ

ど、どっちも異動されるわけだから。これは20

名というのは、今20名を確保しても定年でやめ

る人が10名おれば、結果的としては10名しかふ

えんことになるわけですよね、20名すぐ確保し

ても。そういうことになると、この20名の確保

というのは、これは全国的に獣医師が不足して

おる。宮崎県だけ不足しているわけじゃないで

すよね。そうなると20名の確保というのは容易

でないと思うんですが、そのあたりの見通しは

どう立てておられますか。

○久保田家畜防疫対策課長 委員がおっしゃる

とおり、今獣医系大学が全国にあるわけなんで

すけど、1,000名ぐらいの卒業生がいらっしゃる

んですけど、半分近くは小動物に寄ってしまう
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という状況にございます。だから、公務員にな

る獣医師っていうのが少ないというのは事実で

ございます。それを全国でとり合うということ

でございますので、就職説明会に行ったり、若

い職員の母校のつてを頼って個別で行ったり、

就学資金を貸与したりということで、事業自体

を膨らませまして対応してるところでございま

す。

○緒嶋委員 その20名の増員は、いつをめどに20

名ふやすという一つのめどを立てておられるわ

けですか。

○久保田家畜防疫対策課長 獣医療の計画にお

きましては、10年間で20名増員を目指すという

計画にはなっております。

○緒嶋委員 だから、さっき言ったけど、定年

者がおればそれを補充しながら、20名というの

は実質的にはそれ以上職員を採用しなきゃ20に

ならんわけですよね。今のところ27年度は何名

採用予定ですか。

○久保田家畜防疫対策課長 ことしの募集要項

では７名ということになっております。

○緒嶋委員 募集、７名採用されるわけですね。

ことしは７名来るわけですね。

○久保田家畜防疫対策課長 ６月に採用試験が

あったわけなんですけど、７名以上の方が受験

はされております。

○緒嶋委員 受験されても皆さんおいでになる

かどうかわからん。引っ張りだこじゃから、な

かなか。一応受けておこうという人もおるかも

しれんし。できるだけ７名期待どおり採用して

いただくように強く要望しておきます。

それと、口蹄疫の埋却地の再生活用対策事業、

これは年次的に今やっておられるわけですが、

この後の活用は大体順調にまた再生整備がなさ

れて有効活用に進んでおられるわけですか。

○久保田家畜防疫対策課長 口蹄疫の埋却地に

つきましては、昨年度整備したところにつきま

しては飼料畑であるとか普通畑、野菜やらの畑

ということで栽培が始まったところです。

○緒嶋委員 それなら大体有効活用というのは

当然必要なことですが、うまく順調にいってお

るというふうに理解していいわけですね。

○久保田家畜防疫対策課長 整備の後、長年、

３年間つくってませんから、地力の低下とかそ

ういう課題等はやはりありますけど、昨年度は

約半数やりましたので少しでも前倒しでやって

いきたいというふうに考えております。

○緒嶋委員 これはなかなか課題もあるだろう

と思いますので、できるだけうまく進めばいい

なという期待感を込めて頑張ってください。終

わります。

○前屋敷委員 235ページの土地改良事業の関係

です。畑かん事業に関連してなので農村整備課

と農村計画課両方またがることになるんですけ

ど、私は基本的には土地改良事業、畑かん事業

も国営事業であれば、国の事業であれば国と、

県の事業であれば県が負担をするということが

筋だというふうに思っているとこなんですけど、

この236ページにも指摘されておりますが、非常

にこの事業は長期に及ぶ事業になってきてるん

ですよね。国の事業が先に進んで、その後県営

事業に入っていくということで、ここでは県の

事業に入ってからかなり時間もかかるというこ

とで、実際、利用するときにはかなり年数もか

かっているということで、地元負担が及んだり

すれば農家の負担にもなってくるんですけど、

実際、農家の形態も変わってきているという中

で、実際利用するときに本当に果たして水が必

要になっているのかどうかというところあたり

も一つの課題に、これまでもですけどなってき



- 117 -

平成26年10月２日(木)

たところなんですけど。現状として、今進めて

いる事業の中で一番長く工期を要しているとい

うのはどういう、何カ所ぐらいあるんですかね。

何年ぐらいが一番長くかかってるんですか。

○甲斐畑かん営農推進室長 国営事業の工期に

つきましては、一番長くかかってますのが大淀

川左岸地区ということで、27年かかっておりま

す。最近終わりました尾鈴地区につきましては18

年かかって完了してるということで、最近は若

干短くなりつつはあると言っております。

○前屋敷委員 やはり、今水が必要だというこ

とで始まった事業なんで、そこは本当に必要だ

というものであれば、工期が少しでも短くなっ

て利活用できるように、やはり水があることで

いろんな農作物が有利につくれるということが

目的なもんですから、その目的が達成できるよ

うな事業でないといけないというふうに思いま

すので、そこのところはぜひよろしくお願いし

たいと思います。また、いろんな途中での変更

などもあるかもしれませんけど、それはそれな

りに柔軟に対応できることが必要かなというふ

うに思います。

それともう一点。242ページの農村整備課の県

営急傾斜地対策なんですけど、この事業は年次

的な計画での事業になってるんですかね。

○河野農村整備課長 それぞれ土地改良事業の

場合には、御承知のとおり地元からの要望に応

じまして、国庫補助事業等を使って事業採択を

して事業実施ということで、大体各地区五、六

年とか六、七年程度の工期を要してまいります。

こちらへ上がってますのは、25年度には急傾斜

で２カ所ほど実施をしてるということで、そこ

に上がってます日南の宮浦でいきますと、21年

度に採択しておりまして、今のところ27年度ま

での工期で事業のほうを進めておりますので、

約７年ほどかかってるというようなことでござ

います。

○前屋敷委員 特に今いろんな災害が起きる中

で急傾斜地といいますと、やはりそういう事故

を伴うような状況も想定されるんですけど、こ

の急傾斜地に該当するという調査などは進んで

いるんでしょうか。

○河野農村整備課長 イメージ的に委員が考え

られているのが土砂災害とかいうのをイメージ

されてるのかもしれないんですが、ここでは農

地関係の事業でございますので、要は畑等で例

えば傾斜が少しきついところ、そこに雨が降り

ますと、表面の表土等が流れてしまうというよ

うなこと、それからまた崖っ縁のほうで崩壊が

生じるということで、それを防止するために水

路を設けるというような事業になっております。

地区採択に当たっては今申し上げたとおり、農

地のほうの傾斜度が採択要件となってきますの

で、基本的には15度だったと思いますけど、そ

れ以上の地区でそういった被害が生じてるよう

なところについて、地元の要望に応じて事業採

択して実施をしてるということでございます。

○前屋敷委員 これは地元からの要望に基づい

て、今御説明いただきましたけど、事前に県が

そういう危険箇所といいますか、農地に影響を

及ぼすようなそういう地形などの調査をしてる

という事業ではないんですね。

○河野農村整備課長 県土整備部が行っており

ます急傾斜のように、人家とかそういったもの

に被害を与えるというものではございません。

農地等ということになっておりますので、あく

まで地元の要望に応じて、国庫補助事業等を使っ

て実施をしてるということでございます。

○前屋敷委員 現在、県内の各地からも要望が

出てると思うんですけど、この事業では７年ぐ
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らいかかるということなんですけども、そうい

うのは計画的に事業を進めるということですか。

緊急性があるようなものについては、やはり単

年度で行うとかそういうことも可能なんですか。

○河野農村整備課長 地区でいきますと、やは

り各地区数億とかいうような事業費になってま

いりますので、予算の関係もありまして、先ほ

ど申し上げた五、六年、六、七年が実際上工期

としては必要になってまいります。

あとちょっと補足になりますけど、これら急

傾斜地とか、あと特殊土壌とかシラス対策とい

うことで以前から農地保全事業のほうはやって

きております。過去は年間にそれこそ数十から

百地区近くやっておりましたけど、大体整備の

ほうも進んで、最近では農地保全事業自体、地

元からの要望というのも少なくなっているとい

うのが現状でございます。

○前屋敷委員 その次の段の県営農村災害対策

整備というので、25年度の事業はなくて翌年度

に高千穂の場合ですが、全額繰り越して事業を

そのまま行うということになってるというふう

に理解するんですが、それでいいんですか。

○河野農村整備課長 ここに上がってます予算

というのが25年度の予算になりますので、実際

上は24年度の補正等で繰り越した予算で約2,000

万ほど事業のほうは実施しております。そのこ

ともありまして用地買収等も絡めまして、25年

度の現年予算については繰り越しをさせていた

だいたということになっておりますので、25年

度に全く事業を実施してないというわけではご

ざいません。

○前屋敷委員 わかりました。でも、これゼロ

という表示になるわけですね。いいです。

○丸山委員 237ページの農村整備課のほうに改

めてお伺いしたいんですけども、この畜産振興

支援のシステムを整備されたということで畜産

のモデルのシステムデータ管理を入力して情報

を入れたということ。具体的には、これを恐ら

く口蹄疫とかそういう大きな病気が発生したと

きに、どこに発生して、どれぐらいの畜舎があっ

て、どこに埋却地があるんだよっていうような

ことだろうと思っているんですが、もう少し具

体的に内容を教えていただくとありがたいかな

と思います。

○河野農村整備課長 詳しくはまた後ほど家畜

防疫対策課のほうで補足説明があると思います

が、委員が全く今おっしゃられたとおりでござ

います。地図情報の上に畜舎等の飼養頭数であっ

たりとか農家情報が載ってるというのが一つあ

りますし、言われました埋却地の情報であった

りとか、そういった情報を載せまして、もし万

が一の場合にすぐに対応できるようなシステム

ということで、整備のほうを昨年度までの３カ

年にかけて整備をさしていただいたということ

で、実際使われるのは家畜防疫の関係で使用さ

れるということになります。

○久保田家畜防疫対策課長 害虫の発生に備え

まして、農家の分布をこのデータの中にきちん

と入れまして、例えば発生農場があったら、そ

こを航空写真みたいにきれいに出してリアリ

ティーに防疫対策の構築ができるとか、それと

か10キロの円で何戸入ってますとか、そういう

ことを瞬時にできるようなシステムということ

で、こちらの農村整備課のほうにお願いしてやっ

てるところでございます。

○丸山委員 今高齢化が進んでまして、かなり

牛をやめるとか畜産をやめる方が多いもんです

から、更新というのは、どのような形で誰が責

任を持ってやろうというふうにやっているのか

を教えていただくとありがたいかなと思ってま
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す。

○久保田家畜防疫対策課長 更新につきまして

はやはり一番の課題でありますので、今家畜伝

染病予防法が改正されまして、農家さんにつき

ましては年１回飼養頭数であるとか家畜の飼養

衛生管理基準の遵守状況等を報告しなくちゃい

けないということになっております。だから、

そういう情報とマッチングして毎年更新してい

くというような手続を行っているところでござ

います。

○丸山委員 あとこの情報がどの辺まで開示で

きるのかといいますと、特にＰＥＤのときに、

なかなか名前まで、場所がわからないというこ

とで非常に我々にも情報開示を含めて議論も今

回やらせていただいたんですが、この情報をど

こ辺まで開示して、どうやって防疫に本当に生

かすのかっていうのは考えていらっしゃるんで

しょうか。

○久保田家畜防疫対策課長 このデータにつき

ましては、市町村まで使えるようになっており

ます。ただ、どこまで公表するか、情報共有す

るかというのは、またもう一つの課題になって

いると思っております。それで、一応国のほう

が今、防疫マニュアルの中で情報の共有という

のを検討されておりますので、近々その辺の全

国統一的な情報の共有の方法というのが公表さ

れると思っております。

○丸山委員 ぜひ、行政だけ持っていても結局

意味がない。関係団体としっかり連携しないと

防疫というのはできないというのが、もう宮崎

の例でも口蹄疫のときでもＰＥＤでもわかった

と思いますので、これをただ単にシステムはつ

くったけども、実際何かがあったときに使えな

かったら、ただの無駄金になってしまう、無駄

な情報になると思いますので、しっかりとした

情報がうまく使える形にしていただきたいとい

うふうに思っております。

引き続き、239ページの基幹水利施設ストック

マネジメントについてなんですけども、基本的

にこれは何なのかというのと。ちょっと気にな

るのが、会計検査院のほうからこのストックマ

ネジメントについての指摘事項も上がっていて、

宮崎の事例も上がっていて、実際この調査とか

をやって計画をつくっても実際実施しなくて、

漏水が起きてとかいうような事例も具体的に出

てるもんですから、この基幹水利施設のストッ

クマネジメントについて、もう少し詳しく教え

ていただくとありがたいかなと思っております。

○河野農村整備課長 いわゆるストックマネジ

メント、要するにつくった施設が傷みますと、

普通であれば更新という形でつくりかえるんで

すが、そうしますと、どうしてもコストがかか

るということで、委員も御承知とは思いますけ

ど、適時に一斉に補修等を行うことによりまし

てトータルコストを下げるということで、いわ

ゆる長寿命化というような対策になります。県

土あたりでいきますと、アセットマネジメント

ですか、というような呼び方をしておりますが、

農業土木の場合でいきますと、こういったストッ

クマネジメントという表現をしております。

委員がおっしゃられました会計検査の件につ

きましては、県のほうでも土地改良施設につい

て相当もう年数たった施設もございますので、

そういった面で機能診断等を行いまして最適化

計画ということで、いつこういった補修をやっ

たらトータルコストが一番安く上がるというふ

うなことで計画を立てておりました。綾川の件

でいきますと、この時点で改修をという年度で、

なかなか予算の関係、また地元の負担の関係も

ありまして、そのときにやれなかったと。要す
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るにちょっとずれてしまったんですが、ただ、

その間にやはり古い施設ですので、突発の漏水

事故等が発生して、それにはやはり何らかの対

応をせざるを得なかったということで、補助事

業を使った件に関しまして、会計のほうから、

本来であれば最適の時点で更新をかければ、そ

ういった補修費用は生じなかったんではないか

ということで御指摘は受けたところです。ただ、

今申し上げたとおり、実際上は予算とか地元の

御負担もありますので、なかなか計画どおりに

やれなかった。ただ、やはり突発事故ですので、

水をとめるわけにもいかないということで、や

はり補修のほうはさせていただいたということ

でございます。

○丸山委員 県内に古いこういう基幹的な施設

があると思うんですが、どれくらいあってする

のかということ、何か農政の場合では何となく

という表現もおかしいんですが、余り維持管理

のことをこれまで考えなくて、ただつくって、

市町村とか、もしくは水利組合に任せてやって

るだけで、維持管理のことをあんまりトータル

的に考えてないというようなイメージがあった

りするもんですから、しっかり維持管理を含め

てどうしていくのかというのを、ただ単に圃場

整備が済みました、畑かんの整備が終わりまし

ただけではなくて、ちゃんとどうやってマネジ

メントしていって、かつそこでちゃんと利益を

出していって、本来であると補助事業じゃなく

て自前のお金で更新していくんですよって当た

り前なんですが、何かそれがちょっと違う感じ

がするもんですから、この件についてもう少し

ストックマネジメントというのをしっかり取り

組んでいただきたいと思ってるんですが、今の

考え方について改めてどのような議論を国を含

めてやっているかというのを教えていただくと

ありがたいかなと思っておりますけども。

○河野農村整備課長 委員がおっしゃられると

おりで、従来やはり土地改良施設につきまして

は、地元の御要望に応じて県営事業であれば県

のほうで実施して施設をつくってきて、結果的

には、でき上がったものをまた地元にお戻しし

て、地元のほうで維持管理等をやっていただく

ということでやってきました。県土のほうと違

うというのは、やはり県有財産なり市町村の財

産として道路やそういった施設を管理していく

ということと、完成後の維持管理の形態が違う

という部分があったかと思います。ただ、やは

りそういうところはありましたけど、近年にな

りまして農業のその整備事業につきましても、

国においてはこういったふうにストックマネジ

メントをちゃんとやって、やはりそこは最適な

維持管理をやっていくべきだという考えに変

わってきまして、最近になりましてようやく機

能診断とか、またそれに基づいた機能の保全計

画を立てていってる状況にはございます。そう

いった点で委員もおっしゃられたとおり、今後

できるだけ土地改良施設についても計画的な整

備のほうをやっていければというふうに思って

おりますが、いかんせん、公共事業が減少方向

ですので、なかなか先ほどの会計ではありませ

んけど、予算とかそういった制約がどうしても

出てくるという点はございます。

○丸山委員 いずれにしましても、この維持管

理をしっかりとして長寿命化を図っていくこと

によってコストを下げていって、最終的には使

う農家さんの所得の向上につながるんだよとい

うのが基本であろうと思いますので、その辺を

しっかりと、どういう計画があるのか、我々も

ほとんど知りませんので、市町村でどれだけ協

議してるのかどうか、水利組合と協議している
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のか含めて、何らかの情報提供なりを今後いた

だければありがたいのかなと思っておりますの

で、よろしくお願いします。

242、243ページあたりのところで、ため池等

の整備のことが書いてあるんですけども、ちょっ

と心配なのは、東日本大震災があってこの辺の

整備がまだまだおくれていてという話がある中

に、数的にはなかなか整備が進んでいない。し

かし、もし地震なり津波が起きたときに危ない

よって言われて何でしなかったのというのは、

行政に非常に言われる可能性があって、多分た

め池のときには下流に人家がある場所もあると

思うんで、そこを最優先にはやってると思うん

ですが。具体的に今どれくらいのパーセンテー

ジぐらいまでは終わっているのかとか、今後の

地震があるというのも非常に言われている中に、

県として国としてどのような感じを持っている

のかというのを含めてお伺いできればなと思っ

ているんですが。

○河野農村整備課長 さきの議会の中でも一般

質問等で御質問を受けたところです。耐震調査

等につきましては、24年度の国の補正予算を受

けましてそういった事業もできましたので、昨

年度、ため池の一斉点検であったり、また市町

村において耐震性の調査のほうも実施されたと

ころです。昨年までの結果の中では66カ所ほど

耐震性に問題ありというようなため池もござい

ました。これにつきましては関係市町村、そし

て施設の管理者であります土地改良区等と協議

しながら計画的な整備のほうは進めていきたい

というふうには考えております。ただ、いかん

せん、予算の関係がございます。年間に数地区

程度しか採択ができてないというのが現状でご

ざいますので、年数的に相当かかりますので、

並行してハザードマップ等をつくっておりまし

て、各市町村におきまして随時年度内には全て

公表されると聞いておりますので、そういった

ハザードマップの周辺住民への周知等によりま

して、一方では減災対策のほうを講じていきた

いというふうに考えております。

○丸山委員 いずれにしましても市町村との連

携が十二分に必要だと思ってますので、早目に

この66カ所、特に早目に終わるように予算等も

しっかり確保していただくようお願いしたいと

思います。

引き続き、255ページの畜産振興課にお伺いし

ますけども、先ほども豚のブランドのことが言

われてたんですけども、豚っていうのは基本的

に承継が多くて系統は少ないもんですから、宮

崎のブランドといったときに、本当にできるの

かなっていうようなイメージを持っているんで

すけども、恐らく七、八割は承継、もっとかな

というイメージがあって、本当に宮崎の豚のブ

ランドというのはどう考えればよくて、今回、

この25年に取り組まれて、どういうふうに実際

感じられてるのかお伺いできればなと思うんで

すが。

○坊園畜産振興課長 豚についてはおっしゃる

とおり、系統と承継といいましたら承継のほう

が割合的には多くなっております。今回、ブラ

ンドポークにつきましては、承継の皆さんの豚

も一緒にブランドの中に入れていこうというこ

とで今回考えておりまして、今３地区あるのは

ＪＡ西都、児湯、尾鈴ですけども、ことし平成26

年度中には都城の民間の業者さんとかもブラン

ドの中に入れていくような取り組みをしていこ

うということで今考えておりますので、県全体

でのブランドポーク、その中にいろんな先ほど

申しました特徴のある銘柄をつくっていくとい

う形になろうかと思います。
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○丸山委員 なかなか承継っていうのは独自性

があって、本当に入ってきているのかなという

のがある。今後、この豚に関しても、どうやっ

て本当にやっていくのか、ちょっと突っ込んで

しないと、形だけで終わりそうな気がするもん

ですから、その辺はしっかり─鹿児島は黒豚っ

ていう感じで本当にすごくそういうイメージが

つくんですが、宮崎の豚は頭数は割かし２番ぐ

らいに多いんですけども、えっ、そうなのって

いうぐらいの、何か悔しいなというイメージを

持ってるもんですから、その悔しさを何か変え

るようなイメージ戦略を持ってほしいと思って

る。何かございませんか。

○坊園畜産振興課長 なかなか難しい御質問で

すけど、ブランドポーク、最初、全体的なブラ

ンドポークという名前で確かに特徴はないかな

という。いろんな御意見もいただいたんですけ

ども。先日、福岡でマルシェをやっていただい

たシェフの方は非常にいいネーミングだと、ブ

ランドポークっていう名前は非常にいいという

ことで、今度しっかり売っていくよというふう

に力強い支援をしていただきましたので、こう

いう方々にしっかり売り込んでいってブランド

ポークを広めていきたい。全国で２番目なんで

すけども、県内でまず食べていただくことも必

要ですし、あと九州、福岡あたりを中心に今後

やっていきたいと思ってます。

○丸山委員 ぜひブランド確立をしっかりやっ

ていただきたいと思います。

一番下に書いてる新みやざきの食肉消費拡大

事業、食べ方をいろいろ工夫してやっていこう

ということで、いろいろやられているんですけ

ど、試作品をつくったり、新たな料理をつくっ

たり。実際これを25年度やられてみて、何か物

になるようなものが発見できたのか。それで本

当に肉の消費を拡大できるのか。特に宮崎とい

うのは畜産県と言いつつ、消費量を見てみると、

宮崎市内で20番か30番ぐらい、ちょうど真ん中

であんまりぴんとこない。消費もしっかり日本

一になれるぐらいの形にならないと、鶏肉は結

構高い消費率というのは聞いてるんですけども、

そういう肉の消費に関しての考え方は、全国で

やってみて、よかった点と今後改良するべき点

をお伺いできればなと思ってますけども。

○坊園畜産振興課長 新生みやざき食肉消費拡

大事業につきましては、県内で牛肉を消費して

もらおうということで県内の業者さんたちがい

ろんな取り組みをしていただいたものでござい

ます。料理専門家の方に豚肉、牛肉、鶏肉を使っ

たいろんな料理をつくっていただきまして、そ

れを冊子にしまして今お配りしてるとこです、

それから、その中でも売り出せそうなものにつ

きまして、シェフの方とか旅館、ホテルの方に

一応紹介をしてるという状況でございまして。

その後使われたかどうかについては少し検証を

させていただきたいと思います。

○丸山委員 ぜひ今後、観光も含めて食という

産業をどうやって取り組んでいくのかというの

は、宮崎の牛なり豚なり鶏肉をどうやって活用

していくのかというのは大きなポイントになっ

てくるはずですので、やっぱりそれは観光なり

旅行業、また飲食業との連携をしてもらう。た

だモデルみたいな本をつくって配りましただけ

で終わるんじゃなくて、もうちょっと突っ込ん

でやっていただきたいというふうに思ってます。

これは商工等含めてしっかり取り組んでいただ

ければなというふうに思っております。

引き続き、いいですか。256ページの自給飼料

基盤の関係なんですけども、先ほどから言いま

すように高齢化が進んできていて、粗飼料もつ
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くれなくなってるからコントラクターをつくり

たいというのがあるというふうに聞いているん

ですが、県全体でのバランスを見たときに、特

に平場はまだ大型機械が入っていいんですけど

も、山間地、特に先ほど緒嶋委員のところの山

間地はなかなかそういうコントラクターもつく

りづらい、多分ないんじゃないかなと思ってい

るんですが、そういう地域に対しての何か違っ

た施策なんかも今後は必要ではないのかなと思

います。今の現状を見て、県全体でコントラク

ターの数はこれぐらい必要で、地域バランスが

今ちょっとおかしいから、こっち側にもう少し

支援をしていけたらというような考えがあれば、

お伺いできればと思っております。

○坊園畜産振興課長 コントラクターは今県下

に45ほどあります。でも、やっぱり平場のとこ

ろがどうしても多くなってしまってて、山のほ

うは少ないという現状だと考えてます。やっぱ

り平場で餌をつくって山手に運んでいくという

ような仕組みづくりというのは必要と思ってま

して、昨年から国の事業等使いまして、延岡地

区では平場から山手に運んだりとかしておりま

すので、こういう取り組みを進めていければと

いうふうに思ってます。

コントラクターが幾つ必要かということにつ

いては、少しまだこれから考えさせていただき

たいと思います。

○丸山委員 できれば、全体的なことを考えて、

今後の畜産を何頭維持しなくちゃいけないとい

うのをベースに考えて、どれだけ粗飼料が必要

だろうというのを考えていただいて、あと中間

管理機構ができて、今後、農地の集約化をやっ

ていくと考えると、どれだけいないといけない

というのをトータルに、ぶつぶつ単独で考える

んじゃなくて、全体として考えるような形を持っ

ていってほしいなと思っておりますので、それ

も要望にさせていただこうと思います。

引き続き、257ページの畜産経営コンサル強化

事業についてなんですけども、これもいろいろ

そういう地域の中に地域コンサルを育成できた

ということなんですけども、実際この方々がど

のような形で今後経営指導されるのかというこ

とが一番重要になってくるというふうに思って

おりまして、県としては、牛であれば一年一産

に取り組むとか、いろんなことをやろうといっ

ても、なかなかそれがうまく実際できてない。

何が問題か。労働力を自分たちでカウントして

なくて、ボランティアでしてるとか、経営が本

当に各農家ができてない状況ではないのかなと

思っているんですが、今回の事業をやったこと

によって、何が今変わりつつあろうとしている

のかというのをもう少し教えていただければあ

りがたいかなと思います。

○坊園畜産振興課長 この畜産経営コンサル強

化、この事業につきましては、先ほど申しまし

た畜産新生プランというのを平成25年につくり

ましたけども、これで生産性を上げていこうと

かコストを下げていこうと、農家の経営をしっ

かりやっていこうということでやらないといけ

ないということなんですけども、そこに農家の

指導力というのが、県職員も結構異動とかもあ

りますし、あと経済連とかも異動とかがあった

りして、その畜種に本当に詳しい専門家という

のが少し少なくなってきたかなということがあ

りまして、その専門家の技術力をしっかり上げ

ていこうと。そして農家への指導がちゃんとや

れるようにということで今養成をしてるとこで

ございます。25年から今始めたところで、肉用

牛それから酪農、豚ですね。ことしは酪農の専

門家も育成しようとしておりますので、彼らが
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その専門家の方々から勉強して、しっかり自分

のものにして、そして次に農家のほうへ、そし

て地域の技術員に指導ができるようにというふ

うに考えておりまして、実際の指導については

これからということでございます。

○丸山委員 研修された人がいて、だんだんそ

れぞれの畜種にそういう方ができる。県として

は何人ぐらい、そういう畜種ごとに全体的に地

域ごとに育成していってほしいと、その方々が

リーダーになって、それぞれおろしてほしいと

いうのがあるんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 今回大家畜も平成25年度

は肉用牛で４名、それから豚で４名つくってま

すが、この内訳としては県職員が２名、普及員

と試験場、それから経済連の方が１名、あと畜

産協会が１名、畜産協会はコンサル事業もやっ

ておりますので、ここが核になって、あと地域

に普及センターなり、それから農協の方々に対

する指導をして、その中でちょっと何名かずつ

ということは想定してないんですが、彼らの技

術員の技術力が上がることを想定いたしており

ます。

○丸山委員 それは25年度にできたということ

で、今後全体的にまだ数は、人数的にはふやす

という計画なんじゃないんでしょうか。

○坊園畜産振興課長 専門コンサルということ

であれば、今の数、これにあと、ことし酪農が

入りますので、それを本当の専門コンサルタン

トというか技術員として育成していきたいと

思ってます。

○丸山委員 その専門コンサルタントになって

本当に生かせるような、県の職員が２名という

ことだと、どういう形で配属、こう動くのかと

かあったり、畜産協会だとほかの仕事を持って

いるはずなもんですから、本当にできる場所に

人事的に置いてもらわないと、ただコンサルとっ

たよね、勉強してもらったよねで終わってしまっ

たら意味がないかなと思っています。人事的に

含めてどのように考えていらっしゃるんでしょ

うか。

○坊園畜産振興課長 人事面についてまで

ちょっと想定はなかなか難しいんですけども、

今回養成する専門家については、しっかり農家

とか地域の技術員に指導ができるようなことを

しっかりやらせていきたいというふうには考え

てます。

○丸山委員 すぐには芽が出ないものかもしれ

ませんけど、ここの経営がしっかりしないと、

幾らいろんな施設をつくっていっても、経営が

破綻しては意味がありませんので、しっかりこ

この経営ができて、税収としてしっかり納めて

くれる農家をつくっていただきたい。恐らく農

家の方々っていうのは、本当に非常に言い方が

悪いのかもしれませんけど、減免といいますか

減税措置をよく言われることが多いんですけど

も、そうじゃなくて、しっかりもうけて納税す

るぐらいの農家をつくっていくというのも、今

後は畜産を含めて必要であろうと思ってますの

で、その辺の経営感覚をどうやって持つのかと

いうのを、今までの形じゃなくて、今後はＴＰ

Ｐとかいろいろ考えが出てくる、非常にこの荒

波の中でやっていかなくちゃいけないことを考

えると、本当に守られているんじゃなくて、今

から打って出るんだよというぐらいの経営コン

サルみたいな計画を持たないとだめだというふ

うに思ってますので、それぐらい強い経営コン

サルタントを育成していただきたいというふう

に思ってますけども、そういうイメージを持っ

てよろしいでしょうか。

○坊園畜産振興課長 経営力を農家に持ってい
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ただくことは非常に大事だと思ってますので、

今回育成する専門コンサルについてはしっかり

した指導ができるようにというふうには思って

ます。

○丸山委員 ぜひ少しずつでもいいですから、

芽が出るようにしていただくようお願いしたい

と思ってます。

家畜防疫対策課のほうにお伺いしたいんです

けども、260ページの巡回指導については、4,300

戸余りに回っていただいてるんですが、どうし

ても人間というのは忘れがちな動物なもんです

から、この261ページには県内一斉消毒の実施状

況100％って書いてあるんですけども、本当かな

という気持ちがしてならないわけなんですけど

も。実際100％なのかどうか。畜産農家によって

は差がかなり、やっている人は毎回やっている、

やらない人はだんだんやらなくなっている気が

するんで、本当にこの巡回指導の方々等含めて、

どんな指導をされているんだろうなって思って

るんですけども。

○久保田家畜防疫対策課長 県内一斉消毒の日

につきましては、市町村のほうにお願いいたし

まして、毎月20日にどのようなことをやりまし

たかというのを調査してます。これはやっぱり

委員が言われるとおり、動噴から石灰をまいて、

全ての踏み込み消毒槽を全部変えたという、複

数やられる方と踏み込み消毒槽をきちんときれ

いにしましたとかいうのも当然この中には入っ

ております。それで、その調査の中においては、

点ですけど、毎月20日というその中ではやられ

ているということになっております。

それで、その下が飼養衛生管理基準ですけど、

国が守るべき基本的な基準を定めております。

それを家畜保健所の家畜防疫員が中心となりま

して、農家さんに巡回して確認しているという

ところで、この進捗状況の表にあります、昨年

で一個もバツがつかないというのが86.1％とい

う形になって、少しずつでありますけど改善は

されてきているという状況になっております。

○丸山委員 その上がってきているというのと、

実態的にそうなのと。抜き打ちでぽっと行った

ときにどうなのと、多分恐らく違うような気が

するんですね。それが抜き打ちで行って八十何

％あればいいんですけど、行きますよって言っ

てこんな状況かという雰囲気もあるもんですか

ら、抜き打ちで行ってもちゃんとこれぐらいで

きてればいいんですけど、我々が感覚的にです

けども、ここまではないというイメージを持っ

ているもんですから、この巡回指導の方々も行

くときに本当にそういうふうに思ってるのかな

というのをちょっと。本当の意味での調査をや

らないと、生ぬるい。これしっかりと検証をも

う一回していただければなと思っておりますけ

ど、いかがでしょうか。

○久保田家畜防疫対策課長 ここには出てきて

ないんですけど、これプラス授精士の方であり

ますとか農協の方々、技術員の方々から報告を

いただくようなシステムも１個持っております。

家畜防疫員が巡回するということになりますと、

やはり限られた人数しかいませんので、アポを

とって農家さんに行くやり方はちょっとそれし

かできませんので、技術員の方々からも調べて

いただくというふうにしております。

○丸山委員 実態的には多分本当にこのパーセ

ンテージじゃないと思っておりますので、また

宮崎で口蹄疫等の大きな病気が発生すれば、非

常に残念な結果になってしまいますので、なら

ないためには基本である防疫をしっかりやるん

だというのを改めてやっていただくようにお願

いしたいと思います。
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○内村主査 この後総括質疑がまだあるんです

が、このまま続けていいですか。

○丸山委員 最後にしますけども、先ほど263ペ

ージの飼養モデルで分娩間隔のことで、この一

年一産というのがモデルでもなかなか難しくて、

ここが基本的には畜産経営の特に生産において

は悪い経営になってる根源だと思っているんで

すけども。モデルでもこういう状況であれば、

実態の農家ではもっと悪くなる可能性もあって、

平均したときにですね。悪いのはもっと悪い。

ここをどう今後改善していくのかっていうのが、

宮崎の畜産経営、そして子牛の頭数の維持にも

つながっていくと思っていますけども、今回こ

ういうふうにやられてみて、どう全体的につな

げていきたいというのをお伺いできればなと

思っているんですけども。

○久保田家畜防疫対策課長 25年からの取り組

みということで、当然一番下の結果というのは

まだまだ今からということになっておりますけ

ど、今、ＮＯＳＡＩの獣医の先生たちに80戸の

農場を月１回ぐらいのペースで巡回してもらっ

ております。それで、超音波診断装置等も使い

まして、農家さんに普通の直検で妊娠鑑定する

んでなくて、画面で見えるような形で可視化と

いいますか、そういう意識を高めていただくと

か、そういう形で今スタートしたところで、今

度いろんな各農家さんごとの原因といいますか

いろいろ出てくると思いますので、それがこと

しの課題になってくるんだろうというふうに考

えてます。

○丸山委員 ぜひ何が問題なのか明確にしてい

ただいて、それを早く解決する対策を出してい

ただいて、それを早く各農家に普及できる体制

なりを、先ほど言った経営コンサルの方々につ

なげていくとかいうのをやっていただきたいと

いうふうに思います。よろしくお願いします。

○内村主査 総括がまだ今からあるんですが、

どうしますか、もういいですか。

○重松委員 漁村振興課の方に。253ページのイ

セエビが解禁になって、連日すごくにぎわって

おりますが、しかし不漁が続いているというこ

とで、253ページの６番で人工海藻にかわる安価

な代替物を設置して、既製品と代替の計が12匹

着生したと書いてますが、この安価な代替物と

いうことと、12匹というのはこれは画期的な数

字なんでしょうかということをちょっとお尋ね

したいんですが。

○神田水産試験場長 人工海藻によりますイセ

エビの着生試験ということで水産試験場のほう

でも取り組んでございまして、簡易な海藻にか

わるものということで、漁師さんたちが使いや

すいように杉を使ったり、あとはかごの中に

ちょっと化学繊維みたいなものを入れてコレク

ターという形のものをつくったり、あとは重厚、

ちょっと重たいんですけども、穴あきのコンク

リートブロックを使ったりということで試験し

てございます。

その結果としまして、12匹の確認ができたと

いうことなんですが、25年につきましては結構

海がしけたりしまして、調査の回数も少のうご

ざいました。24年度が18尾で今回が12というこ

とで、そんなに少ない数でもないかな。期待し

てる数ではないんですけども、それなりに成果

は得られているのかなという考え方でございま

す。

○重松委員 わかりました。ここの文章の書き

方なんですけど、25年８月から25年９月という、

これは１カ月という意味なんでしょうかね。25

年８月から１カ月であれば９月までのって書く

のかなと思って、ちょっと気になったんですけ
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ど。

○内村主査 答えが出ますか。

○神田水産試験場長 少しお時間をいただきた

いと思います。

○内村主査 これは総括でもう一回答えていた

だけますか。総括に入りますけど、どんなでしょ

う。（「それで結構です」と呼ぶ者あり）このこ

とについては総括のところで答弁をお願いいた

します。

以上をもって農村計画課、農村整備課、水産

政策課、漁村振興課、畜産振興課、家畜防疫対

策課の審査を終了いたします。

引き続き、総括質疑に入りますが、準備のた

め暫時休憩いたします。

午後４時52分休憩

午後４時54分再開

○内村主査 分科会を再開いたします。

各課の説明及び質疑が全て終了いたしました

ので、総括質疑に移ります。農政水産部の平成25

年度決算全般につきまして質疑はございません

か。

○神田水産試験場長 先ほどのイセエビの件で

ございます。ここに記載してございます25年８

月から25年９月までの間というのは、いわゆる

調査いたしまして実際見れた期間ということで

ございます。いわゆる設置してある期間のうち、

実際、調査のこの２カ月間の間にこの12匹が確

認できたということでございます。よろしくお

願いいたします。

○内村主査 よろしいですか。ほかありません

か。

○井上委員 別に25年度の決算がどうこうって

いうのではなくて、これからの農政水産部の

ちょっと前段で言いましたが、農政の改革をし

て云々という、強い自立できる宮崎県にしない

といけないし、持続可能な地域にしないといけ

ないので、ここが一番私たちにとって大切なと

こだと思うんですよね。だから、この宮崎県で

農業というのはどういう位置を占めるかといっ

たら、これはやっぱりこの農業を外して何かが

考えられるということはないと思うんですよね。

農業も林業も漁業もそうなんですけど、そこを

外して何かを考えるということはできないとい

うふうに思いますね。

ですから、先ほど丸山委員がちょっといみじ

くも言われたんですが、私も同じ考えで、現実

に例えば、この前ちょっと、飼料の問題とかで

すよ、飼料米の問題とかというのは、全体にか

かわる問題ですよね。飼料米を幾らつくればど

うなるとか、こっちの本当の米はどうするとか、

そういう意味で言えば、全体的なことを誰が見

て誰がどんなふうにしてコーディネートしてい

くのかと、全体をコーディネートしているのは

どこなんだっていったら農政水産部だと思うん

ですよね。だから、そこがしっかりとしていく

と、さっき言われたブランドの確立も含めて、

うちは飼料米はこれほどつくっていて、この飼

料米がどんなふうに利用されていて、そのこと

によって逆に言ったらうちの売りはこれなんだ

ぐらいのことがきちんと言えるようにしていた

だきたいというのが、これが望みなんですね。

いわゆるもうかる農業であったり、もうかる漁

業であったり、もうかる林業であったりという

ことを考えたときに、自立できる農家があった

り林家があったり、それこそ漁村もそういう自

立できる人たちがどんどん出てくると。

それで、先ほど丸山委員、経営の問題につい

ても言われましたが、やっぱり経営のノウハウ

がきちんとあるということは大変重要なことな
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ので、そういう意味で言えば、インターネット

の活用がどれだけできるのかということも含め

て、マーケティングにどれだけ自分がアクセス

できるのかということも含めて、いろんな意味

で、農政水産部がこのビジネスとしてやる部分

というのがすごく大きくなってきてると思うん

ですね。ましてビジネスとしてやれる部分が楽

しいものになりつつあるということを、やっぱ

りもっとメッセージをするということ、それか

ら全体把握をきちんとすること。全体把握した

ものが、必要性と必要な量はどれだけあってど

んなだという経営感覚がまず農政水産部のほう

がそういうことをきちんと割り出していって、

そして、そこで現実にやっている人たちのとこ

ろと密接なつながりを持って機能的に動くこと

ができたら、私は宮崎っていうのは結構負けな

いでやっていけるところだというふうに思うん

ですね。だから、部分的にどこだけ切ってここ

だけ切ってってしないで、ある意味自分のとこ

ろが持っているものをしっかりと磨き上げてい

くという、よそのイコールのフードビジネスで

はなく、宮崎のフードビジネスというのが可能

になるのではないかというふうにして大変期待

をしているわけですね。

そして、環境森林部長が25年度が出発だった

んだと、林業の変わっていくときの25年度が出

発だったんだといって、もう大上段に振りかぶっ

て部長が言われたわけですよ。それって物すご

く強く響いてくるし、私たちが林業をもっとバッ

クアップしなきゃと思うのは、そういうありよ

うなんですよね。そういう部のありようがすご

く伝わってきてすごくいいなというふうに。実

はきのう、部長が発言された後に１人だけでし

たが拍手をしたんですが。だから、農政水産部

も本当に私はビジネスとしておもしろいと思っ

ていただいて、総合商社的な感覚でもっとやっ

ていただいて、経営感覚を本来持たなければい

けないのは、実は県であって、個人個人だけの

問題では、個々人のところの経営者の問題だけ

ではないのではないかなというふうにして実際

思うんです。だから、例えば知事に対して、今

後知事がどういう政策で、12月21日は選挙され

るわけですけども、だから余計に政策として農

政水産のところ、漁業のところ、林業のところ

というのをどんなふうに打ち出されるのかとい

うのは非常に私も興味のあるところなんですが。

しっかりと予算を獲得すること、そして、その

予算を使い切っていくだけのパワーを持つこ

とっていうのが大事なんじゃないでしょうかね。

やっぱり農政も25年度が出発点だったんではな

いかと、私はそう思うんです。転換点であった

し、変わりつつある農政の一番の基盤になった

とこじゃないのかなって。だから、27年度の予

算にどう反映されていくのかっていうのは、こ

れは見ものなんですが。だから、さっき家畜防

疫の関係のところで、気を緩めて、再度、もし

かして、私は県の機関で出るのが一番嫌なんで

すが、そういうこととかが再度繰り返されるよ

うだと、私たちはやっぱり勝負としては負けて

いくのではないかなというふうに思うんですね。

だから、丸山委員が100％って言われるけど、100

％が100％としての実感がないと、自分たちにな

いと、私なんかよりかずっと現場を知っておら

れる方がそう言われると、やっぱりそこを宮崎

は大丈夫って言わせるものが必要なんじゃない

でしょうかね。

決算は使った金の話じゃないかっていうふう

に言う人もいるんですが、私は実は使った予算

をどう評価をして、その使い方をどうみんなで

もう一度検討できるかっていうのが、これが経
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営するときの一番の必要な能力だと思うんです

よね。だから、農政が今後、その農政の能力を

生かしてどういう経営を今後していくのかって

いうのは、25年度の決算を足場にして、そこで

どういうふうな次の展開というのを求めていく

のかっていうのが実は大事なんじゃないかなと

思います。

実は京都に行ったときに、京都で食べさせて

いただいた豚を、これしゃぶしゃぶだったんで

すが、やっぱり宮崎では食べないしゃぶしゃぶ

の食べさせ方をするわけですね。そのときに、

そこの料理店の店主の方に宮崎に来ていただい

て、実際そこで使っている豚よりもうちの豚の

ほうがおいしいので、うちの豚を使ってくれっ

て豚のファームのところにまで全部連れて行っ

たり、それから、ゆずこしょうも赤じゃないと

いけないんだそうですね。そこのお店にしてみ

れば赤じゃないといけないと言われるので、美

郷のあそこのところまで連れて行ったんですが、

現実にあれも見ていただいたりしたんですけど

ね。だから、やっぱり商売というのは気を抜か

ずに、同じシンプルな食べさせ方であったとし

ても、その食べさせ方にちゃんとした意味があ

れば、ストーリー性があれば、京都で食べたしゃ

ぶしゃぶと宮崎で食べるしゃぶしゃぶが何が違

うのかと、うちのしゃぶしゃぶのほうがおいし

んだがなと思うけど、京都で食べたしゃぶしゃ

ぶは別なしゃぶしゃぶに見えたということが、

すごく私からすると、そこをしっかりとマーケ

ティングも含めて、自分たちがつくっているも

のがどんなふうに提供されていくかというとこ

ろまできちんと隅々まで意識がいくといいなと

いうふうに現実には思ったところです。だから、

食材でうちが負けるわけはないけれども、マー

ケティングの中でいったときのうちの商品が、

それはそんなふうには見られていないというと

ころに、やっぱり私たちは何かが足りないとこ

ろがあるのではないかなっていうふうに思うん

ですね。だから、26年度の今の、私も常に新規

予算のあれなんかを見せていただいたときに、

やっぱり農政が一番おもしろくて農政を見るわ

けですが、そういうのも含めて27年度予算の獲

得の仕方が農政水産部がどうなのかというのが、

この25年度の予算を足場にして少し考えて、積

極的な予算獲得をしていくという力を持ってい

ただけたらいいのかなというふうに思います。

これが総括になるかどうかは農政水産部で考え

ていただきたいことではあるんですが、現実に

私はそこをしっかりとしないと、宮崎県が自立

し持続可能な地域になるのには、そこがやっぱ

り課題、一番のポイントじゃないかなっていう

ふうに思いますので、そこを期待しているし、

そこを言っていただきたい。もう最後、部長に

そこは答弁をお願いしたい。

○緒方農政水産部長 今まさに本当に農政、転

換期にあると思います。25年度、国の制度も変

わりましたし、ＴＰＰ交渉をやる中で国ではプ

ランはつくって変えてきた。そういう中で私ど

もも25年度が一番の転換点と考えておりまして、

フードビジネスというのを打ち出しましたけど

も、そういったことでやっていくということな

んですが。私が常々言ってるのは、まずは我々

が変わろうと。我々が変わらないと、宮崎の農

業は変わらないよということをいつも言ってま

す。というのは、我々はやっぱり勉強していろ

んな情報をとりながら、マーケティングもそう

ですし、そういうことをやりながら、我々が変

わっていかないと農政は変えられない、農業は

変わっていかないということで、職員全員一生

懸命やってるんですけども、さらにそういう意
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識の改革といいますか、そういう意識を持って

仕事に取り組んでもらいたいと考えておりまし

て、来年度予算についても、そういった気持ち

で取り組んでいきたいと思っております。

○内村主査 ここで委員の皆様にお諮りいたし

ます。間もなく５時15分になりますが、いかが

いたしましょうか。皆様の時間外になりますが、

引き続き審議を行っていいですか、どうします

か。執行部はどんなでしょうか。大丈夫ですか。

皆さんもいいですか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、引き続き審議を行いま

す。ほかありませんか。

○緒嶋委員 部長が言われた、やっぱり人が変

わらないといかんという中で、農政というのは、

ある意味じゃ技術集団なんですよね、専門集団。

その中で人事が一つのサイクルとして３年で交

代すると。サイクルが機械的な異動になっとる

わけですね、ある意味では。これは県庁全体が。

それが本当にいいのかどうか。研究職で部分的

には長く務めておる人がおるけど、大体は一つ

の物差しで考えれば、３年サイクルというよう

な。それはもう定年とかでやむを得ん場合もあ

りますよ。基本的に人がそこで本当に能力を発

揮するためには、３年でいいのかという問題も

あると思う。幹部職は別にして一般的なあれで

すね。そこ辺からもやはり本当に農業が変わる

ためには、今のような人事異動体制でいいのか

ということを、私はもうちょっと原点に返って

考えなきゃいかんのじゃないかと。本人はおり

たい、そこで頑張りたいと思っても、３年来れ

ば、もう３年ですからということで異動すると。

そういうことで本当に機械的な異動で農業発展

というか、そういう農業の振興が体制的にうま

くいくのかどうか。このことを私はちょっと懸

念を持っておるんですけど、このことについて

部長どう考えてるかな。

○緒方農政水産部長 やはり専門性を高めるに

は、それからしっかりした仕事をするためには、

ある程度の年数いることは必要だと思います。

そういうことで普及センターは４年とか一応目

安はあるんですけども、状況に応じてそのあた

りは柔軟に考えていきたいと考えてます。

○緒嶋委員 特に、本人はまだおって頑張りた

いという人までも３年ですからということでど

んどん動かすというのが、それは何かやむを得

ん事情がある場合は別にして、本人の意向も踏

まえながら適正な異動というか、私はそれが適

正な異動だと思うんですね。そこら辺十分考え

てやってほしいと思います。

それから、やはり全てが県と経済団体やらい

ろいろ連携は当然やらにゃいかんが、市町村が

それぞれ農業振興の基本で核ですよ。やっぱり

市町村だと思う。市町村の農業振興をどうやる

かということ、県がもちろんリードしながら、

市町村の主体性をどう高めていくか。ふるさと

地方創生もそういうことだと思うんですが。そ

ういう中でその地域に適地適作的なものを含め

て、その地域に合った農業をその地域がどう考

えるかということからスタートして協議すると

いうことじゃないと、なかなか全体的なしゃく

し定規的なことだけで、県がこう考えますから

これでいきましょうとかということじゃなくて、

あんたたちは市町村としてどういう農政をやり

ますかと、その中で経済団体を含めてどういう

方向で進みますかというようなものの中の連携

をもうちょっと深めていかなければ、私は、県

がどんなに笛を吹いても踊る人はやはり市町村

じゃから、市町村の踊る人をうまく育てなけれ

ば、農業振興も林業も同じですが、うまくいか
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ないというふうに思いますので、市町村との連

携の中でどう進めるか。また、その中で市町村

の数値目標的なものを積み重ねて、やっぱり目

標というのは私は数値目標以外にはないと思う

んです。そういう方向で進みますというだけで

はどうにもならない。やっぱりある程度確実に

その目標に向かって進むということは、数字的

なデータ的なものの中で物を進めていかなけれ

ば、私は抽象的な言葉でフードビジネス加速化

技術とかいうて、ビジネス加速化という言葉と

してはわかるけど、それがどういう形になった

場合が加速化になるのか。もうかる農業とは、

どういうのがもうかる農業かと。言葉としては

わかるけど、数値的なものが出てこんと、本当

にもうかったのかどうかわからない。やっぱり

そういうことであれば、長期計画の中では点々

と数値目標が出ておりますが、数値目標を明確

に議論して深めて、その数値目標に向かって努

力すると。そういうものが必要だと。この産業

としての農業、皆、このフードビジネス加速化

技術開発促進とか、言葉としては、フードビジ

ネスが加速化しとらんから全てがこういうテー

マになるわけですよね。儲かる農水産業を切り

開く試験研究体制、まだもうかっとらんから、

こういう体制、言葉を使われるわけです。これ

は課題としては、皆さんの事業名というのは100

点満点だ。その100点満点の事業名にどう進んで

いくかというものを数値目標を立てながら私は

努力していかなければ、この目的を達成したか

どうかわからない。マーケティングも同じ。輸

出でも同じですが、それをいかにやっておりま

すというても、それは言葉としてわかるけども、

実態が伴わないものは、私は余り成果が上がり

にくいんじゃないかなというふうに思いますの

で、今後は、具体的な数値を市町村を含めて議

論を深めて長期計画の中では積み重ねていく。

そして宮崎県の農業があって、関連産業があり、

それこそ農商工連携が膨らんでいくわけですね、

そういうこと。だから、これは農業が、第１次

産業と言われるものが基本で、言われたとおり

宮崎県の振興の一つの基礎になるわけですから、

これは今後ＴＰＰとかそういう将来の国の農政

の方向等もいろいろ連携はするけれど、宮崎県

はその市町村との連携を深めながら数値目標的

なものを深めながら、25年度のこの決算という

のは死体解剖と言われておりますけど、死体解

剖をよく見ながら、27年度に向けてのまたスタ

ートにするということが私は絶対必要だと思い

ますので、そういう方向で進んでほしいという

ことを言っております。それ以上は、皆さん方

は能力の高い人でありますから、１を聞いて10

を知るとか悟るとかいうことがありますので、

頑張ってください。期待いたします。

○内村主査 よろしいですか。ほかありません

か。

○前屋敷委員 もうそれぞれお話があったんで

すけど、やはり宮崎の農業というのは、本当に

地域経済を支える第１次産業で大変重要な位置

づけだというふうに思います。そして、やはり

食を支えるというのが農業なので、そこにも大

事な視点があるんですよね。それとあわせて農

業は自然に非常に影響されやすいという中では、

農家の皆さん方は本当に天気と一体となって戦

々恐々としながら毎日農作業をされておられる

という状況があるので、普通の工業製品とは全

くそこは質の違う、貴重な生産するそういう部

門ですよね。しかし、やはりＴＰＰも含めてで

すが、国のさまざまないろんな補助制度も含め

て、目まぐるしく変わる中では、本当に経営も

含めて大変な状況だろうと思います。しかし、
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そういった中で農家の皆さん方がさっきも

ちょっとお話ししましたが、本当に農業を愛し

て続けていきたいと、しかし後継ぎがいないと。

そういう中で、集落営農に行ったり、また農地

を活用するという点では企業が参入したりとか

そういう形態もさまざま変わってきますけど、

しかし基本は一つだというふうに思うんですよ

ね。ですから、再生産ができるような、どんな

農家でも小さい規模の農家でも再生産ができる

ような所得補償であったり価格保障であったり、

そういうものがきちっと今後確立をされていく

必要が私はあるというふうに思っているところ

です。だから、どんな農家でも切り捨てること

なく、しっかり支えていくのがやはり宮崎県の

農政のあり方として位置づけてほしいなという

ふうに思うとこですので、その辺は基本的にぜ

ひ踏まえていただきたいということをお願いし

たいと思います。

○内村主査 よろしいですか。それでは、以上

をもって農政水産部を終了いたします。執行部

の皆様には長時間御苦労さまでした。どうもお

疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後５時18分休憩

午後５時21分再開

○内村主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、審査の最

終日に行うこととなっておりますので、10月３

日の午後１時30分に採決を行いたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他、何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、以上で本日の分科会を

終了いたします。

午後５時22分散会
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午後１時28分再開

出席委員（８人）

主 査 内 村 仁 子

副 主 査 清 山 知 憲

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 原 正 三

委 員 丸 山 裕次郎

委 員 井 上 紀代子

委 員 重 松 幸次郎

委 員 前屋敷 恵 美

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

議 事 課 主 査 松 本 英 治

議 事 課 主 査 大 山 孝 治

○内村主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 では、議案第18号についてお諮り

いたします。原案どおり認定することに御異議

ありませんか。

〔「異議あり」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 異議がありましたので、挙手によ

り採決を行います。

議案第18号の認定について、賛成の方の挙手

を求めます。

〔賛成者挙手〕

○内村主査 挙手多数。よって、議案第18号に

ついては原案のとおり認定すべきものと決定い

たしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。主査報告の内容として御要望はありません

か。

暫時休憩します。

午後１時29分休憩

午後１時46分再開

○内村主査 それでは、分科会を再開いたしま

す。

主査報告につきましては、正副主査に御一任

いただくことで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 それでは、そのようにいたします。

その他何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○内村主査 ないようでしたら、以上で分科会

を終了いたします。

午後１時47分閉会

平成26年10月３日(金)


